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(注)　１　本書において、文脈上別意に解すべき場合を除いて、以下の用語および表現は、それぞれ以下の意味を有す

る。

 

「宝武鋼鉄集団」 中国宝武鋼鉄集団有限公司（China Baowu Steel Group

Corporation Limited）

「ベーシスポイント」 利息または為替の変動を表す単位で、１％の100分の１

「BIC銀行」 Banco Industrial e Comercial S.A.

「取締役会」 中国建設銀行取締役会

「CBRC」 中国銀行業監督管理委員会（China Banking Regulatory

Commission）

「CCBアジア」 中 国 建 設 銀 行 （ 亜 洲 ） 股 份 有 限 公 司 （China

Construction Bank (Asia) Corporation Limited）

「CCBブラジル」 中 国 建 設 銀 行 （ 巴 西 ） 股 份 有 限 公 司 （China

Construction Bank (Brasil) Banco Múltiplo S/A）

「CCBドバイ」 中国建設銀行（迪拜）有限公司（China Construction

Bank (Dubai) Limited）

「CCBヨーロッパ」 中国建設銀行（欧州）有限公司（China Construction

Bank (Europe) S.A.）

「CCBファイナンシャル・リーシング」 建信金融租賃股份有限公司（CCB Financial Leasing

Corporation Limited）

「CCBフューチャーズ」 建信期貨有限責任公司（CCB Futures Co., Ltd.）

「CCBインドネシア」 中国建設銀行（印度尼西亜）股份有限公司（PT Bank

China Construction Bank Indonesia Tbk）

「CCBインターナショナル」 建 銀 国 際 （ 控 股 ） 有 限 公 司 （CCB International

(Holdings) Limited）

「CCB生命保険」 建信人寿保険有限公司（CCB Life Insurance Company

Limited）

「CCBロンドン」 中国建設銀行（倫敦）有限公司（China Construction

Bank (London) Limited）

「CCBマレーシア」 中 国 建 設 銀 行 （ 馬 来 西 亜 ） 有 限 公 司 （China

Construction Bank (Malaysia) Berhad）

「CCBニュージーランド」 中国建設銀行（新西蘭）有限公司（China Construction

Bank (New Zealand) Limited）

「CCB年金」 建信養老金管理有限責任公司（CCB Pension Management

Co., Ltd.）

「CCBプリンシパル・アセット・マネジメ

ント」

建信基金管理有限責任公司（CCB Principal Asset

Management Co., Ltd.）

「CCB損害保険」 建信財産保険有限公司（CCB Property & Casualty

Insurance Co., Ltd.）

「CCBロシア」 中 国 建 設 銀 行 （ 俄 羅 斯 ） 有 限 責 任 公 司 （China

Construction Bank (Russia) Limited Liability

Company）

「CCB信託」 建信信託有限責任公司（CCB Trust Co., Limited）

「CIC」 中 国 投 資 有 限 責 任 公 司 （China Investment

Corporation）

「会社法」 中 国 会 社 法 （The Company Law of the People's

Republic of China）

「コスト助言サービス」 委託によりプロジェクトコスト助言代理店が提供する、

建設プロジェクト投資およびプロジェクトコストの決

定・管理についての専門的な助言サービス

「CSRC」 中 国 証 券 監 督 管 理 委 員 会 （China Securities

Regulatory Commission）

「住宅改善のための金融サービス」 住宅システムの改善に関連する集金、融資等の与信業

務を表す一般的用語

「グループ」、「CCB」 中国建設銀行およびその子会社

「香港証券取引所」 香港証券取引所有限公司
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「匯金公司」 中 央 匯 金 投 資 有 限 責 任 公 司 （Central Huijin

Investment Limited）

「IFRS」 国 際 財 務 報 告 基 準 （International Financial

Reporting Standards）

「香港上場規則」 香港証券取引所有限公司による証券上場規則

「必須条款」 香港上場を希望する中国会社に関する必須条款

「MOF」、「財政部」 中華人民共和国 財政部（Ministry of Finance of the

People's Republic of China）

「PBC/PBOC」 中国人民銀行（People's Bank of China）

「中国GAAP」 中国財政部により、2006年２月15日に公布された「事

業会社の会計基準」およびその他の関連する要件

「SAFE」 中 国 国 家 外 為 管 理 局 （State Administration of

Foreign Exchange of the PRC）

「SFO」 証 券 お よ び 先 物 に 関 す る 規 則 （Securities and

Futures Ordinance）

「特別規則」 株式会社の株式の海外募集および上場に関する国務院

特別規則

「中徳住宅貯蓄銀行」 中 徳 住 房 儲 蓄 銀 行 有 限 公 司 （Sino-German

Bausparkasse Co., Ltd.）

「国務院」 中華人民共和国 国務院（State Council of the

People's Republic of China）

「国家電網」 中 国 国 家 電 網 公 司 （State Grid Corporation of

China）

「テマセク」 淡 馬 錫 控 股 私 人 有 限 公 司 （Temasek Holdings

(Private) Limited）

「長江電力」 中国長江電力股份有限公司（China Yangtze Power

Co., Limited.）

 

　　本書において「我々」「我々の」「当行」「当社」「中国建設銀行」等の用語は、中国建設銀行を意味す

る。

 

２　別段の記載がある場合を除き、本書に記載の「香港ドル」、「HKドル」および「HK$」は香港の法定通貨を指

す。本書において便宜上記載されている日本円への換算金額は、別段の記載のある場合を除き、１香港ドル

＝14.34円の換算率（2017年５月１日現在の株式会社三菱東京UFJ銀行の対顧客電信直物売買相場の仲値）で

計算されている。

 

３　別段の記載がある場合を除き、本書に記載の「RMB」、「人民元」および「元」は中華人民共和国の法定通貨

を指す。本書において便宜上記載されている日本円への換算金額は、別段の記載のある場合を除き、１人民

元＝16.17円（2017年５月１日現在の株式会社三菱東京UFJ銀行の対顧客電信直物売買相場の仲値）で計算さ

れている。

 

４　別段の記載がある場合を除き、本書に記載の「米ドル」、「USドル」および「US$」はアメリカ合衆国の法定

通貨を指す。本書において便宜上記載されている日本円への換算金額は、別段の記載のある場合を除き、１

米ドル＝111.49円（2017年５月１日現在の株式会社三菱東京UFJ銀行の対顧客電信直物売買相場の仲値）で計

算されている。

 

５　別段の記載がある場合を除き、本書に記載の「円」は日本の法定通貨を指す。

 

６　中国建設銀行股份有限公司の会計年度は、12月31日をもって終了する１年間である。本書では、2016年12月

31日に終了した会計年度を「2016年度」といい、他の会計年度についてもこれに準ずる。

 

７　本書中の表で計数が四捨五入されている場合、合計は計数の総和と必ずしも一致しない。
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第一部【企業情報】
 

第１【本国における法制等の概要】
 

 

１【会社制度等の概要】

 

（１）【提出会社の属する国・州等における会社制度】

当行に適用される中国会社法、特別規則および必須条款の規定の概要を以下に述べる。

 

設立

有限会社は、２名以上200名以下の発起人により設立することができるが、発起人のうち少なくとも

半数は、中国国内に居住する者でなければならない。当行は有限会社として中国会社法に基づき設立

された。すなわち当行は法的組織であり、その登録資本は額面が同額の株式に分割される。当行の株

主の責任は株主が保有する株式の金額に限られ、当行はその資産すべての範囲で当該会社の債権者に

対し責任を負う。

 

株式の割当および発行

株式の発行はすべて、公正性および公平性の原則に基づき行われる。同一クラスの株式は同等の権

利を有さなければならない。当行株式の各発行につき、個別の株式の割当条件（引受価格を含む。）

は、同一クラスの他の当行株式と同等でなければならない。有限会社は、額面または額面以上の価格

で株式を発行することができるが、額面を下回る価格で株式を発行することはできない。

有限会社は、株式を海外で公募するには中国証券監督管理委員会の承認を得なければならない。特

別規則に基づき、当行は、中国証券監督管理委員会の承認のもと、外資株の発行に関する引受契約に

おいて、引受株式数の計上後における発行予定の外資株の総数の15％以下を保有することに同意する

ことができる。

 

記名式または無記名式

中国国内で公募する株式は、記名式または無記名式のいずれによっても発行することができる。

登録株式を発行する会社は、記名式で発行されたすべての株式について株主名簿を維持しなければ

ならない。株主名簿には、株主の詳細、各株主が保有する株式の金額および数ならびに当該株主が当

該株式の保有者となった日等の情報を記載しなければならない。

無記名株式を発行する会社は、無記名式で発行された株式の金額、各無記名式株主に付された番号

および各無記名式株式の発行日を記録しなければならない。

 

増資

登録株式を発行する会社の株式の新規発行には、関連する全ての管轄官庁および株主の承認が必要

である。公募により株式を発行するには、関連する証券監督管理当局の承認も得なければならない。

新規発行当行株式の引受けを完了した後、当該会社は国家工商行政管理局またはその地方支局に対し

てその登録資本の増資を登録しなければならない。

 

減資
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会社は、以下の手続きに従って、その登録資本の減資を行うことができる。

・最新の貸借対照表および財産目録を作成すること。

・株主が株主総会において登録資本の減資を承認すること。

・減資の承認を求める議案が採択された後、会社の債権者に対して10日以内に減資に関する通知を行

うとともに、30日以内に減資の新聞公告を行うこと。

・債権者が、法定の期間内に、会社に対してその債務の弁済または債務の保証の提供を要求すること

ができること。

・すべての関連する監督当局から必要な承認を得ること。

・会社が、工商行政管理局またはその地方支局に対して登録資本の減少を登録しなければならない。

 

株式の買戻し

有限会社は、(ⅰ)会社の登録株式資本の減資、(ⅱ)株式を保有する他社との合併、(ⅲ)従業員に対

する株式報酬、または(ⅳ)株主総会決議による会社の合併または分割に異議を有する株主からの株式

の買取請求以外の目的で株式を買い戻すことはできない。必須条款は、会社がその定款に従わなけれ

ばならず、また会社が関連監督当局より必要な承認を得なければならないと規定している。会社は、

その株主に対する一般買付の申込み、証券取引所における株式の購入または市場外契約における株式

の購入により、株式を買い戻すことができる。

会社は、上記(ⅰ)の場合、株式の買戻後10日以内に、株式の買戻分を消却するよう求められてい

る。上記(ⅱ)または(ⅳ)の場合には、株式の買戻後６ヶ月以内に、株式の買戻分を譲渡または消却す

るよう求められている。上記(iii)の場合、買い戻す株式は発行済株式の５％を超えてはならず、１年

以内に従業員に交付しなければならない。

 

株式の譲渡

有限会社の株式は、関連法令に従って、譲渡することができる。

中国会社法において、株主が単独で保有できる株式の割合については、何らの制限も課されていな

い。

上場会社の株主名簿の修正について、中国法による他の規定がない限り、株式の譲渡については、

株主総会開催日の前の30日間または配当金分配に係る基準日の前の５日間において、株主名簿に記録

することはできない。

 

株主

株主は以下の権限を有する。

・株主総会に本人として出席するか、または代理人を任命し、その保有する株式数に関して議決権を

行使すること。

・保有する株式に関して配当金および他の形式により分配可能な利益を受領すること。

・定款、株主総会の議事録、取締役会および監査役会の決議、および財務報告書を閲覧し、会社の業

務について提案および質問を行うこと。

・適用法に従い、株式の譲渡を行うこと。

・株主総会または取締役会において採択された決議が、適用される法律もしくは行政規則に違反し、

または株主の合法的な権利および利益を侵害する場合、人民法院において法的手続を開始するこ

と。

・会社の解散の際に、その株式保有割合に応じて余剰資産を受領すること。

・会社の定款において規定されるその他の株主の権利。
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株主の責任は、各株主が保有する当行株式の金額の範囲内に限られる。

 

株主総会

株主は、株主総会において以下の権限を行使することができる。

・会社の事業方針および投資計画を決定すること。

・取締役を選任または解任し、取締役の報酬を決定すること。

・株主代表監査役および外部監査役を選任または解任し、また、監査役の報酬に関する事項を決定す

ること。

・取締役会および監査役会の報告書を審議および承認すること。

・年次財務予算および最終決算についての提案を審議および承認すること。

・利益分配および欠損補填についての提案を審議および承認すること。

・株式資本の増資または減資を承認すること。

・社債発行を承認すること。

・合併、分割、解散、清算または会社の法人形態の変更を承認すること。

・定款の修正を承認すること。

・定款に記載されるその他の権限。

 

株主総会は、年次株主総会および臨時株主総会に区分される。年次株主総会は、毎年１回開催され

る。取締役会は、以下のいずれかの事由の発生後２ヶ月以内に臨時株主総会を開催しなければならな

い。

・取締役会における取締役の人数が、中国会社法において要求される最低人数、または定款において

要求される人数の３分の２を下回った場合。

・未補償の累積損失額が、会社の株式資本総額の３分の１に達した場合。

・株式の10％以上を有する株主の要求があった場合。

・取締役会または監査役会が必要と判断する場合。

・その他、定款に定める場合。

 

定款において他の規定のない限り、株主総会は、取締役会により招集され、会長がその議長を務め

る。特別規則および必須条款に従い、会社は総会の45日前までに株主総会の招集通知を送付しなけれ

ばならず、またかかる通知には、総会において検討される事項ならびに総会の日程および場所を記載

する。また、株主総会への出席を希望する株主は、総会の20日前までに、会社に対して出席確認書を

付与しなければならない。中国会社法に基づき、議決権のうち３％以上を有する株主は、株主総会に

おいて検討すべき事項として議案を書面により総会の日程の10日前に提出することができる。株主総

会において決定される議案はすべて、当該総会の議事録に記載しなければならない。

特別規則および必須条款の規定により、全株式に関する議決権のうち50％以上を保有する株主が、

総会の開催予定日の20日前までに、総会に出席する予定であることを書面により確認した場合、株主

総会を開催することができる。また、50％の水準が達せられない場合においては、出席確認期限から

５日以内に、総会において検討すべき事項ならびに総会の日程および場所を会社が公示により株主に

通知した場合に限り、株主総会を開催することができる。

 

株主総会に出席する株主は、その保有する株式１株につき１議決権を有する。株主は、代理して株

主総会に出席し議決権を行使する代理人を選任することができる。株主総会に提起された通常決議

は、本人として、または代理人により出席する株主の議決権の過半数により採択される。ただし、特
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別決議および以下に挙げる手続については、本人として、または代理人により出席する株主の議決権

の３分の２以上をもって採択される。

(ⅰ)定款の修正

(ⅱ)合併、分割、解散または会社の法人形態の変更

(ⅲ)増資もしくは減資またはいずれかのクラスの株式、社債および有価証券の発行

(ⅳ)会社に重大な影響を及ぼす可能性のあるものとして通常決議により株主総会において採択され、

特別決議により採択する必要のあるその他の事項

必須条款に基づき、特定のクラスの株主の権利について変更または廃止を行う場合には、種類株主

総会を開催しなければならない。内資株およびＨ株の株主は、異なるクラスの株主とみなされる。

 

取締役会

当行は、５名以上19名以内から成る取締役会を有するものとする。

取締役の在職期間は会社の定款により決定されるが、３年を超過してはならない。中国会社法に基

づき、取締役は、再選された場合、連続して任期を務めることができる。取締役会は、以下の権限を

行使することができる。

・株主総会を招集し、株主に対して報告を行うこと。

・株主総会において株主が承認した決議を実行すること。

・事業計画および投資計画を決定すること。

・年次予算案および最終決算書類を作成すること。

・利益分配および欠損補填についての提案を作成すること。

・合併、分割、解散または会社の法人形態の変更についての計画を立案すること。

・投資資本の増資もしくは減資または社債発行についての提案を作成すること。

・内部管理組織を決定すること。

・管理者を選任または解任し、管理者の推薦があれば副管理者および財務総監を任命または解任し、

その報酬額を決定すること。

・経営管理システムを決定すること。

・定款に記載するその他の権限。

さらに、必須条款は、取締役会が定款の修正についての提案を作成する責任を負うことを規定して

いる。

 

取締役会

中国会社法に基づき、取締役会は、定例会議を最低でも年に２度開催しなくてはならない。定例取

締役会の招集通知は、開催日の10日以上前に送付しなければならない。会社の取締役会は、臨時取締

役会の通知の期間および方法を別途決定することができる。

取締役会を招集するには過半数の取締役の出席が必要である。取締役は、直接取締役会に出席する

か、または他の取締役をその代理として任命することができる。取締役会の議案はすべて、取締役の

過半数による賛成票をもって可決しなければならない。取締役会において可決されたすべての議案は

議事録に記録し、取締役会に出席した取締役が当該議事録に署名する。取締役会の決議が適用される

何らかの法令、行政規則または定款に違反し、その結果として会社に重大な損失が生じた場合、議案

の採択に参加した取締役（ただし、当該議案に対し反対票を投じた者で、かつ反対票を投じたことが

当該議事録に記録された者を除く。）は、会社に対して個人的に責任を負う。
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会長

会長は、取締役会の決議により選任され、過半数の取締役による承認を得なければならない。会長

は、以下の権限を行使することができる。

・株主総会の議長を務め、取締役会を招集し、その議長を務めること。

・取締役会の決議の実行を検査すること。

 

取締役の資格

中国会社法の規定により、以下の者は取締役を務めることができない。

・民事責任を負うことができない、またはその能力が限定的である者

・汚職罪、収賄、資産横領または社会的経済秩序の破壊に関して有罪判決を受けた者であり、判決の

言い渡し完了後の経過期間が５年未満である者

・政治的権利を剥奪された者であり、剥奪完了後の経過期間が５年未満である者

・破産または清算した会社もしくは企業の取締役、工場長または管理者を務めたことがあり、かつ当

該会社もしくは企業の破産または清算の責任を個人的に負い、かつ会社または企業の清算完了後の

経過期間が３年未満である者

・違法な業務を行ったことにより営業許可証を取り消された企業の法律上の代表者を務めたことがあ

り、かつかかる取消しの責任を個人として負う者であり、取消日からの経過期間が３年未満である

者

・支払期限が到来した時点において履行されなかった、比較的多額の債務を負う者

その他取締役の欠格事由は、必須条款に記載のとおりである。

 

監査役会

有限会社は、３名以上の構成員により構成される監査役会を設置しなければならない。監査役会

は、以下の事項につき責任を負う。

・会社の財務を検査すること。

・取締役および幹部役員が、該当する法令および定款に従いその役務を遂行するよう、かかる者を監

督すること。

・取締役および幹部役員の行為が会社の利益に反するものである場合は、かかる行為の是正を要求す

ること。

・臨時株主総会の招集を提案すること。

・株主総会に議題を提出すること。

・取締役および幹部役員が、法令または定款に違反した場合に、これらの者に対して訴訟を提起する

こと。

・定款に規定されるその他の役務を履行すること。

 

監査役会の構成員には、従業員が選任する代表者および株主総会において株主が選任する代表者が

含まれる。取締役、および幹部役員は、監査役を務めることはできない。監査役の任期は３年とし、

再選された場合、監査役は連続して任期を務めることができる。中国会社法および必須条款に基づく

取締役の欠格事由は、監査役についても適用される。

 

管理者および役員
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会社は管理者をおかなければならず、かかる管理者は取締役会により選任または解任される。管理

者は、取締役会に対して報告義務を有し、以下の権限を行使することができる。

・会社の生産、事業および管理を監督し、取締役会の決議を実行すること。

・事業および投資に関する計画を実行すること。

・内部管理組織の設立に関する計画を作成すること。

・基本管理システムを構築すること。

・社内規則を策定すること。

・副管理者および財務総監の選任および解任について提言し、またその他の管理担当役員（取締役会

が選任または解任しなければならない者を除く。）を選任または解任すること。

・取締役会または定款により付与されるその他の権限を行使すること。

 

中国会社法および必須条款に基づく取締役の欠格事由は、管理者およびその他の幹部役員について

も適用される。

会社の定款は、会社の株主、取締役、監査役、管理者および他の業務執行役員に対して拘束力を有

する。かかる者は、会社の定款に従って、権利の行使、仲裁の申立ておよび法的手続きの申立てを行

う権限を有する。

 

取締役、監査役、管理者および役員の義務

取締役、監査役、管理者および役員は、中国会社法に基づき、関係法令および定款を遵守するこ

と、その義務を誠実に履行すること、ならびに利益を保護することが要求される。特別規則および必

須条款に基づき、取締役、監査役、管理者および役員は、会社に対して信認義務を負うとともに、そ

の義務を誠実に履行し、会社の利益を保護しなければならず、また自身の利益のためにその地位を濫

用してはならない。さらに取締役、監査役、管理者および役員は、機密保持義務を負い、適用される

法律もしくは規則または株主による要求のない限り、特定の情報の開示が禁じられている。

取締役、監査役、管理者または役員がその義務を履行するにあたり何らかの法律、規則または会社

の定款に違反し、その結果として会社が損失を蒙った場合、かかる者は当該損失につき、会社に対し

て個人的に責任を負う。

 

財務および会計

有限会社は、関係法令ならびに中国国務院財政部が定める規則に準拠する財務会計システムを構築

しなければならない。

また、有限会社は、各会計年度末に財務書類を作成しなくてはならず、年次株主総会の少なくとも

20日前までに、財務書類を株主による閲覧に供する。また、財務書類を公告の方法で公表しなければ

ならない。

 

中国会社法により、会社は、株主への利益分配の前に税引後利益をもって以下の積立てを行わなけ

ればならない。

・税引後利益の10％を法定準備金に積み立てる（法定準備金の積立額が会社の登録資本の50％に達す

る場合には積立てを行う必要はない。）。

・株主総会において株主の承認を得ることを条件として、かつ必要な金額を法定準備金に積み立てた

後に、税引後利益のうち任意の金額を任意準備金に積み立てることができる。
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法定準備金が前年度の当行の損失を補填するに足らない場合、当年度の利益は、法定準備金の積立

てがなされる前に、損失の補填に充当される。

準備金は、法定準備金、任意準備金および資本準備金により構成される。資本準備金は、会社の株

式の額面超過金により構成され、関連政府財務当局により要求されるその他の金額は、資本準備金と

して取り扱われる。

準備金は、以下に定める目的のために充当される。

・損失を補填するため。

・業務を拡大するため。

・登録資本金に変換し、これに組み込むため。

 

ただし、資本準備金は、会社の損失を補償するために使用することができない。また、法定準備金

が登録資本金に組み入れられる場合、組入れ後の法定準備金の残高は、組入れ前の登録資本金の25％

を下回らないものとする。

 

会計監査人の任命および退職

特別規則に基づき、会社の年次財務書類の監査およびその他の財務報告書の検討を担当する者とし

て、独立した中国の公認会計事務所を採用しなければならない。

会計監査人は、年次株主総会における任命時から翌年の年次株主総会の終了時までの期間につい

て、任命される。

特別規則に基づき、会社が会計監査人を解任し、または任期を更新しない場合、会計監査人は、株

主総会において、株主に対し建議を行うことができる。会計監査人が辞任する場合、かかる会計監査

人は、会社が不適切な取引を行ったか否かを株主に対して示さなければならない。会計監査人の任

命、解任または不再任は、株主により決定され、中国証券監督管理委員会に登録しなければならな

い。

 

利益分配

特別規則は、Ｈ株の株主に対して支払われる配当金およびその他の分配は、人民元により表示およ

び計算され、かつ外貨により支払われる旨を規定する。必須条款に基づき、株主に対する外貨による

配当金の支払いおよびその他の分配は、Ｈ株の株主のために会社が選任した受取代理人を介して行わ

れる。

 

定款の修正

定款は、株主総会において株主の３分の２以上の賛成票を得た場合に限って修正することができ

る。定款の修正は、関係規制および行政機関より必要な承認を得た後に初めて有効となる。定款の修

正が商業登記簿に記載された情報に影響を及ぼす場合には、会社は許可証の該当事項を変更するた

め、関係政府部局に申請を行わなければならない。

 

合併および分割

合併および分割は会社の株主の承認を受けなければならない。中国においては、吸収される会社の

解散を伴う吸収合併による方法、または合併当事会社の解散を伴う新たな法人の設立による方法のい

ずれかにより、合併が行われる。株主が合併案を承認した場合、会社は合併契約に署名し、会社の貸

借対照表および資産目録を作成しなければならない。会社は、合併決議後10日以内に会社の債権者に

対して合併の通知を行うとともに、合併決議後30日以内に、合併に関する新聞公告を行う。債権者

は、特定の期間内に、会社に対し未払債務の履行または当該債務に係る保証の提供を求めることがで
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きる。分割の場合、会社は同様に、貸借対照表および資産目録を作成するとともに、会社の債権者に

対し通知を行う。分割前に、分割前の会社および債権者により債務の清算に関して書面により別段に

規定されない限り、分割後の会社は、分割前の会社の負債について、連帯責任を負うものとする。

 

解散および清算

中国会社法および必須条款に基づき、以下のいずれかの事由が発生した場合、会社は解散および清

算する。

(ⅰ)定款において定められた営業期間が満了した場合。

(ⅱ)解散事由として定款に記載された事由が生じた場合。

(ⅲ)株主総会において、株主が特別決議により解散に同意した場合。

(ⅳ)合併または分割により、会社の解散が必要となった場合。

(ⅴ)会社の営業許可が無効にされた場合、または会社が業務停止を命じられた、または法律により禁

じられた場合、もしくは

(ⅵ)会社の事業運営に深刻な問題が生じ、会社の存続が株主の利益に重大な損失を与え、かつかかる

問題が他の方法で解決できない場合に、全議決権の10％以上を表章する株主の申立てにより人民

法院が解散を宣言したとき。

 

海外上場

会社の株式を海外で上場するには、会社は中国証券監督管理委員会の承認を得なければならず、会

社の株式の海外上場は、特別規則に準拠しなければならない。

特別規則および必須条款に従い、会社の取締役会は、中国証券監督管理委員会が申請を承認した後

15ヶ月以内に、Ｈ株および内資株を発行するための計画を実行しなければならない。

 

株券の紛失

株主は、内資株の記名式株券を盗難され、または紛失もしくは破損した場合、中国民事訴訟法の該

当する規定に従い、人民法院に対し、かかる株券の無効宣言を求めることができる。当該宣言がなさ

れた場合、株主は、会社に対し代替株券の発行を求めることができる。

必須条款は、Ｈ株の株券の紛失について、別段の手続き（当行の定款に組み込まれており、その概

要は「（２）提出会社の定款等に規定する制度」に記載される。）を規定している。

 

（２）【提出会社の定款等に規定する制度】

 

中華人民共和国の会社法、CBRCの発行した商業銀行のコーポレート・ガバナンスに関するガイドラ

インおよび当行のコーポレート・ガバナンスに対する実務上の必要性に従って、当行定款の改正案

が、2017年４月27日開催の取締役会および2017年６月15日開催の当行株主総会において検討され、承

認された。同改正案は、CBRCによる検討とその承認を得るためCBRCに提出される。当行定款の改正

は、CBRCの承認を得て初めて有効となる。当行株主総会は、管轄当局の見解と要請に基づきこれに応

じた改正を行う権限を、取締役会に付与している。

 

取締役およびその他の業務執行役員

当行株式の割当および発行を行う権限

当行定款には、当行株式の割当および発行を行う権限を取締役に付与する条項はない。

EDINET提出書類

中国建設銀行股イ分有限公司(E05972)

有価証券報告書

 11/402



当行資本の増資を行う場合、取締役会は、その計画を株主総会に提出して特別決議による承認を得

なければならない。

 

当行または子会社の資産を処分する権限

取締役会は、株主総会に対して説明を行う義務を負う。

取締役会が固定資産を処分する際、処分を予定する固定資産の予想価格と、当該処分提案の直前

４ヶ月間に処分した固定資産により得た価額の合計額が、株主総会において提出された直近の貸借対

照表に示される固定資産価額の33％を超える場合、取締役会は株主総会の承認を得ずに当該固定資産

を処分し、または処分に同意してはならない。

当行による固定資産処分の有効性は、前段落の違反による影響を受けない。

当行定款において、「固定資産の処分」は特定の資産に対する権利の移転に関する行為を含むが、

担保として固定資産を提供する行為は含まない。

 

報酬、補償金または職位の喪失に対する支払金

当行は、株主総会における株主の事前の承認を得て、各取締役または各監査役と、それぞれの報酬

を定めた契約を書面により締結する。かかる報酬には、以下の各号が含まれる。

・　当行の取締役、監査役または業務執行役員としての業務に対する報酬

・　当行子会社の取締役、監査役または業務執行役員としての業務に対する報酬

・　当行および当行子会社の事務管理に関するその他業務の提供に対する報酬

・　職位の喪失に対する補償金または退職の対価もしくは退職に関する補償金としての支払金

上述の規定に従って締結された契約に基づく場合の他、取締役または監査役は、上記事項に関して

自らに支払われるべき利益につき、当行に対していかなる訴訟も提起しない。

 

報酬に関する当行と当行の取締役または監査役との間の契約には、当行が買収された場合、当行の

取締役または監査役が、株主総会における株主の事前の承認を得ることを条件として、その職位の喪

失または退職に関する補償金その他の支払金を受領する権利を有する旨が規定される。本項における

「買収」は、以下各号の意味を有する。

・　何者かによる当行の全株主に対する買収申込

・　何者かによる、当行定款に規定された意味における「支配株主」となることを目的とした買収申

込（下記「詐欺行為または強迫に関する少数株主の権利」参照。）

 

該当する取締役または監査役が上記規定に従わない場合、同人が上記に基づき受領した一切の金額

は、当該買収申込を受けて所有する株式を売却した株主に帰属する。かかる金額を当該株主に対して

按分比例により分配する上で生じた費用は、該当する取締役または監査役が負担し、当該金額からは

控除されない。

 

取締役、監査役、およびその他の役員に対する融資

当行は、当行およびその親会社ならびにそれらの関連会社の取締役、監査役、総裁またはその他の

業務執行役員に対して直接的もしくは間接的に融資を行わず、また融資に関連した保証の供与も行わ

ない。ただし、以下の場合を除く。

・　当行による、当行の子会社に対する融資または融資の保証の供与
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・　株主総会において株主により承認された役務提供契約の条件にしたがって、当行のためまたは当

行の取締役、監査役、総裁およびその他の業務執行役員が適正に業務執行を行うために生じたも

しくは生じることとなる金額を補填するため、当行の取締役、監査役、総裁およびその他の業務

執行役員に対して行われた融資、または融資もしくはその他の資金提供に関連した保証の供与

・　当行の通常の業務範囲が融資または保証の供与を含む場合に、当行が通常の業務において通常の

取引条件にて取締役、監査役、総裁およびその他の業務執行役員もしくはそれぞれの関連当事者

に対して融資を行うこと、または融資の提供に関連して保証を供与すること

 

当行が上記規定に違反して供与した融資が行われた場合、その条件にかかわらず融資の受領者は直

ちに受領金額を返済しなければならない。

当行が上記規定に違反して供与した保証は、当行に対してその履行を強制することができない。た

だし、以下の場合を除く。

・　当行の取締役、監査役、管理者およびその他の業務執行役員に対して実行された融資に関して保

証が供与された場合で、当該融資の貸付人が融資実行時にかかる事情を知らなかった場合、また

は

・　当行が提供した担保が既に貸付人により善意の購入者に対して適法に処分されている場合

 

当行および子会社の株式取得に対する資金援助

当行定款の例外規定に従う場合を除き、当行および当行の子会社は、いかなる時も、いかなる手段

によっても、当行株式を取得しようとしまたは取得を予定している者に対して、いかなる種類の資金

援助（以下に定義する。）も行わない。かかる当行株式の取得者には、当行株式を取得した結果、直

接的もしくは間接的に何らかの債務負担（以下に定義する。）を課せられることになる者も含む。当

行および当行の子会社は、いかなる時も、いかなる手段によっても、かかる取得者に対して、当該取

得者が負う債務を軽減または免除する目的での資金援助を一切行わない。

以下の行為は禁止行為とみなされない。

・　当行の利益において誠実に行われ、その主たる目的が当行株式の取得にない場合、または当行の

主たるプロジェクトにおいて付随的な一部となっている場合の当行による資金援助

・　配当の方法による当行の資産の分配

・　配当としての株式の分配

・　当行定款に基づいた当行の登録資本金の減資、当行株式の買戻しまたは当行の株式資本構成の再

編成

・　事業の範囲内および通常の事業において当行が金銭を貸し付ける場合（ただし、当行の純資産が

これにより減少してはならず、または資産がこれにより減少する場合においては、資金援助は分

配可能利益から供与されなければならない。）。

・　従業員持株制度に拠出するため当行が資金を供与する場合（ただし、当行の純資産がこれにより

減少してはならず、または資産がこれにより減少する場合においては、資金援助は分配可能利益

から供与されなければならない。）。

上記規定に関して、

・　「資金援助」とは以下の意味を含む（これらに限定されない。）。

－ 贈与
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－ 保証（債務者の債務の履行を担保するための保証人による債務負担または資産の提供を含

む。）、補償（当行自身の債務不履行に起因する補償を除く。）または権利の解除もしく

は放棄

－ 融資の供与または当行が先履行義務を負う契約の締結、かかる融資もしくは契約の当事者の

変更、もしくはかかる融資または契約に基づく権利の更改または譲渡

－ その他、当行が支払不能に陥ったときもしくは純資産を有さないとき、または当行の純資産

が著しく減少する結果となるときに当行によって付与される資金援助

・　「債務負担」には、契約または取決めの締結（それらが執行可能か否か、およびそれらが債務者

の自己勘定または他者との共同の計算で負担されるものであるかを問わない。）もしくはその他

の方法により債務者の財務状態に変動を生じさせる債務負担を含む。

 

当行および子会社との契約における利害関係の開示

当行の取締役、監査役、総裁およびその他の業務執行役員が、当行の契約、取引または取決め、も

しくは締結が予定されている契約、取引または取決め（ただし、当該取締役等自身に関する当行との

役務提供契約を除く。）につき、何らかの方法で、直接的もしくは間接的に重大な利害関係を有する

場合、かかる締結済みもしくは締結予定の契約、取引または取決めが通常の場合であれば取締役会の

承認が必要であるか否かにかかわらず、当該利害関係の性質および程度を可及的速やかに取締役会に

開示しなければならない。

利害関係を有する取締役、監査役、総裁およびその他の業務執行役員が、当該利害関係を当行定款

に従い取締役会に対して開示しており、かつ当該契約、取引または取決めが、利害関係を有する取締

役、監査役、総裁およびその他の業務執行役員が定足数に算入されず、かつ議決権を行使することが

できない形での取締役会において承認を受けた場合を除き、取締役、監査役、総裁およびその他の業

務執行役員が重大な利害関係を有するかかる契約、取引または取決めは取り消すことができる。ただ

し、利害関係を有する取締役、監査役、総裁およびその他の業務執行役員の義務違反に気付かずに行

為した善意の当事者に対してはこの限りではない。

かかる規定との関係では、当行の取締役、監査役、総裁およびその他の業務執行役員は、それぞれ

の関連当事者が利害関係を有する契約、取引または取り決めにおいて利害関係を持つものとみなされ

る。

当該契約、取引または取決めの締結が当行の取締役会により最初に検討される日よりも前に、当行

の取締役、監査役、総裁およびその他の業務執行役員が書面により、通知に明示された理由によっ

て、当行が締結する予定の契約、取引または取決めについて利害関係を持つ旨記載した通知を取締役

会へ付与する場合、かかる通知はその通知が明らかにする範囲内において、同人がそれにより本項に

定める利害関係の開示を行ったものとみなされる。

 

報酬

取締役の報酬については、株主総会において株主による承認を受けなければならない。上記「報

酬、補償金または職位の喪失に対する支払金」を参照。

 

任命、解任および退任

取締役会の会長およびその他の取締役の任期は３年とする。取締役の任期が満了し再選された場合

には、取締役は連続した任期を務めることができる。
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取締役は株主総会において株主によって選任および解任される。通常、取締役の指名、選任および

任命は以下の手順に従い行われる。

・　当行定款において他の規定のない限り、当行定款に規定される取締役の最大員数に従い、通常、

取締役会により取締役候補者が指名される。

・　取締役候補者は、取締役会の承認を受けた後、書面に記載され、その選考が株主総会において行

われる。取締役会は、経歴等、取締役候補者に関する基本的な情報を株主に提供する。

・　株主総会は各候補者につき選任投票を行う。

当行の発行済み株式の３％以上を保有する株主は、株主総会において取締役に選任されるべき候補

者を指名することができる。監査役会は、独立非業務執行取締役の候補者を指名することができる。

他の者と共同で、または単独で、当行の発行済み株式の１％以上を保有している株主は、独立取締役

の候補者を推薦する権利を有する。推薦される候補者数は、当行定款の規定に従うものとし、欠員数

を上回ってはならない。

 

取締役会は、９名から17名の取締役により構成され、その３分の２以上は非業務執行取締役とし、

かつ独立非業務執行取締役の数は、関連する政府当局の要件に従うものとする。取締役会は、会長を

１名および副会長を１名置く。会長および副会長は、取締役全員の過半数により選任または解任され

る。取締役は、当行の株式を保有していなくてもよい。

以下の各号の状況に該当する者は、当行の取締役、監査役、総裁またはその他の執行役員を務める

ことができない。

・　行為能力のない者または行為能力が制限されている者

・　汚職、贈収賄、財産権の侵害、財産の横領もしくは社会経済的秩序を乱し、かかる行為により処

罰が下された者、または政治的権利が剥奪された者

・　経営の失敗により破産し清算された会社の取締役、工場長または管理者を務め、かつかかる会社

もしくは企業の破産に個人的に責任のあった者

・　法律違反により営業許可の取消を受けた会社もしくは企業の法定代表者を務め、かつかかる違反

に対して個人的に責任のあった者

・　信認義務の履行を怠ったことにより、他の商業銀行または金融機関において解職された者

・　相当程度の額、延滞債務を有する者

・　刑法違反により司法当局の犯罪捜査下にあり、かつ当該捜査が終了していない者

・　法律および行政規制により、企業の指導者として行為できない者

・　自然人以外の者

・　関連管轄当局により関連証券規則の規定に違反したとの裁定を受けた者で、かかる裁定が詐欺行

為または不誠実行為を含んでいる者

取締役、監査役、総裁または業務執行役員が善意の第三者に対して当行に代わってなす行為の有効

性は、その任期もしくは選任における規則違反または資格の欠如により影響を受けることはない。

 

借入権限

中国の法令を遵守する限りにおいて、当行は資金の借入れを行う権限を有する。かかる権限には、

社債の発行、当行の事業および資産の一部または全体の担保設定、および中国の法律および行政法規

により認められたその他の権利が含まれているが、これらに限定されない。当行定款には、（a）当行

による社債の発行を提案する権限を取締役に付与する条項および（b）社債の発行につき特別決議によ
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る株主総会での株主の承認を要する旨を定める条項以外に、取締役が借入権限を行使する方法につい

ての明確な条項がなく、またかかる権限を変更できる方法について明確な条項がない。

 

定款変更

当行定款は、株主総会における株主の特別決議により変更することができ、中国政府の関連当局に

よる承認に服する。

 

既存株式または種類株式の権利の変更

株主および種類株主の権利としていずれかの種類株主に対して付与された権利は、株主総会におけ

る株主の特別決議および当行定款に従い別途開催される種類株主総会における当該種類の株主による

承認がない限り、変更または廃止できない。

以下の各号の状況に該当する場合、種類株主の権利は変更または廃止されたとみなされる。

・　当該種類株式の増減または当該種類の株式が享受するのと同等またはそれ以上の議決権、分配権

その他特別な権利を伴う種類株式の増減

・　当該種類株式の全部もしくは一部のその他の種類株式への交換の実施、または別の種類株式の全

部もしくは一部の当該種類株式への転換もしくは転換権の付与

・　当該種類株式に付される未払配当金または累積配当金に対する権利の解除または縮小

・　当該種類株式に付される配当優先権または残余財産分配優先権の縮小または解除

・　当該種類株式に付される転換権、オプション、議決権、譲渡権または引受権もしくは当行証券の

取得権の拡大、解除または縮小

・　当該種類株式に付される、特定の通貨により当行から支払金を受領する権利の消滅または縮小

・　当該種類株式が享受するのと同等またはそれ以上の議決権、分配権その他特別な権利が付される

新しい種類の株式の創出

・　当該種類株式の譲渡もしくは所有に対する制限またはかかる制限の強化

・　当該種類もしくは別種類の当行株式を引き受けまたは当該種類もしくは別種類の当行株式に転換

する権利の発行

・　別の種類株式の権利または特別な権利の拡張

・　当行の組織再編のうち、異なる種類の株主に比率に相応しない責任を負担させる状況を作り出す

もの

・　当行の定款に含まれる「種類株主総会の投票に関する特別手続」に関する規定の変更または廃止

 

利害関係を有する株主（以下に定義する。）は、種類株主総会における議決権を有さない。

ある種類の株主による決議は、当該株主総会において出席し、かつ種類株主総会において議決権を

有する種類株主の議決権総数の３分の２を超える賛成をもって可決される。

種類株主総会の招集通知は、当該種類の株主名簿に登録されているすべての株主に対して、当該種

類株主総会における議事、ならびに会日及び会場を通知するため、種類株主総会の会日の45日前まで

に書面により付与される。

種類株主総会の招集通知は、当該種類株主総会における議決権を有する株主に対してのみ送付すれ

ば足りる。

種類株主総会は、株主総会の方法と可能な限り同じ方法により運営される。当行定款上の株主総会

の運営方法に関する規定は、種類株主総会についても適用される。

海外で未上場の内資株およびＨ株の所有者は、異なる種類株の株主とみなされる。
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以下の各号のいずれかに該当する場合、種類株主総会における決議のための特別手続きは適用され

ない。

・　総会において特別決議による株主の承認を受け、当行が、12ヶ月毎の間隔で個別または同時に発

行済内資株および海外上場株式それぞれの20％以下に相当する量を発行する場合

・　内資株および海外上場株の発行計画が、中国国務院の証券当局による認可を受けた日から15ヶ月

以内に完了する場合

 

当行定款における種類株主の権利に関する規定上、「利害関係を有する株主」とは以下の各号の株

主をいう。

・　当行定款に基づく、当行の全株主を対象とする按分比例による一斉買戻しまたは証券取引所にお

ける公開取引による当行株式の買戻しの状況においては、当行定款上の意味の範囲内での「支配

株主」を指す。

・　当行定款に基づく相対取引による当行株式の買戻しの場合は、当該契約に関係する株式の保有者

を指す。

・　当行の組織再編の場合は、再編案に基づき同種類の株主に課せられた義務よりも軽い義務を負う

株主、または同再編案において同種類の他の株主の一般的利害関係とは異なる利害関係を有する

株主を指す。

 

決議－過半数を要する

株主総会における決議は、普通決議と特別決議とに区分される。

普通決議は、当該総会に出席している株主（代理人を含む。）により表章される議決権の過半数の

賛成票により可決される。

特別決議は、当該総会に出席している株主（代理人を含む。）により表章される議決権の３分の２

以上の賛成票により可決される。

 

議決権（一般的な議決権、投票による採決および投票による採決を要求する権利）

当行の普通株主は、株主総会に出席する権利、または株主総会に出席する代理人を任命する権利を

有し、かつ当該株主総会で議決権を行使する権利を有する。株主（代理人を含む。）は株主総会にお

いて議決権を行使する場合、保有する議決権付株式の数に応じて議決権を行使することができ、各株

式には１つの議決権が表章される。ただし、当行が保有する当行の株式には議決権は付与されておら

ず、かかる株式は株主総会に出席した議決権付き株式の総数には含まれない。

記名投票（Name poll)が、株主総会において採用される。

総会での投票による採決においては、２議決権以上有する株主（代理人を含む。）は、すべての票

を統一的に行使する必要はない。

 

年次株主総会の要求

当行取締役会は、前会計年度終了後６ヶ月以内に年次株主総会を招集する。

 

会計および監査

当行は、適用される法律、行政法規、中国国務院の金融業規制部門によって策定された中国の会計

基準および中国国務院の銀行業規制部門によって規定された関連規則に従い、財務会計システムおよ

び内部監査システムを確立する。
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当行は、監査委員会を設置しており、それは、取締役会に対して報告を行うとともに責任を負う。

監査委員会は、取締役会が適宜決定した責任および権限を有し、その権限の範囲で行動する。

監査委員会は、取締役会により当行の取締役の中から任命され、５名以上の委員から構成される。

取締役会は、法律、行政法規および所轄の地方政府当局および中央政府当局が公布するその他の規

制当局文書により、当行に作成が義務付けられている財務報告書を、各年の年次株主総会において株

主に提出する。

当行の財務報告書は、年次株主総会の開催日の20日前に、当行において株主の縦覧に供される。い

ずれの株主も、財務報告書の写しを入手する権利を有する。

当行の財務書類は、当行株式が上場されている取引所の属する地域の証券規制当局が求める会計基

準ならびに法律、法規および規則に従って作成される。二種類の会計基準に従って作成された財務書

類間に重大な相違がある場合は、かかる相違についてそれらの財務書類の注記に記載する。当行が税

引後利益を分配する際には、かかる二つの財務書類に記載されたうち低い方の税引後利益が適用され

る。

当行が公表もしくは開示する中間決算または中間財務情報の作成および提示もまた、当行株式の上

場地の証券規制当局が求める会計基準ならびに法律、法規および規則に従って作成されなければなら

ない。

当行のＡ株が国内の証券取引所に上場された日より、当行は、CSRCおよび当行の株式が上場されて

いる証券取引所に、各会計年度終了後４ヶ月以内に年次財務諸表を提出し、各会計年度の上半期(６ヶ

月間)終了後２ヶ月以内に半期財務諸表を提出し、各会計年度の第１四半期終了後および第３四半期終

了後それぞれ１ヶ月以内に四半期財務諸表を提出し、当行の株式が上場されている場所の関連する規

則に従い、開示を行う。

 

株主総会の招集通知および総会における議題

株主総会は、年次株主総会と臨時株主総会とに分類される。定款に他の規定がない限り、株主総会

は、通常、取締役会により招集される。

以下の状況が発生した場合、取締役会は２ヶ月以内に臨時株主総会を招集する。

・　取締役の人数が中国会社法に規定された人数を下回ったかまたは当行定款に規定された人数の３

分の２を下回った場合

・　当行の未補填損失額が当行資本金総額の３分の１に達した場合

・　当行の発行済議決権付株式の10％以上を保有する株主が書面にて臨時株主総会の招集を要求した

場合

・　取締役が必要と判断した場合または監査役会が要求した場合

・　過半数の独立非業務執行取締役が臨時株主総会の招集を要求した場合

・　中国国務院の銀行業監督管理機構により規定されるその他の場合

・　当行株式が上場される地域の法律、規則、規制当局の通達が要求する場合、および当行定款に規

定されるその他の状況

当行が株主総会を招集するときは、当該総会の議事ならびに会日および会場を通知するため、会日

の45日前までに、書面による招集通知を株主名簿に記載された株主全員に対して付与する。総会に出

席する意思を有する株主は、会日の20日前までに、書面により当行に総会出席の旨を回答する。

個別または合同で当行の株式の３％以上を保有する株主は、取締役会に対し、株主総会の開催日の

20日前に、書面による中間提案を提示することができる。取締役会は、かかる中間提案を株主総会の

議事に含み、かかる提案が受領後に検討され、適格であると判断された場合、時宜を得た方法により

その他の株主に通知する。
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臨時株主総会では、臨時株主総会の招集通知に記載されていない事項につき決議を行わない。

株主総会通知を出した後は株主総会を延期又は中止してはならず、総会通知に記載されている議案

は適切な理由なく取り消してはならない。延期又は中止する場合には、招集者は本来予定されていた

日の少なくとも2週間前には、理由を説明の上その旨を発表する。

当行は、株主総会会日の20日前までに株主より受領した書面による回答に基づき、当該総会に出席

する意思を有する株主により表章される議決権付株式数を算定する。総会に出席する意思を有する株

主により表章される議決権付株式数が、当行の議決権付株式総数の過半数に達する場合、当行は総会

を開催することができる。この条件が満たされない場合、当行は、会日の５日前までに、公告により

株主に対して当該総会の議事、会場および会日につき再度通知を行う。当行は、かかる通知の公告後

に総会を開催できる。

株主総会の招集通知は、以下の要件を満たしていなければならない。

・　書面によること。

・　総会の開催地、期日および時間を明記しなくてはならない。

・　総会の議題が明記されており、かつ全ての考慮事項が十分に開示されており、さらに過去に可決

された株主総会決議の変更の必要がある事項については、当該変更内容だけでなく当該元の決議

の関係部分を開示しなければならない。

・　提示された議案について、株主が十分な情報に基づき決定を下せるよう、必要な情報提供および

説明を行うこと。上記に加えて、当行による他社との合併、株式の買戻し、株式資本の再編また

はその他の方法による当行の組織再編に関して当該総会が開催される場合は、提案する取引の条

件の詳細を、契約案（もしあれば）の写しとともに提出しなければならず、かつ当該議案の理由

および効果を詳細に説明しなければならない。

・　議題に関して取締役、監査役、総裁またはその他の業務執行役員が有する重要な利害関係の性質

および範囲（もしあれば）、ならびに、当該議題が株主としての取締役、監査役、総裁、他の業

務執行役員に及ぼす影響が同種類の株主の利害関係に及ぼす影響と異なる場合は、その影響の性

質および範囲（もしあれば）について開示すること。

・　総会において提出される特別決議案の全文を記載すること。

・　総会に出席し議決権を行使することのできる株主は、自身に代わり総会に出席し議決権を行使す

る１名以上の代理人を指名する権利を有し、かつ代理人は株主である必要がないことを明示する

こと。

・　当該総会に関する議決権行使委任状の提出時期および提出先を明示すること。

・　総会に出席することのできる株主を確定する基準日を明示すること。

・　総会についての連絡先担当者の氏名および電話番号を記載すること、および

・　株主がインターネットまたはその他の手段を通じて株主総会に出席する場合、当行は、株主総会

の通知に、インターネットまたはその他の手段による投票の時間および手続を明確に記載するこ

と。

　株主総会の招集通知は、手交または株主名簿に記載されている住所宛の料金支払済郵便により株主

（総会において議決権を行使する権利を有するか否かを問わない。）に交付される。国内上場株式の

保有者については、公告を掲載することにより総会の招集通知を行うことができる。

公告は、会日の45日前から50日前までの間に、中国国務院の証券当局により指定された１紙以上の

新聞に記載する。かかる公告の記載後、国内上場株式の保有者は、該当する株主総会の通知を受領し

たものとみなされる。総会の招集通知を受領する権利を有する株主に対し招集通知の付与が事故によ
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り送達されなかったこと、または当該株主が通知を受領していないことにより、総会手続が無効とな

ることはない。

 

次の各号の事項は、株主総会において普通決議により決議される。

・　当行の経営方針および投資計画

・　取締役会および監査役会の業務報告

・　取締役会により作成された利益処分案および損失処理案

・　取締役会および監査役会の構成員の任命・解任、報酬、その支払方法および職業責任保険に関す

る事項

・　当行の年次予算、最終決算および年次報告書

・　重大な買収に関する事項（特別決議により、株主総会の承認を必要とするものを除く）

・　当行の重大な株式投資、債券投資、資産の取得および処分、資産の償却、資産の担保設定ならび

にその他の非商業銀行業務に関する保証についての事項

・　会計監査人の任命、解任および再任

・　法律、規則、規制当局の通達、当行の株式が上場されている地域を管轄する証券管理監督機構の

関連要件もしくは当行定款にしたがって特別決議により承認されるべき事項以外の事項

 

次の各号の事項は、株主総会において特別決議により承認される。

・　株式資本の増資または減資ならびにあらゆる種類の株式、ワラントおよびその他これらに準ずる

証券の発行

・　当行株式の買戻し

・　劣後債の発行

・　当行社債の発行

・　転換社債の発行

・　当行の分割、合併、解散および清算

・　当行定款ならびに株主総会、取締役会および監査役会の会議手続に関する行内規程の変更

・　重要な資産の取得および処分、ならびに当行の最新の監査済み総資産価額の30％を超える価値に

関して、当行が１年以内に担保を提供すること

・　株式報奨制度(stock incentive schemes)

・　利益分配方針への調整

・　取締役、監査役、総裁及び幹部役員以外の者が行う契約の締結で、かかる者が銀行の全事業又は

重要な事業についての責任を負う場合。ただし、銀行が危機に陥っているなど特別な場合を除

く。

・　その他、総会において検討され、普通決議により決定される事項のうち、その性質上当行に重大

な影響を及ぼす可能性があり、特別決議により採択されるべき事項

 

株式譲渡

全ての払込済のＨ株は、当行の定款に従って自由に譲渡可能である。香港証券取引所に上場してい

るＨ株については、定款に規定されている要件が満たされない限り、取締役会は譲渡文書の受諾を拒

否することができ、かつかかる拒否について理由の説明を行う必要はない。

株主名簿のいかなる部分に対する修正または改正も、かかる株主名簿が保持されている場所の法律

に従って行われる。
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当行自己株式買戻しに関する当行の権能

当行は当行定款に定める手続に従って得られた承認および政府の関係当局の承認に従って、以下の

状況において発行済株式の買戻しを行うことができる（ただし、買戻しが法律、行政法規および上場

規則を遵守していることを条件とする。）。

・　当行資本の減少のための株式消却

・　当行株式を所有する他社との合併

・　従業員に対する報奨としての株式の付与

・　株主総会において当行の合併または分割に関する決議に反対している株主が、当行に対してその

株式を買い取るよう要求する場合

・　その他法律および行政法規により認められた状況

 

上記の項目の最初の３つによる当行の株式の買戻しは、株主総会により決議される。上記の規定に

従って当行が株式を買戻した後、上記の第１の項目に定める状況における購入後10日以内に株式を消

却することができ、上記の第２または第４の項目に定める状況の場合、６ヶ月以内に株式を譲渡また

は消却することができる。消却された株式の総額面価額は、当行の登録資本金から控除される。当行

の株式の消却は、国務院の銀行業規制部門の承認を必要とし、関連する登録機関に登録資本金の変動

を登録しなければならない。

上記の第３の項目に従って当行が買い戻す当行株式は、当行の発行済み株式の合計の５％を超えて

はならず、買戻しは当行の税引き後利益を用いて行われ、このようにして買い戻された株式は１年以

内に従業員に譲渡されるものとする。

 

当行は政府関係当局の承認を受けて以下の方法のいずれかにより株式を買い戻すことができる。

・　株主全員に対するその持分に応じた株式の買戻しの申出

・　証券取引所における公開取引による株式の買戻し

・　証券取引所外での相対取引による株式の買戻し

・　法律および行政法規において規定されているまたは規制当局により承認されている他の方法

 

当行が相対取引によって自己株式を買い戻す場合、当行の定款に従って、事前に株主総会の承認を

得なければならない。当行は、上記と同様に得られた株主の事前承認により、締結済みの買戻しに関

する契約について解除し、変更しまたは放棄することができる。

 

当行子会社が当行株式を所有する権限

当行定款に、当行子会社による当行株式の保有を制限する条項はない。

 

配当およびその他の利益分配方法

当行は、現金、株式または現金および株式の組み合わせにより配当を分配する。

当行による利益分配は、株主投資に対して合理的な利益をもたらすよう考慮する。当行の利益分配

方針は、継続性および安定性を維持しつつ、当行の長期的利益および当行の株主全体の利益の獲得な

らびに当行の持続的発展の達成が目標である。当行は、現金による配当を優先する。状況が許せば、

中間配当を行うことができる。
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特別な場合を除き、当行が利益を達成し、かつ未分配のプラスの累積利益が存在する年において

は、現金配当を行うものとする。当行が１年間に分配する利益は、その年のグループの純利益のうち

当行の株主に帰属すべき利益の10％を下回らないものとする。上記にいう特別な場合には、以下の場

合が含まれる。(i)当行の一般規定または自己資本比率が、中国銀行業監督管理委員会等の規制当局の

要件を満たさない場合、(ii)中国銀行業監督管理委員会等の規制当局が、当行の利益分配を制限する

規制措置を取った場合、(iii)関連する法、法規、規則または当行が上場している地域の規制機関が、

配当の分配は不適切であるとした場合。

規制方針に重大な変更のあった場合、外部的な事業環境の変化により当行の事業運営に重大な影響

のあった場合または当行の事業運営の状況に重大な変化のあった場合には、当行は利益分配方針の調

整を行うことができる。利益分配方針の調整にあたっては、取締役会が臨時取締役会会議を開催して

調整についての議論と調整理由の検討を行い、書面による報告書を作成する。独立取締役が自らの意

見を述べ、議案は株主総会の特別決議により承認されるものとする。株主が利益分配方針の調整につ

いての議論や承認を行うに際し、当行はオンラインによる投票も認めている。

当行が内資株の所有者への支払を宣言した配当金またはその他の支払は、人民元で宣言および計算

され、また人民元で支払われる。外資株の所有者に支払われる配当は、人民元で宣言および計算さ

れ、当該外資株が上場されている地域における現地通貨で支払われる。

当行は、Ｈ株の保有者の代理として受取代理人を任命し、かかる受取代理人は当該保有者の代理と

して、宣言された配当金および当行からＨ株に関して支払われるその他すべての金員を受領する。Ｈ

株の保有者の代理として任命された受取代理人は、「受託者条例」に基づく信託会社として登録され

た会社とする（香港法第29章）。

Ｈ株の保有者が長期にわたり配当を請求しなかった場合、当行は、かかる未請求の配当を回収する

ことができる。かかる権利の行使は中国の法律、法規および規則ならびに当行の株式上場地の証券規

制当局の関連規則に基づく規制の対象となり、またかかる権利が発生した場合であっても、中国法お

よび規則に基づく適用可能な期間の満期後までかかる権利を行使することはできない。

 

代理人

当行の総会に出席しかつ議決権を行使できる株主は、自らに代わり出席しかつ議決権を行使する代

理人として１名以上の者（株主であると否とを問わない。）を指名する権利を有し、かつ前記のよう

に指名された代理人は、以下の各号の権利を有する。

・　発言権。

・　議決権を行使する権利。

 

代理人を指名する議決権委任状は、委任者もしくは書面により正式に権限を付与された委任者の代

理人の署名を付した書面により、または委任者が法人である場合、社印を押捺するか取締役もしくは

適法に授権された代理人が署名を行う。代理人を指名する議決権委任状、およびかかる議決権委任状

が別途の委任状により委任者から授権を受けた者その他の受任者により署名されていた場合には、か

かる別途の委任状またはその他の授権を証する書面の公証人による認証謄本を、代理人が委任を受け

た総会の開催時刻の24時間以上前に、または採決の予定時刻の24時間前に、当行の現住所、または当

該目的のために総会の招集通知に指定されたその他の場所に届け出なければならない。

指名者が法人である場合、当該法人の法定代表者、または当該法人の取締役会もしくはその他の経

営機関によりその代理人として行為する権限を付与された者は、指名者の代理人として当行の株主総

会に出席することができる。
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当行の株主総会に出席し採決する代理人を指名するために取締役会が当該株主に対し発行する委任

状の書式は、当該株主が自身の意思にもとづき、代理人に対し株主総会での各議題に対する投票の賛

否または棄権の指示ができる記入用紙とする。かかる委任状用紙には、株主からの指示がなければ、

代理人が適当であると思料するとおりに賛否の意思を表示できる旨を記載する。

議決権委任状の条件に従い付与された議決権は、(i)委任者の死亡もしくは行為能力の喪失、(ii)議

決権委任状もしくは署名に関する委任状を作成した際の代理権の取消し、または(iii)議決権委任状の

付与の対象であった株式の譲渡にかかわらず、有効である。ただし、かかる代理権が行使される総会

の開始前に上記の死亡、行為能力喪失、取消しまたは譲渡についての書面による通知を、当行がその

現住所において受領していない場合に限る。

 

株式払込請求および失権手続

当行定款に、株式払込請求および失権手続に係る条項はない。

 

株主の権利（株主名簿閲覧の権利を含む）

当行の普通株主は、以下の権利を享受する。

・　所有株式数に応じて配当その他利益分配を受領する権利

・　株主総会に出席する権利または株主総会に出席し、投票する代理人を指名して、議決権を行使す

る権利

・　当行の事業運営に関する管理監督の権利、および提案またはそれに関する質問を提起する権利

・　法律、規則、規制当局の通達、当行が上場されている地域の規制当局に従った関連要件、ならび

に当行定款の条項に従い株式を譲渡、贈与、質入れ、またはその他の方法で処分する権利

・　以下の権利を含み、当行定款の条項に従い関連情報を入手する権利

- 費用を支払うことによって、当行定款の写しを取得する権利

- 合理的な範囲の手数料を支払うことによって、以下の書類を閲覧し複写する権利

(a) 株主名簿の全部

(b) 当行の株式資本状況

(c) 当行の発行する社債の控え張

(d) 前会計年度末以降当行が買戻した自己株式の種類ごとの額面総額、数、最高支払価格お

よび最低支払価格、ならびにかかる目的のために当行が負担した総額を示す書類

(e) 株主総会議事録、取締役会および監査役会の決議

(f) 当行の取締役会および監査役会による監査済財務諸表および監査報告書

(g) 国家工商行政管理機構またはその他関連当局にすでに提出された最新の年間収益表の写

し

　　当行は上記の各文書を、公衆および株主に無償での閲覧および合理的な範囲の手数料を徴収し

て写しを交付するために、当行の所在地および香港における現住所に備え置く。

・　当行の解散または清算される場合、所有する株式数に応じて当行の残余財産の分配に参加する権

利

・　法律、規則、規制当局の通達、当行が上場されている地域の規制当局に従った関連する要件、な

らびに当行定款により付与されたその他の権利

 

株主総会および別個の種類株主総会の定足数
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当行は、総会への出席資格を有しまたその意思のある株主からの回答書をかかる総会の20日前に受

領し、かつ当該株主の所有する議決権が当行の議決権付株式総数の過半数となった場合、株主総会ま

たは種類株主総会を開催することができる。また上記以外の場合は、総会の会日の５日前までに株主

に対して総会の議題、会場および会日を通知する公告を行うことによって、当行は場合によって総会

または種類株主総会を開催することができる。

 

詐欺行為または強迫に関する少数株主の権利

支配株主は、法律、行政法規、または当行株式が上場している地域の規制当局の要件により課され

る義務に加え、当行の他の株主の全部または一部の利益を侵害する方法で下記の事柄に関する議決権

を行使してはならない。

・　取締役または監査役を、当行の最善の利益の下に誠実に行為しなければならないという義務から

免除すること。

・　行為の形式を問わず（当行にとって利益となる機会を含むがこれに限らない。）、取締役または

監査役が、本人の利益のためまたは他者の利益のために、当行資産を奪取することを承認するこ

と。

・　取締役または監査役が、本人の利益のためまたは他者の利益のために、他の株主の個々の権利を

剥奪することを承認すること。かかる権利には分配の権利および議決権を含むがこれに限らない

（ただし、当行定款に従って株主総会において承認のために提出された当行の組織再編案に基づ

く場合を除く）。

 

上記規定の適用において、「支配株主」とは以下の条件のいずれかを満たす者を意味する。

・　単独でまたは他者と共同で、取締役の過半数を選任する権利を有する者

・　単独でまたは他者と共同で、当行の議決権の30％以上を行使する権能またはかかる行使を支配す

る権能を有する者

・　単独でまたは他者と共同で、当行の発行済株式の30％以上を所有する者

・　単独でまたは他者と共同で、その他の方法で当行を事実上支配する者

 

清算手続

当行は、以下のいずれかの事由が発生した場合、解散し、清算される。

・　株主総会において解散決議が可決された場合

・　当行の合併または分割に伴い解散が必要となった場合

・　当行が、支払期限の到来した債務を弁済できず法律上の破産宣告を受けた場合

・　当行が、法律または行政法規違反により閉鎖を命じられた場合

 

当行の解散は、国務院の銀行業規制部門により、承認されなくてはならない。

取締役会が支払不能の宣言以外の理由により当行の清算を提案する場合、当該提案を審議するため

に招集される株主総会の通知に、当行の業務を精査した結果、取締役会は当行が清算開始から12ヶ月

以内にその負債を全額弁済できると判断している旨の記述を記載する。

当行の清算決議が株主総会により採択されたときに、当行の取締役会のすべての職務および権限は

直ちに停止する。
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清算委員会は、株主総会の指示に従い、毎年最低１回株主総会に対し、清算委員会の収支、当行の

事業および清算の進捗状況について報告し、かつ、清算結了に際し株主総会に対し最終報告を提出し

なければならない。

 

当行および当行株主にとって重要なその他の条項

 

総則

株主総会において採択された当行定款の改正は、国務院の銀行業規制部門の承認を得た日から効力

が生じる。当行定款が効力を生じた日より、当行定款は当行の組織および活動、ならびに当行と各株

主の間の権利および義務、さらに株主間の権利および義務を規制する法的に拘束力を有する文書とな

る。

当行はその業務上・開発上の必要性に基づき、かつ当行定款の関連する規定に従い、株式資本の増

加を承認することができる。

当行は以下の方法により増資することができる。

・　不特定の投資家に対する新株式の募集

・　特定の投資家に対する新株の募集

・　既存株主に対する新株式の割当発行

・　既存株主に対する株式配当

・　資本準備金の資本への繰入による増資

・　法律および行政法規により認められたその他の方法

当行の新株式発行による増資は、当行定款の条項に従い承認された後、関連ある法律および行政法

規に規定される手続に従って行われる。

当行の普通株式の株主は、以下の各号を含む義務を負う。

・　当行定款および株主総会において承認された決議を遵守すること。

・　引受株式数および引受けの方法に応じて払込金額を支払うこと。

・　法律および規則により許可されている状況以外での株式の払戻をしないこと。

・　当行の自己資本比率が法定基準に満たない場合に、当行取締役会が提案した自己資本比率増加の

方針を支持すること。

・　当行又は他の株主の利益を害する目的で、株主の権利を濫用すること。株主の権利を濫用するこ

とで当行又は他の株主に損害を与えた株主は、法に従い賠償責任を負うものとする。

・　当行の債権者の利益を害する目的で、当行の法人としての独立的な地位や株主の有限責任を濫用

しないこと。当行の法人としての独立的な地位や株主の有限責任を濫用することで、負債の支払

義務を免れ、当行の債権者の利益を著しく害した株主は、当行のかかる負債について連帯責任を

負うものとする。

・　法律、行政法規および当行定款により課されるその他の義務。

株主は当行の株式引受時に当該株式の引受人が合意した場合を除いて、株式資本にさらに拠出する

義務は負わない。

 

監査役会

当行は監査役会を有する。取締役および幹部役員は監査役を兼任してはならない。監査役会は、７

名から９名の監査役から構成される。監査役会の構成員のうち、１名が議長を務める。各監査役の任

期は３年とし、再選および再任により更新することができる。監査役会の議長の選任または解任は、
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投票で監査役会構成員の２分の１以上により決定され、任期の満了に際して再任されることができ

る。監査役会の決議は、監査役会構成委員の２分の１以上により通過する。

監査役会は、株主の代表、当行従業員の代表、および社外監査役により構成される。株主代表監査

役および社外監査役は、株主総会において選出および解任され、従業員代表監査役は、当行の幹部お

よび職員を従業員代表機構により、民主的に選出および解任される。

監査役会は、株主総会に対して責任を有し、法律に従って以下の各号の権限を行使する。

・　取締役会、幹部役員およびその構成員の職務の履行を監督する。

・　当行の利益に反して行為する取締役および幹部役員に対して、かかる行為を是正するよう要求す

る。

・　必要に応じて、辞職する役員および業務執行役員に対する監査を行う。

・　当行の財務活動を調査・監督する。

・　取締役会が株主総会に提出する財務報告、営業報告、および利益の分配計画等の財務資料を精査

し、疑念があれば、当行の名義で、当行の公認会計士および監査人に、再調査を委託する。

・　業務上の意思決定、リスク管理、および内部統制の監査、ならびに内部監査に対しての指導提

供。

・　取締役会の決議事項に対して質疑又は提案を行う。

・　取締役および幹部役員に対して、質疑を行う。

・　臨時株主総会の招集を提案し、会社法に従い、取締役会が株主総会を招集し、議長を務めること

ができない場合に株主総会を招集し、議長を務める。

・　株主総会に対して提案を行う。

・　当行を代表して取締役および幹部役員と交渉し、または取締役および幹部役員に対して訴訟を提

起する。

・　監査役会の議事手続に関する規程の改正案を制定し、また関連する監査役会の手順、規則、およ

び実施規程を策定する。

・　従業員代表監査役ではない監査役（外部監査役を含む）および独立非業務執行役員候補を任命す

る。

・　取締役および幹部役員の職務の履行を監督し、法律、規則、当行定款または株主総会の決議に違

反する取締役および幹部役員の解任を提案する。

・　法律、規則、規制当局の通達、関係する規制当局の関連する要件および当行定款に規定される、

監査役会が行使すべき権限その他の権限を行使する。

監査役会の構成員は、取締役会会議に出席し、かかる会議において決議される事柄について質疑ま

たは提案を行わなければならない。監査役会が必要と認めた場合には、監査役会は、議決権なき参加

者として監査役を派遣して、取締役会の特別委員会または総裁の執務室での会議に出席させることが

出来る。

 

総裁

総裁は、取締役会に対して責任を有し、以下の各号の権限を行使する。

・　当行の日常業務および経営の責任者となり、取締役会の決議案を実施する。

・　当行の年間事業計画および投資案を取締役会に提出し、取締役会の承認を得た後、それを実施す

る。

・　当行の内部組織構造の設立案を起草する。

・　当行の基本的な運営システムを起草する。
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・　当行の具体的な管理システムを策定する。

・　当行の副総裁および業務執行役員（ただし取締役会秘書役および主席会計士を除く）の任命また

は解任を取締役会に提案する。

・　取締役会による任命または解任が要求される者以外の当行内の部署・支店の経営幹部の任命また

は解任を行う。

・　業務執行役員（ただし取締役会秘書役および主席会計士を除く）、各内部事業部門ならびに事業

活動に従事する全支店の業務執行役員に権限を付与する。

・　総裁による問責制度を設置し、すべての事業および職能別部門の管理者ならびに全支店の支店長

に対して審査を行う。

・　臨時取締役会会議の招集を提案する。

・　取り付け騒ぎ等重大な突発的事件の発生に際して、緊急措置を取り、国務院の銀行業規制部門等

を含む関連する政府当局ならびに取締役会および監査役会に直ちに報告する。

・　上記各号のほか法律、法規、規制当局の通達、および当行定款により付与された権限ならびに株

主総会および取締役会議において総裁が行使できる旨決議された権限を行使する。
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総裁は、取締役会会議に出席しなくてはならない。しかしながら、総裁は取締役を兼任していない

限り、同会合において議決権を有さない。

総裁は、その職務の遂行および権限の行使において、法律、法規、規則、当行の株式が上場されて

いる地域の規制当局の要求、ならびに当行定款に従って誠実にかつ真摯に職務を行わなくてはならな

い。

 

取締役会

取締役会は、株主総会に対して責任を負い、以下の各号の権限を行使する。

・　株主総会を招集する責任を負い、株主総会において自らの業務について報告する。

・　株主総会において可決された決議を執行する。

・　当行の開発戦略を決定し、かかる開発戦略の実施を監視する。

・　当行の事業計画、投資計画およびリスク・キャピタル分配計画を決定する。

・　当行の年次暫定予算案および最終予算を編成する。

・　当行の利益分配案および損失補填案を策定する。

・　当行の登録資本の増減、転換社債、劣後社債、社債および他の有価証券の発行に係る案ならびに

上場計画を策定する。

・　当行の重大な買収もしくは当行株式の買戻し案を策定する。

・　当行の合併、分割、解散および清算の計画を起草する。

・　株主総会から授権された範囲内において、株式への投資および債券への投資、資産の獲得および

処分、資産の償却、資産の担保差入れその他非商業銀行業務についての保証ならびに外部への寄

付に関する事項について決定する。

・　当行の内部管理機構の設立を決定する。

・　当行の中国国内における第１レベル支店、海外支店および国内外の子会社の設置を決定する。

・　当行の総裁、主席会計士、ならびに取締役会秘書役を任命または解任し、その報酬および罰則に

関する事項を決定する。

・　総裁の指名に基づいて、副総裁またはその他の業務執行役員（主席会計士および取締役会秘書役

を除く）を任命または解任し、その報酬および罰則に関する事項を決定する。

・　当行の基本的な運営システムを策定し、その実施状況を監視する。

・　リスク管理方針および内部統制方針を決定し、リスク管理システムおよび内部管理システムを策

定し、それらの実施情況を監督する。

・　株主総会において、会計事務所の任命、解任、または再任を提案する。

・　株主総会において、関連取引管理制度の実施状況および関連取引の状況に関する事柄について報

告する。

・　幹部役員の業務報告を精査し、その業務を監視、調査および評価し、かつ幹部役員に対する問責

制度を施行する。

・　幹部役員の業績を評価し、査定する。

・　主席会計士および当行監査部門担当役員の業務報告を精査し、また内部監査業務を調査、監視、

検証および査定する。

・　当行のコーポレート・ガバナンスを定期的に評価し、継続的な向上を図り、取締役会の実績につ

いての定期的な自己評価を行う。

・　当行定款の改正、株主総会手続規則、取締役会手続規則を策定し、取締役会に関するその他のシ

ステム、規則および方法を策定する。
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・　資本計画及び関連する自己資本比率の評価管理システムを策定し、かかるシステムの実施状況を

監督する。

・　当行及び関連会社の連結決算管理システムを策定し、かかるシステムの実施状況を監督する。

・　当行の情報開示を管理する。

・　法律、法規、規則および関連する規制当局の定める関連する規定、ならびに当行定款および株主

総会決議により授権されるその他の権限を行使する。

取締役会定例会議は、毎年６回以上開催されなければならず、取締役会会長により招集される。す

べての取締役および監査役に対し、定例会議開催14日前までに会議の通知がなされなければならな

い。緊急の場合には、臨時取締役会を開催することができる。

取締役会会議は、取締役の過半数が出席する場合に限り開催される。各取締役は１議決権を有す

る。ある決議に対する賛成票と反対票が同数である場合には、取締役会会長が決定投票権を有する。

 

紛争解決

Ｈ株の株主と当行の間、Ｈ株の株主と当行の取締役、監査役、総裁もしくはその他の幹部業務執行

役員またはＨ株の株主と内資株の株主の間において、当行定款または中国会社法もしくは当行の業務

に係るその他の関連ある法律、規則および規制当局の通達により付与されまたは課される権利義務に

基づいて、紛争または請求が発生した場合には、関連当事者が直ちにかかる紛争もしくは請求の解決

を仲裁機関に委ねなくてはならない。

申立人は、その仲裁を、中国国際経済貿易仲裁委員会においてその仲裁規則に従い実施するか、ま

たは香港国際仲裁センターにおいてその証券仲裁規則に従い実施するかを選択することができる。申

立人が紛争または請求を仲裁に付した後は、被申立人は申立人が選択した仲裁機関で仲裁を行わなけ

ればならない。

申立人が香港国際仲裁センターにおける仲裁を選択した場合、当該紛争または請求に係るいずれの

当事者も、香港国際仲裁センターの証券仲裁規則に従い当該仲裁の審理を深圳で行われるべきことを

申請することができる。

紛争または権利の請求が仲裁に付される場合、法律および関連行政法規に別段の定めがない限り、

中国法が適用される。

紛争または権利の請求が仲裁に付された場合、当該請求または紛争の全部が仲裁に付されなければ

ならない。また、当該紛争または請求を発生させた同一の事実に基づく請求原因を有する者または当

該紛争もしくは請求の解決のためにその参加が必要となる者であって、当行または当行の株主、取締

役、監査役、総裁もしくはその他の幹部業務執行役員である者は、仲裁に従わなければならない。株

主の確定に関する紛争および株主名簿に関する紛争は、仲裁の方式によらずに解決することが出来

る。

仲裁機関の裁定は、終局的かつ確定的であり全当事者を拘束する。

 

優先株式に関する特別規定

優先株式の管理

法、行政法規、部門規則、当行株式上場地の証券監督管理機関の規定および本章に別途定める場合

を除き、優先株主の権利義務および優先株式の管理は、関連する当行定款の普通株式に関する規定に

従うものとする。

 

優先株式の発行規模の制限
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当行が発行する優先株式の数は、当行の普通株式総数の50％を超えてはならず、優先株式の発行手

取金は、当該発行前の当行純資産の50％を超えないものとする。買い戻されたまたは普通株式に転換

された優先株式は、計算を行うに際して優先株式の範疇には含まれない。

 

強制転換

資本規制ルールに従い、優先株式が普通株式に強制転換される条件、すなわち、トリガー事由が発

生した場合に、当行が、優先株式発行時に決定された転換価格および転換数量に従い優先株式を普通

株式に転換する条件を、当行は定めるものとする。優先株式を普通株式に転換する事由が発生した場

合、当行は、国務院管轄下の銀行業規制当局に報告を行い、その承認と決定を求めるものとする。

 

再売却および買い戻し

当行が発行した優先株式は売戻しを行うことはできない。優先株式の発行完了から５年経過後は、

国務院管轄下の銀行業規制当局の承認および関連要件の充足を条件に、当行は、優先株式の全部また

は一部を償還することができる。優先株式の償還期間は、優先株式発行時に決定された償還開始日に

始まり、すべての優先株式の償還または転換が完了した日に終了する。

当行による優先株式の償還権の行使は、以下の条件のいずれかの充足を条件とする。

（1）当行は、償還される優先株式を同一またはそれより質の高い資本と交換し、かつ、資本の交換

は当行の収益力維持を条件に行うこと。

（2）当行の資本基盤は、償還権の行使後も国務院管轄下の銀行業規制当局の自己資本比率規制を十

分に上回ること。

中国国内市場で発行された優先株式の償還価格は、額面価額と当該配当期間に関して宣言された未

払配当金との合計に等しい金額とする。

中国国外市場で発行された優先株式の償還価格は、発行価格と当該配当期間に関して宣言された未

払配当金の合計と等しい金額とする。

 

優先株主の権利

当行の優先株主は、以下の権利を享受する。

・　普通株主よりも優先的に配当金の支払いを受ける権利

・　当行の清算時に、普通株主よりも優先的に当行の残余財産の分配を受ける権利

・　当行定款第293条に定める事由が発生した場合に、当行の株主総会に出席して投票を行うこと

・　当行定款第294条に定める事由が発生した場合に、同条に定める方法により議決権を復権させるこ

と

・　当行の事業運営について助言または問い合わせを行うこと

・　当行の定款、株主名簿、当行が発行した社債の社債原簿、株主総会の議事録、取締役会決議、監

査役会決議および財務会計報告書の閲覧

・　法、行政法規、規則および当行定款により、優先株主に付与されたその他の権利

 

議決権の計算

以下の事由の期間中の保有株式割合の算出については、普通株式および議決権が復権された優先株

式のみが集計の対象となる。

・　臨時株主総会招集の請求

・　株主総会の招集およびその議長を務めること
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・　株主総会または臨時株主総会への提案の提出

・　取締役および当行の非従業員代表監査役の候補者の提案

・　当行定款第57条に従い「支配株主」を特定すること

・　当行定款第140条に従い、当行の独立取締役への就任が制限される場合を特定すること

・　証券法の規定に従い、当行の大株主10名およびその所有する株式数ならびに当行に対し５％超の

持分を保有する株主を特定すること

・　その他、法、行政法規、規則および当行定款に規定されている場合

上記のいずれかに該当する場合、優先株主には、当行定款に定められる普通株主に適用される通知

手続に従って、株主総会の招集が通知されるものとする。優先株主は、上記事項については普通株主

とは別個に投票を行い、保有する優先株式１株につき一個の議決権を有するものとする。ただし、当

行は、自身で保有する優先株式については議決権を行使できない。

上記事項に関する決議は、株主総会に出席した普通株主（議決権が復権された優先株主を含む。）

が保有する議決権の３分の２超および優先株主（議決権が復権された優先株主を除く。）が保有する

議決権の３分の２超の決議により可決される。当行が、優先株式の発行に関する事項で株主総会を招

集する場合、当行は株主に対しオンライン投票による方法を提供するものとする。

 

議決権の制限

以下の場合を除き、当行の優先株主は当行の株主総会に出席してはならず、その保有株式に議決権

は付与されない。

・　当行定款の優先株式に関する条項の変更

・　当行の登記済み資本金に対する10％（個別にまたは合計して）を上回る減資

・　当行の合併、分割、解散またはその法人形態の変更

・　優先株式の発行

・　その他定款に規定されている事由で、優先株主の権利の変更または無効に関するもの

 

議決権の復権

上記事項に関する決議は、株主総会に出席した普通株主（議決権が復権された優先株主を含む。）

が保有する議決権の３分の２超および優先株主（議決権が復権された優先株主を除く。）が保有する

議決権の３分の２超の決議により可決される。当行が、優先株式の発行に関する事項で株主総会を招

集する場合、当行は株主に対しオンライン投票による方法を提供するものとする。

優先株主が行使する議決権は、以下の方法に従い算出される。

議決権が復権される中国国外優先株式の普通株式議決権は、以下の計算式により算出される。

R* ＝ W*/ E* × 転換為替レート（議決権が復権される株式数の端数は、最寄りの整数に切捨て）

上記計算式において、「R*」とは、各中国国外優先株主の有する中国国外優先株式から復権可能な

Ｈ普通株式の議決権、「W*」とは各中国国外優先株主が保有する中国国外優先株式の価額、「転換価

格E*」とは中国国外優先株式の発行計画に関する取締役会決議公告日の直前の20取引日における当行

のＨ普通株式の平均取引価格、また転換為替レートは、中国国外優先株式の発行計画に関する取締役

会決議公告日の直前の取引日に中国外貨取引システムが公表する、香港ドルと中国国外優先株式の表

示通貨である外国通貨との人民元の為替レートの仲値を基準とする。

議決権が復権される中国国内優先株式の普通株式議決権は、以下の計算式により算出される。

R ＝ W / E（議決権が復権される株式数の端数は、最寄りの整数に切捨て）
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上記計算式において、「R」とは、各中国国内優先株主の有する中国国内優先株式から復権可能なＡ

普通株式の議決権、「W」とは各中国国内優先株主が保有する中国国内優先株式の価額、また「転換価

格E」とは、中国国内優先株式の発行計画に関する取締役会決議公告日の直前の20取引日における当行

のＡ普通株式の平均取引価格を意味する。

その他、株主の議決権に対する特別制限が当行定款に規定されている場合には、かかる特別制限が

優先される。

 

優先的な利益分配

当行の発行した残存する優先株式の利率は、段階的に調整が行われる場合がある。配当利回りは、

指標金利と固定金利マージンの合計に等しい。すなわち、配当利回りは優先株式発行後の一定期間は

調整を行わないものの、その後は定期的に指標金利の調整が行われ、各調整期間中の配当利回りは一

定とする。

優先株式は、当行の利益配当への参加に関しては、所定の配当利回りと利益分配条項に従って普通

株式より優先される。優先株主への配当金は当行が現金で支払うものとする。当行は、優先株式への

所定の配当金を宣言し、株主総会決議に従い任意余剰積立金への積立てを行うまでは、当行定款第231

条に従い、普通株主に対する利益分配を行ってはならない。

当行のTier１資本補充のため発行された優先株式の所持人は、所定の配当利回りに基づく配当金の

分配に参加した後は、普通株主と同様、当行の残余利益の分配に参加することはできない。商業銀行

の自己資本規制に基づき、当行は、優先株式の配当金の支払いの全部または一部を取り消すことがで

きるが、これは債務不履行事由を構成しない。当行の優先株主に対する未払配当金は、翌配当年度に

累積されない。

 

残余財産の優先的分配

当行が解散または破産して清算が生じた場合、法、規則および当行定款に従い清算が行われた後の

当行の残余財産は、まず優先株式の額面金額および支払われるべき未払いの残存する配当金の支払い

に充当されるものとする。残余財産が上記の額面金額および配当金の支払いに不十分な場合には、按

分の上、中国国内優先株主および中国国外優先株主に対して支払われるものとする。

 

 

２【外国為替管理制度】

 

中国の法定通貨は人民元であり、外国為替管理の対象となっているため、外国為替に自由に交換するこ

とができない。中国人民銀行の権限下にある外国為替管理局は、外国為替管理規則の執行を含む、外国為

替に関連する一切の事項を管理する機能を付与されている。

1994年、経常勘定項目における人民元の条件付交換が実施され、また、人民元の公式交換レートおよび

人民元の市場交換レートが統一された。1996年１月29日、中国国務院は、1996年４月１日に発効した新し

い「中華人民共和国外国為替管理規則」（「外国為替管理規則」）を公布した。外国為替管理規則は、す

べての国際的支払および移転を経常勘定項目および資本勘定項目に分類する。資本勘定項目とは異なり、

ほとんどの経常勘定項目の取引は、もはや外国為替管理局の承認を得る必要はない。続いて外国為替管理

規則が、1997年１月14日に改正された。この最新の修正により、中国は国際的な経常勘定の支払いおよび

移転を制限してはならないことが明確になった。
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1996年６月20日、中国人民銀行は、1996年７月１日発効の「外国為替決済、売却および支払業務取扱管

理規則」（「決済規則」）を公表した。決済規則は、経常勘定項目に関する外国為替の交換について残存

する規制を廃止した。ただし、資本勘定項目に関する外国為替取引については、継続して既存の制限がな

される。

1994年１月１日より、人民元についての従来の二重為替相場制は廃止され、需要および供給により決定

される統制変動相場制となった。中国人民銀行は、毎日、人民元対米ドルの為替レートを設定し、かつ公

表する。この為替レートは、前日の銀行間外国為替市場における人民元および米ドルの取引価格を参照し

て決定される。中国人民銀行はまた、国際外国為替市場の交換レートを参照して、他の主要通貨に対する

人民元の交換レートを公表する。外国為替取引において、指定外国為替銀行は、特定の範囲内において、

中国人民銀行が公表した交換レートに従い、適用交換レートを自由に決定することができる。

2005年７月21日より、中国は市場の需給に基づき、かつ通貨バスケットを参照した管理変動相場制を導

入している。人民元の為替レートはこれにより、米ドルのみにペッグされたものではなくなった。中国人

民銀行は、各営業日ごとに、人民元に対して、銀行間外国為替市場で取引された外国通貨の終値を発表

し、当該金額が翌営業日の人民元に対する取引の中心レートとされる。

中国企業（外資系企業を含む）は、経常勘定取引から生じる外国為替による収入を留保し、指定外国為

替銀行の外国為替口座に預託することができる。

経常勘定項目に関する取引のため外国為替を必要とする中国の企業（外資系企業を含む。）は、外国為

替管理局の承認を得ることなく、有効な受領の呈示および取引の証明により、指定外国為替銀行における

外国為替口座からの支払いをすることができる。株主に対する利益配当のために外国為替を必要とする外

資系企業および規則に基づき株主に対して外国為替による配当を行うことが要求される中国の企業（当行

を含む。）は、利益配当に関する当該中国企業の有効な決議に基づき、その外国為替口座からの支払い、

または指定外国為替銀行における支払いのための人民元から他の通貨への交換を行うことができる。

SAFEが2016年６月15日に発表した資本勘定外為決済に係る管理規定の改革および標準化に関する通知

（匯発［2016年］第16号）に従い、資本勘定に基づく任意外為決済に関する関連方針に基づき、国内機関

は、自らの裁量により外国為替収入の決済を行うことが認められる。資本勘定における決済（外国為替登

録勘定、外貨建て債務、海外上場での調達による還流資金等を含む。）は、国内機関の実際的なビジネス

ニーズに応じて銀行での取り扱いが可能である。SAFEは任意決済割合の上限を暫定的に100％に設定した

が、国際収支の状況によってはSAFEによる調整が行われる。

SAFEが発表し、2015年２月13日と2015年６月１日にそれぞれ実施された「直接投資外貨管理政策の更な

る簡素化と改善に関する通知」（匯発［2015］第13号）に従い、主として中国国内直接投資における外貨

の登録認可および中国国外直接投資における外貨の登録認可という２つの行政認可が取り消された。直接

投資外国為替事業の手続が、部分的にさらに簡素化された。

2017年１月26日に外国為替管理局が発表した「外国為替管理の一層の推進に向けた真実性と合法性の確

認改善に関する通知」（匯発［2017］第３号）は、外国為替管理改革をさらに推し進めるものである。債

務者は、域内に向けた貸出、株式投資またはその他の手段により、保証付き資金を直接または間接に域内

還流させることができる。銀行は、域外貸付の保証を履行する場合、関連の為替決済と売上げを銀行自身

の為替決済管理に入れることが許される。

Ｈ株の配当は、人民元建てで確定されるが、香港ドルにより支払われる。

 

３【課税上の取扱い】
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Ｈ株の保有者の所得に対する課税およびキャピタルゲインに対する課税は中国および当該保有者の居住

する法域における法律および実務の適用を受け、課税の対象となる。以下は、現行の法律および実務に基

づく一定の関連する税務上の取扱いを要約したものであるが、変更される可能性があり、法律意見および

税務意見となるものではない。以下の議論はＨ株への投資に関連して発生しうるあらゆる税務上の取扱い

を網羅したものではない。従って、投資家は、Ｈ株への投資の税務上の取扱いについて税務顧問と相談す

る必要がある。以下の議論は本書作成日時点において効力を有する法律および関連する解釈に基づいてお

り、いずれも変更される可能性がある。

 

(1)　中国における課税

以下は、2005年度の当行における株式の最初のグローバル・オファリング（グローバル・オファリン

グ）に関連してＨ株を購入し、これを資本資産として保有する投資家による当該Ｈ株の保有および処分に

関連した中華人民共和国における一定の税務上の取扱いの概要である。当該概要は、Ｈ株を保有すること

による重大な税務上の取扱いすべてを扱うことを企図するものではなく、また特定の投資家個々の状況を

考慮していない。本概要は、本書作成日現在効力を有している中国の税法に基づく。これらはすべて、今

後変更される（または解釈が変更される）可能性があり、かかる変更は遡及的効力を有することがある。

本議論は、所得税、資本課税、印紙税および遺産税以外の中国の課税制度の側面について扱うものでは

ない。投資家になろうとする者は、Ｈ株の保有および処分による中国、香港およびその他の税務上の取扱

いについて、税務顧問に相談されたい。

 

配当に対する課税およびキャピタル・ゲイン

個人投資家

「中国個人所得税法」に基づき、中国籍の企業により支払われる配当は、通常、一律20％の税率で

賦課される中国源泉所得税の課税対象となる。中国に居住していない外国人については、中国におけ

る企業から受領した配当は、適用法または適用される租税条約により軽減されなければ、通常20％の

源泉所得税の課税対象となる。現在は、中国国家税務総局（「SAT」）が2011年６月28日に出した通達

に従い、外資系企業から中国に居住しないＨ株の個人所有者に支払われる配当は、中国と当該株主が

居住する法域間に適用される租税条約で決定される税率で、個人所得税（通常は５％から20％）が課

されている。また、中国非居住者であり、租税条約に調印していない法域に居住するＨ株の個人所有

者に対して外資系企業が支払う配当は、20％の個人所得税の対象となる。

 

企業投資家

中国内に事務所または不動産を有していない、または中国内に事務所または不動産を有している

が、その所得がかかる事務所または不動産と関連のない外国企業については、2007年３月16日に開催

された中国第10期全国人民大会第５回会議において採択され、2008年１月１日から有効となる新中国

法人所得税法（the new PRC Enterprise Income Tax Law、「新EIT法」）に基づき、Ｈ株の売却また

はその他の処分に際して当行が支払う配当および当該外国企業が実現する利益は、通常、中国におい

ては20％の所得税が課税される。新EIT法の実施規則は、かかる税率は、中国と関連する外国企業の所

在地の法域との間の特別な措置または適用可能な合意により、さらに10％まで低減することができる

旨規定している。2008年11月６日にSATにより公布された通知により、Ｈ株発行会社は、非居住者であ

る企業株主に対して配当を支払った場合には、株主のために10％の率にて法人所得税を差し引かなけ

ればならない。また、中国の税法、規制および規則も、随時変更される可能性がある。新EIT法におい
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て規定される税率および関連する実施規則が改正された場合には、当行のＨ株への投資の価値は、重

大な影響を受ける。

 

租税条約

中国内に居住しておらず、中国との間に二重課税の防止に関する租税条約を締結している国に居住

している投資家は、配当の支払につき課税される源泉所得税の軽減を受ける場合がある。中国は現

在、多くの外国と二重課税の防止に関する租税条約を締結しているが、これには以下の国々が含まれ

る。

・オーストラリア

・カナダ

・フランス

・ドイツ

・日本

・マレーシア

・オランダ

・シンガポール

・英国

・米国

 

中国のその他の税務上の取扱い

中国印紙税

暫定規定に基づき中国の株式公開企業の株式譲渡に課される中国印紙税は、「印紙税に関する中国

暫定規定」（1988年10月１日施行）により、中国人以外の投資家による中国国外でのＨ株の取得・処

分については適用されない。中国印紙税は、中国国内において作成または受領され、中国において法

的拘束力を有し、かつ同国の法律の保護を受ける文書に対してのみ課税される旨規定している。

 

遺産税

中国の法律に基づく遺産税の納税義務は、中国人でないＨ株保有者については発生しない。

 

(2)　日本における課税

「第８　２ Ｈ株購入者に対する株式事務　税金」を参照。

 

４【法律意見】

 

当行の社外法律顧問である海問律師事務所（Haiwan & Partners）により、概要以下の趣旨を含む法律意

見が提出されている。

(1) 当行は、中国会社法に基づき適法に設立されており、また中国の法律に基づき、存続期限の定めのな

い有限株式会社として有効に存続している。

(2)「本国における法制等の概要」における記載は、当該記載が中国法の概要を構成しているとする限りに

おいて、概要とされる事項を正しく反映しており、あらゆる重要な点において真実かつ正確である。
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第２【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】

 

本有価証券報告書に記載されている財務情報は、別途明記されている場合を除き、連結ベースで国際財務報

告基準（IFRS）に従って作成されており、金額の単位は人民元である。

 

（単位：百万人民元、別途

明記されているものは除

く）

2016年 2015年 増減（％） 2014年 2013年 2012年

12月31日に終了した年       

正味受取利息 417,799 457,752 (8.73) 437,398 389,544 353,202

正味受取手数料 118,509 113,530 4.39 108,517 104,283 93,507

その他営業利益 23,552 15,405 52.89 10,825 17,313 15,824

営業利益 559,860 586,687 (4.57) 556,740 511,140 462,533

営業経費 (171,515) (194,826) (11.97) (195,988) (188,185) (171,081)

減損損失 (93,204) (93,639) (0.46) (61,911) (43,209) (40,041)

税引き前利益 295,210 298,497 (1.10) 299,086 279,806 251,439

純利益 232,389 228,886 1.53 228,247 215,122 193,602

当行株主帰属純利益 231,460 228,145 1.45 227,830 214,657 193,179

       

12月31日現在       

顧客への総貸付金 11,757,032 10,485,140 12.13 9,474,510 8,590,057 7,512,312

貸付金に対する減損引当金 (268,677) (250,617) 7.21 (251,613) (228,696) (202,433)

資産合計 20,963,705 18,349,489 14.25 16,744,093 15,363,210 13,972,828

顧客からの預金 15,402,915 13,668,533 12.69 12,899,153 12,223,037 11,343,079

負債合計 19,374,051 16,904,406 14.61 15,492,245 14,288,881 13,023,283

当行株主帰属持分合計 1,576,500 1,434,020 9.94 1,241,510 1,065,951 941,668

適格普通株式資本 250,011 250,011 - 250,011 250,011 250,011

控除後の資本合計
1 1,783,915 1,650,173 8.10 1,516,310

1,316,724 N/A

リスク加重資産
1 11,937,774 10,722,082 11.34 10,203,754

9,872,790 N/A

       

１株当たり

（単位：人民元）

   

   

基本および希薄化後１株当

たり当期利益

 

0.92

 

0.91

 

1.10

 

0.91

 

0.86

 

0.77

報告対象期間後に発表され

た最終現金配当案

 

0.278

 

0.274

 

1.46

 

0.301

 

0.30

 

0.268

１株当たり純資産価値 6.28 5.78 8.65 5.01 4.30 3.80

 

1.　 商業銀行の資本規則（暫定）の関連規則に従って算出されている。自己資本比率の計算には先進的計測手法が採用

されており、これらの比率の計算には、2014年第２四半期以降、移行期間中の規則が適用されている。

 

EDINET提出書類

中国建設銀行股イ分有限公司(E05972)

有価証券報告書

 36/402



 

       

財務比率(％) 2016年 2015年 変動 +/ (-) 2014年 2013年 2012年

       

収益性指標       

平均資産収益率
(1) 1.18 1.30 (0.12) 1.42

1.47 1.47

平均資本収益率 15.44 17.27 (1.83) 19.74 21.23 21.98

正味金利スプレッド 2.06 2.46 (0.40) 2.61 2.56 2.58

正味金利マージン 2.20 2.63 (0.43) 2.80 2.74 2.75

正味受取手数料の対営業利

益比率

 

21.17

 

19.35

 

1.82

 

19.49

 

20.40

 

20.22

営業収支率
(2) 27.51 27.02 0.49 28.92

29.65 29.60

 

自己資本指標       

普通株式等ティア１比率
(3) 12.98 13.13 (0.15) 12.11

10.75
N/A

ティア１比率
(3) 13.15 13.32 (0.17) 12.11

10.75
N/A

総自己資本比率
(3) 14.94 15.39 (0.45) 14.86

13.34
N/A

総資産に対する

総自己資本比率 7.58 7.88 (0.30) 7.48 6.99 6.80

 

資産内容指標       

不良債権比率 1.52 1.58 (0.06) 1.19 0.99 0.99

不良債権に対する

引当金比率 150.36 150.99 (0.63) 222.33 268.22 271.29

貸出総額に対する

引当金比率 2.29 2.39 (0.10) 2.66 2.66 2.69

 

(1)　純利益を、年始総資産および年末総資産の平均で除して計算。

(2)　営業経費（事業税および追加税控除後）を営業利益で除した値。

(3)　商業銀行の資本規則（暫定）の関連規則に従って算出されている。自己資本比率の計算には先進的計測手法が採用

されており、これらの比率の計算には、2014年第２四半期以降、移行期間中の規則が適用されている。

 

２【沿革】

 

当行の起源は、中国国内における４大商業銀行の１つである中国人民建設銀行（1996年に中国建設銀行

と改称）が設立された1954年にさかのぼる。中国建設銀行股份有限公司（以下、「当行」という。）は、

2004年９月に当行の前身である中国建設銀行の分割の結果、中国建設銀行の商業銀行業務ならびに関連す

る資産および負債を承継した。

当行のＨ株式は香港証券取引所において、2005年10月27日に取引が開始され（証券コード：939）、当行

のＡ株式は上海証券取引所において、2007年９月25日に取引が開始された（証券コード：601939）。2015

年12月16日、当行は3,050百万米ドルにのぼる中国国外優先株式をオフショア・マーケットにおいて発行

し、2015年12月17日、これを香港証券取引所に上場（証券コード：4606）した。

 

３【事業の内容】

EDINET提出書類

中国建設銀行股イ分有限公司(E05972)

有価証券報告書

 37/402



 

本店を北京に有する中国建設銀行は、中国における大手株式商業銀行であり、その前身である中国建設

銀行は1954年10月に設立された。当行は2005年10月に香港証券取引所に上場され（証券コード：939）、

2007年９月には上海証券取引所に上場された（証券コード：601939）。2016年末の当行の株式時価総額は

192,626百万米ドルに達し、上場銀行の中では世界第５位を占めている。またティア１資本においては、米

国雑誌のザ・バンカーにより、2016年世界トップ1000の銀行の中の第２位にランクされた。

当行は14,985の銀行店舗と362,482名のスタッフとともに、何億もの個人顧客や法人顧客にサービスを提

供しており、中国経済の中でも戦略的産業を担っている大手企業や数多くの高級志向の顧客との間に密接

な協力を維持している。当行は、商業銀行の支店や子会社を29の国や地域に有しており、その海外事業体

は251にのぼる。当行の子会社は、資産運用、ファイナンシャル・リーシング、信託、生命保険、損害保

険、投資銀行、先物及び年金等、様々な業界に及んでいる。

当行は、多機能かつ洗練されたサービスと集中管理が可能な革新的な統合銀行グループを目標に、変革

と発展のプロセスを加速させ、最高価値を創造する能力を備えた銀行に進化すべく取り組んでいる。当行

は、顧客、株主、社会および社員にとっての価値を最大限に高めるため、短期的利益と長期的利益および

ビジネス上のゴールと社会的責任との間のバランスを取るよう懸命に努力している。

　展望

最高価値を創造する能力を備えた世界クラスの銀行グループの構築

　使命

顧客へのより良いサービスの提供、株主のためのより高い価値の創造、社員のためのより広範なキャリ

ア基盤の構築および企業市民としての全責任を担うこと

　基本的価値観

高潔、公平、慎重および創造
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４【関係会社の状況】

 

(1)親会社

 

　2016年12月31日現在、匯金公司は、当行株式の57.11％を所有する当行の支配株主であり、またその子

会社である中央匯金資産管理有限責任公司（Central Huijin Asset Management Co., Ltd.）を通じて、

当行株式の0.20％を間接的に所有している。匯金公司は、中国国務院の許可を得て、2003年12月16日に

会社法に従って設立された完全国有会社である。その登録資本および払込済資本は828,209百万人民元で

あり、法律上の代表者は丁学東氏である。匯金公司は、国務院からの授権に従って主要な国有金融機関

に株式投資しており、国に代わって国有の金融資産を保護し、その価値を向上させるために、主要国有

金融機関に対する出資者としての権利と義務を出資分を限度として行使する。匯金公司は、他の商業活

動には従事しておらず、また支配株式を有する主要な国有金融機関の日常業務に干渉することもない。

 

(2)子会社

 

　当行の主要子会社については、本書第６の１「財務書類」の注記29および30を参照のこと。

 

 

５【従業員の状況】

 

人事および組織管理

 

2016年末現在の当行の従業員数は362,482人（そのほか、人材派遣会社から派遣された職員が5,093人）

であった。学士以上の学歴を持つ従業員は233,681人で、全体の64.47％を占めているほか、海外業務で現

地採用している従業員は559人であった。さらに、当行は退職者60,836人の費用を負担した。

当行の年齢、学歴および職務別の従業員数は次のとおりである。

 

区分 分類 従業員数 全体に対する割合（％）

年齢
30歳以下 97,382 26.86

31～40歳 80,514 22.21

41～50歳 139,370 38.45

51～59歳 45,044 12.43

60歳以上 172 0.05

 
   

学歴
博士号 484 0.13

修士号 27,997 7.73

学士号 205,200 56.61

準学士 100,799 27.81

中等後教育 14,289 3.94

高等学校以下 13,713 3.78
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職務
法人向け銀行業務 38,218 10.54

個人向け銀行業務 39,116 10.79

店舗および統合窓口の運営 189,911 52.39

金融市場業務 559 0.16

財務会計 7,645 2.11

経営 12,533 3.46

リスク管理、内部監査、法務および

コンプライアンス
19,622 5.41

情報技術 28,300 7.81

その他 26,578 7.33

 
   

合計
 362,482 100.00
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第３【事業の状況】
 
 

１【業績等の概要】

 
下記「７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

 
下記「７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。

 

３【対処すべき課題】

 

リスク管理

2016年、取締役会、監査役会、幹部役員および職員は、チームの構築、システムツール、リスク文化お

よび総合的リスクについての説明責任に依拠しながらも、資産の質の安定と各種リスクの全般的統制を確

保するため、当グループのすべての組織、事業および業務管理手順において晒されている様々なリスクに

ついて、効果的に特定、評価、計測、監視、統制および報告すべく協力して取り組んだ。

 

リスク管理の構造

当行のリスク管理の組織構造は、取締役会およびその特別委員会、幹部役員およびその特別委員会、リ

スク管理部等によって構成されている。当行の基本的なリスク管理構造は次のとおりである。

 

 

取締役会は、当行定款およびその他の関連する規制要件に従ってリスク管理の責任を遂行する。取締役

会傘下のリスク管理委員会は、リスク管理戦略の策定、実施の監視、および全体的リスク・プロファイル

の評価を定期的に行う責任を負っている。取締役会は、リスク管理構造の中核的構成要素として、当行の

事業運営が当行のリスク選好に必ず一致するよう、リスク選好ステートメントを定期的に審理し、承認を

得た上で、それぞれ対応する資本管理方針、リスク管理方針および事業方針を通じて当行のリスク選好に

ついて連絡し、周知を図る。監査役会は、総合的リスク管理システムの確立と、取締役会および幹部役員
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が総合的リスク管理責任の下でそれぞれ職務を執行するのを監督する。幹部役員は、取締役会が定めたリ

スク戦略の遂行と、当グループの総合的リスク管理の実施の調整について責任を負う。

幹部役員は、総裁のリスク管理についての職務を補佐する最高リスク責任者を任命する。リスク管理部

は、全体的な事業のリスク管理について責任を負う総合的管理部門であり、その下位部門である市場リス

ク管理部門は、市場リスク管理について責任を負う総合的管理部門である。与信管理部は、全体的な信用

リスク管理について責任を負う総合的管理部門である。資産負債管理部は、流動性リスクおよび銀行勘定

の金利リスクの管理について責任を負う総合的管理部門である。内部統制・コンプライアンス部は、内部

統制、コンプライアンス管理、業務リスクおよび案件リスクの管理について責任を負う総合的管理部門で

ある。その他のそれぞれのリスクに関しては、その他の専門的部門が責任を負っている。

子会社は、コーポレート・ガバナンスのメカニズムを通じて親銀行のリスク管理要件を実施するほか、

内部のリスク選好、リスク管理システムおよびリスク方針の確立、改善を行う。

 

信用リスク管理

信用リスクは、借入人または取引相手方が当グループに対する債務または約束を履行しないことに起因

する潜在的損失を表す。

2016年、信用リスクの管理および統制の複雑かつ深刻な状況に直面した当グループは、与信構成の調整

を着実に推し進め、与信についての基本的な管理を強化したほか、長期的メカニズムの構築を最適化し

た。幹部役員は、それぞれの責任領域においてリスクの軽減を強化するための監督および指導を行うこと

によって、信用に関連する問題についての担当分野の責任を果たした。その結果、資産の質は安定した

ペースで改善された。

 

与信方針に関する正確な調整および管理能力増強のための与信方針体制の改善

当行は、供給サイドの構造改革を実施し、差別化された与信方針を強化し、当行の伝統的強みを統合

し、インフラ、産業の向上および戦略的な新興産業を一層重視するとともに、グリーン・クレジット事業

の開発を推進し、当グループのグリーンファイナンス・システムを精緻化した。当行は、「過剰な生産能

力の解消および在庫調整」を深化させ、低価格の製造業、よりリスクが高い卸売および小売業ならびに高

リスクの顧客グループについて、アクセス基準を見直し、産業の管理と統制を強化し、秩序ある圧縮と撤

退を実施した。

 

重要な相手先のリスク管理統制を補強する、プロセス全体にわたる与信管理の実施

当行は、貸出前のデューディリジェンス・プロセスにおけるリスクの特定および防止能力を強化し、融

資実行センターの構築を進め、貸出プロセスにおける融資実行承認基準を統一し、貸出後の検査および監

督を強化したほか、当行の定期的な与信検査メカニズムを最適化した。明確な責任、専門性および協力な

らびに表明および集中を伴う管理方法の確立を推進するために、担保構造の特化を促進し、担保管理メカ

ニズムを最適化し、担保利用方針を調整し、機構上のシステム（担保評価マニュアルおよび査定機関の管

理措置を含む。）を完成させた。

 

信用供与リスク管理および統制水準の改善のための、信用の供与および承認管理の改善強化

当行は、与信承認に関連する総合的な与信供与の評価と差別化されたメカニズムの確立を推進するとと

もに、承認メカニズムにダイナミックな調整を行った。リスク管理能力と水準を改善すべく、顧客の信用

格付けの調査と承認について詳細に定め、その最適化を行い、総合的な信用供与の再調査と年次検査に一

層注力し、連結ベースの信用供与管理を強化した。当行は、重要なリスク分野における与信承認に対する
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管理能力を高めるために、信用の供与および承認のチェックシステムを確立し、監督および検査を増強

し、オフサイトの監督を強化した。

 

主要分野におけるリスク軽減に焦点を合わせた、リスクの早期警報および事前管理技法の強化

当行は、当行および子会社、オンバランスおよびオフバランス・シート、与信および与信に類似する取

引、国内および海外の事業を対象として、当グループレベルでの全体的な信用リスクについて統一的な監

視を実施した。マクロ経済および不動産部門に関する複数のストレス・テストも実施し、その結果をリス

ク選好の設定と方針の調整に幅広く適用した。当行は、事前にリスクを緩和できるよう、与信システムの

「機械的管理」の構築を強化し、リスク早期警報ツールを統合し、ポートフォリオに基づくリスクの早期

警報ルールを最適化するとともに、早期警報の結果の適用を促進した。リスク緩和の有効性向上のため、

主な地域の支店および営業所において、「一行一方針」という事業指針を実行した。

 

有効性を改善するための不良債権処分のための惜しみない努力

当行は、ローン再構築の可能性を十分に探求するため現金回収特別イベントを開催し、一括譲渡の現金

回収率を継続的に向上させることにより、処分構造の実質的最適化を達成した。処分方法も刷新し、法人

向け貸出、個人向け貸出およびクレジットカード・ローンを対象とする３種類の不良債権証券化商品の発

売に成功した。

 

信用リスクの集中度

当グループは、規制要件に従って、大規模なエクスポージャーの集中リスクを防止するための一連の手

段を積極的に採用した（貸出基準のさらなる厳格化、事業構造の調整、信用供与のペース調整、既存の与

信資産の再生および商品革新を含む。）。

2016年末現在、当グループの最大借入人１件への貸出総額は、控除項目適用後総自己資本の4.03％を占

めた一方、上位10件の顧客への貸出総額は控除項目適用後総自己資本の13.37％であった。

 

貸出の集中度

 

集中度指標
2016年12月31日

現在

2015年12月31日

現在

2014年12月31日

現在

最大顧客１件への貸出の割合（％） 4.03 5.67 5.05

上位10件の顧客への貸出の割合（％） 13.37 14.46 13.42

 

表示日現在の当グループの上位10件の個々の借手は次のとおりである。

 

（百万人民元、

％を除く）
産業

2016年12月31日現在

金額
貸出総額に対する割

合（％）

顧客Ａ 運輸、倉庫および郵政事業 71,850 0.61

顧客Ｂ 運輸、倉庫および郵政事業 27,884 0.24

顧客Ｃ 運輸、倉庫および郵政事業 20,700 0.18

顧客Ｄ 公共管理、社会保障および社会組織 20,000 0.17

顧客Ｅ 運輸、倉庫および郵政事業 19,580 0.17
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顧客Ｆ 運輸、倉庫および郵政事業 19,067 0.16

顧客Ｇ 運輸、倉庫および郵政事業 17,654 0.15

顧客Ｈ 運輸、倉庫および郵政事業 14,468 0.12

顧客Ｉ 運輸、倉庫および郵政事業 13,978 0.12

顧客Ｊ 運輸、倉庫および郵政事業 13,392 0.11

    

合計  238,573 2.03

 

流動性リスク管理

流動性リスクは、当グループが、期日どおりの債務返済を行い、その他の支払義務を履行しまたは通常

の事業発展におけるその他の資金調達ニーズに対応するために、期限内に合理的な費用で十分な資金を調

達することができない場合に発生する種類のリスクである。流動性リスクに影響を及ぼす主な要因および

事象には、ホールセールまたはリテールの預金の大量の流出、ホールセールまたはリテールの資金調達コ

ストの増加、債務者のデフォルト、困難な資産の流動化および資金調達能力の低下が含まれる。

2016年には、国際金融市場の変動性の上昇が確認され、EUと米国の中央銀行の金融政策の転換が行わ

れ、「ブレジット」などの「ブラックスワン」現象が発生した。国内の経済状況と金融状況は複雑化し、

金融政策手段の使用がより柔軟になったことからマネーサプライの形態に新たな変化が生じ、金利規制緩

和の影響が深まる一方であるところへ、人民元の為替レートは激しい乱高下に直面したことから、当行の

流動性管理はますます困難になった。こうした状況下、当グループは、流動性リスク管理に関する安定性

および慎重性の原則を忠実に守り、外部環境および市場競争の変化に対処するための効果的手段を採用し

た。支払いおよび決済の安全性を確保するために、資産および負債の期間および構成を合理的に配置する

とともに、信頼できる手段（引当金管理の実施、クリティカルな場面での資金運用方法を詳細に設定、

キャッシュ・バックフロー制限に関する要件の厳格化、流動性ストレス・テスト方法の改善、人民元資金

と外貨資金の利用の調整、および子会社の流動性管理の改善を含む。）を講じることによって、当グルー

プの資金の源泉および使途のバランスを保った。

 

流動性管理のガバナンス構造

意思決定システムは、取締役会およびその特別委員会ならびに幹部役員によって構成される。本店の資

産負債管理部が、当行の日常の流動性リスク管理について主たる責任を負い、金融市場部、経路・業務管

理部、データ管理部、広報・企業文化部、取締役会室とともに執行システムを構成し、各事業の指導的管

理部門ならびに支店および営業所の関連部門を先導する。監査役会および監査部は、監督システムを構成

する。上記のシステムは、職務分掌に基づいて、流動性リスク管理の意思決定、執行および監督に関する

それぞれの義務を果たす。

 

流動性リスク管理の戦略および方針

当グループの流動性リスク管理の目的は、当グループの支払いおよび決済の安全性を保証することにあ

り、慎重であり、分散的で調和のとれた戦略を採用することによって、安全性と有効性の適切なバランス

を実現すべく最善を尽くす。流動性リスク管理には連結管理モデルが適用される。すなわち、本店が、当

行の流動性リスクを集中的に管理しており、規制要件、外部的なマクロ環境および当行事業の発展状況に

応じて、流動性リスク管理方針（限度管理、日中の流動性リスク管理、ストレス・テストおよび緊急時対

応計画を含む。）を策定している。子会社は、それぞれの流動性管理について主たる責任を負う。
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流動性リスクのストレス・テスト

当グループは、確率は低い極端なシナリオやその他不利益な状況における当行のリスク許容度を計測す

るために、流動性リスクに関するストレス・テストを四半期ごとに実施した。ストレス・テストの手法に

ついては、規制要件および社内管理要件に従って継続的に改善を行った。ストレス・テストの結果、複数

のストレス・シナリオの前提の下で当グループの流動性リスクが高まるものの、制御可能な範囲内に留ま

ることが示され、当グループはこれに対する緊急時対策を策定した。

 

流動性リスク管理の指標および簡易分析

当グループは、流動性リスクを計測するために、流動性指数分析、残存契約期間の分析および割引前

キャッシュ・フロー分析を採用している。

 

下の表は、表示される日現在の当グループの流動性比率および預貸率を示したものである。

 

(単位：％)  規制上の基準

2016年12月31日

現在

2015年12月31日

現在

2014年12月31日

現在

流動性比率
(1)

人民元 25以上 44.21 44.17 48.88

外貨 25以上 40.81 59.84 57.03

預貸率
(2)

人民元  68.17 69.80 67.53

(1)　CBRCの要件に従い、流動資産を流動負債で除すことによって算出されている。

(2)　2016年から、CBRCの要件に従って、法人ではなく国内法人に基づいて預貸率の計算が行われるものとされてい

る。

 

次の表は、当グループの2016年第４四半期の流動性カバレッジ比率を示す。

 

番号 （百万人民元、％を除く） 換算前 換算後

適格かつ高品質な流動性資産   

1　適格かつ高品質な流動性資産  3,713,100

キャッシュ・アウトフロー   

2　個人預金および小企業顧客預金： 7,696,066 749,671

3　　安定預金 398,066 19,871

4　　非安定預金 7,298,000 729,800

5　無担保ホールセール融資： 8,736,091 2,842,340

6　　事業関連預金（代理銀行業を除く。） 5,709,736 1,415,071

7　　非事業関連預金（全相手方） 2,951,313 1,352,227

8　　無担保債務 75,042 75,042

9　担保付融資  -

10　その他の項目： 1,576,729 194,379

11　　デリバティブ取引およびその他の担保要件に係る流出額 58,448 58,447

12　　モーゲージ（質権）付き債務証書に係る金融損失に係る流出額 2,193 2,193

13　　与信ファシリティおよび流動性ファシリティ 1,516,088 133,739

14　その他契約上の融資債務 - -
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15　偶発的融資債務 1,946,893 315,563

16　キャッシュ・アウトフロー予想額合計  4,101,953

キャッシュ・インフロー   

17　モーゲージ（質権）付き貸付

（リバース・レポおよび借入有価証券を含む。） 73,688 73,688

18　正常な完全決済からの流入額 1,324,063 876,883

19　その他のキャッシュ・インフロー 62,725 61,642

20　キャッシュ・インフロー予想額合計 1,460,476 1,012,213

  調整後の価額

21　適格かつ高品質な流動性資産  3,713,100

22　キャッシュ・アウトフロー純額  3,089,740

23　流動性カバレッジ比率（％）
(1)

 120.27

(1)　この四半期中の月次平均流動性カバレッジ比率は、現行の適用規制要件、定義および会計基準に準拠して算出さ

れた。

 

流動性カバレッジ比率は、商業銀行の流動性リスク管理に関する管理方法（暫定）の要件に従い、適格

かつ高品質な流動性資産を、将来的な30日間のキャッシュ・アウトフロー純額により除した値に等しく、

2018年末までに100％に達するべきであるとされている。経過期間中の比率は、2016年および2017年末に、

それぞれ80％および90％以上でなければならない。当グループの適格かつ高品質な流動性資産には、主

に、主権国家および中央銀行が保証および発行しており、リスクが０または20％の有価証券、ならびにス

トレス状況下でも利用可能な中央銀行預け金が含まれている。当グループの2016年第４四半期の月次平均

流動性カバレッジ比率は120.27％となり、規制要件を遵守した。第４四半期の流動性カバレッジ比率は、

主に正常な完全決済による流入額が増加したため前四半期比3.19ポイント上昇した。

 

貸借対照表日現在の当グループの資産と負債の残存年限の分析を以下に記載する。
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（単位：百万人民元）

2016年12月31日現在

期限なし 要求払 １ヶ月未満

１ヶ月から

３ヶ月

３ヶ月から

１年

１年から

５年 ５年超 合計

資産         

現金および中央銀行預け金 2,592,203 257,058 - - - - - 2,849,261  

銀行およびその他の金融機

関への預け金および短期貸

付金 - 85,218 306,393 138,820 218,544 6,313 - 755,288
 

売戻契約に基づいて保有す

る金融資産 - - 78,001 23,580 1,593 - - 103,174
 

顧客への貸出金 75,438 484,321 401,828 709,215 2,644,332 2,901,246 4,271,975 11,488,355  

投資 310,716 - 141,738 271,433 574,093 2,123,075 1,654,847 5,075,902  

その他資産 229,069 89,276 34,077 79,502 173,739 55,946 30,116 691,725  

資産合計 3,207,426 915,873 962,037 1,222,550 3,612,301 5,086,580 5,956,938 20,963,705  

          

負債          

中央銀行からの借入金 - - 83,176 59,415 296,602 146 - 439,339  

銀行およびその他の金融機

関からの預金および短期借

入金 - 982,735 226,509 167,189 491,880 61,488 5,740 1,935,541
 

損益を通じて公正価値評価

される金融資産 - 19,947 131,301 116,642 128,701 - - 396,591
 

買戻契約に基づいて売却さ

れた金融資産 - - 184,074 3,858 1,008 1,574 66 190,580
 

顧客からの預金 - 8,336,446 966,975 1,113,365 2,723,870 2,244,258 18,001 15,402,915  

発行済負債証券 - - 61,274 67,465 61,394 166,054 95,367 451,554  

その他負債 582 116,506 52,697 67,710 234,456 78,943 6,637 557,531  

負債合計 582 9,455,634 1,706,006 1,595,644 3,937,911 2,552,463 125,811 19,374,051  

          

2016年の正味ギャップ 3,206,844 (8,539,761) (743,969) (373,094) (325,610) 2,534,117 5,831,127 1,589,654  

2015年の正味ギャップ 2,518,047 (7,542,847) (818,968) (363,656) 549,310 2,274,010 4,829,187 1,445,083  

 

当グループは、異なる期間についての流動性リスクを評価するため、様々な満期区分の資産と負債の差

額を定期的に監視している。2016年12月31日現在、当グループの様々な年限の累積ギャップは1,589,654百

万人民元で、2015年に比べ144,571百万人民元増加した。要求払による返済の負のギャップは合計で

8,539,761百万人民元となった。これは主に、高水準の要求払預金残高を有する当グループの顧客基盤が拡

大し、中核的要求払預金が相対的に安定し、預金が着実に伸びたことによる。当グループは将来にわたっ

て安定した資金源を享受し、安定した流動性を維持できるものと予想している。

 

市場リスク管理

市場リスクは、当グループのオンバランスおよびオフバランスの活動に関して、市場のレート（金利、

外国為替レート、商品価格および株価を含む。）の不利な変動により発生する損失のリスクである。当グ

ループが直面する主な市場リスクは、金利リスクおよび外国為替リスクである。

2016年、当グループは、グループレベルでの市場リスク管理の強化、市場変化に応じた適切な対処、与

信債権のデフォルト・リスクの厳格管理、本店での直接運営業務に関するリスク管理統制方法の確立を推
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進したほか、トレーディング業務の機械的統制レベルを継続的に高め、市場リスクの管理統制の改善を継

続して行った。

 

グループレベルでの全方位的な市場リスク管理統制パターンを構築するための、市場リスク方針および

システムの策定および最適化

方針の方向性およびリスク負担の上限を明記するために、「トレーディング業務に関連する制限スキー

ムおよび市場リスク方針」を策定し、内部統制の構築および運用における有効性の維持のために、「市場

リスクの内部統制標準システム」を発表し、投資、トレーディング、資産管理および金融機関の業務に関

するリスク管理基準を統一するために、「市場リスク管理方針」の変更を行った。

 

直接運営業務に関するリスク管理６原則を明記したリスク管理システムの確立

直接運営業務に伴うリスク管理構造は第一線の防御の中心であり、第二線の防御として、リスク管理部

門を確立した。資産管理および金融機関業務が市場リスク方針制限に組み込まれ、原資産の浸透度管理が

強化されたほか、「リスク隔離、リスクの自己負担、商品の浸透度、統一された信用供与、中央集権的な

受託者責任および事前評価」に関し、リスク管理６原則が定められた。

 

リスクの監視および早期警報能力の改善を目指したトレーディング業務の機械管理の構築推進

トレーディング価格に関し、主要リスクの早期警戒警報、リスク管理指数の統合およびコンピューター

による公正調査を実現した。デリバティブ商品については、ダイナミックで効率的なリスク管理メカニズ

ムを設け、金融市場事業の監視と報告のための体系的管理を実現し、フロント、ミドルおよびバックオ

フィスでのトレーディング・データへのアクセス開発を完成したほか、海外機関のための金融市場事業の

システム構築を継続的に推進した。

 

バリュー・アット・リスク分析

当行は、オンバランスおよびオフバランスの活動を２つの主要な区分、すなわちトレーディング勘定と

銀行勘定に分割した。当行は、市場金利、外国為替レートおよびその他の市場価格の変動に起因して、当

行が取っているリスク・ポジションに生じる可能性のある潜在的損失を測定および監視するため、当行の

トレーディング・ポートフォリオのVaR分析を実施している。当行では、人民元建ておよび外貨建てのト

レーディング・ポートフォリオのVaRを日次で算出している（信頼水準は99％、保有期間は１日）。

 

貸借対照表日現在および各年度中の当行のトレーディング・ポートフォリオのVaR分析は以下のとおりで

ある。

 

（単位：百万人民元）

2016年 2015年

12月31日現

在
平均 最大 最低

12月31日現

在
平均 最大 最低

トレーディング・ポート

フォリオのリスク評価額 106 157 265 91 149 83 200 48

－金利リスク 61 52 144 20 46 38 172 17

－外国為替リスク 97 156 253 64 142 71 206 13

－商品リスク 6 13 60 - 1 3 12 -
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金利リスク管理

金利リスクは、金利、期間構造その他、金利関連要因の不利な変動の結果として生じる、銀行勘定にお

ける全体収益および経済価値の損失リスクである。期間構造ならびに資産および負債の価格決定ベースの

ミスマッチに起因する金利更改リスクおよびベーシス・リスクが、当グループにとっての金利リスクの主

たる要因であるのに対し、イールドカーブ・リスクとオプション・リスクの影響は相対的に小さい。

当グループは、金利リスクの効果的な管理を確保するために、金利リスク管理の枠組みを決定し、内部

管理および外部管理の必要性に応じた管理システムを策定するとともに、金利リスク管理における取締役

会、幹部役員および関連部門の機能、責任および報告系統を明確にした。当グループの金利リスク管理の

全般的な目標は、リスク選好およびリスク管理能力に基づき許容し得る範囲内に金利リスクを維持しつ

つ、金利変動によって生じる正味受取利息の減少を最小限に留めることである。

当グループは、定められた容認可能な水準の範囲内に全般的な金利リスクを保つために、多数の手法

（金利感応度ギャップ、正味受取利息およびストレス・テストの感応度分析を含む。）を総合的に用いる

ことによって銀行勘定の金利リスクを計測および分析し、定期的な分析レポートを通じて経営陣に提言を

行い、内部管理および外部管理の必要性に応じた対策を採用した。

2016年、当行は、外的金利環境の変化に細心の注意を払い、金利引下げおよび預金金利の上限自由化に

より困難になった預金コスト管理の影響を中央管理下で分散した結果、正味金利マージン（NIM）や正味受

取利息（NII）などの金利リスクの主要指標の正確な予想と分析につながった。当行は、預金および貸付金

利の決定管理を常に改善しており、標準化手法および差別化手法の組合せによる金利決定戦略を実施し、

金利決定に関する報奨と制約のメカニズムならびに動的な監視・評価メカニズムを強化した。市場指向の

金利決定能力を強化するための総合的金利決定システムの構築および適用を推進し、出来高および金利決

定の点でバランスのとれた資産・負債構造を実現するために、高コストの預金を合理的に制御した。当行

は、マクロ上の想定事項および向上した内部管理に基づき、全体的な金利リスクを管理目標水準の範囲内

に保つとともに、NIMやNII等の指標の安定性を確保した。

 

金利感応度ギャップ分析

貸借対照表日現在の当グループの資産および負債の予想される次回金利更改日または満期日（いずれか

早く到来する方）の分析は、下表に示すとおりである。

 

 

（単位：百万人民元）

2016年12月31日現在

無利子 ３ヶ月未満

３ヶ月から

１年

１年から

５年 ５年超 合計

資産       

現金および中央銀行預け金 110,050 2,739,211 - - - 2,849,261

銀行およびその他の金融機関へ
の預け金および短期貸付金 - 599,855 153,084 2,349 - 755,288

売戻契約に基づいて保有する金
融資産 - 101,581 1,593 - - 103,174

顧客への貸出金 - 6,682,710 4,406,772 320,988 77,885 11,488,355

投資 310,718 534,360 583,313 2,004,704 1,642,807 5,075,902

その他資産 691,725 - - - - 691,725

資産合計 1,112,493 10,657,717 5,144,762 2,328,041 1,720,692 20,963,705
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負債       

中央銀行からの借入金 - 142,591 296,602 146 - 439,339

銀行およびその他の金融機関か
らの預金および短期借入金 - 1,447,097 450,354 36,010 2,080 1,935,541

損益を通じて公正価値評価され
る金融負債 19,947 247,942 128,702 - - 396,591

買戻契約に基づいて売却された
金融資産 - 187,932 1,008 1,574 66 190,580

顧客からの預金 110,999 10,313,397 3,377,431 1,593,009 8,079 15,402,915

発行済負債証券 - 158,133 71,781 131,577 90,063 451,554

その他負債 557,531 - - - - 557,531

負債合計 688,477 12,497,092 4,325,878 1,762,316 100,288 19,374,051

       

2016年金利感応度ギャップ分析 424,016 (1,839,375) 818,884 565,725 1,620,404 1,589,654

2016年累積金利感応度ギャップ  (1,839,375) (1,020,491) (454,766) 1,165,638  

2015年金利感応度ギャップ分析 30,905 (1,981,159) 1,836,320 227,707 1,331,310 1,445,083

2015年累積金利感応度ギャップ  (1,981,159) (144,839) 82,868 1,414,178  

 

2016年12月31日現在の当グループの期間１年未満の資産および負債の金利更改ギャップは、2015年に比

べて875,652百万人民元拡大してマイナス1,020,491百万人民元となった。その主たる要因は、預金および

中央銀行からの借入金などの短期負債の増加である。当グループの１年超の期間の正のギャップは

2,186,129百万人民元となり、2015年比627,112百万人民元の増加であった。長期投資の増加が主な原因で

ある。

 

正味受取利息の感応度分析

正味受取利息の感応度分析は、次の２種類のシナリオに基づく。第１のシナリオでは、PBCの預金金利は

不変とし、すべてのイールド・カーブが平行に100ベーシスポイント上下すると仮定する。第２のシナリオ

は、PBCの預金金利および要求払預金金利は不変とする一方、他のイールド・カーブは平行に100ベーシス

ポイント上下すると仮定するものである。

 

貸借対照表日現在の当グループの正味受取利息の金利感応度は、下表に示すとおりである。

 

（単位：百万人民元）

正味受取利息の変化

100ベーシス

ポイント上昇

100ベーシス

ポイント下落

100ベーシス

ポイント上昇

（要求払預金の

金利は不変）

100ベーシス

ポイント下落

（要求払預金の

金利は不変）

2016年12月31日現在 (48,500) 48,500 43,566 (43,566)

2015年12月31日現在 (40,586) 40,586 40,443 (40,443)

 

為替リスク管理

為替リスクは、外国為替レートの不利な変動が銀行の財政状態に影響を及ぼすリスクである。当グルー

プは、主に、当行が有する人民元以外の通貨建ての資産と負債の通貨の不一致、および、当行が金融市場

でマーケット・メイカーとして有するポジションに起因する為替リスクにさらされている。当グループ

は、その資産と負債を一致させることにより為替リスクを回避し、制限を設けることによって為替リスク
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を統制し、デリバティブ金融商品を用いて為替リスクをヘッジしたほか、合理的な商品価格の決定によっ

て為替リスクを移転した。

2016年、当グループは、計測の正確性向上のために、金などのリスク・エクスポージャー計測手法を最

適化するとともに、新たに設立された法人をシステムの計測範囲に組み込んだ。ブレグジットの進展の追

跡と為替リスクの分析を適時に行ったが、当グループの為替リスクは制御可能であるという結論に達して

いる。金融セクター評価プログラム（FSAP）の外国為替リスクのストレス・テストおよび銀行業界に関す

るCBRCのリスク・ストレス・テストを、感応度分析法を用い、自己資本比率をストレス指数とする方法に

より開始した。その結果は、リスク全般が制御されていることを示している。

 

通貨の集中状況

貸借対照表日現在の当グループの通貨の集中状況は、下表のとおりである。

 

（単位：百万人民元）

2016年12月31日現在 2015年12月31日現在

米ドル

（人民元

相当額）

香港ドル

（人民元

相当額）

その他

（人民元

相当額）

合計

米ドル

（人民元

相当額）

香港ドル

（人民元

相当額）

その他

（人民元

相当額）

合計

直物取引の資産 1,306,232 327,955 264,686 1,898,873 963,701 242,240 182,060 1,388,001

直物取引の負債 (1,087,356) (351,161) (227,688) (1,666,205) (770,728) (270,351) (158,982) (1,200,061)

先物取引(買い) 2,621,532 98,488 230,706 2,950,726 1,481,023 108,489 190,402 1,779,914

先物取引(売り) (2,824,058) (39,253) (261,184) (3,124,495) (1,659,618) (52,594) (201,843) (1,914,055)

正味オプション・

ポジション (4,012) - - (4,012) 478 - - 478

正味ロング・

ポジション 12,338 36,029 6,520 54,887 14,856 27,784 11,637 54,277

 

2016年12月31日現在、当グループの為替リスクの正味エクスポージャーは54,887百万人民元であり、

2015年に比べて610百万人民元増という安定した水準に留まった。

 

業務リスク管理

業務リスクは、内部のプロセス、人材やシステムの不足もしくは欠陥または外的事由によって損失が生

じるリスクである。

2016年、当グループは、業務リスク管理の強化を継続し、自己評価などの業務リスク管理ツールを最適

化し、これらのツールの適用範囲を拡大した。リスクの特定および評価を積極的に行うとともに、多様な

方法により内部統制を強化、改善した（特別な自己評価、組織全体の自己評価およびプロジェクトの再検

討を含む。）。当グループの業務リスクの監視および早期警報を強化し、主力支店、海外機関および子会

社がそれぞれの特徴に応じた主要リスク指標の監視システムを構築することを促したほか、本店レベルの

主要リスク指標のシステムを完成させ、主要分野および相互関係のリスク管理統制を強化した。兼務でき

ない役職（職務）については当行全体での再検討と調整を行い、役職間のチェック・アンド・バランスを

強化した。

 

マネーロンダリング防止

2016年、当グループは、マネーロンダリング防止（以下「AML」という。）およびテロ資金供与阻止（以

下「CTF」という。）に関連する法令を厳格に実施した。マネーロンダリングのリスク防止の効率性改善を

究極目標として、リスク・ベースの方法を用いて、AMLの内部統制システムの改善を継続するとともに、

AML、CTFおよび金融制裁のコンプライアンス管理を強化した。AMLに関する広報および研修を強化し、AML

関連の捜査や規制監督に積極的に協力することを通じて、AMLおよびCTFの能力と効率性をさらに向上させ

た。
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レピュテーショナル・リスク管理

レピュテーショナル・リスクは、当行がその業務、経営その他の言動においてマスコミの目に留まり、

報道されたときに生じる、当行の全体的なイメージや評判、ブランド価値を傷つけ、マイナス影響を及ぼ

す潜在的または既存のリスクである。

2016年、当グループは、変革・開発戦略に基づき、レピュテーショナル・リスク管理のシステムとメカ

ニズムを引き続き改善した。すべての事業、商品およびサービスの過程におけるリスク分野について徹底

的な調査を行うことにより、レピュテーショナル・リスクの全体的な自己評価を実施したほか、当グルー

プの基本管理を絶えず強化した。全職員のレピュテーショナル・リスク意識を向上させるために、レピュ

テーショナル・リスク管理に関する一連の指導書を編纂し、すべての事業分野、支店および営業所、なら

びにすべてのレベルの職員の研修にレピュテーショナル・リスク研修を組み込んだ。当グループは、マス

コミ対応も積極的に行ったほか、当グループの主要株主と公衆との間のコミュニケーションも効果的に行

われた。当グループのレピュテーショナル・リスク管理は着実に改善し、当グループの良好な企業イメー

ジと評判は、報告期間中も効果的に保護されていた。

 

カントリー・リスク管理

カントリー・リスクは、ある国や地域で発生する経済的、政治的、社会的な変化や事象に起因して、そ

の国や地域の借入人もしくは債務者が支払不能となるか、銀行に対する債務の返済を拒否するリスク、ま

たは、当該国や地域において銀行が営業拠点を喪失するか、その他の損失を被るリスクである。カント

リー・リスクは、主に、分化した兆候に基づく７つの側面（送金リスク、ソブリン・リスク、連鎖リス

ク、通貨リスク、マクロ経済リスク、政治的リスクおよび間接的カントリー・リスクが含まれる。）から

成る。

当行は、CRBCの銀行によるカントリー・リスク管理に関するガイドラインおよびその他の規則を厳格に

実施し、取締役会および幹部役員のリーダーシップの下で全部門が互いに調整を行うとともに、各々の責

任を果たす中央集権的な管理を実施した。2016年、当行は、カントリー・リスク防止能力の向上のため、

規制要件に従ってカントリー・リスク管理を継続的に強化した。カントリー・リスク管理システムを常に

改善し、カントリー・リスクの評価メカニズムを構築する方法を探った。当行の国際変革を強力に支える

とともに「一帯一路」などの主要な国家戦略を実施するために、カントリー・リスクの社内格付けおよび

早期警報による監視を強化し、カントリー・リスクのエクスポージャーの変化を注意深く監視し、カント

リー・リスクの追跡、監視および報告を継続的に行い、カントリー・リスクに関する補償能力を一層向上

させた。

 

連結管理

連結管理は、当行が当グループの全体的リスク・プロファイルの特定、計測、監視および統制のために

当グループおよびその子会社のコーポレート・ガバナンス、資本および財務に関して課す総合的かつ継続

的な管理および統制である。

2016年、当行は、連結管理についての策定および調整を引き続き強化し、連結管理システムを改善し、

連結要素の管理を強化し、連結管理を推進する他、国境を超えたまた産業横断的なグループレベルのリス

クの連結管理を推進し、リスクの防止を実施した。

 

コーポレート・ガバナンスおよび連結管理システムの強化
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当行は、子会社の経営に関する施策を変更し、子会社の自己管理と開発の能力を強化し、プロフェッ

ショナルな経営者システムを構築し、社内的な報奨と制約のメカニズムを向上させた。連結管理に関する

自己評価を実施するとともに、規制要件に従って、連結管理の実施および進捗の総括および報告を行っ

た。

 

当グループの総合的なリスク管理および集中リスク管理の継続的強化

当行は、当グループの総合的リスク管理のシステムや方針を改善し、当グループのリスク選好ステート

メントを策定した。グループレベルでのリスク情報の連絡を強化し、子会社および海外機関のリスクの状

況を定期的に分析するとともに、当グループの回収・処分計画を改訂した。当グループの産業制限の監視

を強めるために、集中リスクに関する管理措置を発表し、子会社を対象とする産業別集中度の年次制限管

理計画を策定した。

 

リスク隔離メカニズムの確立の強化

当行は、利益相反の防止ならびにリスクの移転および波及の抑制のために、ファイアーウォールを確立

させ、内部リスクの連鎖の防止管理メカニズムを強化した。

 

連結情報システムの構築の加速

当行は、データの質をさらに改善するために、当行の連結経営情報システムを最適化し、当グループの

総勘定元帳システムおよび人材管理システムを向上させた。

 

内部監査

当行の内部監査部は、健全かつ効果的なリスク管理メカニズム、内部統制システムおよびコーポレー

ト・ガバナンス手続の確立を促進するため、内部統制システムおよびリスク管理メカニズムの有効性、

コーポレート・ガバナンス手続の効果、事業運営の効率性、ならびに関連する職員の経済的責任を評価

し、内部監査に基づく改善提案を提出する。内部監査部は比較的独立して作業を行い、垂直的に管理され

ている。取締役会および監査委員会に対して責任を負い、報告を行うとともに、監査役会および幹部役員

に対しても報告も行う。本店にある内部監査部門と、主力支店に設けられた37の監査室が、監査プロジェ

クトの管理および実施について責任を負っている。

2016年、内部監査部は、重要項目に焦点を合わせて監査プロジェクトを実行した。当行は、変革および

発展に重点を置いて、39分類の系統的監査プロジェクト（戦略的変革における重要事業の動的な監査・調

査、一部の主力支店における主要事業の業務管理に関する監査、与信事業の動的な監査、法人顧客への貸

出の担保物に関する監査、物理的経路および営業業務の主要事項に関する監査、金融機関事業の監査、イ

ンターネット金融事業に関する監査・調査、マネーロンダリング防止に関する監査、ならびに、任期中の

経済的責任に関する監査を含む。）の実施を体系化した。他方、当行は、経営メカニズム、業務プロセス

および内部管理の絶え間ない改善に向けて関係部門および支店を後押しするために、是正の継続的監督を

強化するとともに、特定された問題の根本的原因の徹底的分析を通じて、当行の事業および経営の安定し

た発展を効果的に促進した。

 

 

資本管理
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当グループは、資本管理方針の策定、資本案および計画の作成、資本の計測、内部資本の充足度の評

価、資本配分、資本のインセンティブ、制約および移転のメカニズム、資本調達、監視および報告、なら

びに、当グループの日常業務における先進的資本管理手法の適用を対象範囲とする総合的な資本管理の枠

組みを実施した。当行は、以下の資本管理原則に注力した。当行の資本管理の全般的原則は、第一に、十

分な資本によって様々なリスクの担保を確保するために、十分な水準の資本を継続的に保つこと、ならび

に、規制要件を満たしつつ、安全余裕度およびバッファーを保つことである。第二に、合理的かつ有効な

資本配分を行い、資本の制約およびインセンティブのメカニズムを強化し、資本の制約およびガイダンス

の効果を十分に事業に及ぼしつつ、当行の戦略的計画の実施を効果的に支えるとともに、資本効率性およ

び収益率の水準を絶えず改善する。第三に、資本の強度を高め、資本の質の高さを適切な高い水準に保

ち、先ず内部の蓄積を通じて資本を補完した後に、資本構成を合理的に最適化するための様々な資本商品

を用いる。第四に、与信方針、与信承認および金利決定管理における先進的資本計測手法の応用を継続的

に深化させる。

2016年、当グループは、資本の移転および制約のメカニズムに焦点を合わせることによって、より集中

的な資本の利用に向けた変革を積極的に推進し、資本基盤の計画作成ならびにインセンティブおよび制約

のメカニズムを強化した。事業構造における改善を推進するための取り組みを行い、より少ない資本でよ

り高いリターンをもたらす事業の開発を加速させることによって、当グループの資産配分の効率性を向上

させた。資本の使用およびリスク加重資産項目の詳細な分析を伴う精緻化された管理を忠実に守りつつ、

資本効率性を改善するために、より低効率な資本の使用を削減することを通じて、事業開発における指針

および制約をもたらす影響力としての資本の役割を高めた。

 

自己資本比率

自己資本比率の計算範囲

当グループは、規制要件に従い、商業銀行の資本規則（暫定）および商業銀行の自己資本比率の管理方

法にも同時に準拠して、自己資本比率の計算および開示を行う。自己資本比率の計算範囲には、当行の国

内および海外両方の支店および営業所ならびに金融子会社（保険会社を除く。）が含まれる。

 

自己資本比率

2016年、内部留保が寄与して、当グループの資本の着実な成長が確認された。当グループは、オンバラ

ンスおよびオフバランス事業の構成の改善に取り組み、各事業分野のリスク加重資産管理を強化した。そ

の結果、当グループのリスク加重資産の増加速度は資産を下回った。しかし、不適格劣後債の資本での認

識額の減少、および、第４四半期中の市場金利の変動に起因する投資再評価額の落込みなどの要因の影響

を受けて、通年の控除後総自己資本の増加率がリスク加重資産を下回ったことから、自己資本比率は低下

した。

2016年12月31日現在、商業銀行の資本規則（暫定）および移行期間中の関連規則に準拠して計算された

当グループの総自己資本比率、ティア１比率および普通株式等ティア１比率は、それぞれ14.94％、

13.15％および12.98％となり、いずれも規制要件に適合した。総自己資本比率、ティア１比率および普通

株式等ティア１比率は、2015年12月31日現在の値と比較して、それぞれ0.45、0.17および0.15ポイント低

下した。

 

次の表は、表示日現在の当グループおよび当行の自己資本比率に関連する情報を示す。
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（百万人民元、％を除く）

2016年12月31日現在 2015年12月31日現在

当グループ 当行 当グループ 当行

商業銀行の資本規則（暫定）に基づき計算

された自己資本比率     

控除後の総自己資本：     

普通株式等ティア１ 1,549,834 1,456,011 1,408,127 1,328,994

ティア１資本 1,569,575 1,475,184 1,427,847 1,348,654

総資本 1,783,915 1,686,768 1,650,173 1,567,187

自己資本比率：     

普通株式等ティア１比率 12.98% 12.89% 13.13% 12.94%

ティア１比率 13.15% 13.06% 13.32% 13.13%

総自己資本比率 14.94% 14.93% 15.39% 15.26%

     

商業銀行の自己資本比率の管理方法に基づ

き計算された自己資本比率     

中核的自己資本比率 12.55% 12.57% 12.35% 12.32%

自己資本比率 15.31% 15.16% 15.43% 15.19%

 

資本の構成

次の表は、商業銀行の資本規則（暫定）に準拠して、表示日現在の当グループの資本構成に関する情報

を示している。

 

（単位：百万人民元）

2016年12月31日

現在

2015年12月31日

現在

普通株式等ティア１資本   

適格普通株式資本 250,011 250,011

資本準備金
(1)

132,800 157,613

剰余準備金 175,445 153,032

一般準備金 211,134 186,383

利益剰余金 784,164 669,802

普通株式等ティア１資本に算入される少数株主持分 4,069 4,121

その他
(2)

798 (5,330)

   

普通株式等ティア１資本に係る控除項目   

のれん
(3)

2,752 1,946

その他の無形資産（土地使用権を除く。）
(3)

2,083 1,657

キャッシュフロー・ヘッジ準備金 (150) -

支配されるが、連結対象外の金融機関の普通株式

への投資 3,902 3,902

   

その他ティア１資本   
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直接発行されたその他の適格ティア１商品

（関連する株式剰余金を含む。） 19,659 19,659

その他ティア１資本に算入される少数株主持分 82 61

   

ティア２資本   

直接発行された適格ティア２商品

（関連する株式剰余金を含む。） 155,684 170,147

ティア２に算入される引当金 58,281 50,014

ティア２資本に算入される少数株主持分 375 2,165

   

控除後の普通株式等ティア１資本
(4)

1,549,834 1,408,127

控除後のティア１資本
(4)

1,569,575 1,427,847

控除後の総自己資本
(4)

1,783,915 1,650,173

(1)　投資再評価準備金は資本準備金に含まれている。

(2)　その他に含まれているのは主に為替準備金である。

(3)　のれんおよびその他の無形資産（土地使用権を除く。）の残高は、両方とも関連する繰延税金負債控除後の純額

である。

(4)　控除後の普通株式等ティア１資本は、普通株式等ティア１資本から対応する控除項目を控除することによって算

出されている。控除後のティア１資本は、ティア１資本から対応する控除項目を控除することによって算出され

ている。控除後の総自己資本は、総自己資本から対応する控除項目を控除することによって算出されている。

 

リスク加重資産

次の表は、商業銀行の資本規則（暫定）に準拠して、表示日現在の当グループのリスク加重資産に関す

る情報を示している。規制要件に適合する法人向け信用リスク加重資産は、基礎的内部格付手法を用いて

算出され、個人向け信用リスク加重資産は内部格付手法を用いて算出され、市場リスク加重資産は内部モ

デル手法を用いて算出され、業務リスク加重資産は標準的手法を用いて算出されている。

 

（単位：百万人民元）

2016年12月31日

現在

2015年12月31日

現在

信用リスク加重資産 10,821,591 9,632,990

内部格付手法の対象 7,465,207 7,285,947

内部格付手法の対象外 3,356,384 2,347,043

   

市場リスク加重資産 103,494 71,624

内部モデル手法の対象 58,277 36,663

内部モデル手法の対象外 45,217 34,961

   

業務リスク加重資産 1,012,689 986,906

資本フロアの適用により発生する追加的リスク加重資産 - 30,562

   

リスク加重資産合計 11,937,774 10,722,082
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資本の構成要素、資本の測定および管理に関するさらに詳細な情報については、当行が発行した中国建

設銀行股份有限公司2016年度自己資本比率報告を参照のこと。

 

レバレッジ比率

当グループは、2015年第１四半期から、CBRCが2015年１月に公布した商業銀行のレバレッジ比率の管理

方法（改訂版）に従ってレバレッジ比率を算出している。レバレッジ比率は、控除後のティア１資本を、

調整後のオンバランス資産およびオフバランス資産によって除すことにより算出される。商業銀行のレバ

レッジ比率は４％を下回ってはならない。2016年12月31日現在の当グループのレバレッジ比率は7.03％で

あり、規制要件に適合した。

 

次の表は、当グループのレバレッジ比率に関する一般的情報を示す。

 

（百万人民元、％を除く） 2016年12月31日現在 2016年９月30日現在 2016年６月30日現在 2016年３月31日現在

レバレッジ比率
(1)

7.03% 7.12% 7.05% 7.27%

控除後のティア１資本 1,569,575 1,552,524 1,488,636 1,493,236

調整後のオンバランス資産

およびオフバランス資産
(2)

22,321,581 21,796,235 21,109,915 20,533,512

(1)　レバレッジ比率は関連する規制要件に準拠して算出されている。控除後ティア１資本は、当グループによる自己

資本比率の算出に使用されるものと一致している。

(2)　調整後のオンバランス資産およびオフバランス資産＝調整後オンバランス資産＋調整後オフバランス資産－ティ

ア１資本からの控除分

 

次の表は、当グループのレバレッジ比率の算出に使用された調整後のオンバランス資産およびオフバラ

ンス資産を構成する詳細項目と、当該項目と会計上の項目との間の差異を示す。

 

（単位：百万人民元）

2016年12月31日

現在

2015年12月31日

現在

オンバランス資産合計
(1)

20,963,705 18,349,489

連結調整
(2)

(99,697) (63,471)

顧客資産の調整 - -

デリバティブの調整 25,535 32,222

証券金融取引の調整 922 1,278

簿外項目の調整
(3)

1,439,703 1,304,634

その他の調整
(4)

(8,587) (7,505)

調整後のオンバランス資産およびオフバランス資産 22,321,581 19,616,647

 

(1)　オンバランス資産合計は、財務会計基準に準拠して算出されるものを指す。

(2)　連結調整は、規制上の連結総資産と会計上の連結総資産との間の差異を指す。
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(3)　簿外項目の調整は、商業銀行のレバレッジ比率の管理方法（改訂版）に従って掛け目を乗じた後の、簿外項目の

調整を指す。

(4)　その他の調整に含まれるのは、主にティア１資本からの控除分である。

 

次の表は、当グループのレバレッジ比率、控除後のティア１資本、調整後のオンバランス資産およびオ

フバランス資産、ならびにそれぞれ関連する詳細項目に関する情報を示している。

 

（単位：百万人民元、％を除く）

2016年12月31日

現在

2015年12月31日

現在

オンバランス資産（デリバティブおよび証券金融取引

を除く。）
(1)

20,672,026 17,945,522

控除：ティア１資本からの控除分 (8,587) (7,505)

   

調整後オンバランス資産（デリバティブおよび証券金融取引

を除く。） 20,663,439 17,938,017

様々なデリバティブの再構築コスト（適格証拠金を除く。） 61,402 26,388

様々なデリバティブの潜在的リスク・エクスポージャー 53,443 36,782

貸借対照表から控除された担保の合計額 - -

控除：適格証拠金の差入れに起因する受取資産 - -

控除：顧客に決済サービスを提供した際、中央清算機関との

取引から生じたデリバティブ資産 - -

クレジット・デリバティブの売却から発生した想定元本 50 -

控除：クレジット・デリバティブの売却から発生した控除可

能資産 - -

   

デリバティブ資産 114,895 63,170

証券金融取引から発生した会計上の資産 102,622 309,548

控除：証券金融取引から発生した控除可能資産 - -

証券金融取引から発生したカウンターパーティの信用リスク

のエクスポージャー 922 1,278

証券金融取引に関連する代理取引から発生した資産 - -

   

証券金融取引の資産 103,544 310,826

オフバランス資産 2,745,861 2,402,284

控除：クレジット換算によるオフバランス資産の減少 (1,306,158) (1,097,650)

   

調整後オフバランス資産 1,439,703 1,304,634

控除後のティア１資本 1,569,575 1,427,847

調整後のオンバランス資産およびオフバランス資産 22,321,581 19,616,647

   

レバレッジ比率
(2)

7.03% 7.28%
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(1)　規制連結ベースのオンバランス資産（デリバティブおよび証券金融取引を除く。）を指す。

(2)　レバレッジ比率は、控除後のティア１資本を調整後のオンバランス資産およびオフバランス資産によって除すこ

とを通じて算出されている。

 

 

見通し

2017年、世界経済は全体的には穏やかな成長が見られると予想される一方で、依然として不透明な事柄

が多数残っている。米国経済については着実な成長が予想されるが、FRB（連邦準備銀行）が利上げのペー

スを速める公算が高い。ユーロ圏経済の緩やかな回復に伴い、欧州の債務危機やブレグジット関連のマイ

ナス影響は徐々に吸収されると考えられる。日本経済は緩慢な成長を維持すると予想されるが、他方で緩

和的な金融政策を実施する余地は限られている。新興国経済は引き続き分化の方向にある。現在、中国経

済は重要な時期に差し掛かっている。すなわち、かつての成長の原動力は新たなものへと切り替わり、産

業構造は最適化やアップグレードが行われ、経済成長の新たなる源泉の規模は拡大している。供給サイド

の構造改革がさらに促進されれば、中国の経済発展の安定性と堅実性は持続するであろう。

銀行業界は、依然として事業環境の重大な変化という課題に直面しているが、この変化は挑戦と機会の

双方を同時にもたらすものである。一方で、生産能力の縮小とレバレッジの解消が当行の資産の質に圧力

を及ぼすと予想される。株式市場、債券市場、外国為替市場、短期金融市場および商品価格の乱高下はま

すます激しいものとなっており、慎重かつ安定した事業を維持する当行の能力が試される。マクロ・プ

ルーデンス評価（MPA）、資本規制、連結規制、ならびに外貨サービス料金慣行に対する新たな監督規制

は、銀行のコンプライアンス業務の基準をさらに引き上げることとなる。インターネット融資は、市場競

争を激化させるばかりでなく、銀行の着実な発展への深刻な挑戦となる。他方、中国の主要戦略と大規模

なエンジニアリング・プロジェクトの実施は、銀行部門の事業発展にとって大きな潜在的可能性を意味し

ている。新興産業および新たな事業モデルの急速な成長、消費分野の高度化、中国政府による社会事業、

民生保障およびその他の領域の強化には、大きな事業機会が含まれている。効果的な金融規制により、市

場リスクの解消は加速し、金融市場の統制はさらに強化されて、市場プレーヤーの着実な発展のための確

固たる基盤を築いた。

 

2017年、当グループは、実体経済および供給サイドの構造改革の支援に重点を置き、その変革および発

展を加速させ、法令を遵守した安定的な事業水準の向上を図る。具体的には、次の取組みを行う。第一

に、当グループは、実体経済の変革およびアップグレードをさらに支援する。当グループは、国家の主要

戦略に寄り添ったフォローアップを行い、主要なプロジェクトの実施を推進し、多数の経路による共有プ

ラットフォームを構築するほか、統合化されたサービス提供能力の向上に努める。第二に、当グループ

は、供給サイドの構造改革に適切なサービスを提供する。当グループは、企業のM&Aおよび余剰生産能力の

ある市場の整理を支援する総合的な金融サービス・ソリューションを積極的に活用し、住宅ローンにおけ

る当グループの伝統的優位性を強化し、さらに向上させるとともに、主として個人使用とリフォームを目

的とした住宅需要を支援する。また、市場指向と合法化を特徴とした債務の株式化を行う業務のブランド

構築により、企業による資産・負債構造の最適化を推進し、料金の値下げや利益分配を行う方針を継続し

て実施することにより企業の資金調達コストを引き下げる。さらに、包括的な金融サービスを強力に促進

し、小企業・零細企業ならびに「農業、農民および農村地域」向けの革新的な金融サービスを提供する。

第三に、当グループは、グループ事業の変革および発展の推進を継続する。当グループは、常に、「多機

能サービス、集中的開発、革新およびインテリジェンス」を特徴とする統合化された銀行グループを構築
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することを指針とし、当グループの金融免許における優位性を存分に活用するよう努力する。当グループ

は、多機能サービスのプラットフォームおよび金融エコシステムを構築し、企業レベルでの集中的管理お

よび業務上の能力を改善し、イノベーション管理の組織的システムを精緻化させるとともに、先進技術に

細心の注意を払うことによって当グループの技術的優位性を高める。第四に、当グループ全体で、リスク

の防止・管理のための多次元ネットワークを創出する。当グループの信用リスク管理の長期的メカニズム

を継続的に改良するとともに、外部市場のリスクの変化に細心の注意を払う。さらに、当グループは、安

定した資産の質を確保するため、内部統制およびコンプライアンスの管理に注力する。第五に、当グルー

プは、資源の配分を最適化し、集中的な資本管理の水準を絶えず向上させる。当グループは、差別化され

た権限付与方針、財務方針および人材配置の最適化および調整を通じて、持続可能な発展を実現する。

 

４【事業等のリスク】

 

本項に含まれている将来に関する記述は、本書提出日現在の当行の考え、見通し、目的、予想および見

積りに基づいている。

 

当行は主に、信用リスク、流動性リスク、市場リスクおよび業務リスクにさらされている。

 

信用リスク

信用リスクは借入人または取引相手方が合意された条件で債務を履行できないリスクである。当行は主

に当行の貸付ポートフォリオ、投資ポートフォリオ、保証およびコミットメントを通じて信用リスクおよ

びその他オンバランス・オフバランスの与信リスクにさらされている。

 

流動性リスク

流動性リスクとは、当行の債務の資金調達のために時宜を得た方法でかつ合理的な価格でポジションを

流動化できないリスクである。当行は、主として貸付・取引・投資のための資金調達および流動性ポジ

ションの管理において流動性リスクにさらされている。

 

市場リスク

市場リスクとは、市場価格の変動から生じるバランスシート上およびオフバランスのポジションにおけ

る損失のリスクであり、かかる変動には、金利および為替レート、株価ならびに商品価格等が含まれる。

中国政府が段階的に金利および為替レートを自由化し、複合デリバティブ金融商品および外貨が中国本土

においてより広く利用されるようになる中で、当行は一層市場リスクにさらされるようになってきてい

る。

 

金利リスク

金利リスクは、銀行の財務状況がさらされている不利な金利の変動に対するリスクである。当行の金利

リスクの主な収益源は、当行の銀行業務ポートフォリオにおける満期または金利改定期間のミスマッチで

ある。満期のミスマッチにより、正味受取利息が実勢金利水準の変動の影響を受けることがある。

 

為替リスク

為替リスクは、為替レートの好ましくない変動から生じ、当行の財務ポジションに影響を及ぼすリスク

である。当行は、主として人民元以外の通貨建のローン、預金、市場性証券および金融派生商品を保有し

ているため、外国為替リスクにさらされている。
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業務リスク

業務リスクは、行内でのプロセス、人材やシステムの不足もしくは欠陥または外的事由によって損失が

生じるリスクである。

 

レピュテーショナル・リスク

レピュテーショナル・リスクは、当行がその業務、経営その他の言動においてマスコミの目に留まり、

報道されたときに生じる、当行の全体的なイメージや評判、ブランド価値を傷つけるマイナス影響を及ぼ

す潜在的または既存のリスクである。

 

カントリー・リスク

カントリー・リスクは、ある国や地域の経済、政治、社会上の変化や出来事により、その国や地域にい

る借入人や債務者が銀行からの債務について支払不能となり、もしくは支払いを拒絶するリスク、または

銀行がその国や地域にある商業拠点での損失その他の損失を被るリスクである。

 

５【経営上の重要な契約等】

 

重要な契約およびその履行

報告対象期間中、当行は他社資産について保護預かり、契約またはリースに関する重要な取決めを締結

しておらず、また当行の資産について他社との間でかかる契約を締結していない。保証業務は当行の通常

業務の過程で提供する簿外サービスで、規制当局から認可された業務範囲内の金融保証サービスを除き、

当行は開示すべき重大な保証を行っていない。また報告対象期間中、当行は、重要な現金資産の管理を他

者に委託することもなかった。

 

６【研究開発活動】

 

「第２　３事業の内容」を参照のこと。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

本項に含まれている将来に関する記述は、本書提出日現在の当行の考え、見通し、目的、予想および見

積りに基づいている。

 

財務の状況

2016年は世界経済が回復を続ける一方、ポピュリズムの台頭、反グローバリゼーション、貿易・投資に

おける保護主義および地政学的不確実性の増大に伴い、経済、政治および社会分野において多数の「ブ

ラック・スワン」現象が発生した。米国経済は相対的に堅調となったが、新政権の政策トレンドは不確実

性の高さを示している。ユーロ圏経済は幾分か改善したものの、移民問題と銀行部門の危機に依然として

直面していた。日本経済は、政策発動の余地が限られる中で緩やかに回復した。英国経済は、英国のEU脱

退（ブレグジット）決定後、全体的には安定感をもって推移したが、ブレグジットに関する取決めは依然

として大きな不確実性に直面している。新興市場経済は幾分安定した一方、調整と改革の圧力が持続し

た。

2016年の中国経済は、全般的なパフォーマンスは安定し、供給サイドの構造改革に関して前進も遂げた

ことから下方圧力が軽減され、経済構造は引き続き改善した。消費はしっかりとした急速な成長を持続

し、投資の増加率はある程度の水準で安定し、貿易黒字は縮小した。GDP成長率に対する最終消費支出の寄

与度が64.6％を占めた一方、第三次産業の付加価値はGDPの51.6％を占め、前年比1.4ポイント上昇した。

また2016年は、鉱工業生産の着実な増加、企業の収益性の改善、消費者物価の穏やかな上昇、および全般

的に安定した雇用も確認された。中国の2016年のGDPは前年比6.7％増の74.41兆人民元に達し、年間の消費

者物価指数（CPI）は2015年比2.0％上昇、貿易黒字は3.3兆人民元であった。

中国の金融市場は全体として堅実かつ安定的に推移した。短期金融市場での取引が活発に行われ、市場

金利は上昇した。債券発行額が急増したことに伴って、イールド・カーブが上方にシフトした。株式市場

の売買高は前年に比べて減少したが、エクイティ・ファイナンスの取引量は増加した。保険資産、外国為

替および金の取引額は、急速な成長を維持した。

銀行業界は景気連動的な産業であるため、マクロ経済と密接に結び付いている。2016年、中国の銀行業

界は安定的に推移した一方、資産および負債の規模は着実に拡大した。2016年末現在、中国の銀行業界に

属する金融機関の資産合計は、232兆人民元（前年比15.8％増）に達している。負債総額は215兆人民元

（前年比16.0％増）となった。商業銀行の加重平均自己資本比率は13.28％であった。与信資産の質は安定

性を保ち、商業銀行の不良債権（個別ベース）は1,512.3十億人民元、不良債権比率は1.74％であった。

当グループは、状況の変化に積極的に対応し、規制要件を厳守するとともに、資産および負債の着実な

拡大、資産の質の安定化、安定的な利益成長、ならびに相対的に高水準の自己資本比率を達成した。

 

包括利益計算書の分析

2016年、当グループは、「総合性、多機能なサービスおよび集中的開発」という開発戦略を忠実に実践

しつつ、戦略的改革を促進し、潜在的利益を活かすことによって、PBCによる連続５回の利下げと金利自由

化の影響を積極的に吸収した。当グループは、232,389百万人民元の純利益および当行株主に帰属する純利

益231,460百万人民元（それぞれ2015年比1.53％増および1.45％増）を記録した。当グループの着実な利益

成長の主な要因は、以下のとおりである。第一に、正味受取利息は、主として、PBCによる2015年中の連続

５回の利下げ、既存取引の金利更改、および営業税から付加価値税（BTからVAT）への移行改革による価格

と租税分離の影響に起因して、前年比39,953百万人民元（8.73％）減少した。第二に、当グループが顧客

基盤を積極的に拡大し、商品革新を強化するとともに、総合的サービスの提供能力を改善した結果、正味
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受取手数料は2015年比4,979百万人民元（4.39％）増加した。第三に、当グループは、売却可能金融資産の

一部を適切な時期で売却することによって利益を実現し、その他非利息収入を押し上げた。第四に、当グ

ループがコスト管理の改善および費用構造の最適化を継続した結果、営業経費は、BTからVATへの移行改革

の影響を受けた2015年と比較して11.97％減少した。

下の表は、当グループの包括利益計算書の構成と各期間における変化を示したものである。

 
 

（百万人民元、％を除く）  2016年 2015年 増減（％）

正味受取利息  417,799 457,752 (8.73)

正味非利息収入  142,061 128,935 10.18

－正味受取手数料  118,509 113,530 4.39

     

営業利益  559,860 586,687 (4.57)

営業経費  (171,515) (194,826) (11.97)

減損損失  (93,204) (93,639) (0.46)

関連会社および合弁事業の利益分配  69 275 (74.91)

     

税引き前利益  295,210 298,497 (1.10)

法人税費用  (62,821) (69,611) (9.75)

     

純利益  232,389 228,886 1.53

 

正味受取利息

2016年の当グループの正味受取利息は417,799百万人民元で、前年比39,953百万人民元（8.73％）減少し

た。正味受取利息は営業利益の74.63％を占めた。

 

下の表は、各期間中の当グループの資産および負債の平均残高、関連する受取利息または支払利息、な

らびに平均利回りまたは平均コストを示したものである。

 

  2016年 2015年

（百万人民元、％を除く）  平均残高
受取利息/

支払利息

平均利回り/

コスト(％)
平均残高

受取利息/

支払利息

平均利回り/

コスト(％)

資産        

顧客への貸出金総額  11,198,284 477,204 4.26 10,068,644 545,505 5.42

負債証券投資  4,281,294 156,204 3.65 3,657,809 145,322 3.97

中央銀行預け金  2,615,994 39,512 1.51 2,569,805 39,310 1.53

銀行およびその他の金融機関への預

け金および短期貸付金  709,735 19,615 2.76 771,686 30,184 3.91

売戻契約に基づいて保有する金融資

産  157,860 4,102 2.60 310,939 10,238 3.29
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有利子資産合計  18,963,167 696,637 3.67 17,378,883 770,559 4.43

減損引当金合計  (274,175)   (270,606)   

無利子資産  998,631   926,556   

        

資産合計  19,687,623 696,637  18,034,833 770,559  

        

負債        

顧客からの預金  14,666,217 212,474 1.45 13,350,333 245,601 1.84

銀行およびその他金融機関からの預

金および短期借入金  1,942,354 40,593 2.09 2,003,770 46,330 2.31

発行済負債証券  411,584 16,615 4.04 421,812 17,173 4.07

買戻契約に基づいて売却された金融

資産  128,026 3,485 2.72 58,057 1,578 2.72

その他有利子負債  205,300 5,671 2.76 66,303 2,125 3.20

        

有利子負債合計  17,353,481 278,838 1.61 15,900,275 312,807 1.97

無利子負債  848,040   784,325   

        

負債合計  18,201,521 278,838  16,684,600 312,807  

        

正味受取利息   417,799   457,752  

        

正味金利スプレッド    2.06   2.46

正味金利マージン    2.20   2.63

 

2016年、PBCによる利下げの段階的効果、低市場金利、およびBTからVATへの移行改革による価格と租税

分離の影響を受け、当グループの有利子資産の利回りが、有利子負債のコストを上回って低下した結果、

正味金利スプレッドおよび正味金利マージンは2015年に比べてそれぞれ40ベーシスポイントおよび43ベー

シスポイント縮小し、2.06％および2.20％となった。当行は、金利自由化に起因する課題を考慮して、今

後も引き続き、金利決定管理の基盤を強化し、市場指向の手法と差別化された手法とを組み合わせた金利

決定戦略を着実に実行するとともに、資産および負債の構成を改善する。

 

下の表は、当グループの資産および負債の平均残高ならびに平均金利の変動が、受取利息および支払利

息の変化に及ぼした影響を2016年度と2015年度との比較で示したものである。

 

（単位：百万人民元） 残高要因
(1)

金利要因
(1)

受取利息/

支払利息の変化

資産    

顧客への貸出金総額 56,848 (125,149) (68,301)

負債証券投資 23,282 (12,400) 10,882

中央銀行預け金 712 (510) 202

銀行およびその他の金融機関への

預け金および短期貸付金 (2,266) (8,303) (10,569)

売戻契約に基づいて保有する金融資産 (4,303) (1,833) (6,136)

    

受取利息の変化 74,273 (148,195) (73,922)
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負債    

顧客からの預金 22,538 (55,665) (33,127)

銀行およびその他金融機関からの

預金および短期借入金 (1,397) (4,340) (5,737)

買戻契約に基づいて売却された

金融資産 1,907 - 1,907

発行済負債証券 (427) (131) (558)

その他有利子負債 3,876 (330) 3,546

    

支払利息の変化 26,497 (60,466) (33,969)

    

正味受取利息の変化 47,776 (87,729) (39,953)

(1)　平均残高と平均金利によって生じた変化は、残高要因と金利要因の絶対値のそれぞれの割合に基づいて、残高

要因と金利要因に割当てられている。

 

正味受取利息は前年比39,953百万人民元減少した。そのうち87,729百万人民元の減少は金利の変動によ

るもので、47,776百万人民元の増加は残高の変動によるものである。

 

受取利息

2016年の当グループの受取利息は696,637百万人民元で、前年から73,922百万人民元（9.59％）減少し

た。この金額の内訳を見ると、顧客への貸出金の受取利息が全体の68.50％を占めた一方、負債証券投資か

らの受取利息は22.42％であった。

 

顧客への貸出金の受取利息

下の表は、当グループの顧客への貸出金の分野別の平均残高、受取利息および平均利回りを示したもの

である。

 

 2016年 2015年

（百万人民元、％を除く）
平均残高 受取利息

平均利回り

(％)
平均残高 受取利息

平均利回り

(％)

法人向け貸出 5,835,605 264,376 4.53 5,876,751 332,615 5.66

短期貸出 2,172,900 95,207 4.38 2,241,680 117,831 5.26

中・長期貸出 3,662,705 169,169 4.62 3,635,071 214,784 5.91

個人向け貸出 3,893,844 169,141 4.34 3,150,296 173,924 5.52

割引手形 504,864 15,637 3.10 257,830 10,377 4.02

海外業務および子会社 963,971 28,050 2.91 783,767 28,589 3.65

顧客への貸出金総額 11,198,284 477,204 4.26 10,068,644 545,505 5.42

 

顧客への貸出金の受取利息は前年比68,301百万人民元（12.52％）減少し、477,204百万人民元となっ

た。既存貸出の金利更改と、BTからVATへの移行改革を受けた価格と租税の分離が主な要因である。顧客へ

の貸出金の利回りは、前年比1.16ポイント低下し、4.26％となった。当行がリテール貸出の提供努力を強
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化した結果、顧客への貸出金の平均残高は前年に比べて11.22％増加し、利回り低下の影響を部分的に打ち

消した。

 

負債証券投資の受取利息

負債証券投資の受取利息は、2015年から10,882百万人民元（7.49％）増加し、156,204百万人民元に達し

た。これは主として、負債証券投資の平均残高が2015年に比べて17.05％増加したためである。

 

中央銀行預け金の受取利息

中央銀行預け金の受取利息は、2015年から202百万人民元（0.51％）増加し、39,512百万人民元となっ

た。これは主として、中央銀行預け金の平均残高が前年に比べて1.80％増加したためである。

 

銀行およびその他の金融機関への預け金および短期貸付金の受取利息

銀行およびその他の金融機関への預け金および短期貸付金の受取利息は、2015年から10,569百万人民元

（35.02％）減少し、19,615百万人民元となった。これは主として、銀行およびその他の金融機関への預け

金および短期貸付金の平均利回りが、市場金利の引下げが原因で2015年比1.15ポイント低下したためであ

る。

 

売戻契約に基づいて保有する金融資産の受取利息

売戻契約に基づいて保有する金融資産の受取利息は2015年から6,136百万人民元（59.93％）減少し、

4,102百万人民元となった。その基本的な原因は、売戻契約に基づいて保有する金融資産の平均残高が2015

年から49.23％減少したこと、および、市場金利の引下げによって平均利回りが2015年比69べーシスポイン

ト低下したことである。

 

支払利息

2016年の当グループの支払利息は、2015年から33,969百万人民元（10.86％）減少し、278,838百万人民

元となった。このうち、顧客からの預金に対する支払利息が76.20％を占め、銀行およびその他の金融機関

からの預金および短期借入金の支払利息が14.56％を占めた。

 

顧客からの預金に対する支払利息

下の表は、それぞれの期間中の当グループの顧客からの預金の分野別平均残高、支払利息および平均コ

ストを示したものである。

 

 2016年 2015年

（百万人民元、％を除く）
平均残高 支払利息

平均コスト

(％)
平均残高 支払利息

平均コスト

(％)

法人預金 7,517,512 100,649 1.34 6,754,741 112,010 1.66

要求払預金 4,653,401 31,428 0.68 3,945,436 28,734 0.73

定期預金 2,864,111 69,221 2.42 2,809,305 83,276 2.96

       

個人預金 6,712,026 105,283 1.57 6,200,971 125,813 2.03
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要求払預金 2,739,082 8,279 0.30 2,343,688 7,925 0.34

定期預金 3,972,944 97,004 2.44 3,857,283 117,888 3.06

       

海外業務および子会社 436,679 6,542 1.50 394,621 7,778 1.97

       

顧客からの預金合計 14,666,217 212,474 1.45 13,350,333 245,601 1.84

 

顧客からの預金に対する支払利息は2015年に比べて33,127百万人民元（13.49％）減少し、212,474百万

人民元となった。これは主に、PBCによる2015年の連続５回の利下げと既存取引の金利更改によって、顧客

からの預金の平均コストが2015年比39べーシスポイント低下の1.45％になったためである。

 

銀行およびその他の金融機関からの預金および短期借入金の支払利息

銀行およびその他の金融機関からの預金および短期借入金に対する支払利息は40,593百万人民元で、

2015年から5,737百万人民元（12.38％）減少した。その主な理由は、2015年と比較して、銀行およびその

他の金融機関からの預金のコスト・レートが低下したことにある。

 

発行済負債証券の支払利息

発行済負債証券の支払利息は、主に平均残高とコスト・レートの両方が前年に比べて減少、低下した結

果、2015年から558百万人民元（3.25％）減少して16,615百万人民元となった。

 

買戻契約に基づいて売却された金融資産の支払利息

買戻契約に基づいて売却された金融資産に対する支払利息は、2015年から1,907百万人民元（120.85％）

増加し、3,485百万人民元となった。これは主に、買戻契約に基づいて売却された金融資産の平均残高が

2015年に比べ120.52％増加したためである。

 

正味非利息収入

下の表は、それぞれの期間における当グループの正味非利息収入の内訳と増減を示している。

 

（百万人民元、％を除く） 2016年 2015年 増減（％）

受取手数料 127,863 121,404 5.32

支払手数料 (9,354) (7,874) 18.80

    

正味受取手数料 118,509 113,530 4.39

その他正味非利息収入 23,552 15,405 52.89

    

正味非利息収入合計 142,061 128,935 10.18

 

2016年の当グループの正味非利息収入は、2015年比13,126百万人民元（10.18％）増の142,061百万人民

元となった。

 

正味受取手数料
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下の表は、それぞれの期間における当グループの正味受取手数料の内訳と増減を示している。

 

（百万人民元、％を除く） 2016年 2015年 増減（％）

受取手数料 127,863 121,404 5.32

銀行カード手数料 37,649 34,960 7.69

ウェルスマネジメント商品

サービス手数料

20,537 14,457 42.06

仲介業務手数料 20,025 19,994 0.16

決済および清算手数料 12,612 13,166 (4.21)

コンサルティングおよび

アドバイザリー手数料

11,368 13,656 (16.75)

信託および受託業務手数料 11,174 9,942 12.39

電子バンキング・サービス手数料 7,584 6,684 13.46

保証手数料 2,938 2,490 17.99

信用供与手数料 1,830 3,138 (41.68)

その他 2,146 2,917 (26.43)

    

支払手数料 (9,354) (7,874) 18.80

    

正味受取手数料 118,509 113,530 4.39

 

2016年の当グループの正味受取手数料は2015年から4.39％増加し、118,509百万人民元となった。営業利

益に対する正味受取手数料の比率は2015年と比較して1.82ポイント上昇し、21.17％となった。

銀行カード手数料は7.69％増加し、37,649百万人民元となった。このうち、クレジットカードの手数料

が、分割払取引の急増によって前年比10％強増加し、20,000百万人民元を超えた。カード発行手数料の減

少その他の要因の影響が大きかったことから、デビットカード取引量は急速に増加したものの、取引収入

は2015年から減少した。

ウェルスマネジメント商品サービス手数料は、42.06％増加して20,537百万人民元となった。その主な要

因は、当グループが、市場および顧客のニーズに効果的に応えるウェルスマネジメント商品を次々と発売

するとともに、継続的に資産運用能力の向上を図り、ウェルスマネジメント商品の販売および関連収入の

急速な成長を達成したことにある。

仲介業務手数料は0.16％増加し、20,025百万人民元となった。このうち、保険代理サービスの収益は前

年比100％増と相対的に急速な成長を遂げた一方、ファンドの代理販売は資本市場の状況の影響を受けて

2015年から落ち込んだ。

決済および清算手数料は4.21％減少し、12,612百万人民元となった。このうち、人民元決済収入は、一

部の決済サービスの標準料率が引下げられた結果、2015年より減少した。

コンサルティングおよびアドバイザリー手数料は16.75％減少して11,368百万人民元となった。これは主

に、実体経済の発展を支援するための法人顧客や小企業・零細企業向けサービスの手数料の免除や減額に

より、関連収入が前年より落ち込んだためである。
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信託および受託業務手数料は12.39％増加して11,174百万人民元となった。このうち、信託手数料が20％

を超える相対的に速い成長を示したほか、住宅リフォーム関連の金融サービス等、伝統的に優位な業務も

着実に成長した。

電子バンキング・サービスの収益は13.46％増加し、7,584百万人民元となった。電子的経路の構築およ

び関連商品の革新の継続的推進が、顧客数と取引規模の急速な増加を促し、収益成長の原動力になったこ

とが主因である。

当グループは、今後とも、差別化された総合的なワンストップ・サービスを求める顧客のニーズにさら

に対応するため、金融サービスの総合的能力を継続的に向上させ、市場リサーチや顧客分析を強化し、商

品革新の促進とサービス・プロセスの最適化を行うほか、当グループの受取手数料収益の着実な成長を達

成するため商品の市場競争力を維持する。

 

その他正味非利息収入

下の表は、それぞれの期間における当グループのその他正味非利息収入の内訳と増減を示したものであ

る。

 

（百万人民元、％を除く） 2016年 2015年 増減（％）

正味トレーディング利益 3,975 3,913 1.58

受取配当金 2,558 733 248.98

投資有価証券の正味利益 11,098 5,075 118.68

その他の純営業利益 5,921 5,684 4.17

    

その他正味非利息収入 23,552 15,405 52.89

 

当グループのその他正味非利息収入は、2015年から8,147百万人民元（52.89％）増加し、23,552百万人

民元となった。このうち、配当収入は、主にCCB生命保険からの配当収入が増加した結果、2015から1,825

百万人民元増加し、2,558百万人民元であった。投資有価証券の正味利益は、主として特定の売却可能金融

資産の売却に起因して2015年比6,023百万人民元増加し、11,098百万人民元となった。

 

営業経費

下の表は、それぞれの期間における当グループの営業経費の内訳を示したものである。

 

（百万人民元、％を除く） 2016年 2015年

人件費 92,847 91,499

有形固定資産費用 29,981 33,046

租税および追加税 17,473 36,303

その他 31,214 33,978

   

営業経費 171,515 194,826

   

費用収益比率（％） 27.51 27.02

 

2016年、当グループはコスト管理を強化し、経費構造の最適化を図った。営業経費は2015年比23,311百

万人民元（11.97％）減の171,515百万人民元であった。このうち、人件費は2015年に比べて1,348百万人民
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元（1.47％）増加し、92,847百万人民元となった。有形固定資産費用は2015年に比べて3,065百万人民元

（9.27％）減少し、29,981百万人民元となった。租税および追加税は2015年に比べて18,830百万人民元

（51.87％）減少し、17,473百万人民元であった。BTからVATへの改革後、損益を通じてではなく負債を通

じてVATが認識されるようになったことが要因である。その他の営業経費は2015年比2,764百万人民元

（8.13％）減の31,214百万人民元であった。これは主として、当グループが、改良した費用管理の改善を

さらに進め、主要な支出項目の管理を強化したことが、管理費と営業経費双方の減少に寄与したためであ

る。

 

減損損失

下の表は、それぞれの期間における当グループの減損損失の内訳を示したものである。

 

（単位：百万人民元） 2016年 2015年

顧客への貸出金 89,588 92,610

   

投資 690 (1,080)

売却可能金融資産 306 (374)

満期保有投資 970 (1,633)

受取債権に分類される投資 (586) 927

   

その他 2,926 2,109

   

減損損失合計 93,204 93,639

 

2016年の当グループの減損損失は93,204百万人民元で、2015年比435百万人民元（0.46％）のわずかな減

少となった。このうち、顧客への貸出金の減損損失は89,588百万人民元で、2015年比3,022百万人民元減少

した一方、投資の減損損失は690百万人民元であった。

 

法人税費用

2016年の当グループの法人税費用は2015年に比べて6,790百万人民元減少し、62,821百万人民元となっ

た。当グループの実効法人税率は21.28％で、法定税率の25％より低い。この主な理由は、当グループが保

有する中国国債の受取利息が税法上非課税であることによる。

 

 

財政状態計算書の分析

資産

下の表は、表示日現在の当グループの総資産の内訳を示したものである。

 

 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

（百万人民元、％を除く） 金額

全体に対する

割合（％） 金額

全体に対する

割合（％） 金額

全体に対する

割合（％）

顧客への貸出金総額 11,757,032  10,485,140  9,474,510  
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貸出金に対する

減損引当金 (268,677)  (250,617)  (251,613)  

       

顧客への貸出金純額 11,488,355 54.80 10,234,523 55.78 9,222,897 55.08

投資
(1)

5,068,584 24.18 4,271,406 23.28 3,727,838 22.26

現金および中央銀行

預け金 2,849,261 13.59 2,401,544 13.09 2,610,781 15.59

銀行およびその他の

金融機関への預け金

および短期貸付金 755,288 3.60 663,745 3.62 514,986 3.08

売戻契約に基づいて

保有する金融資産 103,174 0.49 310,727 1.69 273,751 1.63

未収利息 101,645 0.49 96,612 0.52 91,495 0.55

その他
(2)

597,398 2.85 370,932 2.02 302,345 1.81

       

資産合計 20,963,705 100.00 18,349,489 100.00 16,744,093 100.00

(1)　損益を通じて公正価値で測定される金融資産、売却可能金融資産、満期保有投資および受取債権に分類される

投資から成る。

(2)　貴金属、デリバティブの正の公正価値、関連会社および共同支配企業に対する持分、固定資産、土地使用権、

無形固定資産、のれん、繰延税金資産およびその他の資産から成る。

 

2016年12月31日現在、当グループの総資産は2015年から2,614,216百万人民元（14.25％）増加し、20.96

兆人民元となった。顧客への貸出金および投資の急速な増加がその主な要因であった。顧客への貸出金純

額は、実体経済を支えるため2015年から1,253,832百万人民元（12.25％）増加した。当グループは、債券

市場の価格変動から生じる機会をとらえ、当グループの投資ポートフォリオ構成の調整を行った。その結

果、投資合計は2015年から797,178百万人民元（18.66％）増加し、5,068,584百万人民元に達した。預金の

増加が預託準備金を押し上げたので、現金および中央銀行預け金は447,717百万人民元（18.64％）増加し

た。銀行およびその他の金融機関への預け金および短期貸付金は、銀行間取引の急速な成長の結果、

91,543百万人民元（13.79％）増加した。これに伴い、売戻契約に基づいて保有する金融資産は207,553百

万人民元（66.80％）減少した。総資産のうち、顧客への貸出金の割合が0.98ポイント低下して54.80％と

なった一方、投資の割合は0.90ポイント上昇し、24.18％となった。他方、現金および中央銀行預け金の割

合は0.50ポイント上昇して13.59％となり、銀行およびその他の金融機関への預け金および短期貸付金の割

合が3.60％となったほか、売戻契約に基づいて保有する金融資産の割合は1.20ポイント下落の0.49％で

あった。

 

顧客への貸出金

下の表は、表示日現在の顧客に対する当グループの総貸出金の内訳を示したものである。

 

 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

（百万人民元、％を除く） 金額

全体に

対する割合

（％） 金額

全体に

対する割合

（％） 金額

全体に

対する割合

（％）

法人向け貸出 5,864,895 49.89 5,777,513 55.11 5,760,406 60.80
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短期貸出 1,786,442 15.20 1,811,557 17.28 1,907,304 20.13

中・長期貸出 4,078,453 34.69 3,965,956 37.83 3,853,102 40.67

       

個人向け貸出 4,338,349 36.90 3,466,810 33.06 2,884,146 30.44

住宅ローン 3,585,647 30.50 2,773,895 26.45 2,253,815 23.79

クレジットカード・ローン 442,001 3.76 390,274 3.72 329,164 3.47

個人向け消費者ローン 75,039 0.64 55,427 0.53 58,040 0.61

個人向け事業ローン 46,395 0.39 63,153 0.60 75,002 0.79

その他のローン
(1)

189,267 1.61 184,061 1.76 168,125 1.78

       

割引手形 495,140 4.21 433,153 4.13 168,923 1.78

       

海外業務および子会社 1,058,648 9.00 807,664 7.70 661,035 6.98

       

顧客への貸出金総額 11,757,032 100.00 10,485,140 100.00 9,474,510 100.00

(1)　個人向け商業不動産ローン、ホーム・エクイティ・ローンおよび教育ローンから成る。

 

2016年12月31日現在、当グループの顧客への貸出金総額は2015年から1,271,892百万人民元（12.13％）

増加し、11,757,032百万人民元となった。

国内法人向けの貸出は2015年から87,382百万人民元（1.51％）増加し、5,864,895百万人民元となった。

その主な融資先は、インフラ、中小零細企業およびその他の部門である。このうち、短期の貸出は前年比

25,115百万人民元（1.39％）減少した一方、中・長期の貸出は112,497百万人民元（2.84％）増加した。

当行は、資本占有がより少ない個人向け貸出の開発を支えるために、市場および政策の機会を活用し

た。国内の個人向け貸出は2015年から871,539百万人民元（25.14％）増加し、4,338,349百万人民元となっ

た。このうち、住宅ローンは811,752百万人民元（29.26％）の増加を実現し、3,585,647百万人民元となっ

た。クレジットカード・ローンは2015年から51,727百万人民元（13.25％）増加して442,001百万人民元と

なった。個人向け消費者ローンは19,612百万人民元（35.38％）増の75,039百万人民元であった。個人向け

事業ローンは、当行が貸出リスクを統制するために貸出商品の構成を調整したことが主な要因となって

2015年比で減少した。

割引手形は、2015年から61,987百万人民元（14.31％）増の495,140百万人民元に達した。主に、ター

ゲットとする優良顧客の短期資金調達ニーズに対応するために利用された。

海外業務および子会社の顧客への貸出金は、2015年に比べて250,984百万人民元（31.08％）増加し、

1,058,648百万人民元となった。海外支店における提携越境取引の増加がその主な要因である。

 

貸出金の担保別内訳

下の表は、表示日現在の貸出金の内訳を担保別に示したものである。

 

 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在

（百万人民元、％を除く） 金額

全体に対する

割合（％） 金額

全体に対する

割合（％）

無担保貸出 3,471,042 29.52 3,034,953 28.95

保証付き貸出 1,964,685 16.71 1,833,933 17.49
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貨幣性資産以外の有形資産を

担保とする貸出 5,095,325 43.34 4,591,009 43.78

貨幣性資産を担保とする貸出 1,225,980 10.43 1,025,245 9.78

     

顧客への貸出金総額 11,757,032 100.00 10,485,140 100.00

 

顧客への貸出金に対する減損引当金

 

 2016年

 集合的に

減損評価された貸

出金に対する引当

金

減損貸出金に対する引当金

合計（単位：百万人民元） 集合的に評価 個別に評価

１月１日現在残高 157,632 10,789 82,196 250,617

当期組入額 - 9,948 91,809 101,757

当期戻入額 (1,840) - (10,329) (12,169)

割引の解消 - - (3,675) (3,675)

取得による増加額 8 10 18 36

振替：出 149 (2,808) (35,487) (38,146)

償却 - (5,687) (27,960) (33,647)

回収 - 1,023 2,881 3,904

     

12月31日現在残高 155,949 13,275 99,453 268,677

 

当グループは、マクロ経済や政府の規制政策等の外部環境の変化が顧客への貸出に及ぼす影響を十分に

考慮し、プルーデンスの原則を厳守した上で、顧客への貸出金に関する減損損失の十分な引当を行った。

2016年12月31日現在、顧客への貸出金に対する減損引当金は268,677百万人民元で、2015年から18,060百万

人民元増加した。不良債権に対する引当率は2015年に比べて0.63ポイント低下し、150.36％となった。貸

出金総額に対する引当率は2015年に比べて0.10ポイント低下し、2.29％となった。

減損貸出金に関する引当の方法の詳細については、本書第６の１「財務書類」の注記25「顧客に対する

貸出金」を参照のこと。

 

投資

下の表は、表示日現在の当グループの投資の内訳を性質別に示したものである。

 

 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在

（百万人民元、％を除く）
金額

全体に対する

割合（％） 金額

全体に対する

割合（％）

負債証券投資 4,445,214 87.70 3,986,820 93.34

持分金融商品およびファンド 303,398 5.99 35,722 0.83

その他負債証券 319,972 6.31 248,864 5.83

     

投資総額 5,068,584 100.00 4,271,406 100.00
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2016年、年間投資トレーディング戦略およびリスク方針の要件に従って、リスクとリターンを合理的に

均衡させること、また投資ポートフォリオの構成を継続的に最適化することによって、規制変更と市場の

変化に積極的に対応した。2016年12月31日現在の当グループの投資総額は5,068,584百万人民元で、2015年

から797,178百万人民元（18.66％）増加した。このうち、負債証券投資は投資総額の87.70％を占め（2015

年比5.64ポイントの低下）、持分金融商品およびファンドは投資総額の5.99％を占めた（2015年比5.16ポ

イントの上昇）。

 

下の表は、表示日現在の当グループの投資の内訳を保有目的別に示したものである。

 

 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在

（百万人民元、％を除く）
金額

全体に対する

割合（％） 金額

全体に対する

割合（％）

損益を通じて公正価値で測定される

金融資産 488,370 9.64 271,173 6.35

売却可能金融資産 1,633,834 32.23 1,066,752 24.97

満期保有投資 2,438,417 48.11 2,563,980 60.03

受取債権に分類される投資 507,963 10.02 369,501 8.65

     

投資総額 5,068,584 100.00 4,271,406 100.00

 

負債証券投資

以下の表は、表示日現在の当グループの負債証券の内訳を通貨別に示したものである。

 

 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在

（百万人民元、％を除く）
金額

全体に対する

割合（％） 金額

全体に対する

割合（％）

人民元 4,257,384 95.77 3,880,262 97.33

米ドル 106,761 2.40 58,790 1.47

香港ドル 38,085 0.86 19,781 0.50

その他の外国通貨 42,984 0.97 27,987 0.70

     

負債証券投資総額 4,445,214 100.00 3,986,820 100.00

 

下の表は、表示日現在の当グループの負債証券の内訳を発行体別に示したものである。

 

 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在

（百万人民元、％を除く）
金額

全体に対する

割合（％） 金額

全体に対する

割合（％）

政府 2,667,258 60.00 1,851,649 46.44

銀行およびその他の金融機関 892,154 20.07 1,055,838 26.48

政策銀行 361,574 8.13 484,102 12.14

中央銀行 21,722 0.49 162,225 4.07

政府系企業 - - 20 0.01
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その他 502,506 11.31 432,986 10.86

     

負債証券投資総額 4,445,214 100.00 3,986,820 100.00

 

金融債

2016年12月31日現在、当グループは合計1,253,728百万人民元の金融債を保有していた。このうち、政策

銀行により発行された金融債が361,574百万人民元、銀行およびその他の金融機関により発行された金融債

が892,154百万人民元であり、それぞれ総額の28.84％および71.16％を占めた。

 

下の表は、報告期間末現在、当行が保有していた金融債
(1)

のち、額面金額の大きい上位10件を示したも

のである。

 

（百万人民元、％を除く） 額面金額 年利率(%) 満期日 減損引当金

商業銀行1行が2014年に発行 13,880 5.44 2019年４月８日 -

商業銀行1行が2014年に発行 11,540 5.67 2024年４月８日 -

商業銀行1行が2014年に発行 11,340 5.79 2021年１月14日 -

商業銀行1行が2014年に発行 11,060 5.25 2017年４月８日 -

商業銀行1行が2014年に発行 10,630 5.61 2021年４月８日 -

商業銀行1行が2010年に発行 10,000 4.21 2021年１月13日 -

商業銀行1行が2011年に発行 10,000 4.39 2018年３月28日 -

商業銀行1行が2010年に発行 8,515 2.09 2020年２月25日 -

商業銀行1行が2011年に発行 8,280 4.62 2021年２月22日 -

商業銀行1行が2011年に発行 8,170 4.49 2018年８月25日 -

(1)　金融債とは、金融機関（政策銀行、銀行およびその他の金融機関を含む。）が発行した市場で譲渡

可能な負債証券を指す。

 

未収利息

2016年12月31日現在の当グループの未収利息は101,645百万人民元で、2015年から5,033百万人民元

（5.21％）増加した。詳細については、本書第６の１「財務書類」の注記24「未収利息」および25(3)「減

損引当金の変動」を参照のこと。

 

担保権実行資産

2016年12月31日現在、当グループの担保権実行資産は3,473百万人民元、担保権実行資産に関連する減損

引当金残高は1,062百万人民元であった。詳細については、本書第６の１「財務諸表」の注記37「その他資

産」を参照のこと。

 

負債

下の表は、表示日現在の当グループの負債合計の内訳を示したものである。

 

 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

（百万人民元、％を除く） 金額
全体に対する

割合（％）
金額

全体に対する

割合（％）
金額

全体に対する

割合（％）
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顧客からの預金 15,402,915 79.50 13,668,533 80.86 12,899,153 83.26

銀行およびその他金融機関か

らの預金および短期借入金 1,935,541 9.99 1,761,107 10.42 1,206,520 7.79

発行済負債証券 451,554 2.33 415,544 2.46 431,652 2.79

中央銀行からの借入金 439,339 2.27 42,048 0.25 91,216 0.59

買戻契約に基づいて売却され

た金融資産 190,580 0.98 268,012 1.58 181,528 1.17

その他の負債
(1)

954,122 4.93 749,162 4.43 682,176 4.40

       

負債合計 19,374,051 100.00 16,904,406 100.00 15,492,245 100.00

(1)　これらは、損益を通じて公正価値で測定される金融負債、デリバティブの負の公正価値、未払人件費、未払税

金、未払利息、引当金、繰延税金負債およびその他の負債で構成されている。

 

2016年12月31日現在、当グループの負債合計は19.37兆人民元となり、2015年から2,469,645百万人民元

（14.61％）増加した。このうち、顧客からの預金は2015年から1,734,382百万人民元（12.69％）増加し、

15.40兆人民元となった。銀行およびその他の金融機関からの預金および短期借入金は、2015年に比べて

174,434百万人民元（9.90％）増加し、1,935,541百万人民元となった。買戻契約に基づいて売却された金

融資産の額は、2016年末時点での流動性が比較的十分であったことから、77,432百万人民元減少した。顧

客からの預金は負債合計の79.50％を占め、2015年に比べて1.36ポイント低下した。銀行およびその他の金

融機関からの預金および短期借入金は負債合計の9.99％を占め、2015年に比べて0.43ポイントの低下で

あった。中央銀行からの借入金の割合は2.02ポイント上昇し、2.27％となった。当グループがPBCの公開市

場操作における様々な貸付ファシリティを積極的に利用したことがその要因である。

 

顧客からの預金

下の表は、表示日現在の当グループの顧客からの預金を商品種類別に示したものである。

 

 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在 2014年12月31日現在

（百万人民元、％を除く）
金額

全体に対する

割合（％） 金額

全体に対する割

合（％） 金額

全体に対する

割合（％）

法人預金 8,008,460 51.99 6,891,295 50.42 6,616,671 51.30

要求払預金 5,145,626 33.41 4,213,395 30.83 3,966,684 30.75

定期預金 2,862,834 18.58 2,677,900 19.59 2,649,987 20.55

       

個人預金 6,927,182 44.98 6,367,364 46.58 5,877,014 45.56

要求払預金 2,986,109 19.39 2,584,774 18.91 2,302,089 17.85

定期預金 3,941,073 25.59 3,782,590 27.67 3,574,925 27.71

       

海外業務および子会社 467,273 3.03 409,874 3.00 405,468 3.14

       

顧客からの預金合計 15,402,915 100.00 13,668,533 100.00 12,899,153 100.00

 

2016年12月31日現在、当グループの顧客からの預金の合計は15.40兆人民元に達し、2015年に比べて

1,734,382百万人民元（12.69％）増加した。企業の生産活動が好転したことによって、国内法人顧客から
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の預金は2015年に比べて1,117,165百万人民元（16.21％）増加し、8,008,460百万人民元となった。個人預

金は着実な成長を持続し、前年比559,818百万人民元（8.79％）増の6,927,182百万人民元に達した。当行

は、引き続き預金顧客の基盤の管理を強化し、より低コストの決済資金を拡大した。国内要求払預金は

2015年から1,333,566百万人民元（19.62％）増加して8,131,735百万人民元となり、顧客からの国内預金に

おける要求払預金の割合は、2015年から3.17ポイント上昇して54.45％となった。定期預金は前年から

343,417百万人民元（5.32％）増加して6,803,907百万人民元となり、顧客からの国内預金における定期預

金の割合は45.55％となった。

 

 

発行済負債性証券

当行は、「証券の一般公募を行う会社による情報開示の内容および形式に関する基準第２号－年次報告

書の内容および形式（2016年改訂）」、ならびに、「証券の一般公募を行う会社による情報開示の内容お

よび形式に関する基準第38号 - 社債に関する年次報告書の内容および形式」に従い、開示が要求される社

債の発行を行わなかった。

詳細については、本書第６の１「財務諸表」の注記50「発行済負債性証券」を参照のこと。

 

株主資本

下の表は、表示日現在の当グループの資本合計の内訳を示したものである。

 

（単位：百万人民元） 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在

資本金 250,011 250,011

その他の資本性金融商品－優先株式 19,659 19,659

資本準備金 133,960 135,249

投資再評価準備金 (976) 23,058

剰余準備金 175,445 153,032

一般準備金 211,193 186,422

利益剰余金 786,860 672,154

為替準備金 348 (5,565)

   

当行株主帰属持分合計 1,576,500 1,434,020

非支配株主持分 13,154 11,063
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資本合計 1,589,654 1,445,083

 

2016年12月31日現在、当グループの資本合計は2015年に比べて144,571百万人民元（10.00％）増加し、

1,589,654百万人民元に達した。利益剰余金の増加が主な要因である。資産の増加率が株主資本の増加率を

上回ったので、当グループの資産合計に対する資本合計の比率は2015年から0.30ポイント低下し、7.58％

となった。

 

簿外項目

当グループの簿外項目には、デリバティブ、契約債務および偶発債務が含まれている。デリバティブに

は、金利契約、為替契約、貴金属契約、持分金融商品契約が含まれている。デリバティブの名目元本およ

び公正価値については、本書第６の１「財務書類」の注記22「デリバティブおよびヘッジ会計」を参照の

こと。契約債務および偶発債務には、信用契約、オペレーティングリース契約、投資契約、引受債務、償

還債務、未解決の訴訟および紛争が含まれる。この中で最大の構成要素は信用契約で、2016年12月31日現

在の残高は2,745,861百万人民元で、2015年に比べて343,577百万人民元増加した。信用リスク加重資産

は、当グループが簿外項目の構成の最適化において「より少ない資本占有およびより高い資本収益率」に

重点を置いた結果、資本利用の効率性が高まったことが主な要因となって、79,991百万人民元増加の

1,073,108百万人民元となった。契約債務および偶発債務の詳細については、本書第６の１「財務書類」の

注記63「契約債務および偶発債務」を参照のこと。

 

 

貸出内容の分析

５分類による貸出の内訳

以下の表は、表示日現在の当グループの貸出を５つの貸出に分類し、その内訳を示したものである。不

良債権の値には、破綻懸念、実質破綻および破綻が含まれている。

 

 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在

（百万人民元、％を除く） 金額
全体に対する

割合（％）
金額

全体に対する

割合（％）

     

正常 11,241,249 95.61 10,016,243 95.53

要注意 337,093 2.87 302,917 2.89

破綻懸念 71,412 0.61 92,452 0.88

実質破綻 82,505 0.70 60,160 0.57

破綻 24,773 0.21 13,368 0.13

     

顧客への貸出金総額 11,757,032 100.00 10,485,140 100.00

     

不良債権 178,690  165,980  

不良債権比率  1.52  1.58

 

2016年、当グループは、与信構成の調整を継続し、リスクの早期警報および管理を強化し、与信の監督

および検査の厳格化を行うとともに、長期的メカニズムの構造を改善した。その結果、与信資産の質は基

本的に安定を維持した。2016年12月31日現在、当グループの不良債権は178,690百万人民元で、2015年から
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12,710百万人民元の増加となり、不良債権比率は2015年に比べて0.06ポイント低下し、1.52％であった。

要注意債権は2.87％を占めたが、2015年に比べて0.02ポイント低下した。

 

貸出および不良債権の商品別内訳

以下の表は、表示日現在の貸出および不良債権について商品別に示したものである。

 

 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在

（百万人民元、％を除く） 貸出 不良債権
不良債権

比率（％）
貸出 不良債権

不良債権

比率（％）

法人向け貸出 5,864,895 152,323 2.60 5,777,513 144,187 2.50

短期貸出 1,786,442 92,547 5.18 1,811,557 101,269 5.59

中・長期貸出 4,078,453 59,776 1.47 3,965,956 42,918 1.08

       

個人向け貸出 4,338,349 21,548 0.50 3,466,810 18,153 0.52

住宅ローン 3,585,647 10,175 0.28 2,773,895 8,602 0.31

クレジットカード・ローン 442,001 4,343 0.98 390,274 4,204 1.08

個人向け消費者ローン 75,039 1,196 1.59 55,427 1,009 1.82

個人向け事業ローン 46,395 2,106 4.54 63,153 1,977 3.13

その他のローン 189,267 3,728 1.97 184,061 2,361 1.28

       

割引手形 495,140 - - 433,153 - -

海外業務および子会社 1,058,648 4,819 0.46 807,664 3,640 0.45

       

合計 11,757,032 178,690 1.52 10,485,140 165,980 1.58

 

貸出および不良債権の産業別内訳

下の表は、表示日現在の貸出および不良債権を産業別に示したものである。

 

 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在

(百万人民元、％を除く)

貸出

全体に

対する割合

（％）

不良債権
不良債権

比率（％）
貸出

全体に

対する割合

（％）

不良債権
不良債権

比率（％）

法人向け貸出 5,864,895 49.89 152,323 2.60 5,777,513 55.11 144,187 2.50

製造 1,177,985 10.02 69,764 5.92 1,217,122 11.61 71,641 5.89

運輸、倉庫および郵政事業 1,207,636 10.27 5,970 0.49 1,146,028 10.93 3,204 0.28

電力、熱、ガス、水の生産

および供給 689,258 5.86 985 0.14 642,026 6.12 2,092 0.33

不動産 342,531 2.91 8,652 2.53 449,334 4.29 5,510 1.23

リースおよび商業サービス 749,690 6.38 4,573 0.61 629,274 6.00 4,090 0.65

- 商業サービス 658,347 5.60 4,456 0.68 579,115 5.52 4,021 0.69

卸売業および小売業 410,923 3.50 37,016 9.01 386,916 3.69 37,353 9.65

水、環境、および公益事業

管理 314,032 2.67 502 0.16 313,258 2.99 95 0.03

建設 236,382 2.01 7,402 3.13 258,699 2.47 6,915 2.67

鉱業 216,421 1.84 11,040 5.10 226,027 2.16 9,032 4.00
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- 石油および天然ガスの開

発 5,745 0.05 - - 5,122 0.05 90 1.76

教育 72,631 0.62 203 0.28 77,248 0.74 173 0.22

情報伝達、ソフトウェアお

よび情報技術サービス 30,607 0.26 432 1.41 30,216 0.29 734 2.43

- 電気通信、放送およびテ

レビ、衛星伝達サービス 21,138 0.18 - - 22,236 0.21 - -

その他 416,799 3.55 5,784 1.39 401,365 3.82 3,348 0.83

         

個人向け貸出 4,338,349 36.90 21,548 0.50 3,466,810 33.06 18,153 0.52

         

割引手形 495,140 4.21 - - 433,153 4.13 - -

海外業務および子会社 1,058,648 9.00 4,819 0.46 807,664 7.70 3,640 0.45

         

合計 11,757,032 100.00 178,690 1.52 10,485,140 100.00 165,980 1.58

 

2016年、当グループは国内外で複雑な経済環境や金融環境に直面したことから、与信方針の適正な最適

化を行い、当グループの貸出ルールを見直し、顧客の選別基準を改善し、厳格な産業別限度額を維持した

ほか、与信構成の調整を着実に前進させた。インフラ・セクターに対する貸出は、貸出残高が増加しつつ

も、その質は安定を保った。製造業の不良債権比率は概ね安定し、卸売および小売産業の不良債権額は

2015年に比べて減少した。

 

顧客に対する条件緩和貸出金

下の表は、表示日現在の当グループの顧客に対する条件緩和貸出金を示したものである。

 

 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在

（百万人民元、％を除く） 金額

貸出金総額に

対する割合（％） 金額

貸出金総額に

対する割合（％）

顧客に対する条件緩和貸出金 5,020 0.04 6,466 0.06

 

2016年12月31日現在の顧客に対する条件緩和貸出金の残高は、2015年から1,446百万人民元減少して

5,020百万人民元となり、貸出金総額に対する割合は0.02ポイント低下した。

 

顧客に対する期限経過貸出金

下の表は、表示日現在の当グループの顧客に対する期限経過貸出金を延滞期間別に示したものである。

 

 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在

（百万人民元、％を除く）
金額

貸出金総額に

対する割合（％） 金額

貸出金総額に

対する割合（％）

３ヶ月間以内の延滞 56,174 0.48 70,492 0.67

３ヶ月超１年間以内の延滞 66,102 0.56 69,798 0.66

１年超３年間以内の延滞 51,357 0.43 26,865 0.26

３年超の延滞 4,466 0.04 6,026 0.06

     

顧客に対する期限経過貸出金総額 178,099 1.51 173,181 1.65
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2016年12月31日現在の顧客に対する期限経過貸出金総額は、2015年年に比べて4,918百万人民元増の

178,099百万人民元となり、概ね安定を保った。

 

キャッシュ・フロー計算書の分析

営業活動から生じた資金

営業活動から生じた正味資金は、249,038百万人民元増の882,532百万人民元であった。主に、顧客から

の預金ならびに銀行およびその他の金融機関からの短期借入金が2015年に比べて大幅に増加したことが要

因である。

 

投資活動に使用した資金

投資活動に使用した正味資金は610,481百万人民元であり、2015年から16,852百万人民元（2.84％）増加

した。

 

財務活動に使用した資金

財務活動に使用した正味資金は、負債証券および優先株式の発行から得られた資金が2015年より減少し

たことが主因で、61,545百万人民元増の75,368百万人民元となった。

 

重要な会計上の見積りおよび判断

当グループの財務諸表の作成にあたっては経営陣の判断、見積りおよび仮定が求められるが、これらは

会計方針の適用ならびに報告される資産、負債、利益および経費の金額に影響を及ぼす可能性がある。実

績はその見積りとは異なる場合がある。見積りや関連する暫定値は継続的に見直しが行われる。会計上の

見積りの変更の影響は、当該見積りが変更された期間およびその影響を受ける将来の期間において認識さ

れている。

見積りおよび判断の影響を受ける主な分野には、顧客への貸出金、売却可能負債証券および満期保有投

資の減損、売却可能資本性商品の減損、金融商品の公正価値、満期保有投資の再分類、法人税、従業員退

職給付金債務および連結対象範囲が含まれている。

前記の事項に関連する会計上の見積りおよび判断については、本書第６の１「財務書類」の注記４「重

要な会計方針および会計上の見積り」を参照のこと。

2015年度の財務書類と比較した2016年度の財務書類の連結範囲の主な変化は、CCBインドネシアおよび

CCBマレーシアが追加された一方、CCBドバイが除外されたことである。

 

中国GAAPに基づいて作成された財務諸表とIFRSに基づいて作成された財務書類との間の差異

中国GAAPに基づいて作成された当グループの連結財務諸表とIFRSに基づいて作成された連結財務諸表と

の間で、2016年12月31日に終了した年度の純利益または2016年12月31日現在の資本合計に差異はない。

 

事業の状況

当グループの主要な事業部門は、法人向け銀行業務、個人向け銀行業務、資金運用業務、および海外業

務と子会社を含むその他の業務である。

 

以下の表は、各事業年におけるそれぞれの主要な事業部門の税引き前利益を示している。
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 2016年12月31日に終了した年 2015年12月31日に終了した年

（百万人民元、％を除く）
金額

全体に対する割合

（％） 金額

全体に対する割合

（％）

法人向け銀行業務 98,329 33.31 108,184 36.24

個人向け銀行業務 129,269 43.79 115,184 38.59

資金運用業務 66,008 22.36 70,388 23.58

その他 1,604 0.54 4,741 1.59

税引き前利益 295,210 100.00 298,497 100.00

 

法人向け銀行業務

法人預金

2016年、当行は、顧客基盤の強化に注力し、法人預金の急速な増加と預金の安定性の大幅な向上を実現

した。2016年末現在の当行の国内法人預金は、2015年比1,117,165百万人民元（16.21％）増の8,008,460百

万人民元にのぼった。このうち、要求払預金が22.13％増加した一方、定期預金が6.91％増加し、当行の金

利コストの低下に寄与した。

 

法人向け貸出

法人向け貸出は、最適化された構成および安定した資産の質の下で、実体経済の発展に向けた支援のた

めに供与された。2016年末現在の当行の法人向け貸出金は、2015年から87,382百万人民元（1.51％）増加

して5,864,895百万人民元となった。法人向け貸出の不良債権比率は、2015年比0.10ポイント上昇の2.60％

であった。

インフラ・セクターに対する貸出合計は2,896,156百万人民元となり、法人向け貸出金残高の49.38％を

占めた。2015年に比べて188,371百万人民元（6.96％）の増加であり、不良債権比率は0.41％という低水準

に留まった。当行は厳格なリスト管理を実施した。過剰な生産能力が深刻な５業種（鉄鋼、セメント、電

解アルミニウム、厚板ガラスおよび造船が含まれる。）に対する貸出は、2015年に比べて4,986百万人民元

減少し、125,273百万人民元となった。不動産開発融資は、主に信用格付が高く、業績が良好で、プロジェ

クト資金を適切に分別管理している優良な不動産開発事業者および一般住宅のための商業住宅開発プロ

ジェクトに供与された。不動産開発融資の残高は2015年から114,998百万人民元減少し、299,198百万人民

元となった。当行は、政府系資金調達機関に対する貸出を厳格に管理し、キャッシュ・フロー構成を継続

的に最適化した。規制カテゴリーに分類される貸出の残高は、87,051百万人民元減少し、205,115百万人民

元となった。このうち、元利返済のキャッシュ・フローが十分な貸出の割合は99.32％にのぼる。農業関連

貸出は154,055百万人民元減少し、1,693,968百万人民元となった。その主な要因は、有効な与信需要が不

十分であったことと、農業関連顧客のリスク耐久力が弱いことにある。サプライチェーンを基礎としてオ

ンライン経由で供与された「eローン」シリーズ商品の2007年以降の累積額は、257,742百万人民元に達

し、121種類のプラットフォームとの協力によって19.2千件の顧客をカバーしている。

 

小企業向け貸出業務

当行は、小企業・零細企業向けの貸出業務が、実体経済の支援とともに「大衆の起業および革新」を補

助する上で重要なビジネスであるとみなしており、新たな技術、新たな産業および経済革新からもたらさ

れた新ビジネスモデルに焦点を合わせることによって、小企業・零細企業の発展を支援した。さらに、当
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行は、革新を通じた変革および発展の加速を堅持し、正確な顧客向けマーケティングにおけるビッグデー

タおよびインターネット技術の応用を強化するとともに、リスク管理を向上させた。2016年末現在、中小

企業の分類に関する2011年の指針およびCBRCの最新の規制要件に従った小企業・零細企業向けの融資は、

2015年から164,013百万人民元（12.83％）増加し、1,441,892百万人民元となった。融資先である小企業・

零細企業の数は2015年比56,979社増の308,923社、小企業・零細企業の貸出申請に対する付与率は2015年を

5.98ポイント上回る90.91％となっており、これらは「３項目において下回らない」という規制要件を満た

したものであった。当行は、新たな事業モデルの振興、早期警報ツールの最適化および高リスク分野の適

時の特定によって、小企業・零細企業向け貸出資産の全体的な質も維持した。

 

コスト・アドバイザリー・サービス

コスト・アドバイザリー・サービスは当行独自の手数料ベースの商品で、強いブランド力を有してい

る。このサービスは創設以来62年の歴史を有し、当行の長年にわたる固定資産投資業務や財務機能の代行

業務と共に発展してきた。当行の36店舗の主力支店が、住宅都市農村建設部が発行するコスト・アドバイ

ザリー・サービス設計のクラスＡ資格を有し、223店舗の第二次支店がコスト・アドバイザリー・サービス

に特化した部門を設置している。2016年のコスト・アドバイザリー・サービスの収入は5,328百万人民元と

なった。

 

公共機関向け業務

当行は、「公共機関業務年」キャンペーンを開催し、良好な成果を達成した。中央国家機関の一連の年

金保険業務（中国の中央政府機関の基礎年金保険および職業年金の口座の協力銀行の資格を含む。）を独

占的に落札したほか、公共機関年金保険事業において業界トップの座を保った。当行は、企業の移民労働

者への給与支払いに関する総合的サービスを実施した。さらに、当行は、教育、ヘルスケアおよび医療の

分野における当行の金融サービスの影響力を拡大した。大学生向けの「CCBカップ」革新・起業家精神コン

テストを成功裏に開催したほか、教育部との間で戦略的協力協定に調印し、「中国の大学における革新・

起業の産業投資基金」の設立を共同で発起した。「銀校通（Yinxiaotong）」および「銀医通

（Yinyitong）」の経路を通じて当行と提携している大学および病院の数は732件増加した。財政サービス

市場における当行の地位は安定的であった。当行は、地方財務部門のキャッシュ・マネジメントの改革に

積極的に参加し、業界第１位の累積預金額を確保している。革新的な公務員銀行カードの最初のバッチの

発行に成功し、銀行業界で初めて中央政府機関の税外電子システムを立ち上げた。さらに、当行は、一連

の新たなサービスブランドを立上げた。これには、教育、医療およびヘルスケア業界における「建融慧学

（Jianronghuixue）」および「建融智医（Jianrongzhiyi）」、電子政府業界における「善通政務

（Shantongzhengwu）」、資本の証明・登記サービスである「民生E線通（Minzheng E-Connections）」、

ならびに資産管理業務における受託貸出業務「鑫委貸（Xinweidai）」が含まれる。

 

金融機関向け業務

2016年、当行は、国内金融機関顧客との間の金融機関向け業務関連商品の直接運用について責任を負う

金融機関向け業務センターを本店に設けた。同センターは、重要な金融機関顧客の本店との間に直接的な

関係を強化すること、多様なサービスを提供すること、および、親子会社間で調整された事業開発を推進

することを通じて、金融機関向け業務の規模の急速な拡大を達成した。2016年末現在、当行の有する国内

金融機関資産は、2015年から320,739百万人民元（45.08％）増加し、1,032,296百万人民元となった。当行

の金融機関負債（保険会社からの預金を含む。）は、2015年から71,276百万人民元（5.16％）増の

1,451,992百万人民元となった。
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国際業務

当行は、顧客に「全プロセス、オンラインかつワンストップ」のサービスを提供するために、クロス

ボーダー電子商取引に関する総合的金融サービス・プラットフォームである「cross-border e+」を先行し

て立ち上げた。さらに、当行は、「グローバル化」企業の短中期的な資金調達を支援するための完全な商

品チェーンを構成する「建単通（Jiandantong）」、「建票通（Jianpiaotong）」および「建信通

（Jianxintong）」を、業界に先駆けて立ち上げた。実際の貿易取引実績を有する中企業、小企業・零細企

業に金融ファシリティを提供するための「助貿貸（Zhumaodai）」の普及も進めた。当行は、「香港ストッ

クコネクト」の決済銀行としての指名を獲得した。RQFII（人民元適格海外機関投資家）、RQDII（人民元

適格国内機関投資家）、本土・香港間基金相互承認およびパンダ債などの業務も、活気あふれる成長を遂

げた。英国における人民元決済銀行としてのCCBの影響力は引き続き拡大し、CCBのスイスおよびチリの決

済銀行がそれぞれ2016年１月および2016年６月に正式に発足した。海外のコルレス銀行および決済サービ

スのネットワークも成長を持続し、本店レベルのコルレス銀行は132の国と地域の合計1,456行に達した。

海外の様々な金融機関のために、合計246の国内人民元建て銀行間口座が開設された。2016年の国際決済額

は1.27兆米ドルにのぼった一方、クロスボーダーの人民元建て決済は2.53兆人民元となり、4,157百万人民

元の収益が国際決済からもたらされた。

 

資産管理業務

当行は、資本市場の変化に積極的に対応し、質の高い顧客に向けたマーケティングを拡大するととも

に、集約化された業務サービスの基準および資産管理業務の中核的競争力を絶えず強化した。当行が管理

する株式ファンドの数は市場第１位であった一方、当行が管理する債券ファンド、商品ファンドおよび

QDIIファンドの金額も市場第１位となった。当行は、全国社会保障基金の保管機関の資格を正式に獲得し

た。新世代の保管業務システムはすべての機能をカバーしており、サービス機能と業務機能（保管決済、

会計、監督、パフォーマンス、外部委託およびオンライン・バンキングを含む。）の急速な改善をもたら

した。2016年末現在、当行の資産管理額は2015年に比べて2.08兆人民元（29.05％）増の9.25兆人民元で

あった。このうち、当行が管理する保険資産は2015年比1.05兆人民元（68.97％）増の2.58兆人民元に達

し、当行が管理する民間株式は2015年比104.11％増の302,538百万人民元に達した。

 

決済およびキャッシュ・マネジメント業務

当行の決済およびキャッシュ・マネジメント業務は、着実な成長を持続した。当行は、工業・商業登記

情報が記録されている電子法人決済カードの発行によって、全プロセスが電子的に行われる企業登記の促

進に全面的に協力した。当行は海外のキャッシュ・マネジメント業務の推進に成功し、国内および海外に

おける邦貨および外貨のキャッシュ・マネジメント業務の能力が向上した。当行は、スマート・アプリ

ケーションによる銀行の垣根を越えた回収の統合や回収・支払い代行サービスの商品の統合を通じて、よ

り効率的な回収の実施と銀行を越えたキャッシュ・マネジメントのサービスを顧客に提供した。国内およ

び海外通貨建ての法人顧客向けオールインワン口座、マルチモデル・キャッシュ・プールおよび銀行手形

プールなどの商品のアプリケーションのシナリオを引き続き増やした。「禹道（Yudao）」の市場影響力は

一段と高まった。2016年末現在、当行は、2015年から1.01百万増の6.72百万にのぼる法人人民元決済口座

を有していた。当行のキャッシュ・マネジメントの稼働顧客は2015年から0.39百万件増加し、1.13百万件

となった。

 

個人向け銀行業務
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個人預金

当行は、高品質かつ効率的な商品やサービスを通じて預金誘致能力を向上させ、個人預金の安定的成長

を維持した。2016年末現在の当行の国内個人預金は、2015年に比べて559,818百万人民元（8.79％）増加

し、6,927,182百万人民元であった。このうち、要求払預金は15.53％増、定期預金は4.19％増となり、当

行の金利コストの低下に寄与した。

 

個人向け貸出

個人向け貸出は急速に成長し、人々の生活分野のためのより良いサービスを提供した。2016年末現在の

当行の国内個人向け貸出は2015年から871,539百万人民元（25.14％）増加し、4,338,349百万人民元となっ

た。住宅ローンは、与信多様化の方針を厳守し、自ら居住するための住宅購入に焦点を合わせて供与され

た。当行は、住宅金融エコシステムの総合的なマーケティング・サービスプランや特定の地域での農民向

け住宅ローンを試験的に立ち上げることにより、市場の変化と顧客のニーズに積極的に対応した。住宅

ローンは2015年に比べて811,752百万人民元（29.26％）増加し、3,585,647百万人民元となった。当行は、

伝統的な個人向け消費者ローンおよび事業ローンというオフライン業務の着実な発展の基礎の上に、イン

ターネットとビッグデータを活用した革新的な商品サービスを立ち上げ、それによって事業の変革と発展

を促進した。オフラインの個人向け消費者ローンは45,403百万人民元、個人向け事業ローンは46,395百万

人民元、および個人向け農業関連ローンは合計5,503百万人民元となった。電子経路を通じた「個人向け迅

速オンライン・ローン」というブランドの、個人向けセルフサービス・ローンは29,636百万人民元であっ

た。

 

銀行カード事業

クレジットカード事業

クレジットカード事業は、規模の拡大を実現し、構造を精緻化し、収益性を一段と向上させた。当行

は、若年層の顧客基盤および消費者に好まれる加盟店（ケータリング、娯楽、スーパーマーケット、生活

必需品等を含む。）を積極的に拡大することによって、閉ループを形成する顧客金融エコシステムを創出

した。ネットワーク、家庭、海外およびハイエンド・サービスに焦点を合わせた最新の消費者向け商品（e

ペイ・ロングカード、Tencent eペイ・ロングカード、家庭愛カード、グローバル・ホット・パーチェス・

カード、およびグローバル・プレステージ・カードを含む。）ならびにインターネット方式の革新的なモ

バイル決済サービス（Apple Pay、HCEクラウド・クイック・パス、Samsung Pay、華為Payおよび米Payを含

む。）を立ち上げたほか、分割払い、自動車購入、料金支払い、留学、教育、リボ払いや現金引出しの開

拓に重点を置いた。2016年末現在のクレジットカードの発行枚数は2015年から13.33百万枚増加し、94.07

百万枚となった。クレジットカード利用額は前年比181,605百万人民元（8.19％）増加して2,399,868百万

人民元に達し、貸出残高は443,733百万人民元であった。クレジットカード業務の不良債権証券化商品の立

上げに成功し、プロセス全体にわたるリスク管理がさらに強化され、クレジットカード・ローン資産の質

の健全性が維持された。

 

デビットカード事業

当行は、支払いおよび決済のエコシステムを創出するためにモバイル決済業務の開発を加速させ、それ

によって、当行のデビットカード事業の着実な成長を維持した。NFC、QRコードおよび顔認識が含まれる多

数の技術を統合化した全シナリオ対応決済商品である「ロング・ペイ」も立ち上げた。2016年末現在のデ

ビットカードの発行枚数は合計831百万枚（106百万枚増）となった。このうち、金融機能付きICデビット
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カードの発行枚数は111百万枚増の合計413百万枚となった。デビットカードの利用額は61.02％増加し、

10.74 兆人民元に達した。

 

プライベート・バンキング

当行は、プライベート・バンキング事業の総合的変革に忠実に、「個別化・専門化したユニバーサル・

サービス」のビジネスモデルを創出し、顧客満足度とブランド影響力の継続的向上をもたらした。当行

は、当行全体を完全にカバーするプライベート・バンキング事業用のビデオ・サービス網を確立すること

によって、当行のオンラインおよびオフラインのサービス提供能力を改善した。加えて、精密なマーケ

ティングを実施するため、プライベート・バンキング事業のためのデータ・マイニングを実施し、その成

果を応用し、また家族信託事業の発展を加速させるために当行の優位性を利用したほか、「ゴールデン・

ハウスキーパー」の新たな機能を立ち上げた。2016年末現在、金融資産が10百万人民元を上回るプライ

ベート・バンキング顧客の金融資産総額は、2015年から163,434百万人民元（26.24％）増加して786,337百

万人民元に達し、これらの顧客数は2015年から8,369件（16.62％）増加して58,721件となった。

 

受託住宅金融事業

当行は、個人向け共済住宅資金の活用を強化する国家政策の方向性に従って、サービスモデルを革新

し、業務プロセスを最適化したほか、この市場における当行の支配的地位を固めるために受託住宅金融事

業のサービスの効率性を向上させた。2016年末現在の住宅資金預金は633,377百万人民元で、個人向け共済

住宅ローンの総額は1,853,489百万人民元となった。当行は、福祉住宅建設に関連するローン事業を着実に

前進させるとともに、低中所得者の居住用住宅ニーズに対応する国家のマクロ経済の規制管理政策を積極

的に実施し、2016年中に、34,600件の低中所得家庭に累積9,796百万人民元の福祉住宅建設ローンを供与し

た。

 

資金運用業務

金融市場事業

2016年、当行が取引活動および市場影響力を絶えず拡大させ、商品革新を推進し、顧客向けマーケティ

ングを強化したことが、収益性やリスク管理・統制能力の一層の向上に寄与した。

 

マネーマーケット業務

当行は人民元および外貨の全体的流動性管理を強化し、資金の流入および使用経路を拡大する取組みを

行ったほか、当行全体の流動性を確保するために人民元と外貨との間の合理的均衡を保った。人民元建て

資金の使用に関しては、当行は、資金の流入および流出に後れを取らないよう、金融政策と市場の変動に

細心の注意を払い、資金変動の法則を把握し、動的かつ慎重にキャッシュ・フローを見積もった。外貨建

て資金の使用に関しては、慎重に流動性を管理するとともに資金調達経路を拡大し、資金運用の効率性を

向上させた。

 

負債証券投資

当行は、確立された年間負債証券投資戦略およびリスク方針を実践し、リスクとリターンの合理的な均

衡を確保し、期待されていた業績を達成した。人民元建て負債証券への投資に関しては、当行は価値重視

の投資を忠実に守り、レンジ取引を行う市場機会を積極的に捕えるとともに、既存ポートフォリオを調整

した。新たな投資商品も開発し、市場金利の劇的な低下にもかかわらず、当行のポートフォリオの安定し

たリターンを維持しつつ、トレーディング活動と市場影響力を大幅に強化した。外貨建て負債証券への投
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資に関しては、当行は、市場の金利トレンドに細心の注意を払い、リターン向上のために積極的にポート

フォリオの構成を最適化した。

 

顧客主導の外国為替および金利トレーディング業務

当行は、市場および規制政策の変化に積極的に対応し、コンプライアンスと健全な事業運営を確保する

とともに、商品の革新および顧客向けマーケティングを強化した。2016年、当行は、２年続けて中国の銀

行間外国為替市場第１位を保ったほか、新たに12種類の通貨と人民元との直接交換に関するマーケット・

メイカーとなった。当行は口座外国為替売買システムの使用を開始し、外国為替取引の種類を充実させ

た。2016年の顧客主導の外国為替業務の金額は381,676百万米ドルとなり、外国為替のマーケット・メイキ

ング取引高は2.07兆米ドルに達した。

 

貴金属およびコモディティ

当行は、市場機会を積極的に捕え、顧客基盤を強固にするために数多くのテーマに基づくマーケティン

グ活動を行った。当行は、新世代の中核的バンキング・システムにより、貴金属およびコモディティの売

買プラットフォームを創出し、革新的な新商品（カスタマイズされた総合的金融サービス、LBMA金価格

オークション、LBMA銀価格オークションおよび上海金指標価格トレーディングを含む。）を立ち上げたほ

か、国内銀行初となるCCB商品指数を公表した。2016年、当行の貴金属取引量は合計79,109.24トン（2015

年比45.79％増）に達し、個人の貴金属取引顧客およびコモディティ取引顧客は、合計で2015年から3.23百

万人増の24.38百万人となった。貴金属およびコモディティ事業の純利益は、2015年から1,986百万人民元

（51.71％）増加し、5,827百万人民元となった。

 

資産管理業務

当行は、質が高く高利回りの負債および株式資産の拡大に努力するとともに、商品革新と「インター

ネット＋」技術との組合せを強化し、商品ラインナップを充実させた。企業顧客向けのセミオープン型商

品も立ち上げた。富裕層の顧客に関しては、革新的なウェルスマネジメント商品（以下「WMP」という。）

（クオンツ型投資、金連動WMP、CSI 300指数WMP、戦略的元本保証型WMP、構成面での柔軟性を有する固定

利回りWMPなど）を推進し、様々な種類の100以上の革新的商品を発行した。「乾元理財（Qianyuan wealth

management）」ブランドの影響力はさらに高まった。2016年、当行は、顧客の投資ニーズに効果的に対応

するため、総額7,240,808百万人民元にのぼる6,556組のWMPを独自発行した。2016年末現在のWMP残高は

2,125,109百万人民元であった。このうち、非元本保証型WMPの残高は1,794,708百万人民元、元本保証型

WMPの残高は330,401百万人民元であった。

 

投資銀行業務

当行は、負債引受業務における優位性を強化する一方で、投資銀行業務の影響力を高めるため人民元国

際化の機会も積極的に捕えた。当行は主幹事会社として、世界銀行による世界で初めての人民元決済SDR建

て負債証券の発行およびBRICS銀行による中国で初めてのグリーン・ボンドの発行を支援したほか、パンダ

債などの革新的商品の発展を引き続き促進した。2016年、当行は、561,574百万人民元にのぼる非金融企業

の負債資金調達商品を累計で590件引き受け、市場での引受額および引受件数において６年連続で第１位と

なった。当行は、「CCB Investment Banking
®
」ブランドの普及に重点を置くとともに、「金融トータルソ

リューション：Financial Total Solutions（FITS
®
）」を通じた総合的な金融商品およびアドバイザ

リー・サービスを顧客に提供し、契約顧客は合計554件となった。当行は資産証券化においては大躍進を遂

げ、国内銀行間市場における上海公共準備基金の資産担保証券の発行に成功した。情報の統合、リソース

の共有、人材の開拓およびサービス支援のためのM&Aビジネスのプラットフォームを確立する目的で、上海
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に合併・買収（M&A）資本センターを設立した。当行は、株式投資ファンドを通じて大規模プロジェクトや

重要顧客向けのマーケティングに参加し、順調に成長を遂げた。2016年の投資銀行業務の収益は5,717百万

人民元に達した。

 

海外における商業銀行業務

2016年、当グループは海外店舗の配置において積極的な前進を遂げた。チューリッヒ支店およびチリ支

店が正式に開業した。CCBマレーシアおよびCCBヨーロッパのワルシャワ支店が免許を取得し、PTバンク・

ウィンドゥ・クンチャナ・インターナショナルTbkの買収が完了した。2016年末現在、当行は、CCBアジ

ア、CCBロンドン、CCBロシア、CCBヨーロッパ、CCBニュージーランドおよびCCBマレーシアなどの完全所有

子会社を維持するとともに、CCBブラジルおよびCCBインドネシアの各株式資本合計のそれぞれ99.31％およ

び60.00％を所有していた。当グループは、29の国と地域にわたる金融機関（香港、シンガポール、ドイ

ツ、南アフリカ、日本、韓国、米国、英国、ベトナム、オーストラリア、ロシア、ドバイ、台湾、ルクセ

ンブルグ、マカオ、ニュージーランド、カナダ、フランス、オランダ、スペイン、イタリア、スイス、ブ

ラジル、ケイマン諸島、アイルランド、チリ、インドネシアおよびポーランドを含む。）を所有してい

た。様々なレベルの海外金融機関の数は合計で251にのぼる。2016年末現在、当グループの海外商業銀行の

総資産は2015年に比べて16.19％増の1,380,037百万人民元となり、純利益は4,247百万人民元（同じ計算根

拠に基づき、前年比3.24％増）であった。

 

CCBアジア

CCBアジア（中国建設銀行（亞洲）股份有限公司（China Construction Bank (Asia) Corporation

Limited））は、香港で登録されている認可銀行であり、登記済資本金は6,511百万香港ドル（17,600百万

人民元）である。

CCBアジアは当グループの香港のリテールおよび中小企業向け事業サービスのプラットフォームとなって

おり、地下鉄沿線および商業／住宅区域内に、支店数は43（ウェルスマネジメント・センター１ヶ所を含

む。）、プライベート・バンキング・センター１ヶ所、個人向け貸出センター５ヶ所および中小企業セン

ター６ヶ所を有する。CCBアジアのホールセール金融事業は、香港およびマカオをその中心的なサービス地

域とみなしているだけでなく、中国本土および東南アジア、とりわけ、ターゲット顧客である現地のブ

ルーチップ企業（優良企業）および大手レッドチップ企業（中国本土系香港企業）、中国の大手複合企

業、多国籍企業ならびにこれら地域の現地優良顧客に対する影響力を有している。CCBアジアは、海外のシ

ンジケート・ローンおよびストラクチャード・ファイナンス分野での専門的金融サービスを提供する豊富

な経験と伝統的優位性を有しており、国際決済、貿易金融、資金管理業務、大口仕組み預金およびファイ

ナンシャル・アドバイザリーにおける法人向け総合金融サービスにおいて急速な成長を遂げた。2016年末

現在、CCBアジアの総資産は390,803百万人民元で、株主資本は43,410百万人民元であった。2016年の純利

益は2,605百万人民元であった。

 

CCBロンドン

CCBロンドン（中国建設銀行（倫敦）有限公司（China Construction Bank (London) Limited））は、英

国で登記されている当行の完全所有子会社であり、当行の英ポンド決済センターとなっている。2009年３

月、CCBロンドンは英国の金融規制当局により発行された銀行業務免許を取得した。2014年６月、PBCに

よってロンドンの人民元決済銀行に任命された。2016年８月、その人民元決済銀行としての機能は当行ロ

ンドン支店に移管され、当グループ全体のリソースの支援もあり、ロンドンでの人民元決済銀行としての

優位性が総合的に改善された。CCBロンドンの登記済資本金は200百万米ドル（1.5十億人民元）で、主に法

人預金および法人貸出、国際決済および貿易金融、人民元および英ポンドの清算、資金運用金融商品に従
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事している。CCBロンドンは、英国における中国系機関、中国に投資している英国企業、両国間の貿易に関

与する企業へのサービス提供を専業としており、英国および欧州における当行の顧客サービス水準を常に

向上させている。2016年末現在のCCBロンドンの総資産は9,664百万人民元、株主資本は3,392百万人民元で

あった。2016年の純利益は44百万人民元であった。

 

CCBロシア

CCBロシア（中国建設銀行（俄羅斯）有限公司（China Construction Bank (Russia) Limited Liability

Company））は、2013年３月にロシアで登記された当行の完全所有子会社であり、4.2十億ルーブルの登記

済資本金を有する。

CCBロシアはロシア連邦中央銀行が発行した総合銀行免許を保有しており、主にシンジケート・ローン、

相対ローン、貿易金融、国際決済、資金管理業務、金融機関向け業務、清算業務、キャッシュビジネス、

預金業務および貸金庫サービス等に従事している。2016年末現在のCCBロシアの総資産は2,666百万人民

元、株主資本は611百万人民元であった。2016年の純利益は42百万人民元であった。

 

CCBドバイ

2013年に設立されたCCBドバイ（中国建設銀行（油拝）有限公司（China Construction Bank (Dubai)

Limited））は、ドバイ金融サービス局（DFSA）が発行した「第一種銀行免許」を取得し、この免許によっ

て、CCBドバイが預金および貸付、ならびに投資を含む法人向け銀行業務に従事することが可能となった。

2014年10月、取締役会は、当グループの優位性を十分に発揮するために、CCBドバイの免許の支店免許への

変更を承認した。2016年2月、CCBドバイはドバイ国際金融センター支店への業務データの移転を完了し

た。したがって、CCBドバイのすべての事業をドバイ国際金融センター支店が引き継いだ。2016年10月、ド

バイ国際金融センターの会社登記局が、CCBドバイにより提出された清算申請を承認するレターを発行し、

同行はその後正式に抹消された。

 

CCBヨーロッパ

CCBヨーロッパ（中国建設銀行（欧州）有限公司（China Construction Bank (Europe) S.A.））はルク

センブルグで登記された当行の完全所有子会社で、登記済資本金は200百万ユーロである。CCBヨーロッパ

は、2013年７月にすべての銀行業務機能に関するルクセンブルグ財務省の銀行免許を取得した。ルクセン

ブルグを拠点として、2015年にパリ、アムステルダム、バルセロナおよびミラノに新たな支店を開設し

た。2016年12月、CCBヨーロッパのワルシャワ支店に免許が付与された。

CCBヨーロッパは、企業金融業務と金融市場業務に重点を置きながら、主に欧州に進出している中国の

中・大規模の「グローバル化」企業および中国に進出している欧州の多国籍企業にサービスを提供してい

る。2016年末現在のCCBヨーロッパの総資産は5,919百万人民元、株主資本は1,333百万人民元であった。

2016年の純利益はマイナス81百万人民元であった。

 

CCBニュージーランド

CCBニュージーランド（中国建設銀行（新西蘭）有限公司（China Construction Bank (New Zealand)

Limited））はニュージーランドで2014年７月に登記された当行の完全所有子会社で、設立時登記済資本金

は50百万米ドルであった。2016年７月、当行は、100百万米ドル相当額のニュージーランドドルによりCCB

ニュージーランドの増資を行った。増資後のCCBニュージーランドの登記済資本金は199百万ニュージーラ

ンドドルとなった。

CCBニュージーランドは、総合的な質の高い金融サービス（中国の「グローバル化」企業およびニュー

ジーランドの現地顧客への法人向け貸出、貿易金融、人民元決済および資金取引を含む。）を提供するた

めのホールセールおよびリテールの業務免許を有する。それと同時に、CCBニュージーランドは個人顧客に

住宅ローンを提供しており、富裕層の個人顧客の金融需要を満たしている。2016年末現在のCCBニュージー
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ランドの総資産は3,276百万人民元、株主資本は944百万人民元であった。2016年の純利益は10百万人民元

であった。

 

CCBマレーシア

CCBマレーシア（中国建設銀行（馬来西亞）有限公司（China Construction Bank (Malaysia)

Berhad））はマレーシアで登記された当行の完全所有子会社であり、823百万マレーシアリンギットの設立

時登記済資本金を有する。2016年10月１日に商業銀行免許を取得した。

CCBマレーシアは、ホールセールおよびリテールの銀行業務に従事しており、主に、「一帯一路」構想に

基づき国内主要顧客、二国間貿易企業、マレーシア現地の大型インフラプロジェクトにサービスを提供す

るほか、国内および海外の顧客に多角的な視野に立った金融サービス（グローバルな信用供与、貿易金

融、サプライチェーン金融、マレーシアリンギットや人民元などの通貨決済、資金取引を含む。）を提供

している。2016年末現在のCCBマレーシアの総資産は1,274百万人民元、株主資本は1,274百万人民元であっ

た。

 

CCBブラジル

CCBブラジル（中国建設銀行（巴西）股份有限公司（China Construction Bank (Brasil) Banco

Múltiplo S/A））は、1938年に設立された比較的大型の中堅銀行であったその前身のバンコ・インダスト

リアル・エ・コメルシアルS.A.（以下「BIC銀行」という。）を基礎としており、サンパウロ市に本店を置

いている。BIC銀行は、主に法人向け貸出業務に従事していたが、資金業務および個人向け融資などの銀行

サービスならびにリースおよび有価証券取引などのノンバンク金融サービスも提供していた。BIC銀行は

2007年以降サンパウロ証券取引所（BOVESPA）に上場されていた。

当行は2014年８月29日にBIC銀行の買収を完了し、その株式の73.96％を取得した。当行は、現地法令に

従って、2015年８月にBIC銀行の残りの取引可能株式の買付けを開始し、2015年12月にこの取引を完了し

た。その後、BIC銀行の上場廃止および中国建設銀行（巴西）股份有限公司への同行の社名変更が行われ

た。2016年末現在、CCBブラジルはブラジル国内に37の国内支店とケイマンに１支店を有し、店舗はブラジ

ル国内の大半の州や主要な市をカバーしていた。CCBブラジルは完全所有子会社５社と合弁事業１社を有す

る。子会社はそれぞれ、設備リース、個人向けローン、有価証券サービス、VISAグループのクレジット

カード、プリペイドカードの発行およびデータ処理に従事している一方、合弁事業はファクタリングと

フォーフェイティング事業に焦点を当てている。2016年末現在のCCBブラジルの総資産は33,438百万人民

元、株主資本は2,989百万人民元であった。2016年の純利益はマイナス605百万人民元であった。

 

CCBインドネシア

CCBインドネシア（中国建設銀行（印度尼西亞）股份有限公司（PT Bank China Construction Bank

Indonesia Tbk））は、PTバンク・ウィンドゥ・クンチャナ・インターナショナルTbk（2008年１月にPT

Bank Multicor TbkとPT Bank Windu Kentjanaとの合併によって設立され、インドネシア証券取引所に上場

された小中規模の商業銀行）を基礎としており、1.66兆インドネシアルピアの登記済資本金を有する。

ジャカルタに本店を有するCCBインドネシアは現在、インドネシア全体に112店舗の支店および営業所を有

し、主に貸出および預金、決済、外国為替およびその他の商業銀行業務に従事している。

当行は、2016年９月28日にPTバンク・ウィンドゥ・クンチャナ・インターナショナルTbkの株式の60％の

取得を完了した。2016年12月31日現在、当行が株式の60.00％を所有し、26.53％が当初株主のジョニー・

ウィラートマジャ氏により所有され、残りの13.47％が一般に流通していた。銀行名は、現在ではPTバン

ク・ウィンドゥ・クンチャナ・インターナショナルTbkから、中国建設銀行（印度尼西亞）股份有限公司に

変更済みである。2016年末現在のCCBインドネシアの総資産は6,398百万人民元、株主資本は1,240百万人民

元であった。2016年の純利益は15百万人民元であった。
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統合された業務子会社

当グループは統合業務の枠組みをあらかじめ確立し、徐々に総合金融サービスの最適化を行ってきた。

2016年末現在、当グループはノンバンク金融セクターでCCBプリンシパル・アセット・マネジメント、CCB

ファイナンシャル・リーシング、CCB信託、CCB生命保険、CCBフューチャーズ、CCBインターナショナル、

CCB年金およびCCB損害保険などの子会社を所有しているほか、特定の産業や地域において専門的かつ差別

化されたサービスを提供する銀行（中徳住宅貯蓄銀行と27行の地方銀行を含む。）を数行設立している。

統合された業務子会社の事業は全体的に順調に発展しており、事業は着実に拡大し、資産の質も健全であ

る。2016年末現在、統合された業務子会社の総資産は370,946百万人民元、前年比39.14％の増加であっ

た。純利益は35.81％増の5,290百万人民元に達した。

 

CCBプリンシパル・アセット・マネジメント

CCBプリンシパル・アセット・マネジメント（建信基金管理有限責任公司（CCB Principal Asset

Management Co., Ltd.））の登記済資本金は200百万人民元で、このうち当行が65％、プリンシパル・ファ

イナンシャル・サービシズ・インク（Principal Financial Services, Inc.）と中国華電集団資本控股有

限公司（China Huadian Capital Holdings Company Limited）がそれぞれ25％と10％を出資している。CCB

プリンシパル・アセット・マネジメントは、ファンドの募集および販売、資産運用その他、CSRCから許可

された事業に従事している。

2016年、CCBプリンシパル・アセット・マネジメントは様々な事業で過去最高の業績を達成した。2016年

末現在、CCBプリンシパル・アセット・マネジメントが運用するファンド総額は1,240,041百万人民元で

あった。このうち公募ファンドが377,061百万人民元で、初めて業界上位６社の仲間入りを果たした。特別

勘定業務は417,679百万人民元となり、前年比158％増であった。2016年末現在のCCBプリンシパル・アセッ

ト・マネジメントの総資産は2,679百万人民元、株主資本は2,181百万人民元、純利益は913百万人民元で

あった。

 

CCBファイナンシャル・リーシング

CCBファイナンシャル・リーシング（建信金融租賃有限公司（CCB Financia Leasing Corporation

Limited）は、当行の完全所有子会社であり、8,000百万人民元の登記済資本金を有する。CCBファイナン

シャル・リーシングは主に、ファイナンス・リース、ファイナンス・リース資産の譲渡および購入、確定

利付証券への投資、レッシーからの保証金の受取り、銀行間貸出、金融機関からの借入れ、海外からの借

入れ、リースの売却および処分、経済アドバイザリー、国内保税地域でファイナンス・リース事業を行う

プロジェクト会社の設立、子会社およびプロジェクト会社の外部資金調達における保証の提供に従事して

いる。

2016年、CCBファイナンシャル・リーシングは着実に発展と変革を推し進め、競争優位の事業にさらなる

進出を果たし、航空機リース、グリーン・リースおよび生活サービスの特徴的なブランド３種を確立し

た。海外市場の積極的拡大のために自社の海外プラットフォームを存分に活用し、国際化の実現という目

標に向けて確かな一歩を記録した。資産の質を業界内でも相対的に優れた水準に保つために、積極的かつ

効果的なリスク防止手段も採用した。加えて、収益性、資本収益率、業界での地位および市場競争力にお

いても、注目すべき躍進を果たした。2016年末現在のCCBファイナンシャル・リーシングの総資産は

126,521百万人民元、株主資本は11,958百万人民元であった。純利益は1,266百万人民元であった。

 

CCB信託

CCB信託（建信信託有限責任公司（CCB Trust Co., Limited））は1,527百万人民元の登記済資本金を有

し、当行、合肥興泰控股集団有限公司（Heifei Xingtai Financial Holding (Group) Co., Ltd.）および

合肥市国有資産控股有限公司（Hefei Municipal State-owned Assets Holding Corporation Limited）が

それぞれ67％、27.5％および5.5％出資している。同社の主な事業には、信託業務、投資銀行業務および伝
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統的業務が含まれている。信託業務は主に単独資金信託、集合資金信託、不動産信託、株式信託および家

族信託によって構成されている。信託資産は、主に貸出の実行と投資に使用される。投資銀行業務は、主

としてファイナンシャル・アドバイザリー、株式信託および債券引受によって構成されている。伝統的業

務は、主に貸出、株式投資および株式ファンドによる有価証券投資である。

2016年末現在の運用中の信託資産は1,306,196百万人民元であった。CCB信託の総資産は17,187百万人民

元、株主資本は10,040百万人民元であった。純利益は1,420百万人民元であった。

 

CCB生命保険

CCB生命保険（建信人寿保険股份有限公司（CCB Life Insurance Company Limited））は4,496百万人民

元の登記済資本金を有し、当行、中国人寿保険股份有限公司（台湾）（China Life Insurance Co., Ltd.

(Taiwan)）、全国社会保障基金理事会（National Council for Social Security Fund）、中国建銀投資有

限責任公司（China Jianyin Investment Limited）、上海錦江国際投資管理有限公司（Shanghai Jin

Jiang International Investment and Management Company Limited）および上海華旭投資有限公司

（Shanghai China-Sunlight Investment Co., Ltd.）が、それぞれ51％、19.9％、14.27％、5.08％、

4.9％および4.85％を出資している。CCB生命保険の事業範囲には、生命保険、医療保険、事故傷害保険等

の個人保険、およびこれらの保険の再保険などが含まれている。

2016年のCCB生命保険の保険料収入は、さらに拡大した業務分野と投資収益の着実な増加の結果、銀行系

保険会社の第１位にランクされた。2016年末現在のCCB生命保険の総資産は110,116百万人民元、株主資本

は7,880百万人民元であった。純利益は388百万人民元であった。

 

CCB損害保険

CCB損害保険（建信財産保険有限公司（CCB Property & Casualty Insurance Co., Ltd.））は2016年10

月18日に正式に設立され、１十億人民元の登記済資本金を有する。このうち、CCB生命保険、寧夏交通投資

有限公司（Ningxia Traffic Investment Co., Ltd.）および銀川通聯資本投資運営有限公司（Yinchuan

Tonglian Capital Investment Operation Co., Ltd.）がそれぞれ90.2％、4.9％および4.9％出資してい

る。CCB損害保険の事業範囲には、強制自動車事故賠償責任保険および自動車に関する商業保険などの自動

車保険、企業／家族財産保険および工業技術保険（特定リスクを除く。）、賠償責任保険、船体／貨物保

険、短期医療／事故傷害保険、ならびに以上の業務の再保険が含まれている。

2016年末現在のCCB損害保険の総資産は1,001百万人民元、株主資本は963百万人民元であった。純利益は

マイナス37百万人民元であった。

 

CCBインターナショナル

CCBインターナショナル（建銀国際（控股）有限公司（CCB International (Holdings) Limited）は当行

の香港の完全所有子会社であり、601百万米ドルの登記済資本金を有し、上場スポンサーおよび引受業務、

企業のM&Aおよびリストラクチャリング、直接投資、資産管理、有価証券の取次業務および市場リサーチな

どの投資銀行業務を提供している。

2016年、CCBインターナショナルの事業は持続可能で堅実な発展を維持した。CCBインターナショナル

は、同社が有価証券のスポンサー、引受会社やM&A財務顧問を務めるプロジェクトにおいて、中心的な役割

を果たした。コモディティ取引のためのグローバル取引プラットフォームの創設に取り組み、メットディ

スト・トレーディング・リミテッドの支配持分の取得を完了したほか、ロンドン金属取引所の世界でも９

社のリング・メンバーの一員となった。CCBインターナショナルは、実体経済に投資するよう公衆を先導

し、揚子江経済圏工業基金の発起に参加した。2016年末現在のCCBインターナショナルの総資産は54,443百

万人民元、株主資本は10,575百万人民元であった。純利益は1,184百万人民元であった。

 

CCBフューチャーズ
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CCBフューチャーズ（建信期貨有限責任公司（CCB Futures Co., Ltd.））は561百万人民元の登記済資本

金を有し、CCB信託および上海良友（集団）有限公司（Shanghai Liangyou (Group) Co., Ltd.）がそれぞ

れ80％および20％を出資している。CCBフューチャーズは、主に商品先物取次業務、金融先物取次業務およ

び資産管理業務に従事している。

2016年１月、CCBフューチャーズはリスク管理を行う完全所有子会社として建信商貿有限責任公司（CCB

Trading Company Limited）を設立し、その事業範囲をさらに拡大した。2016年、CCBフューチャーズの委

託取引額および顧客の預託金の規模は、2015年に比べて大幅に増加した。2016年末現在のCCBフューチャー

ズの総資産は6,564百万人民元、株主資本は638百万人民元であった。純利益は12百万人民元であった。

 

CCB年金

CCB年金（建信養老金管理有限責任公司（CCB Pension Management Co., Ltd.））は2.3十億人民元の登

記済資本金を有し、このうち当行および全国社会保障基金理事会がそれぞれ85％および15％所有してい

る。CCB年金は、全国社会保障基金の投資管理、企業年金基金の管理に関連する業務、老齢保障のための資

本管理の受託、およびこれらの事業向けの年金顧問業務を含む事業に主に従事している。

2016年のCCB年金の運用年金資産額は130十億人民元を超えた。地方の年金基金の投資管理および農民向

け養老保険商品において模範的革新を実現したほか、相対的に堅実な養老保険商品の商品システムを整え

た。2016年末現在のCCB年金の総資産は2,314百万人民元、株主資本は2,211百万人民元であった。純利益は

マイナス85百万人民元であった。

 

中徳住宅貯蓄銀行

中徳住宅貯蓄銀行（中徳住房儲蓄銀行有限公司（Sino-German Bausparkasse Co., Ltd.））の登記済資

本金は、２十億人民元である。当行とシュヴェービッシュ・ハル住宅金融金庫（Bausparkasse

Schwaebisch Hall AG）の持株比率は、それぞれ75.10％と24.90％である。住宅金融セクターの総合的機能

を備えた特化型商業銀行として、中徳住宅貯蓄銀行は、住宅貯蓄預金の受入れ、住宅貯蓄融資および住宅

ローンの提供、手頃な価格の住宅、低家賃の住宅、手頃な家賃の住宅および価格制限のある住宅の開発と

建築を支援する開発融資の提供に従事している。

2016年、積極的に戦略的変革を実行し、着実な事業発展を達成した。中徳住宅貯蓄銀行の住宅貯蓄商品

の販売額は、過去最高となる16,054百万人民元に達した。2016年末現在の中徳住宅貯蓄銀行の総資産は

28,486百万人民元、株主資本は2,858百万人民元であった。純利益は197百万人民元であった。

 

地方銀行

2016年末現在、当行は湖南省桃江県その他多くの地域で27行の地方銀行の設立に出資していた。これら

の地方銀行の登記済資本金の合計は2,819.50百万人民元で、このうち当行は1,378百万人民元を出資してい

る。

地方銀行は、「農業、農民および農村地域」ならびに地方の小企業・零細企業のための効率的な金融

サービスの提供に注力し、健全な業績を達成した。2016年末現在、27行の地方銀行の資産合計は16,664百

万人民元であり、株主資本は3,168百万人民元であった。貸出は、主に「農業および小企業・零細企業」に

供与され、貸出金残高は12,515百万人民元であった。純利益は38百万人民元であった。

 

 

地域部門別の内訳

下の表は、下記の期日における当グループの税引き前利益の地域部門別の内訳を示したものである。

 

 2016年 2015年
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（百万人民元、％を除く） 金額
全体に対する割合

（％）
金額

全体に対する割合

（％）

揚子江デルタ 39,885 13.51 27,033 9.06

珠江デルタ 36,973 12.52 30,269 10.14

渤海地域 47,629 16.13 48,249 16.16

中央部 46,280 15.68 50,615 16.96

西部 52,778 17.88 51,681 17.31

北東部 13,651 4.63 12,405 4.16

本店 51,243 17.36 72,935 24.43

海外 6,771 2.29 5,310 1.78

税引き前利益 295,210 100.00 298,497 100.00

 

下の表は、下記の期日における当グループの資産の地域部門別の内訳を示したものである。

 

 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在

（百万人民元、％を除く） 金額
全体に対する割合

（％）
金額

全体に対する割合

（％）

揚子江デルタ 3,287,924 13.18 2,565,723 12.82

珠江デルタ 2,248,437 9.02 1,756,844 8.78

渤海地域 2,341,560 9.39 1,988,554 9.94

中央部 3,227,603 12.94 2,855,335 14.27

西部 2,745,765 11.01 2,798,176 13.99

北東部 966,670 3.88 1,056,288 5.28

本店 8,456,699 33.91 5,835,333 29.17

海外 1,666,409 6.67 1,149,541 5.75

資産合計
(1)

24,941,067 100.00 20,005,794 100.00

(1)　除去資産および繰延税金資産を除いた総資産

 

下の表は、下記の期日における当グループの貸出金および不良債権の地域部門別の内訳を示したもので

ある。

 

 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在

（百万人民元、％を除く）

貸出金総額

全体に対

する割合

（％） 不良債権

不良債権

比率

（％） 貸出金総額

全体に対

する割合

（％） 不良債権

不良債権

比率

(%)
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揚子江デルタ 2,117,133 18.02 41,539 1.96 1,968,394 18.77 49,223 2.50

珠江デルタ 1,762,963 14.99 29,426 1.67 1,432,094 13.66 30,285 2.11

渤海地域 1,946,622 16.56 29,199 1.50 1,812,640 17.29 22,941 1.27

中央部 1,982,785 16.86 26,654 1.34 1,768,362 16.86 19,617 1.11

西部 1,953,377 16.61 29,435 1.51 1,803,236 17.20 24,668 1.37

北東部 643,515 5.47 14,794 2.30 612,441 5.84 11,998 1.96

本店 452,941 3.85 4,296 0.95 402,733 3.84 4,671 1.16

海外 897,696 7.64 3,347 0.37 685,240 6.54 2,577 0.38

顧客への貸出金総額 11,757,032 100.00 178,690 1.52 10,485,140 100.00 165,980 1.58
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下の表は、下記の期日における当グループの預金の地域部門別の内訳を示したものである。

 

 2016年12月31日現在 2015年12月31日現在

（百万人民元、％を除く） 金額
全体に対する割合

（％）
金額

全体に対する割合

（％）

揚子江デルタ 2,820,430 18.31 2,493,253 18.24

珠江デルタ 2,352,719 15.28 1,950,388 14.27

渤海地域 2,743,537 17.81 2,471,917 18.08

中央部 3,000,106 19.48 2,669,673 19.53

西部 2,957,827 19.20 2,657,132 19.44

北東部 1,071,195 6.95 997,192 7.30

本店 11,565 0.08 36,645 0.27

海外 445,536 2.89 392,333 2.87

顧客からの預金合計 15,402,915 100.00 13,668,533 100.00

 

 

支店網および経路の構築

当グループは広範な支店網を有し、世界全体に広がった支店、営業所、セルフサービス施設、専門の営

業所および電子バンキング・サービスのプラットフォームを通じ、顧客に便利で質の高い銀行サービスを

提供している。2016年末現在、当行は14,985ヶ所の営業拠点を有し、このうち、国内施設は、本店、37の

第一次支店、337の第二次支店、12,761の営業所、営業所管轄の1,819の出張所、本店内の専門クレジット

カードセンターを含めて14,956ヶ所、海外金融機関数は29であった。当行は、合計436ヶ所の施設（国内施

設214ヶ所および海外施設222ヶ所を含む。）を有する子会社44社を所有していた。

 

物理的経路

2016年、当行は、累積1,567件の店舗建設プロジェクトを開始した。これには地方での312件のプロジェ

クトが含まれている。当行は、2016年末までに、1,824名の専門家を擁する306（累積ベース）のプライ

ベート・バンキング専門事業体を設立し、「クレジット・ファクトリー」という形式の288ヶ所の小企業向

け営業センターを設けたほか、1,500ヶ所を超える個人向け貸出センターを設立した。個人向け貸出セン

ターの全体的な配置が改善され、業務プロセスも継続的な改良を行った結果、ブランドの影響力は高まっ

た。

旗艦店舗、統合店舗および小型店舗それぞれの設立　　当行は、高級ブランドのイメージを築き上げる

ための総合的な旗艦店舗群を設立した。小型店舗の建設と新たな事業分野および専門的市場への迅速な浸

透を進めることによって、「最後の１キロメートル以内」かつ低コストにより顧客のサービス需要に対応

した。業務プロセスの全体的なインテリジェンス化を通じて、総合店舗のスマート店舗化も促進した。そ

の結果、顧客体験がさらに改善されるとともに店舗の競争力が向上した。

STMの経路革新の推進　　当行は、物理的経路のスマート化を促進するために、セルフサービスのATM

（以下「STM」という。）の革新および適用を進めた。STMにより店舗の機器機能は完全に統合され、当初
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の窓口業務プロセスは大幅に最適化されて業務処理時間が著しく短縮された。当行は、STMによる19分野

180種類の業務を開始した。試験的適用や普及に伴い、STMの能力は着実に向上しており、窓口業務のプ

レッシャーは大幅に緩和されている。

セルフサービス経路の絶え間ない最適化　　当行は、地方にリソースを傾斜配分しつつ、店舗以外のセ

ルフサービス機器の配備を進めることによって、サービスのカバーエリアを効果的に拡大した。業界で初

めて非接触式の引出しおよび照会機能をApple Pay、Samsung Pay、華為Payおよび小米Payに導入すること

により、セルフサービス機器の機能革新と適用を加速させ、顔や声紋認証による引出しを実現するととも

に、オンラインとオフライン経路のシナジー促進のために公安部から要請されている「自動身元確認」の

試験適用を推進した。2016年末現在、稼働中のATMは97,534台であり、前年から6,034台（6.59％）増加し

た。稼動中のセルフサービス銀行数は27,872ヶ所で、前年比3,178ヶ所（12.87％）増加した。ATMを通じた

口座取引件数は窓口経由の5.3倍となり、窓口業務に代わるATMの能力が一段と向上した。

 

店舗の改革

2016年末までに、当行の累積統合店舗数は5,190店増加し、統合店舗数は総店舗数の99％を占めた。統合

された窓口担当者数は94.8千人となり、フロントオフィスの窓口担当者の97％を占めた。統合されたマー

ケティングチーム数は21,175にのぼり、統合されたすべての店舗においてマーケティングの協力を行っ

た。業務を本店レベルに集約したことで、店舗のフロントオフィスやミドルオフィスの事業分野から、子

会社や海外事業分野までそのサポート範囲は拡大し、本店では100種類の業務の集中処理を引き受けてお

り、１日当たりの取引件数は1.16百万件に達した。当行の集約度のレベルと業務効率性は著しく向上し

た。

 

電子的経路

2016年、当行のインターネット金融事業は金融エコシステムの構築に重点を置き、インターネットの思

考や技術を十分に活用することで市場と顧客のニーズに速やかに対応するとともに、伝統的な銀行業務の

サービスから総合的な電子バンキング・サービスへの変革を経て、当行の「顧客獲得および活性化」のた

めの価値を創出した。電子バンキングおよびセルフサービス経路を通じた口座取引が、すべての経路を通

じた取引の97.82％（2015年比2.24ポイント上昇）を占めたことから、当行の主要経路としての電子バンキ

ング機能がさらに強調された。

 

モバイル金融

当行は、eアカウント、迅速なオンライン個人向け貸出、外貨決済および外貨取引、e経路銀行証券エク

スプレス、記念硬貨の予約などの新たなブランド機能の立ち上げにより、モバイルビジネスの商品革新と

事業推進を加速させた。WeChatバンキング事業ではマイクロ金融サービスを立ち上げたが、これにはマイ

クロゴールド、スマート301ホスピタル、記念硬貨の予約、WeChat e.ccb.com、「通知＋申込み」の方法に

よるWeChatゴールド（現物）およびその他のサービス（全国的なトップアップ・カード、全国的なモバイ

ル交通用トップアップ、去哪（Qunar）出張などを含む。）が含まれる。スマートサービスの対象範囲はさ

らに拡大した。スマート小微（Smart Xiaowei）は、延べ300百万人超のサービスを累計で顧客に提供した

が、これは当行がマニュアルで顧客サービスを行った場合にかかる総負荷の２倍に相当する。2016年末現

在のモバイル・バンキング顧客数は2015年に比べて22.08％増加し、223.21百万人となった。SMS金融サー

ビスの顧客数は2015年比15.93％増の337.54百万人に達した。当行のWeChat公式アカウントをフォローして

いるWeChatバンキング顧客数は、2015年に比べて61.66％増加し、53.24百万人となった。モバイル・バン
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キングの取引額は、98.16％増の30.55兆人民元にのぼった。取引件数は86.16％増の20,763百万件であっ

た。

 

オンライン・バンキング

当行は、個人向けオンライン・バンキングの新バージョンに、ワンクリックのクレジットカード決済、

外国為替レートの照会およびその他の機能を加えたほか、小企業・零細企業向けの迅速なオンライン融資

および株式オプションを含むサービスを立ち上げ、顧客の幅広い認知を獲得した。法人向けオンライン・

バンキングでは、オンライン決済プラットフォームの預金およびコール預金、グローバル口座照会、高額

送金の通知その他の機能が追加されたほか、「スマート医療」、「eスマート連携」（法人向けオンライ

ン・バンキングを通じた企業と銀行の直接連携）、「e保険ライフ」を立ち上げたが、これらは顧客が医療

サービスを受け、医療保険の支払いを行うのを支援するものである。CCBアジアおよびCCB香港支店におい

て、法人向けオンライン・バンキングの海外版の立上げに成功した。2016年末現在、個人向けオンライ

ン・バンキングの顧客数は2015年比13.40％増の236.76百万人であった。法人向けオンライン・バンキング

の顧客数は2015年比20.95％増の4.86百万社に達した。2016年の個人向けオンライン・バンキングの取引件

数は35.59％増加し、18,010百万件となった。法人向けオンライン・バンキングの取引額は前年比20.30％

増の214.88兆人民元であった。

 

E.ccb.com

当行は、e.ccb.comの法人向けモールおよび小売モールにより、生産、供給および販売方法を確立したほ

か、企業向けインターネット・サプライチェーンのサービスを共同で開発、提供するために複数の大手企

業顧客（貴州茅台（Kweichow Moutai）グループおよび江西銅業（Jiangxi Copper Corporation）を含

む。）と協力した。地方の特色ある産業やサービスの販売促進のため、地方を取り上げるコラムを開設す

るにあたり21の地方政府および業界団体と提携し、また海外商品のパビリオンを積極的に構築するため、

寧波自由貿易地域でのクロスボーダー保護関税輸入を通じた商品の「クロスボーダー・ショッピング」を

促進した。2016年のE.ccb.comの累積取引額は138,398百万人民元であった。

 

テレフォン・バンキング

当行は、スマートかつ多機能で便利な統一された顧客サービスのプラットフォームを確立し、スマート

な顧客サービスの構築を力強く推進するため、モバイル・オンラインサービスなどのモバイル金融の新た

なサービス経路を拡大した。2016末現在の95533番テレフォン・バンキングの顧客数は242百万人であっ

た。スマート・カスタマーサービスの量は85.45％増加し、セルフヘルプ方式のサービスがテレフォン・バ

ンキングサービスの75.06％を占めた。

 

情報技術および商品の革新

情報技術

2016年、当行は、当行の事業の革新および発展を支えるために、安全な運用の確保と「新世代の中核的

バンキング・システム」の構築に焦点を合わせ、情報技術分野での取組みを強化した。

安全で安心できる運用の維持とサービス改善のための新技術の適用における業界リーダー　　2016年、

すべての情報システムは安定的に稼働し、全主要システムの稼働率は100％であった。主要システムのピー

ク数値、取引額、取引件数および顧客数はすべて上昇し、同業他社を上回る成績を上げた。システムの処

理能力、取引成功率、平均応答時間およびバッチ処理の効率性などの技術的指標において、業界をリード

した。
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「新世代の中核的バンキング・システム」の主要プロジェクトの立上げがもたらした卓越した業績　　

当行は、安全性およびセキュリティ、柔軟な拡張性およびビジネス機能の迅速な配備のサポートを特徴と

する金融クラウド・プラットフォームを確立した。本店および支店、国内および海外、親会社および子会

社をカバーする多次元で高水準の企業レベルの一連の情報システムも開発し、当行の変革および発展を力

強く支えるとともにインターネット時代における当行の中核的競争力を大幅に向上させた。新世代の中核

的バンキング・システムの機能が、相次いでリリースされた。積極的にリスクを特定し、ダイナミックに

これを封じる能力を継続的に強化することで、外部からの攻撃や不正行為に効果的に対処し、システムや

資金の安全性を確保した。当行は、商品やサービスを革新し、近距離無線通信（NFC）、QRコードおよび生

体認証技術を統合した決済商品である「ロング・ペイ」を迅速に立ち上げ、STMを幅広く活用したほか、ワ

ンストップ商業登記については産業・商務担当部局と協力した。国内および海外の両方で、同じ一連のIT

システムのバージョンを用いて事業を行ったのは、当行が初めてである。チリ支店およびCCBヨーロッパの

ワルシャワ支店が無事開業した。

 

商品の革新

2016年、当行は1,900項目を超える商品革新を完了するとともに多くの先進的な商品を立ち上げ、商品革

新の強化、主要な商品刷新の実施ならびに商品の複製および販売促進を加速させることにより、総体的に

良い効果を生み出した。

当行は、北京・天津・河北地域の非首都機能の分散化のためのローン商品の試験販売を行ったほか、ス

ポンジシティ（雨水を吸収、蓄積し、生活用水や飲み水として使用できる都市）や多用途トンネルのため

の建築ローンの商品設計を完了した。海外支店では、海外キャッシュ・マネジメント・コレクション・ア

ンド・ペイメントやタイミング・キャッシュ・プールなどの商品を立ち上げた。個人顧客向けの金融エコ

システムを構築するため、パイロット支店においてスマート野菜市場などのライフサービス関連のスマー

ト・シナリオ・アプリケーションを６種類実行に移し、主要な顧客グループ向けの４種類の総合的サービ

スプランを完成させた。さらに、当行は、上海自由貿易区支店における新たな資産負債管理などの５件の

プラットフォームの構築を推し進め、文書業務センターを統合し、国際的なファクタリングおよびフォー

フェイティングの新たなビジネスモデルを開発した。
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第４【設備の状況】
 
 

１【設備投資等の概要】

 

本書第６の１「財務書類」注記32参照のこと。

 

２【主要な設備の状況】

 

本書第４の１「設備投資等の概要」参照。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

 

当行の2017年度の固定資産投資予算は、当行の成長戦略に従って当行が作成しているが、当行の主力部

門の競争力と長期的価値の創造力の向上を目指し、外部的な経済情勢、政策および環境ならびに市場勢力

図を十分に斟酌したものである。予算配分の全般的条件としては、総額という観点からは、過年度の債務

補填の重視から通常の生産・運営の確保の重視への転換、組織面では事業変革の重視と事業発展の支援、

また、スマートカウンターに代表されるセルフサービス方式の構築への取組みと事業発展との関連で閉鎖

されたスマートカウンターに支出済みの設備投資の重視、作業能力と作業効率の向上に適切な生産インフ

ラの整備、ならびに非生産業務のための購入や建物に対する支出の厳格な管理が挙げられる。2017年度予

算における固定資産投資計画は、前年比6.0十億人民元（27.3％）減の16.0十億人民元となっている。

 

 

第５【提出会社の状況】
 

 

１【株式等の状況】

 

（１）【株式の総数等】

 

　①【株式の総数】

（2016年12月31日現在）

授権株数 種類 発行済株式総数 未発行株式数

- 普通株式 250,010,977,486株 -

- 優先株式 152,500,000株 -

（注記）中国の会社法には「授権株式」と同様の仕組みは存在しない。

 

　②【発行済株式】

（2016年12月31日現在）

記名・無記名の別
および

額面・無額面の別
種類 発行数

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

詳細  

記名式額面
（1.00人民元）

普通株式 240,417,319,880株
香港証券取引所

有限公司
Ｈ株  

記名式額面
（1.00人民元）

普通株式 9,593,657,606株 上海証券取引所 Ａ株  
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計 － 250,010,977,486株 － －  

 

（2016年12月31日現在）

記名・無記名の別
および

額面・無額面の別
種類 発行数

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

詳細  

記名式額面
（100.00人民元）

優先株式 152,500,000株
香港証券取引所

有限公司
中国国外優先株式  

優先株式の概要については、本書第６の１「財務書類」注記52(2)(a)を参照のこと。

 

（２）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

該当なし。

 

（３）【発行済株式総数及び資本金の推移】

普通株式

(2016年12月31日現在)

年月日
発行済株式総数
（全額払込済）

資本金 摘要

2007年９月25日 233,689,084,000株 233,689,084,000人民元
上海証券取引所への上場に伴うＡ株
発行

2010年11月19日 234,282,741,606株 234,282,741,606人民元 Ａ株10株に対して0.7の株主無償割当

2010年12月16日 250,010,977,486株 250,010,977,486人民元 Ａ株10株に対して0.7の株主無償割当

 

優先株式

(2016年12月31日現在)

年月日
発行済株式総数
（全額払込済）

資本金 摘要

2015年12月16日 152,500,000株 3,050,000,000米ドル 中国国外優先株式の発行

 

（４）【所有者別状況】

 

下記(5)「大株主の状況」を参照のこと。

 

（５）【大株主の状況】

 

株主の数および株式保有の明細

報告期間終了時現在の当行の普通株主は426,488名で、このうちＨ株の株主は47,926名、Ａ株の株主は

378,562名であった。2017年２月28日現在の当行の普通株主は410,678名で、このうちＨ株の株主は47,693

人、Ａ株の株主は362,985名であった。

 

（単位：株)

普通株主数合計 426,488（2016年12月31日現在のＡ株とＨ株の登録株主の総数）

上位10名の株主の株式保有の内訳
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株主の名称 株主の性質
株式

保有割合
（％）

保有株式総数
売買制限の
付されている

株式数

担保権が設定
または凍結
された株式数

報告期間中の
株式保有の

変動

匯金公司
(1) 国

57.03 142,590,494,651(Ｈ株) なし なし -

0.08 195,941,976(Ａ株) なし なし -

香港中央結算（代理人）

有限公司
(1) (2)

外国法人 36.70 91,751,137,912(Ｈ株) なし 不明 該当なし

中国証券金融股份有限公

司
国有法人 1.03 2,567,280,339(Ａ株) なし なし +55,120,283

宝武鋼鉄集団
(2) (3) 国有法人

0.80 2,000,000,000(Ｈ株) なし なし -

- -(Ａ株) なし なし -50,000,000

国家電網
(2) (4) 国有法人 0.64 1,611,413,730(Ｈ株) なし なし -

長江電力
(2) 国有法人 0.41 1,015,613,000(Ｈ株) なし なし -

益嘉投資有限公司 外国法人 0.34 856,000,000(Ｈ株) なし なし -

中央匯金資産管理有限責

任公司
(1)

国有法人 0.20 496,639,800(Ａ株) なし なし -

香港中央決算有限公司
(1) 外国法人 0.12 291,906,124(Ａ株) なし なし +220,998,589

和諧健康保険股份有限公

司－ユニバーサル商品

国内の非国
有法人

0.05 131,275,570(Ａ株) なし なし -

(1)　中央匯金資産管理有限責任公司は、匯金公司の完全所有子会社である。報告期間終了時現在、匯金公司と中央匯

金資産管理有限責任公司が保有していた当行株式の総数は、報告期間開始時と比べて変更はなかった。香港中央

結算（代理人）有限公司は、香港中央決算有限公司の完全所有子会社である。これを除き、当行は、上記株主間

に存在するいかなる連結関係や協調行為も認識していない。

(2)　2016年12月31日現在、国家電網と長江電力は、それぞれ当行のＨ株を1,611,413,730株および1,015,613,000株所

有していたが、これらはすべて香港中央結算（代理人）有限公司名義で保有されていた。宝武鋼鉄集団は、当行

のＨ株を2,000,000,000株所有していたが、そのうち550,000,000株は香港中央結算（代理人）有限公司名義で保

有されていた。国家電網と長江電力が所有する上記のＨ株および宝武鋼鉄集団が所有する550,000,000株のＨ株

を除き、当行のＨ株91,751,137,912株が香港中央結算（代理人）有限公司名義で保有されていたが、その中には

テマセクが所有するＨ株も含まれていた。

(3)　2016年11月17日、宝鋼集団有限公司は、正式にその名称を中国宝武鋼鉄集団有限公司に変更した。

(4)　2016年12月31日現在、国家電網がその完全所有子会社を通じて保有する当行のＨ株は以下のとおりである。国網

英大国際控股集団有限公司54,131,000株、国家電網国際発展有限公司1,315,282,730株、魯能集団有限公司

230,000,000株および深圳国能国際商貿有限公司12,000,000株。

 

２【配当政策】

 

2014年年次株主総会で検討、承認が行われた当行定款の修正に従い、当行は、現金、株式および現金と株

式の組み合わせにより配当を分配することができる。特別な場合を除き、当行が利益を上げ、未分配のプラ

スの累積利益を有する年においては現金配当を行うものとする。当行が１年間に分配する利益は、連結ベー
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スでその年の当行株主帰属純利益の10％を下回らないものとする。利益分配方針の調整にあたっては、取締

役会が調整についての議論と調整理由の検証を行い、書面による報告書を作成する。独立非業務執行取締役

が自らの意見を述べ、議案は株主総会の特別決議により承認される。株主が利益分配方針の調整についての

議論や承認を行うに際し、当行はオンライン投票チャネルを株主に提供する。

当行による利益分配方針の策定や実施は、定款の規定や株主総会決議の要請に従う。当行は、健全な意思

決定手続や仕組みと厳密な配当基準と配当性向を有している。独立非業務執行取締役がデューディリジェン

スを実施し、利益分配案の意思決定過程においては勤勉にその役割を果たした。少数株主は自由に意見や要

望を述べることができ、その正当な権利および利益は完全に保護されている。

 

2016年度に関する現金配当の金額と当行純利益に対する現金配当の比率は、以下のとおりである。

 2016年

現金配当 69,503人民元

純利益に対する現金配当比率
１ 30.03％

1　純利益とは連結ベースでの当行株主帰属純利益をいう。現金配当の詳細については、本書第６の１「財務書

類」注記57を参照のこと。

 

下記の2016年度の利益分配案は、2017年６月15日に開催された2016年年次株主総会で可決された。関連

日に登録されているすべての株主に対し、現金配当が行われる。

（1）2016年の当行の税引き後利益224,128百万人民元のうち10％の利益（22,413百万人民元）を、法定余

剰準備金として割り当てること。

（2）中国財政部の発行した「金融機関による準備金積立に関する管理措置」（財金［2012］第20号）に従

い、一般準備金として34,228百万人民元を留保すること。

（3）2016年度の現金配当として、１株当たり0.278人民元（税引き前）が当行の全株主（2017年６月29日

の取引終了後の株主名簿への登録株主）に分配され、現金配当は合計で69,503百万人民元となるこ

と。

（4）2016年度は、資本準備金から株式資本への振替は行わないこと。

 

 

３【株価の推移】

 

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

＜香港証券取引所 － Ｈ株＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：香港ドル）

年 2012 2013 2014 2015 2016

高値
6.59

(¥95)

6.71

(¥96)

6.41

(¥92)

7.94

(¥114)

6.10

(¥87)

安値
4.75

(¥68)

5.08

(¥73)

4.92

(¥71)

5.06

(¥73)

4.31

(¥62)

出典：ブルームバーグ・エルエルピー

 

＜上海証券取引所 － Ａ株＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人民元）
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年 2012 2013 2014 2015 2016

高値
4.93

(¥80)

5.08

(¥82)

6.73

(¥109)

7.47

(¥121)

5.73

(¥93)

安値
3.83

(¥62)

3.96

(¥64)

3.78

(¥61)

4.60

(¥74)

4.53

(¥73)

出典：ブルームバーグ・エルエルピー

 

（２）【当事業年度中最近６月間の月別最高・最低株価】

 

＜香港証券取引所 － Ｈ株＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：香港ドル）

月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

高値
5.48

(¥79)

5.85

(¥84)

6.14

(¥88)

5.97

(¥86)

5.90

(¥85)

5.98

(¥86)

安値
4.98

(¥71)

5.22

(¥75)

5.71

(¥82)

5.56

(¥80)

5.42

(¥78)

5.42

(¥78)

出典：ブルームバーグ・エルエルピー

 

＜上海証券取引所 － Ａ株＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人民元）

月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

高値
5.19

(¥84)

5.54

(¥90)

5.34

(¥86)

5.30

(¥86)

5.76

(¥93)

5.84

(¥94)

安値
4.74

(¥77)

5.01

(¥81)

5.12

(¥83)

5.12

(¥83)

5.21

(¥84)

5.29

(¥86)

出典：ブルームバーグ・エルエルピー

 

 

４【役員の状況】

 

(1) 取締役、監査役および幹部役員の詳細　（本書提出日現在）

（性別ごとの取締役、監査役および幹部役員の人数：男性23名、女性４名（女性の割合：約15％））

 

当行取締役

 

氏名 役職 性別 年齢 任期

王洪章

（Wang Hongzhang）

取締役会会長兼

業務執行取締役

男性 62 2012年１月～2017年年次総会

王祖継

（Wang Zuji）

取締役会副会長兼

業務執行取締役兼総裁

男性 58 2015年７月～2017年年次総会

龐秀生

（Pang Xiusheng）

業務執行取締役兼

業務執行副総裁

男性 58 2015年８月～2017年年次総会

章更生

（Zhang Gengsheng）

業務執行取締役兼

業務執行副総裁

男性 56 2015年８月～2017年年次総会
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李軍

（Li Jun）

非業務執行取締役 男性 57 2015年９月～2017年年次総会

郝愛群

（Hao Aiqun）

非業務執行取締役 女性 60 2015年７月～2017年年次総会

董軾

（Dong Shi）

非業務執行取締役 男性 51 2011年９月～2016年年次総会

馮婉眉

（Anita Fung Yuen Mei）

独立非業務執行取締役 女性 56 2016年10月～2017年年次総会

カール・ウォルター

（Carl Walter）

独立非業務執行取締役 男性 69 2016年10月～2017年年次総会

張龍

（Zhang Long）

独立非業務執行取締役 男性 51 2014年１月～2018年年次総会

鍾瑞明

（Chung Shui Ming Timpson）

独立非業務執行取締役 男性 65 2013年10月～2018年年次総会

ウィム・コック

（Wim Kok）

独立非業務執行取締役 男性 78 2013年10月～2016年年次総会

マリー・ホーン

（Murray Horn）

独立非業務執行取締役 男性 62 2013年12月～2018年年次総会

退任取締役     

陳遠玲

（Chen Yuanling）

非業務執行取締役 女性 53 2010年８月～2016年６月

徐鐵

（Xu Tie）

非業務執行取締役 男性 63 2013年９月～2016年６月

郭衍鵬

（Guo Yanpeng）

非業務執行取締役 男性 54 2014年１月～2017年２月

梁高美懿

(Margaret Leung Ko May Yee)

独立非業務執行取締役 女性 64 2013年12月～2016年６月

 

当行監査役

 

氏名 役職 性別 年齢 任期

郭友

（Guo You）

監査役会会長 男性 59 2014年６月～2016年年次総会

劉進

（Liu Jin）

株主代表監査役 女性 52 2004年９月～2018年年次総会

李暁玲

（Li Xiaoling）

株主代表監査役 女性 59 2013年６月～2018年年次総会

李秀昆

（Li Xiukun）

従業員代表監査役 男性 59 2016年１月～2018年年次総会
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靳彦民

（Jin Yanmin）

従業員代表監査役 男性 55 2016年１月～2018年年次総会

李振宇

（Li Zhenyu）

従業員代表監査役 男性 56 2016年１月～2018年年次総会

白建軍

（Bai Jianjun）

外部監査役 男性 51 2013年６月～2018年年次総会

退任監査役     

金磐石

（Jin Panshi）

従業員代表監査役 男性 52 2010年６月～2016年１月

張華建

（Zhang Huajian）

従業員代表監査役 男性 61 2013年６月～2016年１月

王琳

（Wang Lin）

従業員代表監査役 男性 61 2014年１月～2016年１月

王辛敏

（Wang Xinmin）

外部監査役 男性 65 2013年６月～2016年６月

 

当行幹部役員

 

氏名 役職 性別 年齢 任期

王祖継

（Wang Zuji）

総裁 男性 58 2015年７月～

龐秀生

（Pang Xiusheng）

業務執行副総裁 男性 58 2010年２月～

章更生

（Zhang Gengsheng）

業務執行副総裁 男性 56 2013年４月～

楊文升

（Yang Wensheng）

業務執行副総裁 男性 50 2013年12月～

黃毅

（Huang Yi）

業務執行副総裁 男性 53 2014年４月～

余靜波

（Yu Jingbo）

業務執行副総裁 男性 59 2014年12月～

朱克鵬

（Zhu Kepeng）

規律検査委員長 男性 52 2015年７月～

廖林

（Liao Lin）

最高リスク責任者 男性 51 2017年３月～

許一鳴

（Xu Yiming）

最高財務責任者 男性 57 2014年６月～

陳彩虹

（Chen Caihong）

取締役会秘書役 男性 59 2007年８月～

EDINET提出書類

中国建設銀行股イ分有限公司(E05972)

有価証券報告書

106/402



退任幹部役員

    

曾儉華

（Zeng Jianhua）

最高リスク責任者 男性 59 2013年９月～2017年２月

 

　取締役、監査役および幹部役員による株式保有の詳細

報告対象期間中、当行の取締役、監査役および幹部役員の株式保有に変更はなかった。当行取締役であ

る張龍氏は、当行のＡ株235,400株を保有していた。当行の退任した独立非業務執行取締役である梁高美懿

女史は当行のＨ株100,000株を保有していた。当行の取締役、監査役および幹部役員の一部は、現職に就任

する前に従業員株式奨励制度を通じて間接的にＨ株を保有していた。そのＨ株保有数は、章更生氏が

19,304株、李秀昆氏が12,366株、靳彦民氏が15,739株、李振宇氏が3,971株、楊文升氏が10,845株、余靜波

氏が22,567株、曾儉華氏が25,838株、許一鳴氏が17,925株および陳彩虹氏が19,417株であった。退任監査

役に関しては、張華建氏がＨ株を18,999株、王琳氏がＨ株を19,304株保有していた。これらを除き、その

他すべての取締役、監査役および幹部役員は、当行株式を所有していない。

 

(2)　取締役、監査役および幹部役員の変更

 

　当行取締役

当行の2015年年次株主総会での選出により、郭衍鵬氏は当行の非業務執行取締役として、また張龍氏、

鍾瑞明氏、ウィム・コック氏およびマリー・ホーン氏は当行の独立非業務執行取締役として、2016年６月

17日より引続きその職務にあたっている。

当行の2015年第１回臨時株主総会での選出およびCBRCの承認に基づき、2016年10月14日より、馮婉眉女

史およびカール・ウォルター氏が当行の独立非業務執行取締役としての職務を開始した。

当行の2016年６月17日付の発表でも明らかなように、陳遠玲女史と徐鐵氏は当行の非業務執行取締役

を、また梁高美懿女史は当行の独立非業務執行取締役を、それぞれ任期満了により退任した。

当行の2017年２月８日付の発表でも明らかなように、郭衍鵬氏は転職のため当行の非業務執行取締役を

退任した。

当行の2017年４月28日付の発表でも明らかなように、張龍氏は一身上の都合により当行の独立非業務執

行取締役を退任した。

 

2017年６月15日に開催された当行の2016年年次株主総会において、マルコム・クリストファー・マッ

カーシー卿が当行の独立非業務執行取締役に選任され、CBRCの承認が下り次第その職に就く。マッカー

シー卿の任期はCBRCの承認日から３年で、任期が終了する年の年次株主総会開催日までとする。

マルコム・クリストファー・マッカーシー卿は1944年２月に誕生し、英国籍を有している。マッカー

シー卿は、2009年12月から2016年10月まで中国工商銀行の独立非業務執行取締役を務めた。卿は、最

初はエコノミストとしてインベストメント・カンパニー・インスティチュートに勤務し、その後、英

国の貿易産業省において、経済顧問から事務次官までの様々な役職を歴任した。その後、バークレイ

ズ銀行で、最初は日本、次に北米で上級業務執行役員を務めた。また、英国ガス電力市場規制局

(Ofgem)の会長兼最高経営責任者、英国金融サービス機構(FSA)の会長、英国財務省の非執行理事、

J.C.フラワーズ・アンド・カンパニー・UK・リミテッド取締役会会長、NIBCホールディングN.V.、

NIBCバンクN.V.、ワンセービングス・バンクplc、キャッスル・トラスト・キャピタルplcおよびイン

ターコンチネンタル取引所（ICE）の非業務執行取締役、ならびにオックスフォード大学サイード・

ビジネス・スクールの理事を務めた。現在は、ICEの完全所有子会社である３社、ICEフューチャー

ズ・ヨーロッパ、ICEトレード・ヴォールトおよびICEクリア・デーデルラントの取締役、IFRS財団の
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理事ならびにプロモントリー・フィナンシャル・グループ（英国）の会長も兼任している。マッカー

シー卿は、マートン・カレッジの名誉フェロー、スターリング大学およびキャス・ビジネス・スクー

ルの名誉博士ならびにロンドン市名誉市民である。卿は、オックスフォード大学マートン・カレッジ

において史学修士号を、スターリング大学において経済学博士号を、またスタンフォード大学経営大

学院において理学修士号をそれぞれ取得している。

 

2017年６月15日に開催された当行の2016年年次株主総会において、馮冰女史が当行の非業務執行取締役

に選任され、CBRCの承認が下り次第その職に就く。馮冰女史の任期はCBRCの承認日から３年で、任期が終

了する年の年次株主総会開催日までとする。

馮冰（Feng Bing）女史は1965年12月に誕生し、中国国籍を有している。馮女史は、2015年９月から

中国財政部国庫部門支出センターの次長（副所長レベル）を務めている。1988年８月から2015年９月

にかけて、財政部税政部門の職員、専門官、主任専門官、副部長、部長を歴任した。馮女史は、1988

年に財政学の学士号を取得して中国人民大学を卒業し、2001年には同大学で財政学修士号を取得して

いる。

 

2017年６月15日に開催された当行の2016年年次株主総会において、朱海林氏が当行の非業務執行取締役

に選任され、CBRCの承認が下り次第その職に就く。同氏の任期はCBRCの承認日から３年で、任期が終了す

る年の年次株主総会開催日までとする。

朱海林（Zhu Hailin）氏は1965年10月に誕生し、中国国籍を有している。同氏は、2012年７月から中

国財政部国家会計評価認証センターの次長（副所長レベル）を務めている。1992年８月から2012年６

月にかけて、財政部会計部門の職員、主任専門官、副部長、部長を歴任した。朱氏は、中国政府によ

る特別交付金の専門家、公認会計士（開業はしていない。）、副研究員および大学院個別指導教員

（パートタイム）でもある。1992年に会計の修士号を取得して江西財経大学を卒業し、2000年には財

政部財政科学研究所で会計学を専攻して卒業し、経営学博士号を取得した。

 

2017年６月15日に開催された当行の2016年年次株主総会において、呉敏氏が当行の非業務執行取締役に

選任され、CBRCの承認が下り次第その職に就く。同氏の任期はCBRCの承認日から３年で、任期が終了する

年の年次株主総会開催日までとする。

呉敏（Wu Min）氏は1967年６月に誕生し、中国国籍を有している。呉氏は、2011年12月より重慶日報

報業集団の副社長を務めている。2017年３月からは「當代金融研究」雑誌社の社長、2015年７月から

2016年２月までは重慶報業新時尚傳媒有限公司の会長を兼任していた。2006年10月から2011年11月ま

で、重慶市黔江区の副区長および重慶市正陽工業園管理委員会の取締役を務めた。1991年７月から

2006年９月にかけて、同氏は、中国銀行安徽支店コンプライアンス部の職員、副部長、部長、統括部

長を歴任した。1994年、呉氏は中国の弁護士資格を取得し、1999年から2002年まで安徽權楨法律事務

所の弁護士を兼務し、2008年から2011年まで重慶市の顧問弁護士を務めた。呉氏は安徽大学を卒業

し、1991年と2002年にそれぞれ法律の学士号と修士号を取得している。また、2006年には西南政法大

学で民商法の博士号も取得し、2009年から2012年にかけて中国社会科学院の社会学博士課程修了後の

モバイルステーションで社会学の研究を行った。

 

2017年６月15日に開催された当行の2016年年次株主総会において、張奇氏が当行の非業務執行取締役に

選任され、CBRCの承認が下り次第その職に就く。同氏の任期はCBRCの承認日から３年で、任期が終了する

年の年次株主総会開催日までとする。

張奇氏は1972年に誕生し、中国国籍を有している。2011年７月より中国銀行股份有限公司の非業務執

行取締役を務めている。同氏は、2001年から2011年にかけて、中国財政部予算部門の中央支出第１課
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および総合課、財政部事務局大臣室、さらに中国投資有限責任公司の業務部に勤務し、副部長、部

長、上級マネジャーを務めた。張氏は、1991年から2001年まで東北財経大学の投資学科および金融学

科に在籍し、1995年、1998年および2001年にそれぞれ経済学学士号、修士号および博士号を取得し

た。

 

　当行監査役

当行の第４回従業員代表大会の第１回会議での決議に従い、2016年１月より、李秀昆氏、靳彦民氏およ

び李振宇氏が、当行の従業員代表監査役としての職務を開始した。

2016年１月、金磐石氏、張華建氏および王琳氏が、職務の変更により当行の従業員代表監査役を退任し

た。

2016年６月、王辛敏氏は任期満了により当行の外部監査役を退任した。

郭友氏は、2017年６月15日に開催された当行の2016年年次株主総会で外部監査役に再任された。同氏の

任期は３年で、2019年年次株主総会開催日に修了する。

 

　当行幹部役員

2017年の当行取締役会の第１回会議での選任およびCBRCの承認により、2017年３月より、廖林氏が当行

の最高リスク責任者としての職務を開始した。

曾儉華氏は一身上の都合により、2017年２月、当行の最高リスク責任者を退任した。

 

 

(3)　取締役、監査役、幹部役員の経歴

 

当行取締役

王洪章

（Wang Hongzhang）

取締役会会長、

業務執行取締役

2012年１月に当行の会長兼業務執行取締役に就任。2012年７月から中徳住宅貯

蓄銀行の会長、2013年７月からCCBアジア会長も兼務している。現在、APECビ

ジネス諮問委員会（ABAC：APEC Business Advisory Council）委員、APEC中国

工商理事会代常務副委員長、中国－中東欧諸国連合商会中国理事会委員長、中

国国際商業会議所副会長も務めている。2003年11月から2011年11月まで、PBC

の最高規律責任者を務めた。2000年６月から2003年11月まで、PBC成都支店長

および中国国家外為管理局（SAFE）四川支局長を務めた。1996年４月から2000

年６月まで、PBC監査局副長官および内部監査部の長官を務めた。1989年11月

から1996年４月にかけて、中国工商銀行（ICBC）の青島支店の支店長補佐、総

務部の副部長、資金管理・企画部の副部長、銀行事業部の部長など様々なポス

トを歴任している。1984年１月から1989年11月まで、ICBCの工商業融資部と総

務部で勤務した。1978年９月から1984年１月まで、PBCの審査局、貯蓄局、工

商業融資部で勤務した。上級エコノミストと公認会計士の資格を取得してい

る。1978年に財政学の学士号を取得して遼寧財経学院を卒業し、1997年に東北

財経大学で経済学修士号を取得した。
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王祖継

（Wang Zuji）

取締役会副会長、

業務執行取締役、総裁

2015年７月に取締役会副会長、業務執行取締役兼総裁に就任。現在、中国銀行

間市場機関投資家協会副会長も務めている。2012年９月から2015年５月まで、

中国保険監督管理委員会の副委員長を務めた。2008年１月から2012年９月まで

吉林省人民政府副省長であった。2006年４月から2008年１月まで、吉林省人民

政府省長補佐官、吉林省人民政府発展改革委員会主任および同時に吉林省旧工

業基盤再活性化指導チーム室主任を兼務した。2005年５月から2006年４月ま

で、吉林省人民政府省長補佐官および吉林省人民政府国有資産監督管理委員会

主任。2005年２月から2005年５月まで吉林省人民政府省長補佐官。2004年１月

から2005年２月まで国家開発銀行の総合企画部主任。2003年３月から2004年１

月まで国家開発銀行の事業開発部主任。2000年１月から2003年３月まで国家開

発銀行の長春市支店長。1997年１月から2000年１月まで国家開発銀行の融資第

II部（北東融資部）副主任。吉林大学で経済学博士号を取得した。

龐秀生

（Pang Xiusheng）

業務執行取締役、

業務執行副総裁

2015年８月、業務執行取締役に就任。2010年２月、当行業務執行副総裁に就任

し、2013年９月から2014年６月まで当行最高財務責任者も兼務した。2009年12

月から2010年２月まで当行の幹部役員を務め、2006年４月から2009年12月まで

当行の最高財務責任者であった。2006年３月から同年４月まで当行の資産負債

管理委員会の業務執行副委員長、2005年５月から2006年３月まで当行の改革事

務局の局長、2003年６月から2005年５月まで当行の浙江支店の支店長、2003年

４月から2003年６月まで同支店の支店長代理を務めた。1995年９月から2003年

４月にかけては、当行資金計画部副部長、計画財務部副部長および計画財務部

長を歴任した。上級エコノミストの資格を取得している。中国政府から特別助

成金を受給。1995年にハルビン工業大学にて技術経済学の大学院課程を修了し

た。

章更生

（Zhang Gengsheng）

業務執行取締役、

業務執行副総裁

2015年８月、業務執行取締役に就任。2010年２月、当行業務執行副総裁に就任

し、2013年５月に就任したCCB生命保険取締役会長を兼務している。2010年12

月から2013年４月まで当行の幹部役員を務めた。2006年10月から2010年12月ま

で、当行のグループ顧客部の部長（銀行業務管理部）および北京支店の副支店

長、2004年３月から2006年10月まで本店の銀行業務管理部長およびグループ顧

客部の部長（銀行業務管理部）、2000年６月から2004年３月まで本店の銀行業

務管理部副部長（2003年３月より総括管理担当）、1998年９月から2000年６月

まで三峡支店の支店長、1996年12月から1998年９月まで三峡支店の副遼寧財経

学院支店長を務めた。上級エコノミストの資格を取得している。1984年に遼寧

財経学院でインフラ財政・信用貸付学の学士号を、2010年に北京大学でEMBAを

取得した。
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馮婉眉

（Anita Fung Yuen Mei）

独立非業務執行取締役

2016年10月取締役に就任。2008年５月から2015年２月までHSBCホールディング

スでグループ・ジェネラル・マネージャーを務めた。また、1996年９月から

2015年２月にかけて、香港上海銀行（HSBC）の香港通貨債券市場部門ヘッド、

アジア債券取引部門ヘッド、アジア・パシフィック取引部門ヘッド、アジア・

パシフィック地域グローバル・キャピタル・マーケット局長および共同ヘッ

ド、アジア・パシフィック地域グローバル・キャピタル・マーケット局長およ

びヘッド、アジア・パシフィック地域グローバル・バンキングおよびキャピタ

ル・マーケット部門ヘッド、香港担当CEOを歴任した。2010年11月から2015年

１月まで、交通銀行の非業務執行取締役を務めた。2011年９月から2015年２月

まで、HSBCグローバル・アセット・マネジメント（香港）の取締役会長、HSBC

マーケット（アジア）の取締役を含む様々な役職を兼務した。2011年11月から

2014年１月まで、恒生銀行の非業務執行取締役を務めた。現在は香港証券取引

所と恒隆地産有限公司の独立非業務執行取締役を兼務し、また香港空港管理

局、香港金融管理局、香港房屋委員会、西九文化区管理局等の複数の機関の役

職を兼任している。1995年にオーストラリアのマッコーリー大学で応用ファイ

ナンスの修士号を取得。香港特別行政区政府から治安判事に任命された経験が

あり、銅紫荊勲章を授与されている。

カール・ウォルター

（Carl Walter）

独立非業務執行取締役

2016年10月、取締役に就任。現在は独立コンサルタントであり、様々な国およ

び金融機関に戦略的コンサルティングや助言を提供している。2001年９月から

2011年４月まで、JPモルガン・チェース・アンド・カンパニーの中国のマネー

ジング・ディレクター兼最高業務執行責任者およびJPモルガン・チェース・バ

ンク（チャイナ）カンパニー・リミテッド（摩根大通銀行（中国））の最高経

営責任者を務めた。1999年１月から2001年７月まで、モルガン・スタンレーか

ら出向して、中国国際金融有限公司（北京）のマネージング・ディレクター兼

最高経営責任者を務めた。1990年９月から1998年12月まで、クレディ・スイ

ス・ファースト・ボストンのアジア・クレジット・マネジメント・アンド・リ

サーチ（シンガポール）の副社長兼責任者および中国投資銀行集団（北京）の

取締役兼責任者を兼務した。1981年１月から1990年８月まで、ケミカル・バン

クの台北支店副支店長や部長を含む様々な職務を歴任した。2012年、スタン

フォード大学のフリーマン・スポグリ国際研究所の客員研究員兼兼任教授を務

めた。1970年にプリンストン大学の政治学・ロシア語学学士号を取得し、1980

年に北京大学の経済学上級研究証書および1981年にスタンフォード大学の政治

学博士号を取得した。
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張龍

（Zhang Long）

独立非業務執行取締役

2014年１月、取締役に就任。現在、中宝叡信投資有限公司の会長および中金基

金管理有限公司の独立取締役も務めている。2007年から2009年まで内蒙古瑞豊

礦業有限責任公司の社長、2006年12月から2007年５月まで当行取締役会の秘書

役、2006年５月から2007年５月まで当行の投資ウェルスマネジメント銀行業務

部の管理部長を務めた。2006年３月から2006年５月まで当行の投資ウェルスマ

ネジメント銀行業務委員会の常勤副委員長、2004年12月から2006年３月まで当

行の与信承認部部長および経営機構改革事務局のトップを務めた。1998年８月

から2004年12月にかけて、当行の与信管理委員会事務局の副局長および局長、

リスク管理委員会傘下の与信承認部門のヘッド、与信承認部の部長を歴任し

た。1995年12月から1998年８月まで、国際金融公社アジア局でリージョナル・

エコノミスト兼投資担当者、1994年８月から1995年12月まで同公社の中央アジ

ア・中東・北アフリカ局でリージョナル・エコノミストを務めたほか、1992年

10月から1994年８月までブルッキングス研究所でシニア・リサーチ・アナリス

トを務めた。1985年に清華大学で工学物理学の学士号、1989年にシカゴ大学で

経営学修士号（MBA）、1996年にカリフォルニア州立大学で経済博士号を取得

した。

鍾瑞明

（Chung Shui Ming

Timpson）

独立非業務執行取締役

2013年10月、取締役に就任。現在、中国組合網絡通信（香港）股份有限公司、

美麗華酒店企業有限公司、旭日控股有限公司、中国建築股份有限公司、中国海

外宏洋集団有限公司、中国光大控股有限公司および金茂（中国）投資控股有限

公司の独立非業務執行取締役を務めている。2006年から2012年まで、中国光大

銀行の独立非業務執行取締役を務めた。それ以前は、香港市立大学の理事長、

世茂国際有限公司の最高経営責任者、香港住宅協会の理事長、香港特別行政区

の評議会委員、香港特別行政区政府の土地資金諮問委員会の委員、玖尨紙業控

股有限公司および恒基兆業地産有限公司の独立非業務執行取締役など、様々な

企業と公共機関で要職を歴任している。1979年から1983年まで、クーパーズ・

アンド・ライブランド・コンサルティングで上級監査主任を務めた。香港公認

会計士協会の上級会員である。1976年に香港大学で理学士号を取得し、1987年

に香港中文大学で経営学の修士号を取得した。1998年に香港特別行政区政府か

ら治安判事の役職に任命されたほか、2000年には、香港特別行政区から金紫荊

星章を授与された。
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ウィム・コック

（Wim Kok）

独立非業務執行取締役

2013年10月、取締役に就任。2003年にはオランダの国務大臣に任命された。

1994年から2002年までオランダの首相を２期連続で務めた。1986年から2002年

までオランダ労働党の党首を務めたほか、1989年から1994年まではオランダの

財務相と副首相、1979年から1982年までは欧州労働組合連合の理事長、1973年

から1985年まではオランダ労働組合連合の理事長を歴任した。2010年１月から

2014年１月まで、元国家元首や首相経験者で構成されるマドリード・クラブの

会長を務めた。2004年には欧州経済の活性化と競争力向上について欧州理事会

に助言するハイレベルなグループを率いた。2002年に首相を退任後、ロイヤル

ダッチシェル、INGグループ、TNT、ポストNL、KLMなど多くの国際的な大企業

で非業務執行取締役を務めた。アンネ・フランク基金の評議委員会委員長、国

際危機グループ（ICG）の評議委員会委員、国際行方不明者委員会（ICMP）の

委員など、様々な非営利組織で要職を歴任した。ニジェンローデ・ビジネスス

クールを卒業した。

マリー・ホーン

（Murray Horn）

独立非業務執行取締役

2013年12月、取締役に就任。現在、複数の政府機関のコンサルタントも務めて

いる。スパーク・ニュージーランド（旧テレコム・ニュージーランド）を含む

多数の上場会社の取締役を務めた。ニュージーランド内外で、ニュージーラン

ド国家保健局の局長、ニュージーランド観光局の委員、ニュージーランド・ビ

ジネス円卓会議の議長、豪州独立研究センターの理事、三極委員会の委員など

公的な組織で要職を歴任した。それ以前は、ニュージーランドのANZ銀行の業

務執行取締役およびANZ（オーストラリア）のグローバル法人業務部長を務め

た。1993年から1997年までニュージーランドの財務相を務めた。ハーバード大

学で政治経済学の博士号、リンカーン大学で商学修士号と商学士号を取得して

いる。2000年にはリンカーン大学からブレディスロー・メダルを授与された。

2013年にはニュージーランド勲章を授与されている。

李軍

（Li Jun）

非業務執行取締役

2015年９月に取締役に就任。2008年12月から2015年３月まで、中国工商銀行の

非業務執行取締役を務めた。それ以前は、国際商業信用銀行の北京駐在員事務

所代表補佐、BNPパリバ中国駐在員事務所副代表、ビルバオ・ビスカヤ・アル

ヘンタリア銀行の国際銀行業務部門コンサルタント、中国科技信託投資公司研

究所副主任、中国科技證券研究部長、北京科技大学経済管理学院金融系教授、

ならびに、申万宏源有限公司および申万宏源証券有限公司の非業務執行取締役

も務めた。1995年11月にスペインのマドリッド大学を卒業し、経済管理の博士

号を授与された。現在、当行の主要株主である匯金公司の従業員である。

郝愛群

（Hao Aiqun）

非業務執行取締役

2015年７月、取締役に就任。2003年４月から2015年７月までCBRCの非銀部副主

任、ならびにCBRCの銀行監管一部副主任および検査官を歴任した。1983年４月

から2003年３月までPBCの検査局副局長、同局長、企業局研究員、非銀行局副

検査官および副局長を務めた。1982年７月、中央財経大学の金融学士号を取得

した。公認会計士および上級エコノミストでもある。現在、当行の主要株主で

ある匯金公司の従業員である。

EDINET提出書類

中国建設銀行股イ分有限公司(E05972)

有価証券報告書

113/402



董軾

（Dong Shi）

非業務執行取締役

2011年９月、取締役に就任。2008年10月から2011年８月まで中国再保険集団股

份有限公司および中国再保険資産運用股份有限公司で取締役を務めた。1998年

８月から2008年９月にかけて、国務院の特別検査官補、国務院傘下の中央企業

工作委員会監督委員会の課長および国有資産監督管理委員会外交局の副局長を

歴任した。1988年７月から1998年７月までPBC監督部で副課長を務めた。1994

年に米国の連邦準備制度および1996年にオーストラリアのRMIT大学の客員研究

員。同氏は上級エコノミストと会計士の資格を取得している。1988年に鄭州大

学を卒業し、財政学の学士号を取得したほか、2002年に中国人民大学で経法修

士号を取得した。現在、当行の主要株主である匯金公司の従業員である。

 

当行監査役

郭友

（Guo You）

監査役会会長

2014年６月、当行の監査役会会長に就任。2004年８月から2014年１月まで、中

国光大（集団）総公司の取締役会副会長および中国光大銀行の業務執行取締役

兼社長を務めた。2001年11月から2004年７月まで、中国光大（集団）総公司の

業務執行取締役兼統括副部長、中国光大控股有限公司の最高経営責任者を務め

た。1999年12月から2001年11月まで、中国光大控股有限公司の最高経営責任者

であった。1998年８月から1999年12月まで中国光大銀行の業務執行副社長、

1994年11月から1998年８月にかけて中国外国為替管理局の外貨準備オペレー

ションセンター外国為替取引部の主任、中国外国為替管理局の中国投資公司

（シンガポール）統括副部長、PBCの外資金融機構管理部副部長を歴任した。

上級エコノミストの資格を取得している。黒河師範学校および黄河大学米国研

究所を卒業し、西南財経大学から金融の博士号を取得している。

劉進

（Liu Jin）

株主代表監査役

2004年９月、監査役に就任。2014年７月から当行の広報・企業文化部の部長を

務めている。2004年11月から2014年７月まで、監査役会室部長を務めた。2003

年７月から2004年９月まで当行の監査役会で副部長レベルの専任監査役、2001

年11月から2003年７月まで中国人民保険公司および中国再保険公司の監査役会

で副部長レベルの専任監査役を務めた。上級エコノミストで、湖南財政経済学

院を1984年に卒業し、財政学の学士号を取得している。1999年に山西財経大学

の大学院金融課程を修了、2008年に財政部財政科学研究所を卒業し、財政学の

博士号を取得した。

李暁玲

（Li Xiaoling）

株主代表監査役

2013年６月、監査役に就任。当行の株主代表監査役を2007年６月から2013年６

月まで務めた。2006年１月から2007年６月まで財政部予算局の副調査役、2001

年５月から2006年１月まで財政部予算局調査役補佐を務めた。上級エコノミス

トで、2003年に北京師範大学を卒業し、政治経済学の修士号を取得している。
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李秀昆

（Li Xiukun）

従業員代表監査役

2016年１月、監査役に就任。2015年３月から当行監査部長を務めている。2014

年７月から2015年３月まで当行監査部の責任者、2011年３月から2014年７月ま

で当行の河北省支店長、2006年５月から2011年３月まで当行の寧夏区支店長、

2003年７月から2006年５月まで当行の寧夏区支店副支店長、2000年１月から

2003年７月まで当行の内蒙古区支店副支店長を務めた。副研究員であり、東北

財経大学、河北大学およびその他４大学の客員教授や非常勤教授も兼務してい

る。東北財経大学を卒業し、2013年７月に同大学の財政学博士号を取得した。

靳彦民

（Jin Yanmin）

従業員代表監査役

2016年1月、監査役に就任。2014年12月から当行与信審査部長、2015年12月か

らCCBファイナンシャル・リーシングの株主代表監査役も務めている。2014年

11月から2014年12月まで当行与信審査部の責任者、2011年３月から2014年11月

まで当行の広東省支店長、2011年２月から2011年３月まで当行の広東省支店の

責任者を務めた。2009年３月から2011年２月まで、当行の法人銀行業務部長お

よび小企業金融業務部長を兼務した。2007年８月から2009年３月まで当行の法

人銀行業務部長、2006年６月から2007年８月まで当行の広東支店のリスク管理

主任、2001年３月から2006年６月まで当行の法人銀行業務副部長を務めた。

1983年に遼寧財経学院でインフラ財政・信用貸付学の学士号、2010年に清華大

学でEMBAを取得した。

李振宇

（Li Zhenyu）

従業員代表監査役

2016年１月、監査役に就任。2014年１月から当行の青海支店長を務めている。

2012年11月から2014年１月まで当行の青海支店副支店長、2009年６月から2012

年11月まで当行のチベット支店副支店長であった。1985年６月から当行青海支

店に勤務し、不動産金融部、与信承認部、企画・財務部および財務・会計部

で、シニアマネージャーその他の職務を歴任した。1982年７月から1985年６月

まで、青海機床鋳造インフラ建設部に勤務した。上級エンジニアであり、1982

年に甘肅工業大学の工業・民生建築学科を卒業し、工学・民生建築学士号を取

得した。2013年１月に人民政治協商会議第11期青海省委員会委員に就任し、

2013年８月には人民政治協商会議第11期青海省委員会経済委員会副委員長に就

任した。

白建軍

（Bai Jianjun）

外部監査役

2013年６月、監査役に就任。現在は、北京大学法学部の教授および博士課程の

個人指導教官、実証的法務研究所の理事、北京大学金融法研究センターの副理

事を務めている。1987年７月から北京大学法学部で教鞭を執っている。PBCの

鄭州研修機関および国家法官学院で非常勤教授を務めているほか、中信建投證

券股份有限公司および四川新網銀行股份有限公司の独立取締役を務めている。

1996年10月から1997年10月まで日本の新潟大学の客員教授、1990年９月から

1991年10月まで、米国ニューヨーク大学の客員研究員を務めた。1987年に北京

大学法学部で法学修士号を取得したほか、2003年に北京大学で法学博士号を取

得している。

 

当行幹部役員
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王祖継

（Wang Zuji）

取締役会副会長、

業務執行取締役、総裁

上記「取締役」参照。

龐秀生

（Pang Xiusheng）

業務執行取締役、

業務執行副総裁

上記「取締役」参照。

章更生

（Zhang Gengsheng）

業務執行取締役、

業務執行副総裁

上記「取締役」参照。

楊文升

（Yang Wensheng）

業務執行副総裁

2013年12月、当行の業務執行副総裁に就任し、2015年４月、CCBブラジル取締

役会会長に就任。2013年９月から同年12月まで当行の幹部役員、2010年12月か

ら2013年９月まで当行遼寧支店の支店長を務めた。2010年11月から2010年12月

まで遼寧支店の主任を務めた。2006年10月から2010年11月まで当行大連支店の

支店長、2001年８月から2006年10月まで吉林支店の副支店長、2000年１月から

2001年８月まで吉林支店の支店長補佐を務めた。シニアエンジニアでもある。

1993年に清華大学を卒業し、技術経済専攻修士号を取得した。

黃毅

（Huang Yi）

業務執行副総裁

2014年４月、当行の業務執行副総裁に就任。2013年12月から2014年４月まで当

行の幹部役員を務めた。2010年１月から2013年12月までCBRCの法務部長、2003

年７月から2010年１月まで、CBRCの監督規則・規制部の副部長、部長および調

査局責任者を歴任した。1999年４月から2003年７月にかけて、PBC法務部傘下

の財務請求管理室の部長レベルの職員および部長、法務部の検査官補（この期

間中に四川省財政部の副局長も兼務）、PBCの銀行業務管理部の検査官補を歴

任した。1997年８月から1999年４月まで、華夏銀行の開発調査部の部長を務め

た。中国政府から特別助成金を受けている。1997年に北京大学を卒業し、法学

博士号を取得している。

余靜波

（Yu Jingbo）

業務執行副総裁

2014年12月から当行の業務執行副総裁を務めている。2011年３月から2015年２

月まで当行の最高監査責任者を務め、2013年８月から2015年５月まで当行北京

支店長を兼務。2011年４月から2012年10月まで当行監査部部長、2005年３月か

ら2011年３月まで当行浙江支店の支店長を務めた。2004年７月から2005年３月

まで当行浙江支店（担当）の副支店長、1999年８月から2004年７月まで当行浙

江支店の副支店長、それ以前の1997年４月から1999年８月までは当行杭州支店

の支店長を務めた。シニアエンジニアでもある。1985年に同済大学で産業・土

木建築学の学士号を、1998年に杭州大学で産業心理学専攻の工学修士号を取得

している
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朱克鵬

（Zhu Kepeng）

最高規律検査責任者

2015年７月、当行の最高規律検査責任者に就任。2012年10月から2015年７月ま

で交通銀行の（省支店責任者レベルの）人事部長、2010年３月から2012年10月

まで交通銀行の重慶支店長を務めた。2004年12月から2010年３月まで交通銀行

の取締役会室部長を務めるとともに、2004年12月から2005年６月まで同行の法

務コンプライアンス部（担当）副部長も兼務、2002年12月から2004年12月まで

交通銀行の法務コンプライアンス業務部（担当）副部長を務めた。上級エコノ

ミストの資格を取得している。1996年に武漢大学の国際私法専攻を卒業し、法

学博士号を取得した。

廖林

（Liao Lin）

最高リスク責任者

2017年３月から当行の最高リスク責任者を務めている。2015年５月から2017年

２月まで当行北京支店長を務めた。2013年９月から2015年５月まで、当行湖北

省支店の支店長・責任者であった。2011年３月から2013年９月まで、当行寧夏

回族自治区支店の支店長・責任者を務めた。2003年11月から2011年３月まで、

当行広西チワン族自治区支店の副支店長を務めた。上級エコノミストの資格を

取得している。1989年に広西大学農学部を卒業して農業経済管理学士号を取得

し、1995年に広西大学大学院の政経学専攻を卒業。また、2009年には西南交通

大学の経営科学・工学博士号を取得した。

許一鳴

（Xu Yiming）

最高財務責任者

2014年６月、当行の最高財務責任者に就任。2005年８月から2014年７月まで当

行資産負債管理部の統括部長、2003年３月から2005年８月まで当行資産負債管

理部の統括副部長、2001年３月から2003年３月まで当行資産負債管理委員会事

務局の統括副部長を務めた。シニア会計士の資格を有する。財政部の財政科学

研究所を卒業し、1994年に経済学博士号を取得している。

陳彩虹

（Chen Caihong）

取締役会秘書役

2007年８月、取締役会秘書役に就任。2003年12月から2007年８月まで当行ソウ

ル支店長を務めた。1997年３月から2003年12月にかけて、当行管理室副室長、

管理室室長、福建支店の副支店長およびソウル支店準備チーム責任者を歴任し

た。上級エコノミストの資格を取得している。1982年に湖北財経学院でインフ

ラ経済学の学士号を取得して卒業したほか、1986年に財政部財政学研究所を卒

業し、経済学修士号を取得した。

 

 

(4)　報酬

 

　取締役、監査役および幹部役員の2016年度の報酬

（単位：千人民元）

氏名 役員報酬 報酬支払額

強制加入保険、

住宅手当などに対

する雇用者の拠出

合計

(税引き前)(1)

当行の関連当事

者から、報酬を

受領したか否か

王洪章（Wang Hongzhang） - 484.4 131.8 616.2 受領しない

王祖継（Wang Zuji） - 484.4 156.2 640.6 受領しない

龐秀生（Pang Xiusheng） - 435.9 149.2 585.1 受領しない

章更生（Zhang Gengsheng） - 435.9 149.2 585.1 受領しない
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李軍（Li Jun）(2) - - - - 受領した

郝愛群（Hao Aiqun）(2) - - - - 受領した

董軾（Dong Shi）(2) - - - - 受領した

馮婉眉（Anita Fung Yuen Mei） 97.5 - - 97.5 受領しない

カール・ウォルター(Carl Walter) 97.5 - - 97.5 受領しない

張龍（Zhang Long） 410.0 - - 410.0 受領しない

鍾瑞明（Chung Shui Ming Timpson） 440.0 - - 440.0 受領しない

ウィム・コック（Wim Kok） 380.0 - - 380.0 受領しない

マリー・ホーン（Murray Horn） 470.0 - - 470.0 受領しない

郭友（Guo You） - 484.4 156.2 640.6 受領しない

劉進（Liu Jin） - 660.0 162.0 822.0 受領しない

李暁玲（Li Xiaoling） - 660.0 162.0 822.0 受領しない

李秀昆（Li Xiukun）(3) 45.8 - - 45.8 受領しない

靳彦民（Jin Yanmin）(3) 45.8 - - 45.8 受領しない

李振宇（Li Zhenyu）(3) 45.8 - - 45.8 受領しない

白建軍（Bai Jianjun） 250.0 - - 250.0 受領しない

楊文升（Yang Wensheng） - 435.9 149.2 585.1 受領しない

黃毅（Huang Yi） - 435.9 149.2 585.1 受領しない

余靜波（Yu Jingbo） - 435.9 149.2 585.1 受領しない

朱克鵬（Zhu Kepeng） - 435.9 149.2 585.1 受領しない

廖林（Liao Lin） - - - - 受領しない

許一鳴（Xu Yiming） - 788.4 168.9 957.3 受領しない

陳彩虹（Chen Caihong） - 788.4 168.9 957.3 受領しない

 

退任取締役、

退任監査役および退任幹部役員

     

陳遠玲（Chen Yuanling）(2) - - - - 受領した

徐鐵（Xu Tie） - - - - 受領しない

郭衍鵬（Guo Yanpeng）(2) - - - - 受領した

梁高美懿

（Margaret Leung Ko May Yee）

195.0 - - 195.0 受領しない

金磐石（Jin Panshi）(3) 4.2 - - 4.2 受領しない

張華建（Zhang Huajian）(3) 4.2 - - 4.2 受領しない

王琳（Wang Lin）(3) 4.2 - - 4.2 受領しない

王辛敏（Wang Xinmin）(4) - - - - 受領しない

曾儉華（Zeng Jianhua） - 788.4 168.9 957.3 受領しない

 

(1) 2015年度以降、中央当局の管理下にある当行の指導者の報酬は、中央報酬改革に関連する政策に従って支払われて

いる。

(2) 当行の非業務執行取締役は、当行の株主である匯金公司から報酬を受領する。
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(3) 当行の従業員代表監査役を務める対価として支給される報酬（税引き前）

(4) 王辛敏氏は、関連する国家規制に従い当行の外部監査役としての報酬を受け取らなかった。

(5) 当行の非業務執行取締役および外部監査役の一部は、他の法人または組織の取締役または幹部役員を兼務している

ため、かかる法人や組織は当行の関連当事者となる。これを除き、当行の取締役、監査役または幹部役員はいずれ

も、当行の関連当事者から報酬を受け取らなかった。

 

 

５【コーポレート・ガバナンスの状況等】

 

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

 

当行は、高水準のコーポレート・ガバナンスの維持に尽力している。当行は、会社法、商業銀行法およ

びその他の法令ならびに関連する証券取引所の上場規則を厳守しつつ、コーポレート・ガバナンスの構造

を最適化し、コーポレート・ガバナンスの実務に基づき関連規則を改善した。当報告期間においては、新

たな非業務執行取締役、独立非業務執行取締役、株主代表監査役、外部監査役および幹部役員を任命し

た。再建・破綻処理計画、情報開示の停止や免除のための管理措置を策定したほか、希薄化後直接収益率

に対する優先株式発行の影響と収益率回復のための措置を修正した。

当行は、香港証券取引所上場規則の別紙14に定められている「コーポレート・ガバナンス規約および

コーポレート・ガバナンス報告」の規定を遵守した。また、当該規定の中で推奨されている最良慣行をお

おむね採用した。

 

株主総会

株主総会の権限

株主総会は、当行の権限機関であり、主に以下の機能と権限を行使する。

・当行の事業戦略および投資計画の決定

・取締役および監査役の選出および変更（従業員代表監査役を除く。）ならびに取締役および監査役の報

酬の決定

・当行の年次財務予算、最終決算、利益配当案および損失回収案の検討および承認

・登記済資本金の増資または減資ならびに合併、分割、解散および清算などの問題に関する決議の採択

・社債またはその他の市場性証券の発行および上場に関する決議の採択

・当行株式の重要な買収および買戻しに関する決議の採択

・公認会計士の雇用、解任または解雇の決議の採択

・優先株式発行の決定、および、当行により発行された優先株式に関連する事項（買戻し、転換および配

当の分配等が含まれるが、これらに限定されない。）についての決定または当該決定権限の取締役会へ

の付与

・当行の定款およびその他の基本的なコーポレート・ガバナンス文書の改訂

 

開催された株主総会の詳細

2016年６月17日、当行は2015年度年次株主総会を開催した。総会は、2015年度の取締役会報告書、監査

役会報告書、最終財務書類、利益処分案、2016年度の固定資産投資予算、取締役および監査役の2014年度

の報酬配分および決済の計画、非業務執行取締役、独立非業務執行取締役、株主代表監査役および外部監

査役の選任、2016年度の外部監査人の任命、ならびに希薄化後直接収益率に対する優先株式発行の影響と

収益率回復措置の修正について、審議および承認を行った。業務執行取締役である王洪章氏、王祖継氏、
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龐秀生および章更生氏、非業務執行取締役である李軍氏、陳遠玲女史、徐鐵氏、郝愛群女史、郭衍鵬氏お

よび董軾氏、ならびに独立非業務執行取締役である張龍氏、鍾瑞明氏、ウィム・コック氏、マリー・ホー

ン氏および梁高美懿女史が総会に出席し、取締役の出席率は100％であった。当行の国内監査人と国際監査

人も総会に出席した。株主総会は、関連する法的手続を遵守して開催された。総会決議の公告は、2016年

６月17日に香港証券取引所および上海証券取引所のウェブサイトに、また2016年６月18日に指定された新

聞紙上で公表された。

 

取締役会

取締役会の役割

取締役会は株主総会の執行機関であり、株主総会に対して責任を負い、関連する法律に基づき以下の機

能と職務を遂行する。

・株主総会の開催および株主総会への報告

・株主総会の決議の執行

・当行の開発戦略の決定および開発戦略の実施の監督

・当行の事業計画、投資計画およびリスク・キャピタル配分計画の決定

・年次財務予算案、最終会計案、利益配分案および損失回収案の作成

・登記済資本金の増資または減資に関する計画、転換社債、劣後債、社債その他の市場性有価証券の発行

および上場に関する計画、ならびに当行の合併、分割、解散および清算に関する計画の作成

・当行株式の重要な買収および買戻しに関する計画の作成

・当行の定款に基づく、または株主総会により付与されたその他の権限の行使

 

取締役会による株主総会の決議の執行

2016年、取締役会は、株主総会決議および株主総会から取締役会に授権された事項を厳格に実施し、

2015年度の利益処分案、2016年度の固定資産投資予算、2016年度の監査人の任命および取締役の選任な

ど、株主総会で承認された提案を真摯に実施した。

 

取締役会の構成

取締役会は現在13名の取締役で構成されている。すなわち、業務執行取締役は王洪章氏、王祖継氏、龐

秀生および章更生氏の４名、非業務執行取締役は李軍氏、郝愛群女史および董軾氏の３名、独立非業務執

行取締役は馮婉眉女史、カール・ウォルター氏、張龍氏、鍾瑞明氏、ウィム・コック氏およびマリー・

ホーン氏の６名である。

取締役の任期は３年で、任期満了の際には再任が可能である。

取締役会の構成を多様化すべく、当行は2013年８月に取締役会の多様性方針を策定した。取締役会は、

取締役の指名に関し、候補者の専門的な能力と倫理について考慮すると同時に、取締役会の多様性に関す

る要件も考慮に入れる必要がある。候補者は、性別、年齢、文化的背景や学歴、職歴、専門技能、知識、

就労期間の面で多様な経歴を有しており、相互補完の観点から選任が行われる。最終的には、候補者の全

体的な能力と予想される取締役会への貢献に基づき決定される。指名・報酬委員会が取締役会の多様性方

針を策定し、その実施状況を監督する責任を負っている。

 

取締役会会長および総裁

王洪章氏は当行の取締役会会長と法定代表者を兼務しており、当行の事業戦略および当行全体の発展に

ついて責任を負う。
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王祖継氏が当行の総裁を務め、当行の日常的な事業運営についての経営責任を負っている。当行の総裁

は、取締役会によって選出され、取締役会に対する説明責任を負い、当行の定款に従い、かつ取締役会の

授権に基づきその職務を遂行する。

取締役会会長と総裁の役割は別個のものであり、それぞれの職務は明確に定められている。

 

取締役会の活動

取締役会は、通常、毎年最低６回の定時取締役会を開催する。また、必要な場合には、臨時取締役会が

招集される。取締役会は、現場会議または書面による決議によって開催される。

定時取締役会の議案は、個々の取締役との協議に基づき上程される。取締役会の書類や関連資料は、通

常は取締役会開催日の14日前に全ての取締役と監査役に回覧される。

取締役会は、定款に従って、当行のリスク管理方針および内部統制方針を決定し、関連する当行のリス

ク管理および内部統制のシステムを策定し、これらのシステムの実施を監督する。取締役会は、全体的な

リスク状況および内部統制システムの有効性を評価するために、当グループのリスク管理報告書を半年ご

とに精査し、当グループの内部統制評価報告書およびリスク選好ステートメントを毎年見直す。取締役会

は、評価の結果、当グループのリスクは全体的に安定性を維持しており、資産の質の管理統制は期待どお

りに実施されており、中核的なリスク指標は安定していると判断した。また、主要な全ての側面をカバー

している財務報告については、当行は、企業内部統制についての標準システムその他関連規則の要件を遵

守して、内部統制を有効に維持している、と取締役会は判断した。

全ての取締役は、取締役会手続および適用される全ての法令を遵守すべく、取締役会秘書役と会社秘書

役との連絡を絶やさない。詳細な取締役会議事録が作成され、取締役会秘書役がこれを保管しているた

め、取締役はいつでも議事録を確認することができる。

取締役会、取締役および幹部役員の間では、連絡方法と報告方法が定められている。総裁は、その活動

を取締役会に定期的に報告し、取締役会がこれを監督する。関連する幹部役員は説明を行い、また質問に

答えるため、適宜、取締役会への参加が要請される。

取締役は、取締役会において自身の意見を自由に述べることができ、重要な決定は必ず慎重な議論を経

て行われる。必要とみなした場合、取締役は、独立した専門家の助言を求めるため、所定の手続に従い、

当行の費用で外部のアドバイザーに依頼することもできる。取締役会で検討される議案に重大な利害関係

を有する取締役は当該議案の討議に参加してはならず、また当該議案に関する議決権の行使を棄権するも

のとし、当該議案の定足数にも含まれない。

2016年、当行は全取締役を対象に取締役損害賠償保険契約を締結した。

 

取締役会会議

2016年、取締役会は、それぞれ１月19日、３月30日、４月29日、６月16日、８月25日、10月27日および

12月20日の計７回開催された。取締役会が検討および承認した決議には、固定資産投資予算、財務報告、

利益処分案、取締役候補者の指名および幹部役員の任命が含まれる。関連情報は、関連法規および上場し

ている証券取引所の上場規則に従って開示された。2016年度の各取締役の取締役会出席記録は以下の通り

である。

 

取締役
本人が出席した会議数／

任期中の会議数

代理人が出席した会議数

／任期中の会議数
出席率（％）

業務執行取締役    

王洪章氏 5/7 2/7 100

王祖継氏 6/7 1/7 100

龐秀生氏 6/7 1/7 100
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章更生氏 6/7 1/7 100

    

非業務執行取締役    

李軍氏 7/7 0/7 100

郝愛群女史 6/7 1/7 100

董軾氏 6/7 1/7 100

    

独立非業務執行取締役    

馮婉眉女史 2/2 0/2 100

カール・ウォルター氏 2/2 0/2 100

張龍氏 7/7 0/7 100

鍾瑞明氏 7/7 0/7 100

ウィム・コック氏 7/7 0/7 100

マリー・ホーン氏 7/7 0/7 100

    

退任取締役    

陳遠玲女史 4/4 0/4 100

徐鐵氏 4/4 0/4 100

郭衍鵬氏 7/7 0/7 100

梁高美懿女史 3/4 1/4 100

 

独立非業務執行取締役による職務の遂行

現在、当行には６名の独立非業務執行取締役がいる。その数は取締役総数の46％であり、関連法規およ

び当行定款の規定に即している。現在、取締役会の下にある監査委員会、リスク管理委員会、指名・報酬

委員会および社会的責任・関連当事者取引委員会はすべて、独立非業務執行取締役が委員長を務めてい

る。

当行の独立非業務執行取締役は、当行およびその子会社について、いかなる業務上または財務上の利害

関係も有しておらず、当行の経営職にも就いていない。当行の独立非業務執行取締役の独立性は、関連す

る規制上の要件を遵守していた。

2016年、当行の独立非業務執行取締役は、取締役会および関連する特別委員会に積極的に参加し、業務

状況や経営状況についての報告を受け、それぞれの部門との間の連絡を適時に行ったほか、当行の発展お

よび戦略的改革計画の実施に注意を払った。また、現場調査を行うとともに積極的に研究を実施し、当行

の事業計画について先を見越したアイデアを提供し、当行の開発戦略、リスク管理、資本充実度、海外事

業および子会社の開発に関して建設的な提案を行い、取締役会の意思決定において重要な役割を果たし

た。当報告期間中、当行の独立非業務執行取締役が、取締役会検討事項に対して異議を申し立てることは

なかった。

独立非業務執行取締役は、専門知識に絶えず磨きをかけるとともに職務執行能力の向上のため、規制政

策の変更については適切かつ厳重なる監視を続け、規制当局の見解には継続的に注意を払い、コーポレー

ト・ガバナンス、リスク管理ならびに内部統制およびコンプライアンスに関する研修には熱心に参加し

た。経営者は、独立非業務執行取締役の業務を積極的に支援し、その調整を行った。
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報告期間中の独立非業務執行取締役の業務実績の詳細については、2017年３月29日に開示された2016年

度独立取締役業務報告を参照のこと。

 

当行が提供する外部保証に関して独立非業務執行取締が述べた特別な陳述および独立した意見

CSRCが発行した証監会公告［2003年］第56号の関連規定および要件に従い、馮婉眉女史、カール・ウォ

ルター氏、張龍氏、鍾瑞明氏、ウィム・コック氏およびマリー・ホーン氏を含む当行の独立非業務執行取

締役は、公平性・合法性・客観性の原則に基づいて、当行が提供した外部保証に関し、以下の陳述を行っ

た。

当行が提供する外部保証事業はPBCおよびCBRCに承認されており、当行の通常業務の一環である。保証事

業から生じるリスクに関して、当行は、特定の管理方法、運営手続および承認手続を策定しており、それ

に従って事業を実施した。当行の保証事業は主に保証状形式である。2016年12月31日現在、当グループに

より発行された保証状残高は約883,935百万人民元であった。

 

財務報告書に関する取締役の説明責任

取締役は、各会計期間の財務報告書の作成を監督し、各期間における当グループの財政状況、業績およ

びキャッシュ・フローに関して、真実かつ公正な概要を提示する責任を負う。2016年12月31日に終了した

年度の財務報告を作成するにあたり、取締役は、適切な会計方針を選択し、これを一貫して適用し、慎重

かつ合理的な判断を下し、見通しを立てた。

当行は、報告期間中に、2015年度年次報告書、2016年度第１四半期報告書、2016年度半期報告書および

2016年度第３四半期報告書を、関連法規および上場証券取引所の上場規則の規定に定められた期限内に公

表した。

 

取締役の研修

当行は取締役向けの研修を開催するとともに、職務遂行に関連した法令の最新の動向や改正に関する知

識を深めるため、関連する専門機関主催の専門的な能力開発セミナーや関連講座への参加を取締役に奨励

している。

2016年、当行取締役である王洪章氏、王祖継氏、龐秀生氏、章更生氏、李軍氏、郝愛群女氏、董軾氏、

馮婉眉女史、カール・ウォルター氏、張龍氏、ウィム・コック氏およびマリー・ホーン氏が、当行主催の

米国の銀行秘密法（U.S. Bank Secrecy Act）およびマネーロンダリング防止法に関する取締役のコンプラ

イアンス研修に参加したほか、当行取締役である郝愛群女氏および董軾氏が、北京上場会社協会により開

催された最近の規制政策およびケーススタディ、モバイル・インターネット商業およびビッグデータの時

代に関する特別研修に参加し、当行取締役である李軍氏が、北京上場会社協会により開催された財務およ

び内部統制報告ならびに北京・天津・河北地域の統合化および北京の上場会社の発展に関する特別研修に

参加し、当行取締役である郝愛群女氏および董軾氏が、長江商学院により開催された財務リスク管理およ

び取締役会の意思決定に関する特別研修に参加し、当行取締役である張龍氏が、上海証券取引所により開

催された独立取締役の資格認定研修に参加した。当行取締役である馮婉眉女史が、香港交易及結算所有限

公司により開催された上場規則構造の助言文書更新に関係する関連研修に参加した。

 

会社秘書役の研修

2016年、当行会社秘書役である馬陳志氏は、香港証券先物委員会、香港公認秘書協会および香港貿易発

展局などにより主催された規制コンプライアンス、リスク管理、マネーロンダリング防止、経済および金

融に関する研修に参加した。馬陳志氏は、その技能および知識の更新のため15時間を超える専門研修を履

修した。
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「取締役による証券取引に関する規範規約」の遵守

当行は、香港証券取引所上場規則の別紙10「上場発行体の取締役による証券取引に関する規範規約」の

定めのとおり、取締役および監査役の証券取引に関する実務指針を採用した。2016年12月31日に終了した

１年間、全ての取締役および監査役がこの証券取引に関する実務指針を遵守した。

 

当行の独立経営能力

当行は、事業、人材、資産、組織および財務に関し、支配株主である匯金公司から独立している。当行

は、独立かつ完全な営業資産、独立経営能力のほか、独自の強みに基づき市場で勝ち残る能力を有してい

る。

 

内部取引

当行の内部取引には、当行と子会社間および子会社同士のオンバランスおよびオフバランスの与信、金

融市場取引およびデリバティブ取引、ウェルスマネジメントの取決め、資産譲渡、経営および役務委託の

取決め、サービス料金ならびに委託売買が含まれている。当行の内部取引は規制要件に従ったものであ

り、当グループの健全な運営にマイナスの影響を及ぼすものはなかった。

 

取締役会委員会

取締役会の下に５つの委員会、すなわち戦略委員会、監査委員会、リスク管理委員会、指名・報酬委員

会、および社会的責任・関連当事者取引委員会が設けられている。これらの委員会のうち、監査委員会、

リスク管理委員会、指名・報酬委員会および社会的責任・関連当事者取引委員会の委員の過半数が、独立

非業務執行取締役である。

 

戦略委員会

戦略委員会は、11名の取締役によって構成されている。現在、当行の取締役会会長である王洪章氏が、

戦略委員会の委員長を務めている。委員には、王祖継氏、馮婉眉女史、李軍氏、カール・ウォルター氏、

龐秀生氏、ウィム・コック氏、マリー・ホーン氏、郝愛群女史、章更生氏および董軾氏が含まれる。この

うち４名は業務執行取締役、３名は非業務執行取締役、および４名は独立非業務執行取締役である。

 

戦略委員会の主な責任には、次の事項が含まれる。

・戦略的開発計画の起草、その実施の監督および評価

・年次事業計画および固定資産投資予算の精査

・年次事業計画および固定資産投資予算の実施状況の精査

・各種事業の調和的発展の評価

・重要な再編計画および組織変更計画の精査

・当行の重要な投資および資金調達プロジェクトの精査

・株式投資権限の行使、IT計画、自己資本比率管理、その他取締役会から委譲された権限の範囲内にある

事項の実施

・その他、取締役会から委譲された責務の遂行および権限の行使

 

2016年に戦略委員会は計５回開催され、主に、マクロ経済状況および銀行業界が直面する課題の徹底し

た分析および議論の実施、海外金融機関の合理的配置の促進、子会社の増資、市場指向のデット・エクイ

ティ・スワップを実施するための投資および専門機関の設立、グローバルなシステム上重要な銀行のリス
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トに選ばれることに関する研究、リスクの防止および統制の能力向上、新世代の中核的バンキング・シス

テムの構築の推進、ならびに情報技術の開発の強化などの議題の検討や協議を行った。戦略委員会は、当

行の戦略的開発計画、金融機関の設立、重要な投資計画および情報技術の開発に関し、意見の表明や提案

を行う。

 

監査委員会

監査委員会は６名の取締役で構成されている。当行の独立非業務執行取締役である鍾瑞明氏が監査委員

会の現在の委員長を務めている。委員には、李軍氏、カール・ウォルター氏、張龍氏、マリー・ホーン氏

および董軾氏が含まれる。このうち２名は非業務執行取締役、および４名は独立非業務執行取締役であ

る。監査委員会の構成は、コーポレート・ガバナンスならびに国内および海外の規制要件を満たしてい

る。

 

監査委員会の主な責任および権限には、次の事項が含まれる。

・当行の財務報告の監視、会計情報および重要事象に関する開示の精査

・当行の内部統制の監視および評価

・当行の内部監査業務の監視および評価

・外部監査業務の監視および評価

・潜在的な不正行為への注意および適切な手配の確保

・取締役会への業務報告

・その他、取締役会から委譲された責務の遂行および権限の行使

 

監査委員会は2016年に計７回開催されたほか、外部監査人との会合が別途２回開催された。監査委員会

は、2015年度および2016年度上半期の業績の報告および発表の監督及び精査、2016年度第１四半期および

第３四半期に関する財務報告の監督および精査、内部監査業務の監視、内部監査および外部監査で確認さ

れた問題の是正の監督および促進、内部統制の有効性の監督および評価の強化、内部統制の評価報告の精

査、外部監査人の任命、ならびに外部監査人の業務の監視および評価を行った。監査委員会は前記の事項

に関し、重要な意見の表明や提案を行った。

監査委員会は、CSRCの要件および監査委員会の年次報告作業規則に従って、当行の年次財務報告書の精

査を行ったほか、外部監査人が参加する前に経営陣と十分な意思疎通を図り、意見書を作成した。外部監

査人から提供された当初の監査意見に基づき、監査委員会は外部監査人との意思疎通を改善し、再度、当

行の年次財務報告書の精査を行った。監査終了後、監査委員会は年次財務報告書に関する検討と決議を行

い、取締役会の審議に提出した。

 

リスク管理委員会

リスク管理委員会は７名の取締役で構成されている。当行の独立非業務執行取締役であるマリー・ホー

ン氏が、現在、リスク管理委員会の委員長を務めている。委員には、王祖継氏、馮婉眉女史、張龍氏、龐

秀生氏、郝愛群女史および鍾瑞明氏が含まれている。このうち２名は業務執行取締役、１名は非業務執行

取締役、４名は独立非業務執行取締役である。

 

リスク管理委員会の主な責任には次の事項が含まれる。

・当行の全体戦略に沿ったリスク管理方針の精査、その実施状況および有効性の監視および評価

・リスク管理システムの確立に関する指針の提供
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・リスク管理部門の組織構成、作業手順および実効性の監視および評価、改善のための変更点の提案

・リスク報告の精査、リスク状況の定期評価の実施、当行のリスク管理の一層の改善に関連する意見の提

供

・リスク管理を担当する当行の幹部役員の業績の評価

・当行の中核事業、経営システムおよび主要な業務活動のコンプライアンスの監督

・その他、取締役会から委譲された責務の遂行および権限の行使

 

リスク管理委員会は2016年に計４回開催された。委員会は、与信資産の管理および統制の強化、リスク

管理方針の調整および最適化の促進、当グループのリスク管理統制の強化、総合的リスク管理能力の改

善、ならびに海外金融機関のコンプライアンスリスク管理の向上を含め、様々な分野に関する意見の表明

および提案を行った。また、国内外の経済情勢と金融状況が当行に及ぼす影響に細心の注意を払うととも

に、先進的な資本管理方法の導入を積極的に推進したほか、グローバルなシステム上重要な銀行の規制要

件に積極的に対応し、当グループの全体的なリスク状況を定期的に精査した。委員会は、過剰生産能力を

有する産業に対する貸出、政府の資金調達ビークルに対する貸出、流動性、主要な地域、海外事業および

情報技術に関連する分野等でのリスク管理を非常に重視した。さらに、当行グループ（特に海外金融機

関）のコンプラインス・リスク管理を向上させ、米国のリスク管理所管委員会の責任も引き受けるととも

に、法令遵守違反事例の防止および統制も強化した。

 

リスク管理システムの精査

リスク管理委員会は、当行の全体的リスク管理の枠組みの下でのリスク管理システムの有効性の監督お

よび見直し（当行のリスク管理方針、リスク選好および総合的リスク管理システムの見直しおよび変更、

ならびにリスク管理部門の部門別設置、組織構造、業務手順および有効性の監視および評価を含む。）を

継続して行った。当行のリスク管理方針、リスク選好および総合的リスク管理の状況について定期的評価

を実施したほか、上層部役員によるリスク（信用リスク、市場リスクおよび業務リスク等を含む。）管理

の監視と評価を行った。当行の取締役会およびリスク管理委員会は、当グループの全体的リスク管理に関

する特別報告を半年ごとに精査する。当行のリスク管理の詳細については、第３「事業の状況」、３「対

処すべき課題」の「リスク管理」を参照のこと。

 

指名・報酬委員会

指名・報酬委員会は６名の取締役で構成されている。当行の独立非業務執行取締役であるウィム・コッ

ク氏が、現在、指名・報酬委員会の委員長を務めている。委員には、馮婉眉女史、カール・ウォルター

氏、鍾瑞明氏、マリー・ホーン氏および董軾氏が含まれている。このうち１名は非業務執行取締役、５名

は独立非業務執行取締役である。

 

指名・報酬委員会の主な責任には次の事項が含まれる。

・取締役および幹部役員の選定および任命に係る基準および手続の制定

・取締役、総裁、最高監査責任者、取締役会秘書役および取締役会委員会委員の候補者の取締役会への提

案

・取締役会の構造、定員数および構成の評価（専門能力、知識および経験的観点を含む。）、ならびに、

当行の企業戦略を実施するための取締役会についての修正案の提案

・取締役の業績の監督

・総裁が指名する幹部役員候補者の評価
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・幹部役員および主な役職のバックアップ要員の育成計画の策定

・総裁が提出する報酬管理システムの評価

・取締役および幹部役員の業績評価策の策定ならびに審議のための取締役会への提出

・取締役および幹部役員の業績評価の調整、業績評価の結果および監査役会による業績評価に従った、取

締役および幹部役員の報酬に関する助言の提案、ならびに審議のための取締役会への提出

・監査役会による監査役の業績評価に従った監査役の報酬計画についての助言、および審議のための取締

役会への提出

・当行の業績評価および報酬システムの実施の監視

・その他、取締役会から委譲された責務の遂行および権限の行使

 

指名・報酬委員会は2016年に計５回開催された。指名に関しては、委員会は、被指名者が法律、行政法

規、当行の規程および定款に従って職務の適格性を有するとともに、それぞれの職務を勤勉に執行する能

力を有することを確保するため、独立非業務執行取締役の選定の労を惜しまず、独立非業務執行取締役の

候補者ならびに取締役および幹部役員の任命更新に関する助言を取締役会に提案した。委員会は、当報告

期間中、当行の取締役会の構成が「取締役会の多様性方針」の要件を遵守していると判断した。報酬およ

び実績評価に関しては、国家の直近の報酬規制政策を調査した上で、取締役、監査役および幹部役員の

2015年度の報酬に関する決済の提案を調整、策定したほか、2016年度の業務執行取締役および幹部役員の

実績評価に関する計画を検討し、取りまとめた。通常の職務については、委員会は、当行の幹部役員およ

び主要なバックアップ職員の育成および研修を重視するとともに、従業員の報酬構造およびその他の事項

に注意を払った。取締役の多様性の推進、幹部役員の業績評価の基準の改善、報酬インセンティブのシス

テムの改善、ならびに人材の育成および研修の強化に関する意見の提案および助言を積極的に行った。

 

社会的責任・関連当事者取引委員会

社会的責任・関連当事者取引委員会は４名の取締役で構成されている。当行の独立非業務執行取締役で

ある張龍氏が、現在、社会的責任・関連当事者取引委員会の委員長を務めている。委員には、鍾瑞明氏、

マリー・ホーン氏および章更生氏が含まれている。このうち１名が業務執行取締役、および３名が独立非

業務執行取締役である。

 

社会的責任・関連当事者取引委員会の主な責任には次の事項が含まれる。

・重大な関連当事者取引、関連当事者取引の管理および当行内部における承認・届出に係るシステムに関

する基準の策定および提案、承認のための取締役会への当該提案の提出

・当行の関連当事者の特定

・関連当事者取引全般に関する届出の受理

・重大な関連当事者取引の精査

・当行の社会的責任に関する戦略および方針の研究および策定

・環境および持続可能な開発に関連する与信方針の評価

・当行の社会的責任の遂行の監視、検査および評価

・消費者の権利・利益の保護に関する当行の戦略、方針および目的の研究および策定、消費者の権利・利

益の保護に関する当行の取組みの監督および評価

・その他、取締役会から委譲された責務の遂行および権限の行使
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社会的責任・関連当事者取引委員会は2016年に計４回開催された。委員会は、関連当事者取引の管理シ

ステムを改善し、新世代の関連当事者取引管理システムを最適化し、関連当事者取引に関する監査結果の

活用を強化したほか、当行の関連当事者取引の管理能力を促進した。グリーン・クレジット、消費者の権

利・利益の保護ならびに慈善的寄付に関する社会的責任行動の実施も監督した。社会的責任・関連当事者

取引委員会は、上記の事項に関する重要な意見の提案および助言を行った。

 

監査役会

監査役会の責務

当行の監督機関である監査役会は、株主総会に対する説明責任を負い、関連する法律に従って以下の機

能と職務を遂行する。

・取締役会、幹部役員およびこれらの構成員の活動を監督すること

・取締役および幹部役員が当行の利益を侵害する行為をした場合、当該行為の是正を求めること

・当行の財務活動を調査・監督すること

・取締役会が定時株主総会に提案する財務情報（財務報告、事業報告、利益処分案を含む）を検証するこ

と

・当行の業務上の決定、リスク管理、内部統制などを監督し、当行の内部監査作業に対する指針を定める

こと

・当行の株主総会または定款により委譲されたその他の権限を行使すること

 

監査役会の構成

当行の監査役会は、現在、７名の監査役で構成されており、その内訳は、株主代表監査役３名（郭友

氏、劉進女氏および李暁玲女史）、従業員代表監査役３名（李秀昆氏、靳彦民氏および李振宇氏）ならび

に外部監査役１名（白建軍氏）となっている。

監査役の任期は３年で、任期満了の際には再任が可能である。当行の株主代表監査役および外部監査役

は株主総会により選出され、当行の従業員代表監査役は従業員の代表機関により選出される。

 

監査役会会長

郭友氏が当行の監査役会会長を務め、監査役会の任務の計画と履行について責任を負っている。

 

監査役会の運営

監査役会は、年に４回以上定時監査役会を開催する。また、必要な場合には臨時監査役会が招集され

る。監査役会会議は現場会議または書面決議により開催される。監査役は、通常、監査役会会議の招集日

から数えて10日前までに書面による開催通知を受ける。当該監査役会に関する事項は、通知書に明記され

る。会議中、監査役は自由に各自の意見を述べることができ、重要な事項に関する決定は、詳細な論議を

行った後でのみ行われる。

監査役会の会議に際しては、詳細な議事録が作成される。各監査役会会議の後に、検討および意見聴取

のため出席監査役全員に議事録が回覧される。議事録確定後、監査役会事務局は、全ての監査役に議事録

の最終版を配布しなければならない。監査役会は、その職務の遂行に必要な場合には社外弁護士や公認会

計士を雇うことができ、当行は関連する全ての費用を負担する。当行は、監査役の知る権利を保証するた

めに必要な手段を講じ、関連規則に従って関係のある情報や資料を提供する。

監査役会の構成員は、取締役会に議決権なき参加者として出席することができ、監査役会は、適切であ

る場合にはその時点で監査役を議決権なき参加者として指名して、取締役会委員会、年次作業部会、支店
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のジェネラル・マネジャー・シンポジウム、経営状況に関する分析会議および総裁・重役会議といった当

行の会議に出席させることができる。当行の監査役会は、情報の検閲・精査、現場外での監視・分析、現

場での具体的な検査、訪問および討論会、業務およびデューディリジェンス評価等によって監査業務を行

う。

2016年、当行は全監査役のために監査役損害賠償保険契約を締結した。

 

監査役会会議

2016年度、監査役会は、それぞれ１月29日、３月10日、３月30日、４月29日、６月28日、８月25日、10

月27日および12月20日に計８回開催され、うち７回が現場で開催され、１回は書面による提案の回付によ

り開催された。監査役会会議が精査、承認した主な議案には、監査役会の報告書、監査作業計画、当行の

定期的財務報告書、利益処分案、内部統制に関する2015年度の評価報告、監査役の指名等が含まれた。関

連法規および上場する証券取引所の上場規則に従って、関連情報が公開された。下の表は、2016年の監査

役会会議における各監査役の出席記録である。

 

監査役会構成員
本人が出席した会議数／

任期中の会議数

代理人が出席した会議数／

任期中の会議数
出席率（％）

株主代表監査役    

郭友氏 8/8 0/8 100

劉進女史 6/8 2/8 100

李暁玲女史 8/8 0/8 100

    

従業員代表監査役    

李秀昆氏 8/8 0/8 100

靳彦民氏 7/8 1/8 100

李振宇氏 8/8 0/8 100

    

外部監査役    

白建軍氏 8/8 0/8 100

    

退任委員    

金磐石氏 0/0 0/0 N/A

張華建氏 0/0 0/0 N/A

王琳氏 0/0 0/0 N/A

王辛敏氏 2/4 2/4 100

 

 

外部監査役の職務の執行

当行の外部監査役である王辛敏氏および白建軍氏は、2016年度に監査役会およびその特別委員会の会議

に積極的に出席し、監査役会の主要事項に関する検討および意思決定に参加した。両氏は、取締役会、取

締役会傘下の特別委員会および経営管理層の会議にも議決権のない代表者として積極的に参加し、預金お

よび貸出の金利決定、担保物管理等に関する監査役会の特別な研究に参加したほか、各々の専門能力に基
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づき提案を行い、意見を述べた。両外部監査役は監督職務を適正に執行し、監査役会が果たす監督の役割

の実施に貢献した。

 

監査役会委員会

監査役会の下に、業務およびデューディリジェンス監督委員会ならびに財務および内部統制監督委員会

が設けられている。

 

業務およびデューディリジェンス監督委員会

業務およびデューディリジェンス監督委員会は、４名の監査役で構成されている。監査役会会長である

郭友氏が、業務およびデューディリジェンス監督委員会の委員長を務めている。委員には、劉進女史、李

暁玲女史および李振宇氏が含まれる。

 

業務およびデューディリジェンス監督委員会の主な責任には、次の事項が含まれる。

・取締役会、幹部役員およびその構成員の活動および専心度合の監督に関する規則、活動計画、提案およ

び実施計画の策定、また監査役会による承認後、これらの規則、計画および提案の実施および実施の調

整

・取締役会、幹部役員およびその構成員の職務執行に関する評価報告書の提供

・監査役の業績評価策の策定およびその実施の調整

 

業務およびデューディリジェンス監督委員会は、2016年に４回の現場会議を開催した。同委員会は、取

締役会、幹部役員およびその構成員の業務に関する評価報告書の精査、監査役会および監査役の業務に関

する自己評価報告書の精査、業務の監督および評価に関する当年度の作業計画の調査および策定、ならび

に当行の株主代表監査役の業務評価計画案の精査を行ったほか、流動性リスク管理、連結管理およびリス

ク選好の執行等に関する特別報告を受けた。

 

財務および内部統制監督委員会

財務および内部統制監督委員会は、５名の監査役で構成されている。株主代表監査役である李暁玲女史

が、財務および内部統制監督委員会の委員長を務めている。委員には、劉進女史、李秀昆氏、靳彦民氏お

よび白建軍氏が含まれている。

 

財務および内部統制監督委員会の主な機能および責任には次の事項が含まれる。

・財務および内部統制に関連する規則、作業計画および提案の作成、監査役会による承認後、これらの規

則、計画および提案の実施または実施の調整

・取締役会が作成した年次財務報告および利益処分案の精査、これらの報告に関する監査役会への提案

・当行の財務および内部統制の監督および検査の実施の調整にあたり、必要に応じて監査役会を補佐する

こと。

 

財務および内部統制監督委員会は、2016年に計６回の現場会議を開催し、７件の提案（定期財務報告

書、利益処分案および内部統制評価報告書を含む。）の精査を行った。また、財務報告書の監査、内部統

制およびコンプライアンスの業務、内部監査の指摘事項および是正、与信資産の質、ならびに定期的な総

合的リスク管理に関する報告を定期的に受けた。内部統制、重要な資産の取得および処分、関連取引およ

び手取金の使途等についての監督を組織化し、実行した。さらに、特別報告の聴取、面談および議論の実
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施など様々な手段を通じて、様々な分野（総合的な業務運営計画、保証機関の管理、担保物管理および手

数料ベースの業務を含む。）の監督を行うとともに、専門的な意見および提案を提示したほか、監査役会

による財務、リスクおよび内部統制の監督の実施を支援した。

 

幹部役員

幹部役員の責務

当行の執行機関である幹部役員は、取締役会に対して説明責任を負い、監査役会による監督を受けてい

る。取締役会による幹部役員への授権は、当行定款等のコーポレート・ガバナンス文書を厳格に遵守して

実施されている。

 

当行の総裁は、当行の定款に従い以下の職務権限を行使する。

・当行の事業運営および経営を統括し、取締役会決議を計画および実施すること

・当行の業務計画と投資計画を取締役会に提出し、取締役会の承認に基づきかかる計画を策定および実施

すること

・当行の基本的な経営システムの草案を作成すること

・社内の現業部門および支店の統括者に対し、業務活動を行う権限を付与すること

・総裁の説明責任システムを設定し、当行の事業部門の管理者、現業部門の管理者および支店長に対する

業績評価を実施すること

・臨時取締役会の招集を提案すること

・法令、規則、当行の定款、株主総会および取締役会の決議に従い、総裁が行使すべきその他の職務権限

を行使すること

・当行の業務執行副総裁および他の幹部役員は、総裁を支えるものとする。

 

幹部役員の運営

当行の定款等のコーポレート・ガバナンス文書および取締役会からの授権に基づき、幹部役員は、当行

の業務活動および経営活動を秩序立てて組織する。取締役会が決定した戦略的な方向性と目標に従い、包

括的な業務計画を作成し、戦略の実施および計画の執行の進捗に関し取締役会に定期的な報告を行う。幹

部役員は、内外の環境について分析、調査および判断し、業務戦略と管理方法を考案するとともに、適

宜、市場の変化に応じた修正を行う。また、取締役や監査役を重要な会合および主要な行事に招聘して助

言や提案を求め、取締役会や監査役会との密接な連絡を維持することにより、当行の業務運営能力と作業

効率を高める。

 

内部統制

当行の内部統制は、法令を遵守した業務運営と経営、資産の安全性、財務報告および関連情報の正確性

および完全性を合理的に確保すること、業務の効率と有効性の改善、ならびに当行の戦略実現の促進を目

的としている。取締役会は、企業内部統制の標準システムに関する要件に従い、内部統制の策定、改善お

よび有効な実施、内部統制の有効性評価、内部統制評価に関する報告について誠実に開示する。監査役会

は、取締役会による内部統制の策定および実施状況を監督する。幹部役員は、内部統制の日々の運用を計

画および主導する責任を負っている。

2016年、当行は、規制上の規則の有効性と運用可能性を効果的に確保するために、規制、経営上の要請

および事業運営に照らして、全プロセスの規則および発行済みの全営業品目に関する管理基準をさらに詳

細に定め、様々な管理手法および業務指示に修正を加え、不適当な規則を廃止した。
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他方で、２つの側面（一般的に適用されるレベルおよび事業分野別に適用されるレベルを含む。）にお

ける内部統制の基準の構築を積極的に進め、目的、主要リスクおよび統制ルールに関する統合分析を実施

した。当行は、内部統制に関して一般レベルの基準と、分野別に累積的に適用される15種類の基準（法人

向け与信、個人向け与信、インターネット金融事業、資金管理および決済業務等を含む。）を策定、発行

した。

取締役会および監査委員会は、内部統制の有効性の評価および内部統制報告の精査を毎年行う。2016年

末現在、当行の財務報告の内部統制において重大な瑕疵はなく、財務報告以外の内部統制の重大な瑕疵も

発見されなかった。取締役会は、当行が企業の内部統制の標準システムおよびその他の関連規則に関する

要件を遵守し、主要な全ての側面をカバーする財務報告について内部統制を有効に実施していると判断し

た。

当行は、普華永道中天会計師事務所有限公司（PricewaterhouseCoopers Zhong Tian LLP）に内部統制の

監査を委託した。内部統制に関する監査意見は、財務報告に係る内部統制の有効性についての当行の評価

の結論と一致した。内部統制監査報告書における非財務報告の内部統制の重大な瑕疵に関する開示は、当

行の内部統制評価報告の開示事項に従って行われた。

内部統制に関する詳細な情報については、上海証券取引所のウェブサイト、香港証券取引所の

「HKEXnews」ウェブサイト、および当行のウェブサイト上の内部統制の評価報告書および監査報告書を参

照のこと。
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（２）【監査報酬の内容等】

 

①【外国監査後任会計士等に対する報酬の内容】

普華永道中天会計師事務所有限公司（PricewaterhouseCoopers Zhong Tian LLP）は当行およびその国内

子会社の2016年度の財務報告監査の国内監査人に任命され、プライスウォーターハウスクーパースは当行

およびその主要海外子会社の2016年度の財務報告書の国際監査人に任命された。普華永道中天会計師事務

所有限公司は、2016年度の当行の内部統制監査の監査人にも任命された。

 

当グループの財務報告監査（内部統制監査を含む。）およびその他のサービスの対価として2016年12月

31日に終了した年度に当グループが普華永道中天会計師事務所有限公司、プライスウォーターハウスクー

パースおよびプライスウォーターハウスクーパースの他のメンバー監査法人に支払った監査報酬は、次の

とおりである。

 

（百万人民元） 2016年 2015年

財務諸表監査報酬 125.00 132.00

その他のサービス料 3.35 8.03

 

普華永道中天会計師事務所有限公司およびプライスウォーターハウスクーパースは、６年連続で当行に

監査サービスを提供している。

 

②【その他重要な報酬の内容】

上記①「外国監査公認会計士等に対する報酬の内容」を参照のこと。

 

③【外国監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

上記①「外国監査公認会計士等に対する報酬の内容」を参照のこと。

 

④【監査報酬の決定方針】

2016年度の当行の監査法人は、国内では普華永道中天会計師事務所有限公司が、海外ではプライス

ウォーターハウスクーパースが務めた。かかる２法人の2017年度監査法人としての雇用に関する提案は、

2016年年次株主総会において検討され、その承認を得た。
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第６【経理の状況】
 
 
1.　本書記載の中国建設銀行股份有限公司および子会社(以下「当グループ」という。)の2016年12月31日に

終了した事業年度の財務書類の原文(英文)は、国際会計基準審議会（以下「IASB」という。）が規定す

る適用可能なすべての国際財務報告基準（以下「IFRS」という。）および解釈指針、ならびに香港公司

条例の開示要件に準拠して作成されている。また当財務書類は香港証券取引所有限公司による証券上場

規則のうち該当する開示規則にも準拠している。この財務書類は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下「財務諸表等規則」という。）第131条第１項の

規定の適用を受けている。日本文はこれらの原文を翻訳したものである。

 

2.　本書記載の当グループの2016年12月31日に終了した事業年度の財務書類は、外国監査法人等（「公認会

計士法」（昭和23年法律第103号）第１条の３第７項に規定されている外国監査法人等をいう。）であ

るプライスウォーターハウスクーパースから、「金融商品取引法」第193条の２第１項第１号に規定さ

れている監査証明に相当すると認められる証明を受けている。

 

3.　当行の採用した企業会計基準、会計処理手続および表示方法と、日本において一般に公正妥当と認めら

れている企業会計基準における会計処理手続および表示方法との間の主な相違点に関しては、下記

「４　国際財務報告基準と日本における会計原則および会計慣行の主要な相違」に説明されている。

 

4.　本書記載の当グループの財務書類の原文（英文）は、人民元で表示されている。「円」で表示されてい

る金額は、読者の便宜のために、１人民元＝16.17円（2017年５月１日現在の株式会社三菱東京UFJ銀行

の対顧客電信直物売買相場の仲値）により換算された金額である。金額は百万円単位で四捨五入して表

示されている。日本円に換算された金額は、四捨五入のため合計欄の数値が総数と一致しない場合があ

る。

 

5.　円換算額ならびに下記「２　主な資産・負債及び収支の内容」、「３　その他」および「４　国際財務

報告基準と日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違」に関する記載は、原文の財務書類には含

まれておらず、独立監査人であるプライスウォーターハウスクーパースの監査の対象にもなっていな

い。
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１【財務書類】

2016年12月31日終了事業年度

連結包括利益計算書

 
   12月31日に終了した事業年度

   2016年  2015年

 注記  (百万人民元)  (百万円)  (百万人民元)  (百万円)

受取利息   696,637  11,264,620  770,559  12,459,939

支払利息   (278,838)  (4,508,810)  (312,807)  (5,058,089)

正味受取利息 6  417,799  6,755,810  457,752  7,401,850

受入手数料   127,863  2,067,545  121,404  1,963,103

支払手数料   (9,354)  (151,254)  (7,874)  (127,323)

正味受入手数料 7  118,509  1,916,291  113,530  1,835,780

トレーディング利益(正味) 8  3,975  64,276  3,913  63,273

配当収入 9  2,558  41,363  733  11,853

投資有価証券利益(正味) 10  11,098  179,455  5,075  82,063

その他営業収益(正味)：          

－その他営業収益   55,340  894,848  27,844  450,237

－その他営業費用   (49,419)  (799,105)  (22,160)  (358,327)

その他営業収益(正味) 11  5,921  95,743  5,684  91,910

営業収益   559,860  9,052,936  586,687  9,486,729

営業費用 12  (171,515)  (2,773,398)  (194,826)  (3,150,336)

   388,345  6,279,539  391,861  6,336,392

減損引当金繰入額：          

－顧客に対する貸出金   (89,588)  (1,448,638)  (92,610)  (1,497,504)

－その他   (3,616)  (58,471)  (1,029)  (16,639)

減損損失 13  (93,204)  (1,507,109)  (93,639)  (1,514,143)

関連会社および共同支配企業の利益に対する

持分
  69  1,116  275  4,447

税引前当期利益   295,210  4,773,546  298,497  4,826,696

法人税等 16  (62,821)  (1,015,816)  (69,611)  (1,125,610)

当期純利益   232,389  3,757,730  228,886  3,701,087

その他の包括利益：          

損益に振替えられない項目          

退職後給付債務の再測定   (839)  (13,567)  51  825

その他   68  1,100  4  65

小計   (771)  (12,467)  55  889

今後損益に振替えられる可能性のある項目          

当期に生じた売却可能金融資産からの(損失)/

利益
  (27,841)  (450,189)  27,721  448,249

売却可能金融資産に係る法人税等の影響   7,055  114,079  (6,956)  (112,479)

損益に含まれる再分類調整   (3,930)  (63,548)  (1,429)  (23,107)

キャッシュ・フロー・ヘッジによる正味

(損失)/利益
  (150)  (2,426)  10  162

在外事業の換算による外貨換算差額   5,885  95,160  1,436  23,220

小計   (18,981)  (306,923)  20,782  336,045

当期その他の包括利益(税引後)   (19,752)  (319,390)  20,837  336,934

当期包括利益合計   212,637  3,438,340  249,723  4,038,021

当期純利益の帰属：          

当行株主   231,460  3,742,708  228,145  3,689,105

非支配持分   929  15,022  741  11,982

   232,389  3,757,730  228,886  3,701,087

包括利益合計額の帰属：          

当行株主   212,418  3,434,799  248,311  4,015,189

非支配持分   219  3,541  1,412  22,832

   212,637  3,438,340  249,723  4,038,021

基本および希薄化後１株当たり当期

利益(単位：人民元/日本円)
17  0.92  15  0.91  15
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連結財政状態計算書

 
   12月31日現在

   2016年  2015年

 注記  (百万人民元)  (百万円)  (百万人民元)  (百万円)

資産：          

現金および中央銀行預け金 18  2,849,261  46,072,550  2,401,544  38,832,966

銀行および銀行以外の金融機関への預け金 19  494,618  7,997,973  352,966  5,707,460

貴金属   202,851  3,280,101  86,549  1,399,497

銀行および銀行以外の金融機関への短期貸付金 20  260,670  4,215,034  310,779  5,025,296

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産 21  488,370  7,896,943  271,173  4,384,867

デリバティブの正の公正価値 22  89,786  1,451,840  31,499  509,339

売戻契約に基づいて保有する金融資産 23  103,174  1,668,324  310,727  5,024,456

未収利息 24  101,645  1,643,600  96,612  1,562,216

顧客に対する貸出金 25  11,488,355  185,766,700  10,234,523  165,492,237

売却可能金融資産 26  1,633,834  26,419,096  1,066,752  17,249,380

満期保有投資 27  2,438,417  39,429,203  2,563,980  41,459,557

受取債権に分類される投資 28  507,963  8,213,762  369,501  5,974,831

関連会社および共同支配企業に対する持分 30  7,318  118,332  4,986  80,624

固定資産 32  170,095  2,750,436  159,531  2,579,616

土地使用権 33  14,742  238,378  15,231  246,285

無形資産 34  2,599  42,026  2,103  34,006

のれん 35  2,947  47,653  2,140  34,604

繰延税金資産 36  31,062  502,273  25,379  410,378

その他資産 37  75,998  1,228,888  43,514  703,621

資産合計   20,963,705  338,983,110  18,349,489  296,711,237

負債：          

中央銀行からの借入金 40  439,339  7,104,112  42,048  679,916

銀行および銀行以外の金融機関からの預金 41  1,612,995  26,082,129  1,439,395  23,275,017

銀行および銀行以外の金融機関からの短期借入金 42  322,546  5,215,569  321,712  5,202,083

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債 43  396,591  6,412,876  302,649  4,893,834

デリバティブの負の公正価値 22  90,333  1,460,685  27,942  451,822

買戻契約に基づいて売却された金融資産 44  190,580  3,081,679  268,012  4,333,754

顧客からの預金 45  15,402,915  249,065,136  13,668,533  221,020,179

未払人件費 46  33,870  547,678  33,190  536,682

未払税金 47  44,900  726,033  49,411  798,976

未払利息 48  211,330  3,417,206  205,684  3,325,910

引当金 49  9,276  149,993  7,108  114,936

発行済負債性証券 50  451,554  7,301,628  415,544  6,719,346

繰延税金負債 36  570  9,217  624  10,090

その他負債 51  167,252  2,704,465  122,554  1,981,698

負債合計   19,374,051  313,278,405  16,904,406  273,344,245

資本：          

資本金 52(1)  250,011  4,042,678  250,011  4,042,678

その他の資本性商品          

優先株式 52(2)  19,659  317,886  19,659  317,886

資本準備金 53  133,960  2,166,133  135,249  2,186,976

投資再評価準備金 54  (976)  (15,782)  23,058  372,848

剰余準備金 55  175,445  2,836,946  153,032  2,474,527

一般準備金 56  211,193  3,414,991  186,422  3,014,444

利益剰余金 57  786,860  12,723,526  672,154  10,868,730

為替準備金   348  5,627  (5,565)  (89,986)

当行株主帰属持分合計   1,576,500  25,492,005  1,434,020  23,188,103

非支配持分   13,154  212,700  11,063  178,889

資本合計   1,589,654  25,704,705  1,445,083  23,366,992

負債および資本合計   20,963,705  338,983,110  18,349,489  296,711,237

 
2017年３月29日の取締役会において公表が承認された。
 

王祖繼 鍾瑞明 マレイ・ホーン

取締役会副会長、

業務執行取締役

兼総裁

独立非執行取締役 独立非執行取締役
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連結株主持分変動計算書

 
 12月31日に終了した事業年度

 当行株主に帰属     

 

資本金  

その他の

資本性

商品－

優先株式  

資本

準備金  

投資

再評価

準備金  

剰余

準備金  

一般

準備金  

利益

剰余金  

為替

準備金  

非支配

持分  

資本

合計

 (百万人民元)

2015年12月31日現在 250,011  19,659  135,249  23,058  153,032  186,422  672,154  (5,565) 11,063  1,445,083

期中の変動 －  －  (1,289) (24,034) 22,413  24,771  114,706  5,913  2,091  144,571

(1)当期包括利益合計 －  －  (921) (24,034) －  －  231,460  5,913  219  212,637

(2)資本金の変動                    

ⅰ子会社の取得 －  －  (269) －  －  －  －  －  590  321

ⅱ 非支配株主による

資本注入
－  －  －  －  －  －  －  －  13  13

ⅲ 子会社の設立 －  －  －  －  －  －  －  －  1,343  1,343

ⅳ 子会社株式の

持株比率の変動
－  －  (99) －  －  －  －  －  (45) (144)

(3)利益処分                    

ⅰ 剰余準備金への

充当
－  －  －  －  22,413  －  (22,413) －  －  －

ⅱ 一般準備金への

充当
－  －  －  －  －  24,771  (24,771) －  －  －

ⅲ 普通株主への分配 －  －  －  －  －  －  (68,503) －  －  (68,503)

ⅳ 優先株主への

配当金支払額
－  －  －  －  －  －  (1,067) －  －  (1,067)

ⅴ 非支配株主への

配当金支払額
－  －  －  －  －  －  －  －  (29) (29)

2016年12月31日現在 250,011  19,659  133,960  (976) 175,445  211,193  786,860  348  13,154  1,589,654

 

 12月31日に終了した事業年度

 当行株主に帰属     

 

資本金  

その他の

資本性

商品－

優先株式  

資本

準備金  

投資

再評価

準備金  

剰余

準備金  

一般

準備金  

利益

剰余金  

為替

準備金  

非支配

持分  

資本

合計

 (百万人民元)

2014年12月31日現在 250,011  －  135,391  4,066  130,515  169,496  558,705  (6,674) 10,338  1,251,848

期中の変動 －  19,659  (142) 18,992  22,517  16,926  113,449  1,109  725  193,235

(1)当期包括利益合計 －  －  65  18,992  －  －  228,145  1,109  1,412  249,723

(2)資本金の変動                    

ⅰ その他の持分保有

者による資本注

入

－  19,659  －  －  －  －  －  －  －  19,659

ⅱ 子会社の設立 －  －  －  －  －  －  －  －  9  9

ⅲ 子会社株式の

持株比率の変動
－  －  (207) －  －  －  －  －  (687) (894)

(3)利益処分                    

ⅰ 剰余準備金への

充当
－  －  －  －  22,517  －  (22,517) －  －  －

ⅱ 一般準備金への

充当
－  －  －  －  －  16,926  (16,926) －  －  －

ⅲ 株主への分配 －  －  －  －  －  －  (75,253) －  (9) (75,262)

2015年12月31日現在 250,011  19,659  135,249  23,058  153,032  186,422  672,154  (5,565) 11,063  1,445,083
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 12月31日に終了した事業年度

 当行株主に帰属     

 

資本金  

その他の

資本性

商品－

優先株式  

資本

準備金  

投資

再評価

準備金  

剰余

準備金  

一般

準備金  

利益

剰余金  

為替

準備金  

非支配

持分  

資本

合計

 (百万円)

2015年12月31日現

在
4,042,678 　 317,886 　2,186,976 　 372,848 　 2,474,527 　 3,014,444 　 10,868,730 　 (89,986)　 178,889 　 23,366,992

期中の変動 －  －  (20,843)  (388,630)  362,418  400,547  1,854,796  95,613  33,811  2,337,713

(1)当期包括利益合

計
－  －  (14,893)  (388,630)  －  －  3,742,708  95,613  3,541  3,438,340

(2)資本金の変動                    

ⅰ子会社の取得 －  －  (4,350)  －  －  －  －  －  9,540  5,191

ⅱ 非支配株主

による資本

注入

－  －  －  －  －  －  －  －  210  210

ⅲ 子会社の設

立
－  －  －  －  －  －  －  －  21,716  21,716

ⅳ 子会社株式

の

持株比率の

変動

－  －  (1,601)  －  －  －  －  －  (728)  (2,328)

(3)利益処分                    

ⅰ 剰余準備金

への

充当

－  －  －  －  362,418  －  (362,418)  －  －  －

ⅱ 一般準備金

への

充当

－  －  －  －  －  400,547  (400,547)  －  －  －

ⅲ 普通株主へ

の分配
－  －  －  －  －  －  (1,107,694)  －  －  (1,107,694)

ⅳ 優先株主へ

の

配当金支払

額

－  －  －  －  －  －  (17,253)  －  －  (17,253)

ⅴ 非支配株主

への

配当金支払

額

－  －  －  －  －  －  －  －  (469)  (469)

2016年12月31日現

在
4,042,678 　 317,886 　2,166,133 　 (15,782)　 2,836,946 　 3,414,991 　 12,723,526 　 5,627 　 212,700 　 25,704,705

 

 12月31日に終了した事業年度

 当行株主に帰属     

 

資本金  

その他の

資本性

商品－

優先株式  

資本

準備金  

投資

再評価

準備金  

剰余

準備金  

一般

準備金  

利益

剰余金  

為替

準備金  

非支配

持分  

資本

合計

 (百万円)

2014年12月31日現

在
4,042,678 　 － 　2,189,272 　 65,747 　 2,110,428 　 2,740,750 　 9,034,260 　 (107,919)　 167,165 　 20,242,382

期中の変動 －  317,886  (2,296)  307,101  364,100  273,693  1,834,470  17,933  11,723  3,124,610

(1)当期包括利益合

計
－  －  1,051  307,101  －  －  3,689,105  17,933  22,832  4,038,021

(2)資本金の変動                    

ⅰ その他の持

分保有者に

よる資本注

入

－  317,886  －  －  －  －  －  －  －  317,886

ⅱ 子会社の設

立
－  －  －  －  －  －  －  －  146  146

ⅲ 子会社株式

の

持株比率の

変動

－  －  (3,347)  －  －  －  －  －  (11,109)  (14,456)

(3)利益処分                    

ⅰ 剰余準備金

への

充当

－  －  －  －  364,100  －  (364,100)  －  －  －
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ⅱ 一般準備金

への

充当

－  －  －  －  －  273,693  (273,693)  －  －  －

ⅲ 株主への分

配
－  －  －  －  －  －  (1,216,841)  －  (146)  (1,216,987)

2015年12月31日現

在
4,042,678  317,886  2,186,976  372,848  2,474,527  3,014,444  10,868,730  (89,986)  178,889  23,366,992

 

132頁から247頁(訳注：原文のページ数である。)に記載の注記はこれらの財務書類の一部である。
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連結キャッシュ・フロー計算書

 
   12月31日に終了した事業年度

   2016年  2015年

 注記  (百万人民元)  (百万円)  (百万人民元)  (百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー          

税引前当期利益   295,210  4,773,546  298,497  4,826,696

調整：          

－減損損失 13  93,204  1,507,109  93,639  1,514,143

－減価償却費および償却費 12  16,017  258,995  19,736  319,131

－減損した金融資産に係る受取利息   (3,704)  (59,894)  (3,161)  (51,113)

－純損益を通じて公正価値で測定される金融商品の

再評価損/(益)
  1,412  22,832  (3,344)  (54,072)

－関連会社および共同支配企業の利益に対する持分   (69)  (1,116)  (275)  (4,447)

－配当収入 ９  (2,558)  (41,363)  (733)  (11,853)

－外国為替未実現(利益)/損失   (479)  (7,745)  8,628  139,515

－発行済債券の支払利息   11,362  183,724  9,851  159,291

－投資有価証券の正味処分益 10  (11,098)  (179,455)  (5,075)  (82,063)

－固定資産およびその他長期資産の正味処分益   (159)  (2,571)  (78)  (1,261)

   399,138  6,454,061  417,685  6,753,966

営業資産の変動：          

中央銀行ならびに銀行および銀行以外の金融機関への預け金の

正味(増加)/減少
  (328,481)  (5,311,538)  130,948  2,117,429

銀行および銀行以外の金融機関への短期貸付金の正味減少/(増加)   10,762  174,022  (27,495)  (444,594)

顧客に対する貸出金の正味増加   (1,258,420)  (20,348,651)  (1,059,060)  (17,125,000)

売戻契約に基づいて保有する金融資産の正味減少/(増加)   208,433  3,370,362  (36,975)  (597,886)

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産の正味(増加)/減少   (211,099)  (3,413,471)  62,142  1,004,836

その他営業資産の正味増加   (166,173)  (2,687,017)  (54,505)  (881,346)

   (1,744,978)  (28,216,294)  (984,945)  (15,926,561)

営業負債の変動：          

中央銀行からの借入金の正味増加/(減少)   395,118  6,389,058  (50,300)  (813,351)

銀行および銀行以外の金融機関からの短期借入金の正味(減少)/

増加
  (16,216)  (262,213)  110,038  1,779,314

顧客ならびに銀行および銀行以外の金融機関からの預金の

正味増加
  1,829,273  29,579,344  1,163,129  18,807,796

買戻契約に基づいて処分された金融資産の正味(減少)/増加   (78,104)  (1,262,942)  86,340  1,396,118

譲渡性預金の正味増加/ (減少)   12,653  204,599  (69,604)  (1,125,497)

法人税支払額   (65,264)  (1,055,319)  (73,476)  (1,188,107)

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債の正味増加   92,919  1,502,500  6,639  107,353

その他営業負債の正味増加   57,993  937,747  27,988  452,566

   2,228,372  36,032,775  1,200,754  19,416,192

営業活動から生じた正味資金   882,532  14,270,542  633,494  10,243,598

          

投資活動によるキャッシュ・フロー          

投資の売却および償還による収入   777,941  12,579,306  525,257  8,493,406

配当金受取額   2,566  41,492  747  12,079

固定資産およびその他長期資産の売却による収入   1,187  19,194  2,064  33,375

投資有価証券の購入   (1,363,040)  (22,040,357)  (1,091,451)  (17,648,763)

固定資産およびその他長期資産の取得   (27,742)  (448,588)  (28,589)  (462,284)

子会社、関連会社および共同支配企業の取得   (1,393)  (22,525)  (1,657)  (26,794)

投資活動に使用した正味資金   (610,481)  (9,871,478)  (593,629)  (9,598,981)

財務活動によるキャッシュ・フロー          

債券の発行   16,522  267,161  55,053  890,207

非支配株主による資本拠出   13  210  142  2,296

優先株主による拠出   －  －  19,659  317,886

非支配持分取得に係る支払対価   (144)  (2,328)  (1,027)  (16,607)

配当金支払額   (69,574)  (1,125,012)  (75,262)  (1,216,987)

借入金の返済   (11,711)  (189,367)  (2,815)  (45,519)

債券に係る利息支払額   (10,474)  (169,365)  (9,573)  (154,795)

財務活動に使用した正味資金   (75,368)  (1,218,701)  (13,823)  (223,518)

為替レート変動による現金および現金同等物への影響   14,520  234,788  8,161  131,963

現金および現金同等物の正味増加   211,203  3,415,153  34,203  553,063

現金および現金同等物の１月１日現在残高 58  387,921  6,272,683  353,718  5,719,620

現金および現金同等物の12月31日現在残高 58  599,124  9,687,835  387,921  6,272,683

営業活動によるキャッシュ・フローは以下を含む：          

利息受取額   687,994  11,124,863  762,542  12,330,304

利息支払額(債券に係る支払利息を除く)   (262,259)  (4,240,728)  (282,166)  (4,562,624)

 

132頁から247頁(訳注：原文のページ数である。)に記載の注記はこれらの財務書類の一部である。
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財務書類に対する注記

　(特に記載がない限り百万人民元)

 

1 会社情報

中国建設銀行股份有限公司(以下、「当行」という。)の歴史は1954年まで遡り、設立当時は中国人民建

設銀行として知られていた。同行は、国の経済計画における建設およびインフラ関連プロジェクトを管理

し、政府資金の融資を実施した。中国人民建設銀行は、同行の政策融資業務の承継のために1994年に国家

開発銀行が設立された後、すべてのサービスを行う商業銀行に徐々に移行していった。1996年には、その

名称を中国人民建設銀行から中国建設銀行(以下、「CCB」という。)に改称した。2004年９月17日に、中国

建設銀行股份有限公司は、その前身である中国建設銀行によって実施された分割手続きの結果、中華人民

共和国(以下、「中国」という。)にて株式制商業銀行として設立された。2005年10月および2007年９月

に、香港証券取引所(コード番号：939)においてH株式が、上海証券取引所(コード番号：601939)においてA

株式が、それぞれ上場された。2016年12月31日現在、当行は１株当たり額面金額1.00人民元の普通株式資

本合計250,011百万人民元を発行している。

 

当行は中国銀行業監督管理委員会(以下、「CBRC」という。)より金融サービス許可書番号

B0004H111000001を取得し、北京工商行政管理局より統一社会信用コード番号911100001000044477を取得し

た。当行の登記上の所在地は中華人民共和国北京市西城區金融大街25號である。

 

当行およびその子会社(以下、総称して「当グループ」という。)の主要業務は、法人向けおよび個人向

けの銀行サービスの提供、トレジャリー業務の運営、資産運用、信託、ファイナンス・リース、投資銀行

業務、保険およびその他の金融サービスの提供である。当グループは主として中国本土において業務を

行っており、海外にも多くの支店および子会社を有している。当財務書類の目的上、中国本土とは中国の

香港特別行政区(以下、「香港」という。)、中国のマカオ特別行政区(以下、「マカオ」という。)および

台湾を除く中国のことである。海外とは、中国本土以外の国および地域のことである。

 

当行は、中華人民共和国国務院(以下、「国務院」という。)により権限を付与された銀行業規制当局の

監督下にある。海外における当行の金融業務は、各現地法域の監督下にある。中国投資有限責任公司(以

下、「CIC」という。)の完全子会社である中央匯金投資有限責任公司(以下、「匯金公司」という。)は、

中国政府の代理として投資家としての権利の行使および義務の履行を行っている。

 

当財務書類は、2017年３月29日に当行の取締役会によって公表が承認された。

 

2 作成基準

当グループでは暦年を会計年度として使用しており、その期間は、１月１日から12月31日までである。

 

当財務書類は、当行およびその子会社ならびに関連会社および共同支配企業に対する当グループの持分

で構成されている。
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(1) 測定基準

当財務書類は以下の場合を除き、取得原価を用いて作成されている。(ⅰ)純損益を通じて公正価値で測

定される金融商品は公正価値で測定されている。(ⅱ)デリバティブ金融商品は公正価値で測定されてい

る。(ⅲ)売却可能金融資産は公正価値で測定されている。(ⅳ)特定の非金融資産は指定された原価で測定

されている。主要な資産および負債の測定基準の詳細は、注記４に記載されている。

 

(2) 機能通貨および表示通貨

当財務書類は人民元で表示されており、特に記載がない限り百万人民元単位で四捨五入されている。人

民元は当グループの国内業務における機能通貨である。海外支店および子会社の機能通貨は、それらが業

務を行っている主たる経済環境によって決定され、注記４(2)(b)に従い、財務書類作成のために人民元に

換算される。

(3) 見積りおよび判断の使用

財務書類の作成にあたり、経営陣は、適用する会計方針、ならびに資産・負債および収益・費用の報告

金額に影響を与える判断、見積りおよび仮定を行うことを要求される。実際の結果はこれらの見積りとは

異なる可能性がある。

 

見積りおよび関連する仮定は継続的に検証される。会計上の見積りの変更は、見積りが変更された期間

およびその影響を受ける将来の期間にわたって認識される。

 

財務書類に重要な影響を及ぼす判断および翌期以降に重大な調整を要する重要なリスクを伴う見積り

は、注記４(24)に記載されている。

 

3 準拠基準

当財務書類は、国際会計基準審議会(以下、「IASB」という。)が発行する国際財務報告基準(以下、

「IFRS」という。)に準拠して作成されている。また当財務書類は、新香港公司条例(第622章)の開示要件

および香港証券取引所有限公司による証券上場規則のうち該当する開示規則にも準拠している。

 

当グループは当年度から強制適用となる以下の新しいまたは改訂されたIFRSおよび解釈指針を適用して

いる。2016年12月31日に終了した事業年度においてまだ強制適用とならない新しいIFRSの早期適用はな

い。

 

IFRS第11号の修正「共同支配企業に対する持分の取得の会計処理」

 

本修正は、「事業」を構成するような共同支配企業に対する持分を取得した場合に、投資者が企業結合

会計に関する原則を適用することを要求している。具体的には、投資者は、識別可能資産および負債の公

正価値での測定、取得関連コストの費用認識、繰延税金の認識、ならびに残存価値ののれんとしての認識

を行う必要がある。本修正の適用による、当グループの財政状態または経営成績に対する重要な影響はな

い。

 

IAS第16号およびIAS第38号の修正「減価償却および償却の許容される方法の明確化」
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これらの修正は、収益を基礎とした減価償却または償却の方法が適切である場合について明確化してい

る。IAS第16号に対する修正は、有形固定資産に対する、当該資産の使用により生じる収益を基礎とした減

価償却は適切ではないことを明確化している。IAS第38号に対する修正は、無形資産に対する、当該資産の

使用により生じる収益を基礎とした償却は適切ではないという反証可能な推定を置いている。この推定

は、特定の限定的な状況においてのみ反証可能であるとされている。これらの修正の適用による、当グ

ループの財政状態または経営成績に対する重要な影響はない。

 

IAS第27号の修正「個別財務諸表における持分法」

 

本修正により、当グループは、個別財務諸表における子会社、共同支配企業および関連会社に対する投

資の会計処理において持分法を使用することができる。本修正の適用による、当行の財政状態または経営

成績に対する重要な影響はない。

 

IAS第１号の修正「開示に関する取組み」

 

本修正は、重要性および集約、小計の表示、財務書類の構成、ならびに会計方針の開示に関するIAS第１

号のガイダンスを明確化している。

 

本修正は特定の変更を要求するものではないが、表示に関する多くの問題を明確化しており、また、作

成者が作成側の状況や財務書類利用者のニーズに合わせて財務書類の形式および表示を調整してよいこと

を強調している。当グループは本修正を適用したが、これにより当グループの財務書類に重要な影響はな

かった。

 

年次改善2014年

本改善には、年次改善プロジェクトの2012-2014年サイクルからの変更が含まれており、IFRS第５号「売

却目的で保有する非流動資産および廃止事業」、IFRS第７号「金融商品：開示」、IAS第19号「従業員給

付」およびIAS第34号「期中財務報告」に影響を及ぼす。これらの修正の適用による、当グループの財政状

態または経営成績に対する重要な影響はない。

 

当グループは、これらの財務書類を作成するにあたり、下記の会計方針を継続的に適用している。

 

4 重要な会計方針および会計上の見積り

(1) 連結財務書類

(a) 企業結合

企業結合において、取得企業が引き渡す取得対価ならびに取得する識別可能資産、負担する負債およ

び偶発債務は、当初は取得日現在の各々の公正価値で測定される。企業結合の取得原価が被取得会社の

識別可能な純資産の公正価値に対する当グループ持分を超過する場合、その差異は注記４(9)に説明され

る会計方針に従いのれんとして認識される。企業結合の取得原価が被取得会社の識別可能な純資産の公

正価値に対する当グループ持分を下回る場合、その差異は損益に認識される。

 

上記の取得日とは当グループが被取得会社の支配を実質的に獲得する日である。
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(b) 子会社および非支配持分/株主

子会社とは、当行が支配しているすべての事業体(組成された事業体を含む)のことである。当行が事

業体に対するパワーを有し、かつ事業体への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャー

または権利を有している場合で、その事業体に対するパワーを通じてこれらのリターンに影響を与える

能力を有している場合には、当行はその事業体を支配している。子会社は、当行に支配が移転した日か

ら完全に連結され、支配が喪失した日から連結を中止される。

 

組成された事業体とは、誰が事業体を支配しているかを決定する際、議決権または類似の権利が決定

的な要因とならないように設計された事業体である。具体的には、議決権が管理業務にのみ関連してお

り、関連性のある活動が契約上の取決めによって指図される場合が挙げられる。

 

当行の個別財務書類の子会社投資は取得原価で会計処理される。当初認識時において子会社投資は、

企業結合により子会社を取得した場合には取得日における取得原価、または、当グループが設立した場

合には子会社への出資額で測定される。子会社投資に対する減損損失は注記４(11)に説明される会計方

針に従って会計処理される。

 

子会社の財務結果および業績は、支配が開始した日から支配が終了する日まで連結財務書類に含まれ

る。当行は、連結財務書類の作成時に、子会社の会計期間および会計方針に関する必要な調整を行っ

て、当行の会計期間および会計方針に準拠するようにしている。

 

重要なグループ内残高および取引、ならびにグループ内取引から生じる重要な損益は、連結財務書類

作成時に全額消去される。

 

当行が直接あるいは子会社を通して間接的にも所有していない持分に帰属する子会社の純資産の一部

は、非支配持分として会計処理され、連結財政状態計算書の資本合計の中の「非支配持分」に表示され

ている。当期の子会社純損益およびその他の包括利益のうち非支配株主に帰属する部分は、連結包括利

益計算書に、当グループの当期純利益の構成要素として個別に表示されている。

 

(c) 関連会社および共同支配の取決め

関連会社とは、当グループが重要な影響力を持つ企業のことである。重要な影響力とは、被投資会社

の財務上および経営上の方針決定へ参画する権限のことであるが、それらの方針決定を支配または共同

支配するものではない。

 

共同支配の取決めとは、二者またはそれ以上の当事者が共同支配を有する取決めのことである。共同

支配の取決めは、当該取決めに対する当事者の権利および義務に基づき共同支配事業または共同支配企

業に分類される。共同支配とは、経済活動に対する支配の共有を契約に基づき合意するもので、その活

動に関連する財務および経営上の戦略的な意思決定に際して、支配を共有する当事者全員の同意を必要

とする場合にのみ存在する。当グループは、当該共同支配の取決めの性質を評価し、共同支配企業であ

ると判断した。

 

関連会社または共同支配企業に対する投資は、連結財務書類上で持分法により会計処理され、当初は

取得原価で計上された後、関連会社または共同支配企業の純資産に対する当グループ持分の取得後の変

動に関して調整される。関連会社または共同支配企業の当該年度の取得後の業績(税引後)に対する当グ
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ループ持分は、連結包括利益計算書に認識される。関連会社または共同支配企業に対する当グループ持

分は重要な影響または共同支配が開始する日から重要な影響または共同支配が終了する日まで含まれ

る。

 

当グループおよび関連会社または共同支配企業間の取引から生じた利益および損失は、当グループの

関連会社または共同支配企業に対する持分の範囲で相殺消去される。

 

当グループは、関連会社または共同支配企業の純損失の当社持分の認識を、関連会社または共同支配

企業に対する投資の帳簿価額と長期持分(実質的に当グループの関連会社または共同支配企業に対する純

投資の一部を構成する)を合わせた金額がゼロまで減額された後に中止する(当グループが法的または推

定的な追加損失負担義務を負っている場合を除く)。その後、関連会社または共同支配企業が純利益を計

上した場合、当グループはその利益の持分が未認識損失額に達した後に初めてその持分に対する利益の

認識を再開する。

 

(2) 外貨換算

(a) 外貨建取引の換算

外貨建取引は、当初認識時に取引日の直物為替レートで機能通貨に換算される。外貨建貨幣性項目

は、各報告期間末日に、同日の直物為替レートで機能通貨に換算される。結果として生じた換算差額

は、損益に認識される。取得原価で評価される外貨建非貨幣性項目は、取引日の直物為替レートで機能

通貨に換算される。公正価値で測定される外貨建非貨幣性項目は、公正価値が決定される日の直物為替

レートで換算される。換算差額は損益に認識されるが、売却可能資本性商品の換算によって生じた差額

は、その他の包括利益に計上される。

 

(b) 外貨建財務書類の換算

海外支店および子会社の外貨建財務書類は連結財務書類の作成のために人民元に換算される。外貨建

財務書類の資産および負債は各報告期間末日に、同日の直物為替レートで人民元に換算される。海外事

業の収益および費用は取引日の直物為替レートまたは直物為替レートに近似するレートで人民元に換算

される。海外事業によって生じる換算差額は、財政状態計算書の資本の部の「為替準備金」として認識

される。為替レート変動による現金への影響は、別途キャッシュ・フロー計算書に表示される。

 

(3) 金融商品

(a) 区分

当グループは、資産を取得した目的または負債が発生した理由に応じて、金融商品を当初認識する際

に異なるカテゴリーに分類している。そのカテゴリーとは、純損益を通じて公正価値で測定される金融

資産および金融負債、満期保有投資、貸出金および受取債権、売却可能金融資産およびその他金融負債

である。

 

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産および金融負債

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産および金融負債には、トレーディング目的で保有する

ものと分類された金融資産および金融負債、ならびに純損益を通じて公正価値で測定されるものとして

指定された金融資産および金融負債が含まれる。
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以下の場合、金融資産または金融負債はトレーディング目的で保有するものとして分類される。(ⅰ)

主として近い将来における売却または買戻しを目的として取得または発生したもの、(ⅱ)合同管理され

ている識別された金融商品のポートフォリオの一部で、短期の利益獲得目的であることを示す最近の実

際の取引パターンの裏付けがあるもの、あるいは、(ⅲ)デリバティブ(ただしヘッジ手段として指定され

かつ有効なデリバティブまたは金融保証を除く)。

 

以下の場合、金融資産または金融負債は当初認識時に純損益を通じて公正価値で測定されるものとし

て指定される。(ⅰ)金融資産または金融負債の管理、評価、および内部報告が公正価値ベースで行われ

ている。(ⅱ)純損益を通じて公正価値測定の指定により、金融資産または金融負債の測定基準の相違か

ら生ずる損益認識時の会計上の不一致が排除される、または著しく減少する。(ⅲ)契約に一つまたは複

数の組込デリバティブが含まれている場合、事業体が完全なハイブリッド(複合)契約を純損益を通じて

公正価値で測定される金融資産または金融負債として指定できる。ただし、以下の場合を除く。組込デ

リバティブは、組み込まれていない場合に契約上要求されることになるキャッシュ・フローを大幅に修

正しない、あるいは、類似したハイブリッド(複合)商品を検討した際に、ほとんど分析を要することな

く、すぐに組込デリバティブの切り離しが禁止されていることが明らかになる。

 

満期保有投資

満期保有投資は、固定あるいは確定可能な支払額および確定満期日を有し、当グループが満期まで保

有する意図および能力を有している非デリバティブ金融資産で、(ⅰ)当初認識時に当グループが純損益

を通じて公正価値で測定する、あるいは売却可能として指定した資産、または(ⅱ)貸出金および受取債

権の定義を充たす資産を除く。

 

貸出金および受取債権

貸出金および受取債権は、固定あるいは確定可能な支払額を有するが、活発な市場で取引が行われて

いない非デリバティブ金融資産で、(ⅰ)当グループが直ちにあるいは近い将来に売却する意図がある資

産でトレーディング目的に分類される資産、(ⅱ)当初認識時に純損益を通じて公正価値で測定する、あ

るいは売却可能として当グループが指定した資産、または(ⅲ)信用力低下以外の理由で当グループが初

期投資の大部分を回収できない可能性がある資産で、売却可能に分類される資産を除く。貸出金および

受取債権は、主に中央銀行預け金、銀行および銀行以外の金融機関への預け金および短期貸付金、売戻

契約に基づいて保有する金融資産、顧客に対する貸出金、ならびに受取債権に分類される投資で構成さ

れている。
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売却可能金融資産

売却可能金融資産は、売却可能として指定された非デリバティブ金融資産または、(ⅰ)純損益を通じ

て公正価値で測定される金融資産、(ⅱ)満期保有投資あるいは(ⅲ)貸出金および受取債権として分類さ

れなかった非デリバティブ金融資産である。

 

その他金融負債

その他金融負債は、純損益を通じて公正価値で測定されるものとして指定された金融負債以外の金融

負債であり、主に中央銀行からの借入金、銀行および銀行以外の金融機関からの預金および短期借入

金、買戻契約に基づいて売却された金融資産、顧客からの預金、発行済負債性証券で構成されている。

 

財務書類上の投資有価証券は、満期保有投資として分類された有価証券、売却可能金融資産および受

取債権に分類される投資より構成されている。

 

(b) デリバティブおよびヘッジ会計

当グループは、為替および金利リスクに対するエクスポージャーをヘッジするために、デリバティブ

を使用している。デリバティブは当初認識時に取引日の公正価値で認識され、その後公正価値で測定さ

れる。正の公正価値は資産として認識され、負の公正価値は負債として認識される。

 

公正価値測定の結果生じる損益の認識方法は、当該デリバティブがヘッジ手段として指定され、かつ

その要件を満たしているか否か、またヘッジ手段として指定され、かつその要件を満たしている場合に

は、当該ヘッジ対象項目の性質によって決まる。ヘッジ手段として指定されていない、またはその要件

を満たしていないデリバティブ(特定の金利および外国為替リスクの経済的ヘッジの有効性を提供するよ

うに意図されているが、ヘッジ会計を行う要件を満たしていないものを含む)については、当該デリバ

ティブの公正価値の変動は連結包括利益計算書の「トレーディング利益(正味)」で認識される。

 

当グループは、開始時においてヘッジ手段とヘッジ対象項目との関連性、ならびにさまざまなヘッジ

取引の実施についてのリスク管理目的および戦略について文書化している。当グループはまた、ヘッジ

開始時および継続的に、ヘッジ取引に使用したデリバティブがヘッジ対象項目の公正価値またはキャッ

シュ・フローの変動を相殺するために非常に有効であるか否かについての評価も文書化している。ヘッ

ジはヘッジ会計に基づく会計処理が適用可能となる前にこれらの要件を満たす必要がある。

 

(i) 公正価値ヘッジ

公正価値ヘッジとは、認識されている資産、負債、もしくは認識されていない確定約定、またはその

ような資産、負債もしくは確定約定の識別された一部分の、公正価値の変動に対するエクスポージャー

のうち、特定のリスクに起因しかつ損益に影響を及ぼしうるヘッジである。

 

公正価値ヘッジとして指定され、かつその要件を満たすヘッジ手段の公正価値の変動は、ヘッジされ

たリスクに起因するヘッジ対象項目の公正価値の変動とともに損益に計上される。当該正味差額は、非

有効なものとして損益で認識される。
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ヘッジがヘッジ会計の要件をもはや満たさなくなった場合には、実効金利法が使用されるヘッジ対象

項目の帳簿価額に対する調整は、満期までの期間にわたり償却して損益に反映される。ヘッジ対象項目

の認識が中止される場合、未償却の帳簿価額への調整は、直ちに損益で認識される。

 

(ⅱ) キャッシュ・フロー・ヘッジ

キャッシュ・フロー・ヘッジとは、キャッシュ・フローの変動可能性に対するエクスポージャーのう

ち、認識されている資産または負債に関連する特定のリスク(例えば、変動利付債券に係る将来の金利支

払の全部または一部)、または可能性の非常に高い予定取引に起因し、かつ最終的に損益に影響を及ぼし

うるヘッジである。

 

キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され、かつその要件を満たすヘッジ手段の公正価値の変動の

有効部分は、その他の包括利益で認識され、また資本における「資本準備金」で累積される。非有効部

分は直ちに損益で認識される。

 

資本に累積された金額は、ヘッジ対象項目が損益に影響を与える期と同一期間の損益に振替える。

 

ヘッジ手段が失効または売却、あるいはヘッジ指定が取り消された場合、もしくはヘッジがヘッジ会

計の要件をもはや満たさなくなった場合には、その時点で資本に計上されているヘッジ手段の累積損益

はそのまま資本に残し、予定取引が最終的に発生する場合には損益に振替える。予定取引の発生がもは

や見込まれなくなった場合は、資本に計上していた累積損益は直ちに損益に振替える。

 

(c) 組込デリバティブ

特定のデリバティブは非デリバティブのハイブリッド商品(主契約)に組込まれている。組込デリバ

ティブは、(ⅰ)組込デリバティブの経済的特徴およびリスクが主契約と密接に関連していない場合、

(ⅱ)組込デリバティブと同じ条件を有する別個の商品がデリバティブの定義を満たす場合、ならびに

(ⅲ)ハイブリッド(複合)商品が公正価値で測定して公正価値変動を純損益に認識するものではない場合

には、主契約から分離され、独立したデリバティブとして会計処理される。組込デリバティブが分離さ

れる場合、主契約は上記の注記４(3)に説明された会計方針に従って金融商品として会計処理される。

 

(d) 認識および認識の中止

すべての金融資産および金融負債は、当グループが当該金融商品の契約当事者になった場合にのみ、

財政状態計算書に認識される。

 

当グループは、認識の中止を検討している部分が以下の条件のうち一つを満たす場合、金融資産の認

識を中止する。(ⅰ)金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が喪失する、または(ⅱ)

金融資産のキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利が移転されており、当グループが金融資産の所

有に係る実質的にすべてのリスクおよび経済価値を移転するか、あるいは(ⅲ)当グループは金融資産の

キャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を留保しているが、キャッシュ・フローの移転条件をすべ

て満たす契約において、最終受領者にキャッシュ・フローを支払う契約上の義務を負い、実質的に金融

資産保有に伴うすべてのリスクと経済価値を移転している場合。

 

認識を中止する金融資産の帳簿価額と、受け取る対価および過去に資本で認識した公正価値変動の累

積額の差額は、損益に認識される。

EDINET提出書類

中国建設銀行股イ分有限公司(E05972)

有価証券報告書

149/402



 

当グループが金融資産の所有に係る実質的にすべてのリスクおよび経済価値を移転も留保もしない

が、支配力を有している場合、当グループは、当該金融資産の継続的に関与する部分について、引き続

き認識する。当グループが金融資産に対する支配力を有していない場合、当該金融資産の認識を中止

し、移転において発生または留保した権利および義務について別個に資産または負債を認識する。

 

金融負債は(ⅰ)契約上で特定された関連する現在の義務が解除、取消あるいは失効した場合、あるい

は(ⅱ)大幅に異なる条件で当初の金融負債を新規の金融負債に置き換える、当グループと既存の貸手と

の間の契約、または既存の金融負債の条件の大幅な変更が、当初の金融負債の消滅および新規の金融負

債の認識として会計処理される場合のみ認識が中止される。

 

認識が中止された金融負債の帳簿価額と支払対価の差額は、損益に認識される。

 

(e) 測定

金融商品は、当初公正価値で測定される。純損益を通じて公正価値で測定されていない金融商品の場

合は、公正価値に当該金融資産の取得あるいは金融負債の発行に直接帰属する取引費用を加算した金額

で測定される。純損益を通じて公正価値で測定される金融商品の取引費用は、直ちに費用計上される。

 

当初認識後は、満期保有投資、貸出金および受取債権ならびにその他金融負債は償却原価で測定され

るが、その他の区分の金融商品は公正価値で測定され、売却あるいはその他の処分の際に生じる可能性

のある取引費用は考慮しない。活発な市場における市場価格がなく、公正価値を信頼性をもって測定で

きない売却可能資本性商品への投資、およびこれらの市場性のない資本性商品と関連付けられ、その引

渡しによって決済されるデリバティブは、原価から減損損失を控除した後の金額で測定される。

 

純損益を通じて公正価値で測定される金融商品の公正価値の変動による損益は、損益に認識される。

 

損益に認識される減損損失および負債性証券等の貨幣性項目に係る外貨換算損益を除き、売却可能金

融資産の公正価値の変動による未実現損益は、その他の包括利益に認識されて資本の部に個別に累積さ

れる。

 

売却可能金融資産が売却される際、処分損益は損益に認識される。処分損益には、以前にその他の包

括利益に認識され、損益に振替えられるものが含まれる。

 

償却原価で計上されている金融資産および金融負債の損益は、金融資産および金融負債の認識が中止

された場合または減損した場合、および償却を通じて損益に認識される。

 

(f) 減損

当グループは、各報告期間末日に金融資産の帳簿価額を評価する(ただし、純損益を通じて公正価値で

測定されたものは除く)。金融資産が減損しているという客観的な証拠がある場合、当グループは、損益

に減損損失を認識する。将来の事象の結果として予想される損失は、その発生する可能性が高い場合で

も、減損損失として認識されない。
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金融資産が減損しているという客観的な証拠には、資産の当初認識後に発生した一つあるいは複数の

事象で、その事象(あるいは複数の事象)が信頼性をもって見積ることができる金融資産の見積将来

キャッシュ・フローに影響を及ぼすものが含まれる。客観的な証拠には、以下の証拠が含まれる。

 

－　債務者または発行者の著しい財政難

－　元利金の支払不能または遅延等の契約違反

－　債務者の財政難に関する経済的または法的な理由による当グループの債務者に対する特別措置の供

与

－　債務者が破産またはその他の財務再建手続きを取る可能性の高まり

－　重大な財政難を原因とする金融資産に関する活発な市場の消失

－　ある金融資産グループの個別の金融資産に対して特定することはできないが、金融資産の当初認識

以降、当該金融資産グループの見積将来キャッシュ・フローに測定可能な減少が生じていることを

示す観察可能なデータ(当該資産グループの債務者の返済状況の悪化、債務者のいる地域における

失業率の上昇、関連する地域における住宅ローンの担保となる不動産価格の下落、あるいは当該資

産グループの債務者に影響を与える産業状況の悪化を含む)

－　資本性商品の発行者に悪影響を与える、技術環境、市場環境、経済環境あるいは法的環境における

重大な変化

－　取得原価を下回る資本性商品への投資の公正価値の著しい下落あるいは長期的な下落

－　金融資産が減損していることを示すその他の客観的な証拠

 

貸出金および受取債権ならびに満期保有投資

個別評価

貸出金および受取債権ならびに満期保有投資で、個別に重要であるとみなされるものは、個別に減損

を評価する。貸出金および受取債権、あるいは償却原価で計上されている満期保有投資の個別評価にお

いて、減損の客観的な証拠がある場合、減損金額は当該資産の帳簿価額と当該資産の当初の実効金利で

割り引かれた見積将来キャッシュ・フローの現在価値との差額として測定され、損益に認識される。

 

割引計算の影響が小さい場合、短期の貸出金および受取債権ならびに満期保有投資に関連するキャッ

シュ・フローは割り引かれない。有担保の貸出金あるいは受取債権に係る見積将来キャッシュ・フロー

の現在価値の計算は、担保権実行の可能性に関係なく、担保の取得および売却に係る費用を控除した後

の担保資産売却から生じるキャッシュ・フローを反映している。

 

集合的評価

個別に重要ではないとみなされた同種グループの顧客に対する貸出金および個別評価において減損の

客観的な証拠がないと評価された貸出金および受取債権ならびに満期保有投資は集合的に減損を評価す

る。グループ化された金融資産の見積将来キャッシュ・フローが、これらの金融資産の当初認識時から

減少していることを示唆する観察可能なデータが存在する場合、減損は認識され、損益に計上される。

 

個別に重要ではないとみなされた同種グループの貸出金に関して、当グループは、集合的に減損を評

価するためにロールレート法を採用している。この方法は債務不履行の可能性および結果的損失額に関

する過去の傾向の統計的分析を利用するとともに、景気の現状を反映している観察可能なデータの調整

も利用している。

 

EDINET提出書類

中国建設銀行股イ分有限公司(E05972)

有価証券報告書

151/402



個別に重要であるとみなされて個別に評価されたものの、個別に減損を特定できない貸出金および受

取債権ならびに満期保有投資は、集合的に減損を評価するために、類似の信用リスク特性を備えたポー

トフォリオに一緒にグループ化される。集合的な減損は、以下を考慮した後に評価される。(ⅰ)類似の

リスク特性を備えたポートフォリオにおける過去の損失実績、(ⅱ)損失の発生とその損失が特定される

までの発生期間、(ⅲ)現在の経済環境および信用環境、ならびに経営陣の経験において、損失の実際の

水準が、過去の実績が示すものを上回るあるいは下回る可能性があることを当該環境が示唆するか否

か。

 

損失の発生とその損失が特定されるまでの発生期間は、過去の実績を基準に経営陣により決定され

る。

 

集合的に認識される減損は、減損が集合的に評価される金融資産にプールされた個別資産(個別評価の

対象)に係る減損を特定する暫定的な段階を示している。

 

各報告期間末日において、集合的評価には減損しているが、将来のある時期まで個別に減損が特定さ

れなかった貸出金および受取債権ならびに満期保有投資が含まれる。プールの中の個別資産に関して減

損の客観的な証拠を明確に特定する情報が入手された場合、当該資産は直ちに集合的に評価される金融

資産のプールの中から取り除かれる。

 

減損の戻入れおよび貸出金の償却

その後、貸出金および受取債権ならびに満期保有投資に係る減損金額が減少し、その減少が、減損が

認識された後に生じた事象に客観的に関連づけられる場合、以前に認識された減損は戻入れられる。戻

入金額は、損益に認識される。戻入れにより、金融資産の帳簿価額が、減損が認識されなかった場合の

戻入日における償却原価を超過することはない。

 

当グループが必要なすべての法的あるいはその他の手続きを終了した後、当グループが当該貸出金に

は回収の合理的な見込みがないことを決定した場合は、貸出金はその減損損失に対応する部分について

減損引当金に対して償却される。もしその後、償却した貸出金が回収された場合、回収金額は、減損損

失を通して損益に認識される。

 

条件緩和貸出金

条件緩和貸出金とは、債務者が当初の条件に従って返済できない場合に、債務者の財政状態の悪化に

より貸出条件が適宜緩和される貸出金のことである。条件緩和貸出金は個別に評価され、貸出条件が緩

和された時に減損貸出金として分類される。条件緩和貸出金は継続的に監視されている。条件緩和貸出

金は通常６ヶ月の観察期間の終了時までに特定の条件を満たし、経営陣の承認を得た場合は、減損して

いるとはみなされない。

 

売却可能金融資産

売却可能金融資産が減損している場合、たとえ金融資産の認識が中止されていなくても、その他の包

括利益に認識された公正価値の下落から生じる累積損失は損益に組み替えられる。資本の部から控除さ

れる累積損失額は、取得原価(元本返済額および償却額控除後)と現在の公正価値との差額から、当該金

融資産についてすでに損益に認識済みの減損損失を控除した金額である。取得原価で測定される資本性
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商品における売却可能投資の減損額は、帳簿価額と類似する金融資産の見積将来キャッシュ・フローを

現在の市場収益率で割り引いた現在価値との差額として測定され、損益に認識される。

 

その後、売却可能金融資産の公正価値が増加し、当該増加が、減損が認識された後に発生した事象に

客観的に関連づけることができる場合、減損は以下の原則に従って処理されなければならない。(ⅰ)売

却可能として分類された負債商品の減損損失は戻入金額の損益への認識を伴って戻入れられなければな

らない、(ⅱ)売却可能と分類された資本性商品の減損損失は損益を通じて戻入れられてはならない。こ

のような資産の公正価値のその後の増加は、その他の包括利益に認識される。あるいは、(ⅲ)原価で計

上された売却可能資本性投資に関する減損損失は戻入れられてはならない。

 

(g) 公正価値測定

金融商品に対して活発な市場がある場合、金融商品の公正価値はその状況下において公正価値を最も

よく表す呼び値スプレッド内の価格を基準とし、売却あるいは処分の際に生じる可能性のある取引費用

は考慮しない。市場価格とは、取引所、ディーラー、企業グループあるいは値付けサービス機関から容

易にかつ定期的に価格情報を入手できる活発な市場から入手されるもので、当該価格情報とは実際かつ

定期的に秩序ある取引が行われているものを表す。

 

市場価格が入手不能な場合、金融商品の公正価値は評価技法を使用して見積られる。採用される評価

技法には、秩序ある取引において市場参加者が使用する価格、ほぼ同一の他の商品の公正価値の参照、

割引キャッシュ・フロー分析およびオプション価格モデルが含まれる。当グループは、商品の価格を決

定するために市場参加者が一般的に受け入れている評価技法を選択しており、これらの方法は実際の市

場取引で入手された価格に関して信頼できる見積りを提供していることが実証されている。当グループ

は定期的に評価技法を見直し、その有効性をテストしている。

 

(h) 相殺

当グループが認識された金額を相殺するための法的に行使できる権利を持ち、取引を正味金額で決済

する意図がある場合、または資産の実現と同時に負債を決済することによって、金融資産および金融負

債は相殺され、正味金額が財政状態計算書に計上される。法的に強制可能な権利は、将来の事象に左右

されるものであってはならず、また会社や取引相手方の事業の通常の過程においても、債務不履行や倒

産あるいは破産に陥っている場合においても法的に強制可能である必要がある。

 

(i) 証券化

当グループは、特定のローンを証券化しているが、証券化は、これらの資産の組成された事業体への

売却を含み、組成された事業体は投資家に対して有価証券を発行している。証券化された金融資産に対

する持分は、信用補完、劣後トランシェあるいはその他の残存持分の形式(以下、「留保持分」とい

う。)で保持される場合がある。留保持分は、当グループの財政状態計算書に証券化実行日の公正価値で

計上される。証券化に係る損益は、譲渡金融資産の帳簿価額と受取対価(留保持分を含む)間の差額で損

益に認識される。

 

(j) 売戻契約に基づいて保有する金融資産および買戻契約に基づいて売却された金融資産
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売戻契約に基づいて保有する金融資産とは、当グループが売戻契約に基づいて将来に既定価格で売戻

される金融資産を取得する場合の取引である。買戻契約に基づいて売却された金融資産は、当グループ

が買戻契約に基づいて将来に既定価格で買戻される金融資産を売却する場合の取引である。

 

現金支払額または受取額は、売戻契約に基づいて保有する金額または買戻契約に基づいて売却された

金額として財政状態計算書に認識される。売戻契約に基づいて保有する資産は認識されない。買戻契約

に基づいて売却された資産は財政状態計算書に引き続き認識される。

 

購入と売戻しの対価の差額、および売却と買戻しの対価の差額は、各取引期間にわたり実効金利法に

より償却され、それぞれ受取利息および支払利息に含まれる。

 

(4) 貴金属

貴金属は金およびその他の貴金属より構成される。当グループが主としてトレーディング目的で取得し

た貴金属は当初は公正価値で認識され、その後は売却費用控除後の公正価値で再評価される。売却費用控

除後の公正価値の変動は、損益に認識される。当グループが主としてトレーディング目的で取得しなかっ

た貴金属は低価法による正味実現価額で計上される。

 

(5) 固定資産

固定資産とは当グループが事業の運営のために保有し、１年超の利用が見込まれる資産である。建設仮

勘定は建設中の有形固定資産であり、その利用目的のために使用可能となった時点で、固定資産に計上さ

れる。

 

(a) 原価

固定資産は当初は原価で認識される。ただし、リストラクチャリング日に当行がCCBから取得し、原価

として再評価額で認識された固定資産および建設仮勘定は除く。購入された固定資産の原価は購入価

格、関連税金、資産をその利用目的の稼働状態にするための直接支出により構成される。自社建設の固

定資産の原価は、資産をその利用目的の稼働状態にするために必要な支出により構成される。

 

一つの固定資産の個別の構成部分の耐用年数が異なる場合、または異なった形式で当グループに便益

を提供しているために異なった減価償却率や方法を用いなければならない場合、個別の固定資産として

認識される。

 

固定資産の一部の取替費用を含む、取得後に発生する費用は、認識基準が満たされ、取替えられた部

分の帳簿価額の認識が中止された場合、当該項目の帳簿価額に認識される。固定資産の通常の整備に関

連する支出は損益に認識される。

 

(b) 減価償却および減損

減価償却費は固定資産の見積残存価額控除後の原価を償却するよう計算され、見積耐用年数にわた

り、定額法で損益に計上される。減損した固定資産は累積減損損失控除後に減価償却される。減価償却

は建設仮勘定には適用されない。

 

各固定資産の見積耐用年数、残存価額および年間の減価償却率は以下のとおりである。
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資産の種類 見積耐用年数 見積残存価額(正味) 年間の減価償却率

銀行の建物設備 30－35年 ３％ 2.8％-3.2％

機器 ３－８年 ３％ 12.1％-32.3％

その他 ４－11年 ３％ 8.8％-24.3％

 

当グループは、固定資産の見積耐用年数および見積残存価額、ならびに適用した減価償却法を一会計

年度に少なくとも１度は見直している。

 

固定資産の減損損失は、注記４(11)に説明される会計方針に従って会計処理される。

 

(c) 処分

固定資産の除却あるいは処分によって生じた損益は、正味処分代金と当該固定資産の帳簿価額との差

額として決定され、除却あるいは処分日に損益に認識される。

 

(6) リース

ファイナンス・リースは、資産の法的所有権が最終的に移転するか否かに係らず、資産の所有に伴う実

質的にすべてのリスクおよび経済価値を賃借人に移転するリースである。オペレーティング・リースは

ファイナンス・リース以外のリースである。

 

(a) ファイナンス・リース

当グループがファイナンス・リースにおける賃貸人である場合、最低リース債権とリース期間の開始

時の初期直接費用の合計額は財政状態計算書上にリース債権として「顧客に対する貸出金」に含まれ

る。ファイナンス・リースに基づく未認識の財務収益は、リース契約期間にわたって実効金利法を用い

て償却される。ファイナンス・リースの特徴を有する割賦販売契約は、ファイナンス・リースと同じ方

法で会計処理される。

 

リース債権に係る減損は、注記４(3)(f)に説明されている会計方針に従って会計処理される。
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(b) オペレーティング・リース

当グループが、オペレーティング・リースのもとで資産を使用している場合、当該リースに基づく支

払額は、当該リース期間の対象となる会計期間にわたって定額法で損益に費用計上される。ただし、当

該リース資産から享受する便益の実態を反映するためには、別の方法がより適切である場合を除く。受

領したリース・インセンティブは、正味支払リース料合計の一部として損益に認識される。偶発賃借料

は、発生した会計期間の損益計算書で費用計上される。

 

(7) 土地使用権

土地使用権は当初は原価で認識される。当行がCCBより取得した土地使用権はリストラクチャリング日に

再評価額で計上された。土地使用権の原価は各々の認定された耐用年数にわたり定額法で償却され、損益

に計上される。減損した土地使用権は、累積減損額を控除した後の金額が償却される。

 

土地使用権の減損は、注記４(11)に説明されている会計方針に従って会計処理される。

 

(8) 無形資産

ソフトウェアおよびその他の無形資産は当初は原価で認識される。無形資産の見積残存価額(存在する場

合)控除後の原価は耐用年数にわたり定額法で償却され、損益に計上される。減損した無形資産は、累積減

損額を控除した後の金額が償却される。

 

無形資産の減損は、注記４(11)に説明されている会計方針に従って会計処理される。

 

(9) のれん

のれんとは、企業結合の取得原価が、被取得会社の識別可能な純資産の公正価値に対する当グループ持

分を超過した部分を表す。のれんは償却されない。企業結合において取得されたのれんは結合の相乗効果

から利益を得ることを予期される各現金生成単位(以下、「CGU」という。)またはCGUグループに配分され

る。当グループは半期ごとにのれんの減損テストを実施している。

 

被取得会社の識別可能な純資産の公正価値に対する当グループ持分が企業結合の取得原価を超過した部

分は、直ちに損益に認識される。

 

関連CGUまたはCGUグループの処分において、のれんの帰属する金額(減損引当金控除後)は、処分損益の

計算に含まれる。

 

のれんの減損損失は、注記４(11)に説明されている会計方針に従って会計処理される。

 

(10) 担保権実行資産

減損した貸出金の回収において、当グループは、法的手続きまたは債務者による所有権の自主的引渡し

を通して、担保として保有された資産の担保権を実行できる。担保権実行資産は、当グループが減損した

資産の適正な回収の実現を目的とし、当グループが債務者からの追加返済を求めない場合、財政状態計算

書に認識され、「その他資産」に表示される。
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当グループが貸出金および未収利息の損失を補填するために資産を取得する場合、担保権実行資産の当

初の認識額は、公正価値に、当該資産を取得する際に支払った税金、担保権実行資産を回収する際に発生

した訴訟費用およびその他の費用を加えた額となる。担保権実行資産は、帳簿価額から減損引当金を控除

した後の金額で認識される(注記４(11)を参照)。

 

(11) 非金融資産の減損引当金

当グループは各報告期間末日に、非金融資産に減損の兆候が存在するか否かを評価する。資産に減損の

兆候が存在する場合、当グループは資産の回収可能価額を見積る。

 

資産に減損の兆候が存在し、個別資産の回収可能価額の見積りができない場合、当グループは資産が属

するCGUの回収可能価額を決める。

 

CGUは、大部分がその他の資産または資産グループからのキャッシュ・フローから独立したキャッシュ・

フローを生成する識別可能な最小の資産グループである。

 

資産(すなわちCGU、CGUグループ)の回収可能価額は、売却費用控除後の公正価値と見積将来キャッ

シュ・フローの現在価値の高い方である。当グループは将来のキャッシュ・フローの現在価値を見積る時

に、見積将来キャッシュ・フロー、耐用年数および割引率等すべての関連要因を考慮する。

 

(a) CGUののれんの減損テスト

減損テストの目的のために、企業結合において取得されたのれんは結合の相乗効果から利益を得るこ

とを予期されるCGUまたはCGUグループに配分される。

 

のれんが割り当てられているCGUまたはCGUグループは、当グループにより半期ごとに、あるいはCGUま

たはCGUグループが減損しているという兆候がある場合はその都度減損テストが実施される。減損テスト

はのれんを含むCGUまたはCGUグループの帳簿価額とCGUまたはCGUグループの回収可能価額を比較するこ

とにより実施される。CGUまたはCGUグループの回収可能価額は見積将来キャッシュ・フローであり、貨

幣の時間的価値の現在の市場評価およびのれんが割り当てられたCGUまたはCGUグループに特有のリスク

を反映した割引率を使用して、現在価値に割り引かれている。

 

のれんが割り当てられているCGUまたはCGUグループの減損テストを行う際に、のれんが含まれるCGU内

の資産について減損の兆候が存在する場合がある。そのような状況においては、グループはまず当該資

産に対する減損テストを行い、のれんが含まれるCGUまたはCGUグループの減損テストを行う前に当該資

産に対する減損損失を認識する。同様に、のれんが含まれるCGUグループ内の一つのCGUに減損の兆候が

存在する場合がある。そのような状況においては、事業体はまず当該CGUに対する減損テストを行い、の

れんが割り当てられているCGUグループに対する減損テストを行う前にそのCGUに対する減損損失を認識

する。
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(b) 減損損失

資産の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合、資産の帳簿価額は回収可能価額まで減額される。この

減額分は減損損失として認識され、損益に計上される。

 

CGUまたはCGUグループの減損損失額はまずCGUまたはCGUグループに割り当てられたのれんの帳簿価額

を減額し、次にCGUまたはCGUグループ内のその他の資産(のれん以外)の帳簿価額を各資産の帳簿価額に

比例して減額する。

 

(c) 減損損失の戻入れ

もしその後、のれんを除く非金融資産の減損金額が減少し、その減少が減損認識後に発生した事象に

客観的に関連づけられる場合、以前に認識した減損損失は、損益を通じて戻入れられる。減損の戻入れ

は、過年度に減損が認識されなかった場合の資産の帳簿価額を上限とする。

 

のれんに関して計上された減損は戻入れされない。

 

(12) 従業員給付

従業員給付は従業員が提供した勤務または雇用関係の終了の交換として当グループが負担したあらゆる

形態の対価および報酬である。従業員給付は、解雇給付を除き、関連する勤務が従業員によって提供され

た期間に対応する負債として認識され、関連資産の原価の増額分または損益に費用として認識される。支

払いあるいは決済が繰り延べられ、その割引の影響が重要である場合、財政状態計算書上に現在価値で計

上される。

 

(a) 退職後給付

当グループは、退職後給付制度を確定拠出型制度と確定給付型制度に区分している。確定拠出型制度

は、当グループが一定の掛金を別個の事業体(基金)に支払い、追加拠出を行う法的または推定的債務を

有さない退職後給付制度である。確定給付型制度は、確定拠出型制度以外の制度である。確定拠出型制

度について、当グループは、報告期間中に従業員の基礎退職保険、年金制度および失業保険に掛金を支

払うが、確定給付型制度は主に補足的退職給付である。

 

確定拠出型退職年金制度

当グループは、中国の関連する法律および規制に従って、地方自治体の労働社会保障当局により手配

されている従業員のための確定拠出型退職年金制度に加入している。当グループは、地方自治体組織が

規定する金額を基準に適用される料率で退職年金制度に拠出している。拠出は発生基準で損益に計上さ

れる。従業員が退職した場合、地方自治体の労働社会保障当局は、退職した従業員に対し基本退職給付

の支給責任がある。

 

年金拠出

当行の従業員は、法定の拠出に加えて、国営企業の年金規則に従って「CCBC年金制度」(以下、「制

度」という。)に基づいて当行が設立した年金制度に加入している。当行は従業員の総賃金に比例して年

金拠出を行っており、当該拠出は拠出時に損益に費用計上される。

 

補足的退職給付

EDINET提出書類

中国建設銀行股イ分有限公司(E05972)

有価証券報告書

158/402



当グループは、法定保険制度に対して行った拠出に加えて、2003年12月31日以前に退職した中国本土

内の従業員に対して補足的退職給付を支払っている。当該補足的退職給付は、確定給付型年金である。

 

補足的退職給付に関する当グループの債務は、当グループがその従業員の退職後に支払うことになっ

ている将来の債務の金額を数理計算上の技法で見積ることによって計算される。当該債務は各報告期間

末日に同様の期限を有する国債の利回りで割り引かれる。補足的退職給付による勤務費用および正味利

息は損益で認識され、またその再測定はその他の包括利益で認識される。

 

補足的退職給付に関して財政状態計算書に認識される負債は、報告期間末日現在の補足的退職給付債

務の現在価値から制度資産の公正価値を控除した金額である。

 

(b) 解雇給付

当グループが従業員との契約終了時より前に従業員との雇用関係を終了する場合、または希望退職を従

業員に促す提案として報酬を提供する場合、雇用関係の終了から生じる報酬に対して引当金が認識さ

れ、同額が当期の損益に計上される。事業体は、当該事業体がもはやかかる給付の提供を撤回できない

時、または当該事業体が関連するリストラクチャリング費用を認識する時のいずれか早い時期に解雇給

付を認識する必要がある。

 

(c) 早期退職費用

当グループは、早期退職に合意した従業員に対する当グループの負債全額の現在価値を認識してい

る。当グループでは、早期退職日から規定された退職日まで、早期退職給付のための支払いを行ってい

る。当該負債の現在価値に関する仮定と見積りの変更によって生じた差額は、発生時に損益に認識され

る。

 

(d)スタッフ・インセンティブ制度

取締役会で承認されたとおり、当グループは適格従業員の過去の勤務に対してインセンティブおよび

報酬を与えることを目的として、指定されたスタッフ委員会により独立して管理されているスタッフ・

インセンティブ制度を通じて、当該制度に参加している適格従業員に一定額のスタッフ報酬を支給して

いる。当グループは、そうした支払いを行うための法的あるいは実質的な債務が存在し、当該債務を確

実に見積ることができる場合、当該制度に対するグループの拠出額を認識する。

 

(13) 保険契約

保険契約の分類

保険会社が保険契約者と締結した契約に基づき、保険会社は保険リスクまたはその他のリスク、あるい

は保険リスクおよびその他のリスクの両方を引き受ける場合がある。

 

当グループが保険リスクおよびその他のリスクの両方を引き受け、かつ、当該保険リスクおよびその他

のリスクを個別に測定できる場合は、保険リスクを保険契約として別個に会計処理を行い、その他のリス

クを投資契約またはサービス契約のいずれかとして会計処理を行う。保険リスクおよびその他のリスクを

区別できない場合、あるいは区別はできるが個別に測定できない場合は、契約の当初認識日に重要な保険

リスクのテストを実施する。保険リスクが重要であれば、当該契約は保険契約として分類され、それ以外

の場合は、投資契約またはサービス契約として分類される。

 

保険収益の認識
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保険料収入は、以下のすべての基準が満たされる場合に認識される。

(ⅰ) 保険契約が発行され、関連する保険リスクを当グループが引き受けた場合

(ⅱ) 関連する経済的便益が当グループに流入する可能性が高い場合

(ⅲ) 関連する収益を信頼性をもって測定できる場合

 

保険契約負債

保険契約負債を測定する際、当グループは、類似の保険リスク特性を有する保険契約を一つの測定単位

として識別する。保険契約負債は、当グループが保険契約に従って関連債務を履行するために支払う義務

を負うものとして合理的に見積られた金額に基づき測定される。個別に販売できない仕組商品は、一つの

測定単位に分類される。

 

当グループは、各報告期間末日に負債十分性テストを実施している。数理計算上の技法により再計算さ

れた保険契約負債が負債十分性テストの実施日現在の帳簿価額を上回る場合、当該差額を基に個々の保険

契約負債に対して引当金が追加計上される。帳簿価額を上回らない場合は、個々の保険契約負債に調整は

行われない。

 

(14) 引当金および偶発債務

当グループが過去の事象の結果として、確実に見積ることができる既存の法的あるいは実質的な債務を

有し、当該債務の決済のために経済的便益の流出が必要とされる可能性が高い場合、引当金が財政状態計

算書に認識される。引当金は当初、関連する既存の債務を決済するために必要な支出の最善の見積りとし

て測定される。最善の見積りを導き出す際に、リスク、不確実性および貨幣の時間的価値等の偶発的要因

がすべて考慮される。貨幣の時間的価値の影響が重要である場合、最善の見積りは、関連する将来の資金

流出額を割引くことによって決定される。

 

将来において不確実な事象が発生するまたは発生しないことによってのみその存在を確認することがで

きる過去の取引または事象から生じる潜在的な債務、あるいは過去の取引または事象から生じた既存の債

務で、債務を決済するために経済的便益の流出が必要となる可能性が低い、あるいは債務金額を確実に見

積ることができない債務については、経済的便益の流出の可能性がごくわずかな場合を除き、偶発債務と

して開示される。

 

(15) 資本性商品

資本性商品は、当グループの全負債控除後の資産に対する残余持分を証する契約である。発行済金融商

品は、以下の条件(ⅰ)および(ⅱ)の両方を満たす場合のみ、資本性商品とされる。すなわち(ⅰ)他の企業

へ現金またはその他の金融資産を引き渡す契約上の義務、あるいは当グループにとって潜在的に不利な条

件で他の企業と金融資産または金融負債を交換する契約上の義務が当該金融商品に含まれていないこと、

および(ⅱ)金融商品が当グループの資本性商品で決済される、または決済される可能性がある場合、当該

金融商品が、当グループが自己の資本性商品の可変数を引き渡す契約上の義務を含まない非デリバティブ

商品であること、あるいは当グループが自己の資本性商品の固定数を固定額の現金またはその他の金融資

産と交換することでのみ決済されるデリバティブであることである。

 

当グループが発行する資本性商品は、直接発行費用控除後の受取額の公正価値で計上される。
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(16) 金融保証

金融保証は、負債商品の支払期限が到来した際に、指定された債務者が約定返済を行えない場合、その

保証の受益者(以下、「保有者」という。)の被った損失を弁済するために、保証人(以下、「発行者」とい

う。)である当グループに所定の金額の支払いを要求する契約である。当該保証の公正価値(受け取った保

証料)は、当初繰延収益として「その他負債」に認識される。当該繰延収益は、保証期間にわたって償却さ

れ、発行した金融保証からの収益として損益に認識される。当該保証に基づいて、当該保証の保有者が当

グループに支払いを要求する可能性が高く、当グループに対する請求金額が繰延収益の帳簿価額を上回る

と予想される場合、引当金が財政状態計算書に認識される。

 

(17) 信託事業

当グループの信託事業は、当グループと有価証券投資ファンド、保険会社、年金制度およびその他の組

織との間で締結された保護預り契約に基づく顧客の資産管理業務のことである。当グループはこれらの契

約に従って信託義務を遂行し、関連する手数料を受領するが、管理資産に関連したリスクおよび経済価値

は引き受けないため、これらの資産はオフバランス項目として記録される。

 

当グループは顧客と委託貸付契約を締結している委託貸付業務を行っている。当該契約に基づき顧客が

当グループに資金(以下、「委託資金」という。)を提供して、当グループが顧客の指示に従い第三者に融

資(以下、「委託貸付」という。)を実行する業務である。当グループは委託貸付および対応する委託資金

に係るリスクおよび経済価値を引き受けないため、委託貸付および委託資金はその元本金額でオフバラン

ス項目として記録され、また当該委託貸付に関する減損評価は行われない。

 

(18) 収益の認識

当グループが経済的便益を享受する可能性が高く、金額を確実に見積ることができる場合、収益は、以

下のように損益に認識される。

 

(a) 受取利息

利付金融商品の受取利息は、実効金利法に基づいて損益に認識される。受取利息には、ディスカウン

トもしくはプレミアムまたは利付商品の当初の帳簿価額と満期日における金額との差額の、実効金利基

準で計算された償却が含まれる。

 

実効金利法とは、金融資産および負債の償却費用を計算し、受取利息および支払利息を関連年度にわ

たり配分する方法である。実効金利とは、金融商品の予想残存年数あるいは状況によってはそれより短

い期間にわたり、将来見積現金収支を金融商品の正味帳簿価額に割引く利率である。実効金利を計算す

る場合、当グループは、金融商品のすべての契約条件(例えば、期前返済、コールおよび同様のオプショ

ン)を考慮した上でキャッシュ・フローを見積るが、将来の貸倒損失は考慮しない。実効金利の重要な一

部である、契約当事者間で支払った、または受取った手数料およびポイント、取引費用およびその他す

べてのプレミアムまたはディスカウントは、計算に含まれる。

 

減損した金融資産に係る利息は、関連する減損を測定するため、将来キャッシュ・フローを割引く際

に使用された利率で認識される。
 

(b) 受入手数料
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受入手数料は、該当するサービスが提供された時点で、損益に認識される。金融資産の創出または取

得に関連して当グループが受け取った取引実行手数料またはコミットメント・フィーは繰り延べられ、

実効金利の調整として認識される。当グループが貸付を実行しないまま契約が失効した場合、手数料は

失効時に収益として認識される。

 

(c) ファイナンス・リースおよび割賦販売契約による財務収益

ファイナンス・リースおよび割賦販売の支払額に内在する財務収益は、各会計期間におけるリースの

純投資残高に対する収益率が一定となるように、リース期間にわたって受取利息として認識される。偶

発賃貸料債権は、それらが稼得される会計期間において収益として認識される。

 

(d) 配当収入

非上場株式投資からの配当収入は、当グループが配当を受け取る権利が確定した時点で、損益に認識

される。上場株式投資からの配当収入は、投資の株価が配当落ちとなった時点で認識される。

 

(19) 法人所得税

当期法人所得税は、当期の課税所得に対する法人所得税の支払予定額で、各報告期間末日において有効

な、あるいは実質的に有効な税率を用いて計算された金額に、過年度に係る未払法人所得税に関する調整

を加えた金額である。繰延税金資産および負債はそれぞれ将来減算一時差異および将来加算一時差異から

生じるが、これは財務報告目的の資産および負債の帳簿価額とその課税基準額との差異である。また、繰

延税金資産は未使用の税務上の欠損金および未使用の税額控除からも発生する。繰延税金資産は、当該資

産の利用対象となる将来の課税所得が発生する可能性が高い場合にのみ認識される。

 

当期法人所得税および繰延税金残高の変動分は損益に認識されるが、その他の包括利益または資本の部

に直接認識される項目に対する法人所得税については、該当する税額がそれぞれその他の包括利益または

資本の部に直接認識される。

 

繰延税金資産および繰延税金負債は、各報告期間末日において、税法の要件に従い資産が実現される、

または負債が決済される期間に適用されると予想される税率で測定される。当グループはまた、計算にお

いて繰延税金資産および繰延税金負債の実現可能性および決済を考慮している。

 

当グループが、当期税金資産と当期税金負債を相殺する法的強制力のある権利を有し、繰延税金資産お

よび負債が、同一課税主体に対し同じ税務当局から課税されている法人所得税に関連している場合、当期

税金資産と当期税金負債は相殺され、繰延税金資産と繰延税金負債は相殺される。そうでない場合には、

繰延税金資産残高と繰延税金負債残高、およびその変動は相殺されることなく、それぞれ個別に表示され

る。

 

(20) 現金同等物

現金同等物は、価格の変動リスクが非常に小さく、既知の現金金額に容易に交換可能な流動性の高い短

期投資(取得時において満期まで３ヶ月以内)である。

 

(21) 利益処分
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各報告期間末日より後に宣言および承認された配当案は財政状態計算書に負債として認識されておら

ず、その代わりに各報告期間末日後の後発事象として財務書類に対する注記に開示されている。未払配当

金は、配当金が承認された事業年度において、負債として認識される。

 

(22) 関連当事者

当グループが直接的にあるいは間接的に他の当事者を支配する、共同支配する、または他の当事者に重

要な影響を行使する能力を有している場合、またはその逆、あるいは当グループと単独または複数の当事

者が他の当事者から共通支配または共同支配の対象となっている場合、これらの者は関連当事者とみなさ

れる。関連当事者は個人または企業である。当グループの関連当事者には以下が含まれるが、以下に限定

されるわけではない。

 

(a) 当行の親会社

(b) 当行の子会社

(c) 当行の親会社に支配されるその他の企業

(d) 当グループを共同支配する投資家

(e) 当グループに重要な影響を行使できる投資家

(f) 当グループの関連会社

(g) 当グループの共同支配会社

(h) 当グループの主要な個人投資家およびその近親者(主要な個人投資家とは、直接的にあるいは間接的

に、他の当事者を支配する、共同支配する、または他の当事者に重要な影響を行使する能力を有して

いる個人投資家である。)

(i) 当グループの主要な経営陣およびその近親者(主要な経営陣とは、企業の取締役を含む、直接的にある

いは間接的にその企業の活動を計画、指揮および管理する権限および責任を有する人物である。)

(j) 当行の親会社の主要な経営陣およびその近親者

(k) 当グループの主要な個人投資家、主要な経営陣、またはその近親者が支配もしくは共同支配する他の

企業

(l) 当グループまたは当グループの関連当事者となっている事業体の従業員給付のための退職後給付制度

 

(23) 事業セグメント

当グループの事業セグメントは、当グループの最高業務執行意思決定者がセグメントに経営資源を配分

し業績評価を行うために定期的にレビューしている内部資料に基づいて識別されている。当グループは事

業セグメントに基づき、商品およびサービス、地域、規制環境等、経営陣が組織編成にあたって選択した

複数の要因を組み合わせて報告セグメントを識別する。特定の基準を満たす事業セグメントは統合され、

定量基準を満たす事業セグメントは個別に報告されている。

 

各事業セグメントの報告金額は、セグメントに経営資源を配分し、業績評価を行うために最高業務執行

意思決定者へ報告される測定額である。セグメント情報は当グループが財務書類を作成し、表示するにあ

たって採用された会計方針に準拠して作成される。

 

(24) 重要な会計上の見積りおよび判断

(a) 貸出金ならびに売却可能および満期保有負債性投資の減損

EDINET提出書類

中国建設銀行股イ分有限公司(E05972)

有価証券報告書

163/402



当グループは、減損の有無および減損が存在する場合にはその金額について定期的に評価するため

に、貸出金、売却可能および満期保有負債性投資のポートフォリオをレビューしている。減損の客観的

な証拠には、個々の貸出金、売却可能または満期保有負債性投資について特定される見積将来キャッ

シュ・フローに測定可能な減少が生じていることを示す観察可能なデータが含まれる。また、資産ポー

トフォリオの借り手または発行者の返済状況の悪化、または同ポートフォリオの債務不履行に相関する

国または地域の経済状況の悪化を示す観察可能なデータも客観的な証拠に含まれる。

 

個別に減損の評価が行われている貸出金の減損は、当該資産に関して見積られた割引将来キャッ

シュ・フローの減少である。同様の方法が個別に評価されている満期保有負債性投資に係る減損に適用

されているが、実務上の便宜から、当グループが測定日の観察可能な市場価格を用いて商品の公正価値

を基準に減損を測定する場合を除く。売却可能負債性投資の減損は、取得原価(元本返済および償却控除

後)と公正価値の差異から測定日において過去に損益で認識された減損を控除したものである。

 

貸出金および満期保有負債性投資が集合的に減損評価される場合には、評価対象である当該貸出金お

よび満期保有負債性投資と類似の信用リスクを有する資産の過去の損失実績に基づいて見積りを行う。

過去の損失実績は、現在の経済状況を反映した関連する観察可能なデータに基づいて調整されている。

経営陣は、見積損失と実際の損失の差異を減少させる目的で、将来キャッシュ・フローの見積りに利用

された方法および仮定の評価を定期的に行っている。

 

(b) 売却可能資本性商品の減損

売却可能資本性商品の公正価値における、原価を下回る重要または一時的でない下落は、減損の客観

的証拠とみなされる。公正価値の低下が重要または一時的でないかどうかを決定する際には、当グルー

プは、他の関連する検討事項とともに、報告期間末日現在における売却可能資本性商品の公正価値が当

初の投資取得原価の50％(50％を含む)を下回っているか、または１年以上当初の投資取得原価を下回っ

ているかについて検討する。

 

(c) 金融商品の公正価値

活発な市場で取引されている金融商品の公正価値は、評価日における活発な市場での市場価格に基づ

いている。市場価格とは、取引所またはディーラーの建値から容易にかつ定期的に価格情報を入手でき

る場合、および当該価格情報が実際かつ定期的に秩序ある取引が行われているものを表す場合の活発な

市場から入手される価格である。

 

その他すべての金融商品に関して、当グループは割引キャッシュ・フロー・モデルおよびその他の種

類の評価モデルを含む評価技法を用いて公正価値を決定している。評価技法に用いられた仮定および

データは無リスクおよび基準金利、為替レート、信用スプレッドおよび流動性プレミアムを含む。割引

キャッシュ・フロー法が使用される場合、見積キャッシュ・フローは経営陣の最善の見積りに基づくも

ので、使用する割引率は各報告期間末日現在において、類似した条件を有する商品に適用される市場金

利である。その他の価格モデルが使用される場合は、各報告期間末日現在の観察可能な市場データが入

力情報として最大限用いられるが、市場データが入手できない場合、当グループは、当該観察不能な市

場インプットについて最善の見積りを行う必要がある。
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評価技法の目的は秩序ある取引において市場参加者が決定したであろう報告日の金融商品の価格を反

映する公正価値を決めることである。

 

(d) 満期保有投資の再分類

金融資産を満期保有に分類するための要件が満たされているかどうかを評価する場合には、経営陣は

重要な判断を行う。当グループの特定の投資を満期まで保有する意思および能力が変更される時、すべ

てのポートフォリオを売却可能に再分類することになる可能性がある。

 

(e) 法人税等

法人税等繰入額を決定する際には、特定の取引に関する将来の税務処理についての判断を要する。当

グループは、各取引の税務上の影響を慎重に評価し、これに応じて法人税等繰入額を決定する。このよ

うな取引の税務処理は、税務法令の変更をすべて考慮に入れて、定期的に再検討される。繰延税金資産

は、未使用の税務上の欠損金および将来減算一時差異に対して認識されている。これらの繰延税金資産

は、未使用の税務控除の利用対象となる将来の課税所得が見込まれる場合にのみ認識されるため、将来

の課税所得の発生可能性を評価する際に経営陣の判断が必要となる。経営陣の判断は定期的に見直さ

れ、将来の課税所得によって繰延税金資産の回収が可能となる場合には、追加的な繰延税金資産が認識

される。

 

(f) 従業員の退職給付債務

当グループは特定の退職者に支払われるべき給付に関連して負債を設定している。従業員給付費用お

よび負債の金額はこれらの金額の計算時に用いられた仮定の影響を受ける。これらの仮定には割引率、

年金給付のインフレーション率、医療給付インフレーション率およびその他の要素が含まれる。経営陣

は仮定が適切であると考えているが、実際の結果による差異または仮定の変更は、当グループの従業員

退職給付債務に関する資本準備金と負債に影響を与える場合がある。

 

(g) 連結の範囲

当グループは、投資企業として、当グループが被投資企業を支配するか否かの評価においてすべての

事実および状況を考慮している。支配の定義には、以下の三要素が含まれる。(i) 被投資企業に対する

パワー、(ⅱ) 被投資企業への関与からの変動リターンに対するエクスポージャーまたは権利、および

(ⅲ) 投資企業のリターンの金額に影響を与えるために被投資企業に対するパワーを利用する能力。当グ

ループは、事実および状況が上述の支配の三要素の一つまたはそれ以上の変更があることを示唆する場

合には、当グループは被投資企業を支配するか否かについて再評価する。
 
 

5 税金

当グループに主に適用される税および税率は、以下のとおりである。

 

事業税

事業税は課税所得の５％で課される。

 

増値税(以下、「VAT」という。)

中国財政部および国家税務総局が共同で発行した「営業税からVATへの移行パイロットプログラムの全面

実施に関する通達」(財税[2016]第36号)に従い、当行および中国本土内の子会社の課税所得に課されてい
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た営業税は、2016年５月１日より、VATに取って代わられた。したがって、VATが課される収益および費用

は純額ベースで計上された。主なVAT税率は６％である。

 

都市建設税

都市建設税は事業税またはVATの１％から７％で算出される。

 

教育追加税

教育追加税は事業税またはVATの３％で算出される。

 

地方教育追加税

地方教育追加税は事業税またはVATの２％で算出される。

 

法人税等

当行および中国本土内の子会社に対して適用される法人所得税率は25％である。海外事業に関する税金

は、各国の税率を用いて費用計上されている。海外事業に対して支払われる税金は、中国の該当する法人

税法に基づいて認められる範囲において相殺される。すべての税額控除は、該当する税務当局による承認

を得て決定される。
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6 正味受取利息

 
   2016年  2015年

以下から発生した受取利息：      

中央銀行預け金   39,512  39,310

銀行および銀行以外の金融機関への預け金   11,595  13,534

銀行および銀行以外の金融機関への短期貸付金   8,020  16,650

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産   4,164  761

売戻契約に基づいて保有する金融資産   4,102  10,238

投資有価証券   152,040  144,561

顧客に対する貸出金      

－法人向け貸出金   289,477  358,241

－個人向け貸出金   172,078  176,872

－割引手形   15,649  10,392

合計   696,637  770,559

 

以下から発生した支払利息：
     

中央銀行からの借入金   (5,671)  (2,125)

銀行および銀行以外の金融機関からの預金   (33,579)  (39,834)

銀行および銀行以外の金融機関からの短期借入金   (7,014)  (6,496)

買戻契約に基づいて売却された金融資産   (3,485)  (1,578)

発行済負債性証券   (16,615)  (17,173)

顧客からの預金      

－法人預金   (105,232)  (117,649)

－個人預金   (107,242)  (127,952)

合計   (278,838)  (312,807)

正味受取利息   417,799  457,752

 

注:

(1) 減損金融資産からの受取利息は、以下のとおりである。

 
   2016年  2015年

減損貸出金   3,675  3,070

その他の減損金融資産   29  91

合計   3,704  3,161

 

(2) ５年後以降に満期が到来する金融負債の支払利息は、主に発行済負債性証券の支払利息を示す。
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7 正味受入手数料

 
   2016年  2015年

受入手数料      

銀行カード手数料   37,649  34,960

運用業務手数料   20,537  14,457

代行サービス手数料   20,025  19,994

決済手数料   12,612  13,166

コンサルティングおよびアドバイザー手数料   11,368  13,656

信託業務報酬   11,174  9,942

電子銀行業務手数料   7,584  6,684

保証手数料   2,938  2,490

信用コミットメント手数料   1,830  3,138

その他   2,146  2,917

合計   127,863  121,404

支払手数料      

銀行カード取引手数料   (5,378)  (4,013)

銀行間取引手数料   (1,132)  (927)

その他   (2,844)  (2,934)

合計   (9,354)  (7,874)

正味受入手数料   118,509  113,530

 

8 トレーディング利益(正味)

 
   2016年  2015年

負債性証券   (1,034)  205

デリバティブ   2,421  2,645

資本性投資   185  453

その他   2,403  610

合計   3,975  3,913

 

2016年12月31日に終了した事業年度において、純損益を通じて公正価値で測定されるものとして指定さ

れた金融資産に関連するトレーディング利益は9,587百万人民元であった(2015年度：8,353百万人民元の利

益)。純損益を通じて公正価値で測定されるものとして指定された金融負債に関連するトレーディング損失

は12,161百万人民元であった(2015年度：7,322百万人民元の損失)。

 

9 配当収入

 
   2016年  2015年

上場トレーディング資本性投資からの配当収入   131  39

売却可能資本性投資からの配当収入      

－上場   2,097  331

－非上場   330  363

合計   2,558  733
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10 投資有価証券利益(正味)

 
   2016年  2015年

売却可能金融資産に係る正味利益および投資収益   3,390  3,339

処分によりその他の包括利益から組み替えられた再評価正味利益   5,546  1,533

満期保有投資の売却による正味利益   732  321

受取債権に分類される投資の売却による正味利益   906  －

その他   524  (118)

合計   11,098  5,075

 

11 その他営業収益(正味)

 

その他の営業収益

   2016年  2015年

保険関連収益   45,684  19,975

外国為替利益   2,817  2,716

利子補給金   2,300  2,322

賃貸収入   1,428  873

固定資産処分益   292  205

担保権実行資産処分益   31  63

その他   2,788  1,690

合計   55,340  27,844

 

外国為替損益には、外貨建貨幣性資産および負債の換算に関連した損益、ならびに為替デリバティブ(外

貨建資産の買い持ちポジションを経済的にヘッジするために締結した為替スワップ、為替オプションおよ

び通貨スワップを含む)に係る正味実現および未実現損益が含まれている。

 

その他の営業費用

   2016年  2015年

保険関連費用   47,023  20,795

固定資産処分損   133  127

担保権実行資産処分損   82  248

その他   2,181  990

合計   49,419  22,160
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12 営業費用

 
   2016年  2015年

人件費      

－給与、賞与、諸手当および補助金   62,093  61,087

－その他社会保険費および福利厚生費   8,997  8,561

－住宅手当   6,296  6,501

－組合運営費および従業員教育費   2,567  2,540

－確定拠出型制度に係る費用   12,846  12,717

－早期退職費用   45  86

－雇用関係の終了に伴う従業員報酬   3  7

   92,847  91,499

建物および設備費用      

－減価償却費   13,804  17,132

－賃借料および不動産管理費用   9,341  8,905

－維持費   2,890  2,951

－光熱費   2,071  2,260

－その他   1,875  1,798

   29,981  33,046

税および追加税   17,473  36,303

償却費   2,213  2,604

監査報酬   142  149

その他一般管理費   28,859  31,225

合計   171,515  194,826

 

13 減損損失

 
   2016年  2015年

顧客に対する貸出金      

－増加   101,757  159,591

－戻入れ   (12,169)  (66,981)

売却可能負債性証券   217  (402)

売却可能資本性投資   89  28

満期保有投資   970  (1,633)

受取債権に分類される投資   (586)  927

固定資産   46  －

その他   2,880  2,109

合計   93,204  93,639
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14 取締役および監査役の報酬

当事業年度に在任していた取締役および監査役の報酬の合計(所得税控除前)は、以下のとおりである。

 

  2016年

  手当

 

報酬支払額  

確定拠出型

年金制度への

拠出額

 

その他

現物給付

(注(ⅴ))

 
合計

(注(ⅰ))

  (千人民元)

業務執行取締役           

王洪章(注(ⅵ))  －  484  47  85  616

王祖繼(注(ⅵ))  －  484  47  110  641

龐秀生(注(ⅵ))  －  436  47  102  585

章更生(注(ⅵ))  －  436  47  102  585

非業務執行取締役           

李軍(注(ⅲ))  －  －  －  －  －

郝愛群(注(ⅲ))  －  －  －  －  －

董軾(注(ⅲ))  －  －  －  －  －

独立非業務執行取締役           

馮婉眉(注(ⅱ))  98  －  －  －  98

カール・ウォルター(注(ⅱ))  98  －  －  －  98

張龍(注(ⅱ))  410  －  －  －  410

鍾瑞明(注(ⅱ))  440  －  －  －  440

ウィム・コック(注(ⅱ))  380  －  －  －  380

マレイ・ホーン(注(ⅱ))  470  －  －  －  470

監査役           

郭友(注(ⅵ))  －  484  47  110  641

劉進(注(ⅵ))  －  660  47  115  822

李曉玲(注(ⅵ))  －  660  47  115  822

李秀昆(注(ⅱ) および(ⅳ))  46  －  －  －  46

靳彥民(注(ⅱ) および(ⅳ))  46  －  －  －  46

李振宇(注(ⅱ) および(ⅳ))  46  －  －  －  46

白建軍  250  －  －  －  250

前業務執行取締役           

陳遠玲(注(ⅱ) および(ⅲ))  －  －  －  －  －

徐鐵(注(ⅱ) および(ⅲ))  －  －  －  －  －

郭衍鵬(注(ⅱ) および(ⅲ))  －  －  －  －  －

前独立非業務執行取締役           

梁高美懿(注(ⅱ))  195  －  －  －  195

前監査役           

金磐石(注(ⅱ) および(ⅳ))  4  －  －  －  4

張華建(注(ⅱ) および(ⅳ))  4  －  －  －  4

王琳(注(ⅱ) および(ⅳ))  4  －  －  －  4

王辛敏(注(ⅱ))  －  －  －  －  －

  2,491  3,644  329  739  7,203
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当事業年度に在任していた取締役および監査役の報酬の合計(所得税控除前)は、以下のとおりである。

 
 

  2015年

  未払費用

 社会保険、

企業年金、

補足的医療

保険および

住宅手当に

関する当行の

支払額

 
その他

貨幣所得
 

合計

(注(ⅶ))
 手当

  (千人民元)

業務執行取締役           

王洪章  652  151  －  803  －

王祖繼  380  104  －  484  －

龐秀生  586  162  －  748  －

章更生  586  162  －  748  －

非業務執行取締役           

李軍(注(ⅲ))  －  －  －  －  －

陳遠玲(注 (ⅱ) および

(ⅲ))
 －  －  －  －  －

郝愛群(注(ⅲ))  －  －  －  －  －

徐鐵(注(ⅱ) および(ⅲ))  －  －  －  －  －

郭衍鵬(注(ⅲ))  －  －  －  －  －

董軾(注(ⅲ))  －  －  －  －  －

独立非業務執行取締役           

張龍(注(ⅱ))  －  －  －  －  410

鍾瑞明(注(ⅱ))  －  －  －  －  440

ウィム・コック(注(ⅱ))  －  －  －  －  372

マレイ・ホーン(注(ⅱ))  －  －  －  －  463

梁高美懿(注(ⅱ))  －  －  －  －  390

監査役           

郭友  652  173  －  825  －

劉進  1,520  152  －  1,672  －

李曉玲  1,520  152  －  1,672  －

李秀昆(注 (ⅱ) および

(ⅳ))
 －  －  －  －  －

靳彥民(注 (ⅱ) および

(ⅳ))
 －  －  －  －  －

李振宇(注 (ⅱ) および

(ⅳ))
 －  －  －  －  －

王辛敏(注(ⅲ))  －  －  －  －  －

白建軍  －  －  －  －  250

前業務執行取締役           

張建國  464  173  －  637  －

朱洪波  98  26  －  124  －

胡哲一  49  13  －  62  －

前独立非業務執行取締役           

イレーヌ・ラ・ロッシュ  －  －  －  －  400

前監査役            

金磐石(注 (ⅱ) および

(ⅳ))
 －  －  －  －  50  

張華建(注 (ⅱ) および

(ⅳ))
 －  －  －  －  50  

王琳(注(ⅱ) および(ⅳ))  －  －  －  －  50  

  6,507  1,268  －  7,775  2,875  

注：

(ⅰ) 取締役および監査役が提供したサービスに関する2016年12月31日に終了した事業年度の報酬額については、年次株

主総会の承認が必要である。
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(ⅱ) 2015年度の当行の年次株主総会での選任を受け、2016年６月17日より、郭衍鵬氏は当行の非業務執行取締役の職務

に、また、張龍氏、鍾瑞明氏、ウィム・コック氏およびマレイ・ホーン氏は当行の独立非業務執行取締役の職務に

引き続きあたっている。

2015年度の当行の第１回臨時株主総会での選任およびCBRCの承認を受け、馮婉眉氏およびカール・ウォルター氏が

2016年10月14日より当行の独立非業務執行取締役の職務を開始した。

当行の2016年６月17日付の発表で開示されているとおり、任期満了に伴い、陳遠玲氏および徐鐵氏が当行の非業務

執行取締役を、また、梁高美懿氏が当行の独立非業務執行取締役を退任した。

当行の2017年２月８日付の発表で開示されているとおり、郭衍鵬氏が転職を理由に当行の非業務執行取締役の職務

を辞任した。

当行の第４回従業員代表集会の第１次会議での決議に従って、李秀昆氏、靳彦民氏および李振宇氏が2016年１月よ

り当行の従業員代表監査役の職務を開始した。

就業形態を理由に、金磐石氏、張華建氏および王琳氏が2016年１月より当行の従業員代表監査役の職務を退任し

た。

任期満了に伴い、王辛敏氏は2016年６月に当行の社外監査役を退任した。

(ⅲ) 当行は、匯金公司が任命した非業務執行取締役が2016年度および2015年度に提供したサービスに対して報酬を支払

う必要はない。

(ⅳ) 当該金額には、監査役としてのサービスに対する報酬のみが含まれている。

(ⅴ) その他現物給付には、医療基金、住宅手当およびその他の社会保険に対する当行の拠出が含まれているが、これら

は政府当局が公表している規制要件に基づき、給与および手当の一定割合または所定の上限のいずれか低い方に基

づいて、労働社会保障当局に支払うものである。また、その他の給付には、(政府当局が公表した方針に従って設立

された)当行独自の企業年金制度および補足的医療保険制度に対する当行の拠出も含まれている。

2016年および2015年12月31日に終了した事業年度中に、勧誘または退職に対する補償を受け取ったり、報酬を放棄

した取締役および監査役はいない。

(ⅵ) 2016年12月31日に終了した事業年度におけるこれらの取締役および監査役に対する総合報酬パッケージは、中国の

関連当局が定める規定に基づく確定はまだされていない。未払の報酬金額は当グループの2016年12月31日に終了し

た事業年度の財務書類に重要な影響を及ぼすことはないと予想される。最終的な報酬は、確定時に個別の公表によ

り開示される。

(ⅶ) 2015年12月31日に終了した事業年度における一部の取締役および監査役に対する総合報酬パッケージは、2015年度

の財務書類の公表日まで、中国の関連当局が定める規定に基づく確定がなされなかった。前述の、2015年12月31日

に終了した事業年度における各取締役および監査役に対する総合報酬パッケージの額は、まだ年次株主総会の承認

を受けていない。

(ⅷ) 2015年度より、中央当局の管理下にある当行の経営陣の報酬は、中央報酬改革に関連する政策に準拠して支払われ

ている。
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15 高額報酬者

高額報酬者上位５名には、注記14に報酬を開示された取締役または監査役は含まれていない。当事業年

度に上位５名に支払われた報酬の合計(所得税控除前)は、以下のとおりである。

 

  2016年  2015年

  (千人民元)  (千人民元)

給与および手当  16,336  18,242

変動報酬  35,941  24,457

確定拠出型退職年金制度への拠出  1,183  972

その他現物給付  365  248

  53,825  43,919

 

以下の報酬範囲内(所得税控除前)に該当する人数は、以下のとおりである。

 

  2016年  2015年

7,000,001人民元－7,500,000人民元  －  1

8,000,001人民元－8,500,000人民元  －  1

8,500,001人民元－9,000,000人民元  －  1

9,000,001人民元－9,500,000人民元  －  1

9,500,001人民元－10,000,000人民元  1  －

10,000,001人民元－10,500,000人民元  1  －

10,500,001人民元－11,000,000人民元  1  1

11,000,001人民元－11,500,000人民元  1  －

11,500,001人民元－12,000,000人民元  1  －

 

これらの個人の中には、2016年および2015年12月31日に終了した事業年度に勧誘または退職に対する報

酬を受け取ったり、放棄したりした者はいない。

 

16 法人税等

(1) 法人税等

 
  2016年  2015年

当期税額  60,380  63,065

－中国本土  58,713  61,708

－香港  875  731

－その他の国および地域  792  626

過年度調整額  (187)  (1,313)

繰延税金  2,628  7,859

合計  62,821  69,611

 

当事業年度の中国本土および香港における法人税等の引当金は、中国本土および香港における事業活動

からの見積課税所得のそれぞれ25％および16.5％として算出されている。その他の海外事業に関する税金

は、各課税管轄区域で適用されている適切な当期税率を用いて費用計上されている。
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(2) 法人税等および会計上の利益の調整

 
 注  2016年  2015年

税引前利益   295,210  298,497

法定税率25％で算出された法人税等   73,803  74,624

損金不算入費用 (ⅰ)  10,648  10,655

非課税所得 (ⅱ)  (21,443)  (14,355)

損益に影響を与える法人税等の過年度調整額   (187)  (1,313)

法人税等   62,821  69,611

注：

(ⅰ) 損金不算入費用には、主に関連する中国税法下での損金算入費用を超過した貸出金の償却による損失、人件費およ

び交際費が含まれる。

(ⅱ) 非課税所得には、主に中国国債および地方債からの受取利息が含まれる。

 

17 １株当たり利益

2016年および2015年12月31日に終了した事業年度の基本的１株当たり利益は、当行の普通株主に帰属す

る当期純利益を、当事業年度の流通普通株式の加重平均株式数で除して算出されている。

 

当行は、2015年12月31日に終了した事業年度に非累積型優先株式を発行した。基本的１株当たり利益の

計算上、当期に関して宣言される非累積型優先株式の配当は、当行の株主に帰属する金額から控除する必

要がある。

 

優先株式の転換条項は、条件付発行可能普通株式であるとみなされる。2016年および2015年12月31日現

在、転換のトリガー事由は発生しておらず、優先株式の転換条項は基本的および希薄化後１株当たり利益

の算定に影響を及ぼしていない。

 
  2016年  2015年

当行の株主に帰属する当期純利益  231,460  228,145

控除：当行の優先株主に帰属する利益  (1,067)  －

当行の普通株主に帰属する当期純利益  230,393  228,145

加重平均株式数(百万株)  250,011  250,011

当行の普通株主に帰属する基本的１株当たり利益(人民元) 0.92  0.91

当行の普通株主に帰属する希薄化後１株当たり利益(人民元) 0.92  0.91
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18 現金および中央銀行預け金

 
 注  2016年  2015年

現金   73,296  77,678

中央銀行預け金      

－法定預託準備金 (1)  2,566,219  2,159,725

－余剰支払準備金 (2)  183,764  140,511

－財政預金   25,982  23,630

小計   2,775,965  2,323,866

合計   2,849,261  2,401,544

注：

(1) 当グループは、中国人民銀行(以下、「PBOC」という。)ならびに営業を行っている海外の中央銀行に法定預託準備

金を預け入れている。法定預託準備金は、当グループの日常業務には使用できない。

 

報告期間末日現在、当行の中国本土における法定預託準備金の準備率は、以下のとおりである。

 

   2016年  2015年

人民元建て預け金に対する準備率   17.0％  17.0％

外貨預金に対する準備率   5.0％  5.0％

 

当グループの国内子会社に適用される人民元建て法定預託準備金の準備率は、PBOCにより定められている。

 

海外の中央銀行に預け入れている法定預託準備金の金額は、現地法域により定められている。

 

(2) PBOCに積み立てている余剰支払準備金は、主に決済目的である。

 

19 銀行および銀行以外の金融機関への預け金

(1) 相手先別分析

 
   2016年  2015年

銀行   482,348  337,260

銀行以外の金融機関   12,336  15,713

総残高   494,684  352,973

減損引当金(注記38)   (66)  (7)

正味残高   494,618  352,966

 

(2) 相手先の地理別セクター別分析

 
   2016年  2015年

中国本土   466,765  323,959

海外   27,919  29,014

総残高   494,684  352,973

減損引当金(注記38)   (66)  (7)

正味残高   494,618  352,966
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20 銀行および銀行以外の金融機関への短期貸付金

(1) 相手先別分析

 
   2016年  2015年

銀行   121,238  150,589

銀行以外の金融機関   139,555  160,226

総残高   260,793  310,815

減損引当金(注記38)   (123)  (36)

正味残高   260,670  310,779

 

(2) 相手先の地理別セクター別分析

 
   2016年  2015年

中国本土   172,492  209,267

海外   88,301  101,548

総残高   260,793  310,815

減損引当金(注記38)   (123)  (36)

正味残高   260,670  310,779

 

21 純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

性質別分析

 
 注  2016年  2015年

トレーディング目的で保有される (1)     

－負債性証券   141,330  17,421

－資本性商品およびファンド   1,825  563

   143,155  17,984

純損益を通じて公正価値で測定されるものとして指定された (2)     

－負債性証券   8,690  586

－資本性商品   16,553  3,739

－その他の負債性商品   319,972  248,864

   345,215  253,189

合計   488,370  271,173

 

発行者別分析

(1) トレーディング目的保有の金融資産

(a) 負債性証券

 
 注  2016年  2015年

政府   15,173  6,529

政策銀行   9,064  296

銀行および銀行以外の金融機関   65,307  4,705

企業   51,786  5,891

合計   141,330  17,421

      

上場 (ⅰ)  141,330  17,404

－うち香港で上場   502  93

非上場   －  17

合計   141,330  17,421

注：

(ⅰ) 中国国内銀行間債券市場で売買される負債性証券は、「上場」として分類されている。

 

(b) 資本性商品およびファンド
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   2016年  2015年

銀行および銀行以外の金融機関   123  116

企業   1,702  447

合計   1,825  563

      

上場   1,701  447

－うち香港で上場   1,682  421

非上場   124  116

合計   1,825  563

 

(2) 純損益を通じて公正価値で測定されるものとして指定された金融資産

(a) 負債性証券

 
   2016年  2015年

非上場企業   8,690  586

合計   8,690  586

 

(b) 資本性商品およびファンド

 
   2016年  2015年

銀行および銀行以外の金融機関   10,934  808

企業   5,619  2,931

合計   16,553  3,739

      

上場   15  1,412

－うち香港で上場   －  1,390

非上場   16,538  2,327

合計   16,553  3,739

 

(c) その他の負債性商品

 
   2016年  2015年

銀行および銀行以外の金融機関   213,182  145,028

企業   106,790  103,836

合計   319,972  248,864

 

その他の負債性商品は、主に元本保証付き資産運用商品が投資した銀行への預け金および信用資産で

あった(注記31(2))。

 

当グループが純損益を通じて公正価値で測定される金融資産を処分する能力について、重大な制限は

なかった。
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22 デリバティブおよびヘッジ会計

(1) 契約種類による分析

 

    2016年  2015年

  注  想定元本  資産  負債  想定元本  資産  負債

金利契約    470,809  3,278  2,492  506,536  1,372  1,291

為替レート契約    4,650,215  73,183  83,025  2,427,232  25,675  25,715

その他の契約  (a)  333,553  13,325  4,816  119,735  4,452  936

合計    5,454,577  89,786  90,333  3,053,503  31,499  27,942

 

(2) 信用リスク加重資産による分析

 
  注  2016年  2015年

契約相手方の信用債務不履行リスク加重資産       

－金利契約    2,649  1,579

－為替レート契約    35,373  23,298

－その他の契約  (a)  10,751  3,559

小計    48,773  28,436

信用評価調整    25,987  13,008

合計    74,760  41,444

 

デリバティブの想定元本は、リスク資産の金額ではなく報告期間末日現在の未決済取引高のみを示して

いる。2013年１月１日から、当グループは「商業銀行の自己資本に関する基準(試験的導入)」およびその

他の関連する方針を適用している。CBRCの新しい規定に従って、信用リスク加重資産には、契約相手方の

状況、満期および顧客の指示に基づくバック・ツー・バックの取引を考慮した信用評価調整が含まれてい

る。

 

注：

(a) その他の契約は、主に貴金属契約で構成されている。

 

(3) ヘッジ会計

上記に開示されているデリバティブには、以下の指定されたヘッジ手段が含まれている。

 

 2016年  2015年

 想定元本  資産  負債  想定元本  資産  負債

公正価値ヘッジ            

金利スワップ 45,148  507  (69) 9,091  62  (30)

為替スワップ 348  24  －  －  －  －

キャッシュ・フロー・

ヘッジ
           

為替スワップ 21,491  －  (823) －  －  －

合計 66,987  531  (892) 9,091  62  (30)
 

EDINET提出書類

中国建設銀行股イ分有限公司(E05972)

有価証券報告書

179/402



 

(a) 公正価値ヘッジ

当グループは、金利および為替レートの変動から生じる一部の売却可能金融資産、発行済譲渡性預金

証書および顧客に対する貸出金の公正価値の変動に対するヘッジを目的として、金利スワップおよび為

替スワップを利用している。

 

公正価値ヘッジによる正味(損失)/利益は以下のとおりである。

 

  2016年  2015年

正味利益/(損失)     

－ヘッジ手段  419  18

－ヘッジ対象  (439)  (18)

 

2016年および2015年12月31日に終了した事業年度において、公正価値ヘッジの非有効部分から生じた

損益は僅少であった。

 

(b) キャッシュ・フロー・ヘッジ

当グループは、主に一部の顧客に対する貸出金に伴う為替リスクから生じるキャッシュ・フローの変

動へのエクスポージャーに対するヘッジを目的として、為替スワップを利用している。ヘッジ手段およ

びヘッジ対象の満期はいずれも２年以内である。

 

2016年12月31に終了した事業年度において、キャッシュ・フロー・ヘッジによる正味損失150百万人民

元(2015年度：正味利益10百万人民元)がその他の包括利益に認識され、キャッシュ・フロー・ヘッジの

非有効部分から生じた損益は僅少であった。

 

23 売戻契約に基づいて保有する金融資産

原資産別の売戻契約に基づいて保有する金融資産は、以下のとおりである。

 
  2016年  2015年

負債性証券     

－国債  21,726  27,673

－銀行および銀行以外の金融機関発行負債性証券  38,751  94,313

小計  60,477  121,986

割引手形  42,697  188,741

正味残高  103,174  310,727
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24 未収利息

 
  2016年  2015年

中央銀行預け金  1,163  1,059

銀行および銀行以外の金融機関への預け金  2,286  3,525

売戻契約に基づいて保有する金融資産  218  704

顧客に対する貸出金  29,789  26,100

負債性証券  63,359  61,921

その他  4,830  3,304

総残高  101,645  96,613

減損引当金(注記38)  －  (1)

正味残高  101,645  96,612

 

25 顧客に対する貸出金

(1) 性質別分析

 
  2016年  2015年

法人向け貸出金     

－貸出金  6,711,679  6,398,830

－ファイナンス・リース  112,259  94,232

  6,823,938  6,493,062

個人向け貸出金     

－住宅ローン  3,625,574  2,797,226

－個人向けビジネス・ローン  51,189  67,716

－個人向け消費者ローン  87,346  63,796

－クレジットカード  447,244  395,549

－その他  209,586  207,696

  4,420,939  3,531,983

割引手形  512,155  460,095

顧客に対する貸出金総額  11,757,032  10,485,140

減損引当金(注記38)  (268,677)  (250,617)

－個別に評価  (99,453)  (82,196)

－集合的に評価  (169,224)  (168,421)

顧客に対する貸出金純額  11,488,355  10,234,523
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(2) 減損引当金の評価手法別分析

 
   減損引当金が

集合的に評価

された貸出金

 

減損貸出金

 

合計
   

集合的に減損

引当金を評価
 

個別に減損

引当金を評価

 注  (a)  (b)  (b)   

2016年12月31日現在          

顧客に対する貸出金総額   11,578,342  22,254  156,436  11,757,032

減損引当金   (155,949)  (13,275)  (99,453)  (268,677)

顧客に対する貸出金純額   11,422,393  8,979  56,983  11,488,355

2015年12月31日現在          

顧客に対する貸出金総額   10,319,160  18,474  147,506  10,485,140

減損引当金   (157,632)  (10,789)  (82,196)  (250,617)

顧客に対する貸出金純額   10,161,528  7,685  65,310  10,234,523

注：

(a) 減損引当金が集合的に評価されている貸出金は、正常または要注意に分類された貸出金である。

(b) 減損貸出金には、減損の客観的な証拠が存在し評価されている貸出金が含まれる。

－ 個別評価(破綻懸念、実質破綻または破綻に分類された法人向け貸出金を含む)

－ 集合的評価：これらは同種の貸出金のポートフォリオ(破綻懸念、実質破綻または破綻に分類された個人向け貸

出金を含む)である。

 

2016年12月31日現在、当グループの貸出金総額に対する減損貸出金の割合は1.52％(2015年12月31日現在：1.58％)

である。

(c) 上記(a)と(b)で説明されている債権分類の定義については注記65(1)を参照。

 

(3) 減損引当金の変動

 

   2016年

   
集合的に

減損評価された

貸出金に対する

引当金

 

減損貸出金に対する引当金

 

合計
 注  集合的に評価  個別に評価

１月１日現在残高   157,632  10,789  82,196  250,617

当期繰入額   －  9,948  91,809  101,757

当期戻入額   (1,840)  －  (10,329)  (12,169)

割引の解消   －  －  (3,675)  (3,675)

取得による増加額   8  10  18  36

振替：出 (a)  149  (2,808)  (35,487)  (38,146)

償却   －  (5,687)  (27,960)  (33,647)

回収   －  1,023  2,881  3,904

12月31日現在残高   155,949  13,275  99,453  268,677
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   2015年

   
集合的に

減損評価された

貸出金に対する

引当金

 

減損貸出金に対する引当金

 

合計
 注  集合的に評価  個別に評価

１月１日現在残高   186,252  7,588  57,773  251,613

当期繰入額   708  8,631  150,252  159,591

当期戻入額   (29,228)  (7)  (37,746)  (66,981)

割引の解消   －  －  (3,070)  (3,070)

振替：出 (a)  (100)  (49)  (57,436)  (57,585)

償却   －  (5,702)  (29,149)  (34,851)

回収   －  328  1,572  1,900

12月31日現在残高   157,632  10,789  82,196  250,617
 
注：

(a) 「振替：出」には、不良債権の処分、不良債権の資産担保証券化および担保資産の取得に伴う減損引当金の振替、

ならびに関連する為替差損益が含まれる。

 

(4) 延滞債権の延滞期間別分析

 

 2016年

 ３ヶ月以内

の延滞  

３ヶ月超

１年以内

の延滞  

１年超

３年以内

の延滞  

３年超の

延滞  合計

無担保貸付金 9,921  5,943  4,608  911  21,383

保証付貸付金 15,879  29,972  22,248  1,973  70,072

貨幣性資産以外の有形資産により担保された

貸付金
29,794  28,213  22,970  1,473  82,450

貨幣性資産により担保された貸付金 580  1,974  1,531  109  4,194

合計 56,174  66,102  51,357  4,466  178,099

顧客に対する貸出金総額に対する割合 0.48％  0.56％  0.43％  0.04％  1.51％

 

 2015年

 ３ヶ月以内

の延滞  

３ヶ月超

１年以内

の延滞  

１年超

３年以内

の延滞  

３年超の

延滞  合計

無担保貸付金 8,774  4,654  3,818  1,266  18,512

保証付貸付金 21,819  28,007  8,329  2,318  60,473

貨幣性資産以外の有形資産により担保された

貸付金
37,445  33,603  13,753  2,179  86,980

貨幣性資産により担保された貸付金 2,454  3,534  965  263  7,216

合計 70,492  69,798  26,865  6,026  173,181

顧客に対する貸出金総額に対する割合 0.67％  0.66％  0.26％  0.06％  1.65％

 

延滞債権は、元本または利息の全額または一部が１日以上延滞している債権を示す。

 

(5) 不良債権の一括売却

2016年12月31日に終了した事業年度において、一括売却を通じて外部の資産管理会社に売却された不良

債権の合計額は、57,058百万人民元(2015年度：80,727百万人民元)であった。
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26 売却可能金融資産

性質別分析

 
 注  2016年  2015年

負債性証券 (1)  1,348,814  1,035,332

資本性商品 (2)  22,640  14,242

ファンド (2)  262,380  17,178

合計 (3)  1,633,834  1,066,752

 

注：

(1) 負債性証券

発行者別分析

 
 注  2016年  2015年

政府   772,775  409,857

中央銀行   21,299  11,135

政策銀行   94,430  140,916

銀行および銀行以外の金融機関   321,228  286,723

政府系企業   －  20

企業   139,082  186,681

合計   1,348,814  1,035,332

      

上場 (ⅰ)  1,320,530  982,143

－うち香港で上場   51,784  18,059

非上場   28,284  53,189

合計   1,348,814  1,035,332

注：

(ⅰ) 中国国内銀行間債券市場で売買される負債性証券は、「上場」として分類されている。

 

(2) 資本性商品およびファンド

 
   2016年  2015年

デット・エクイティ・スワップ(以下、「DES」という。)投資   887  1,172

その他資本性商品   21,753  13,070

ファンド   262,380  17,178

合計   285,020  31,420

      

上場   76,525  23,113

－うち香港で上場   4,180  2,969

非上場   208,495  8,307

合計   285,020  31,420

 

1999年の中国政府によるDES協定によって、当グループは、特定の事業体に対する貸出金の返済を受ける代わりに

その株式持分を取得した。関連する規定に従って、当グループはこれらの事業体の事業経営に関わることを禁じら

れている。実質的に当グループは、これらの事業体に対するいかなる支配力、共同支配力または重要な影響力も有

していない。

 

(3) 2016年12月31日現在、当グループの売却可能負債性証券の取得原価は、1,351,960百万人民元であった(2015年

12月31日現在：1,010,316百万人民元)。当グループの売却可能資本性商品およびファンドの取得原価は、293,459百

万人民元であった(2015年12月31日現在：24,831百万人民元)。
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27 満期保有投資

発行者別分析

 
 注  2016年  2015年

政府   1,603,894  1,353,114

中央銀行   422  151,090

政策銀行   258,080  342,889

銀行および銀行以外の金融機関  456,139  585,907

企業   122,931  133,013

総残高   2,441,466  2,566,013

減損引当金(注記38)   (3,049)  (2,033)

正味残高   2,438,417  2,563,980

      

上場 (1)  2,401,617  2,552,087

－うち香港で上場   2,522  1,011

非上場   36,800  11,893

合計   2,438,417  2,563,980

上場証券の市場価値   2,456,614  2,653,065

注：

(1) 中国国内銀行間債券市場で売買される負債性証券は、「上場」として分類されている。

 

28 受取債権に分類される投資

 
 注  2016年  2015年

政府      

－特別国債 (1)  49,200  49,200

－その他   228,762  82,177

銀行および銀行以外の金融機関   50,271  91,717

企業   33,662  60,348

その他 (2)  147,419  87,967

総残高   509,314  371,409

減損引当金(注記38)   (1,351)  (1,908)

正味残高   507,963  369,501

      

上場   281,640  191,407

－うち香港で上場   485  －

非上場   226,323  178,094

合計   507,963  369,501

注：

(1) これは、CCBの資本基盤を強化するために1998年に中国財政部(以下、「MOF」という。)により発行された額面価額

49,200百万人民元の譲渡不可国債である。当該国債は2028年に満期が到来するもので、年率2.25％の固定金利が生じ

る。PBOCは、決済目的でPBOCに積み立てている余剰支払準備金と同等の適格資産として、特別国債を当行が使用する

ことを承認した。

(2) 「その他」には、固定あるいは確定可能な支払額のある資産運用プランおよび資本信託プランが含まれる。当該プ

ランは、2017年１月から2026年11月にかけて満期を迎え、年率2.95％から9.50％の金利が生じる。当報告期間中に、

満期プランは延滞することなく返済されている。
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29 子会社投資

(1) 投資原価

 
  注  2016年  2015年

建信金融祖賃股份有限公司(以下、「CCBFLCL」という。)    8,163  8,163

CCB ブラジル・ファイナンシャル・ホールディング - Investimentos e

Participações Ltda.

   
6,906  5,495

建信人壽保険有限公司(以下、「CCBライフ」という。)    3,902  3,902

建信信託有限責任公司(以下、「建信信託」という。)    3,409  3,409

中国建設銀行(倫敦)有限公司(以下、「CCBロンドン」という。)    2,861  2,861

建信養老金管理有限責任公司(以下、「建信養老金」という。)    1,955  1,955

中国建設銀行(欧州)有限公司(以下、「CCBヨーロッパ」という。)    1,629  1,629

中徳住房儲蓄銀行有限責任公司(以下、「中徳」という。)    1,502  1,502

中國建設銀行(印度尼西亞)股份有限公司(以下、「CCBインドネシア」と

いう。)
 (a)  1,352  －

中國建設銀行(馬來西亞)有限公司(以下、「CCBマレーシア」という。)  (b)  1,334  －

中国建設銀行(紐西蘭)有限公司(以下、「CCBニュージーランド」

という。)
 (c)  976  314

中国建設銀行(俄羅斯)有限責任公司(以下、「CCBロシア」という。)    851  851

金泉融資有限公司(以下、「ゴールデン・ファウンテン」という。)    676  676

建信基金管理有限責任公司(以下、「CCBプリンシパル」という。)    130  130

中国建設銀行(迪拜)有限公司(以下、「CCBドバイ」という。)  (d)  －  620

建銀國際集團控股有限公司(以下、「CCBIG」という。)    －  －

村鎮銀行  (e)  1,378  1,378

合計    37,024  32,885

注：

(a) 2016年７月に、当行はCCBインドネシア(注記58(2))を取得した。2016年12月31日現在、当行はCCBインドネシアの

資本合計の60％を所有していた。

(b) 2016年10月に、当行は完全所有子会社であるCCBマレーシアを設立した。2016年12月31日現在、当行はCCBマレーシ

アの資本合計の100％を所有していた。

(c) 2016年７月に、当行はCCBニュージーランドに対し、141百万ニュージーランドドルの追加資本を注入した。

(d) 2016度上半期に、当行はCCBドバイの登記を中止し、CCBドバイ支店を設立した。

(e) 村鎮銀行に対する投資合計額は、いずれも実質的に当行が設立し支配している合計27行の村鎮銀行に対する投資原

価の合計である(2015年12月31日現在：27行の村鎮銀行)。
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(2) CCBインドネシアを除き、当グループの主な子会社は非上場企業である。子会社に対する投資の詳細は

以下のとおりである。

 

会社名  主たる事務所  
発行済および

払込済資本の詳細
 主要業務  

当行の

直接

所有割合

 

当行の

間接

所有割合

 

当行の

議決権

所有割合

 投資方法

CCBFLCL  北京市、

中国

 8,000百万人民元  ファイナンス・

リース

 100％  －  100％  設立

CCBライフ  上海市、

中国

 4,496百万人民元  保険業  51％  －  51％  取得

建信信託  安徽省、

中国

 1,527百万人民元  信託業務  67％  －  67％  取得

CCBロンドン  ロンドン、

英国

 200百万米ドル

1,500百万人民元

 商業銀行業務  100％  －  100％  設立

CCBヨーロッパ  ルクセンブルグ  200百万ユーロ  商業銀行業務  100％  －  100％  設立

中徳  天津市、

中国

 2,000百万人民元  家庭向貯蓄  75.1％  －  75.1％  設立

CCBロシア  モスクワ、

ロシア

 4,200百万ルーブル  商業銀行業務  100％  －  100％  設立

ゴールデン・

ファウンテン

 英領ヴァージン

諸島

 50,000米ドル  投資  100％  －  100％  取得

CCBプリンシパル  北京市、

中国

 200百万人民元  ファンドマネジ

メント業務

 65％  －  65％  設立

CCBニュージー

ランド

 オークランド、

ニュージー

ランド

 199百万ニュージー

ランドドル

 商業銀行業務  100％  －  100％  設立

CCBIG  香港、中国  １香港ドル  投資  100％  －  100％  設立

建信養老金  北京市、

中国

 2,300百万人民元  養老金管理  85％  －  85％  設立

CCB ブラジル・ファ

イナンシャル・

ホールディング -

Investimentos e

Participações

Ltda.

 サンパウロ、

ブラジル

 3,018百万レアル  投資  99.99％

 

 0.01％

 

 100％  取得

CCBインドネシア  ジャカルタ、

インドネシア

 1,663,146百万イン

ドネシア・ルピア

 商業銀行業務  60％  －  60％  取得

CCBマレーシア  クアラルンプー

ル、マレーシア

 823百万マレーシ

ア・リンギット

 商業銀行業務  100％  －  100％  設立

建銀國際(控股)有

限公司(以下、

「CCBI」とい

う。)

 香港、中国  601百万米ドル  投資  －  100％  100％  取得

中国建設銀行(亜

洲)股份有限公司

(以下、「CCBア

ジア」という。)

 香港、中国  6,511百万香港ドル

17,600百万人民元

 商業銀行業務  －  100％  100％  取得

中国建設銀行(巴

西)股份有限公

司(以下、

「CCBブラジ

ル」という。)

 サンパウロ、

ブラジル

 1,554百万レアル  商業銀行業務  －  99.31％  99.75％  取得

 

(3) 2016年12月31日現在、当グループに対する子会社の非支配持分の金額は僅少である。
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30 関連会社および共同支配企業に対する持分

(1) 関連会社および共同支配企業に対する当グループの持分の変動は以下のとおりである。

 
   2016年  2015年

１月１日現在   4,986  3,084

期中の取得   2,408  1,657

期中の処分   (326)  (103)

利益に対する持分   69  275

未収現金配当   (8)  (14)

為替差額の影響およびその他   189  87

12月31日現在   7,318  4,986

 

(2) 主な関連会社および共同支配企業に対する持分の詳細は以下のとおりである。

 

会社名  
主たる

事務所
 

発行済および

払込済資本の詳細
 主要業務  

所有

割合
 

議決権

所有割合
 

期末時の

総資産
 

期末時の

総負債
 

当期

収益
 

当期

純利益

國機資本控股

有限公司

 北京市、

中国

 2,370百万人民元  投資運用および

コンサルティン

グ

 12.66％ 12.66％ 2,906  378  102  62

華力達有限公司  香港、

中国

 10,000香港ドル  不動産投資  50.00％ 50.00％ 1,786  1,528  203  87

茅台建信(貴州)

投資基金

(有限合夥)

 貴州省、

中国

 900百万人民元  投資運用および

コンサルティン

グ

 38.11％ 50.00％ 969  1  51  37

廣東國有企業

重組發展基金

(有限合夥)

 珠海、

中国

 900百万人民元  投資運用および

コンサルティン

グ

 49.67％ 33.33％ 947  －  16  7

 

31 組成された事業体

(1) 非連結の組成された事業体

当グループの非連結の組成された事業体には、投資目的で保有される信託プラン、資産運用プラン、

ファンド、資産担保証券および資産運用商品、ならびに顧客に幅広い資産運用業務を提供する代わりに管

理報酬、手数料および保管報酬を稼得するために当グループにより発行された、または設定された元本保

証付きでない資産運用商品、信託プランおよびファンド等が含まれる。

 

2016年および2015年12月31日現在、上述の非連結の組成された事業体に対する当グループの持分につい

て認識された資産には、関連する投資および運用報酬、手数料および保管報酬に係る未収債権が含まれて

いた。関連する帳簿価額および最大エクスポージャーは以下のとおりである。

 

  2016年  2015年

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産  5,408  1,639

未収利息  155  129

売却可能金融資産  275,035  24,728

受取債権に分類される投資  121,527  18,535

関連会社および共同支配企業に対する持分  4,184  2,606

その他資産  3,451  2,441

合計  409,760  50,078
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2016年および2015年12月31日に終了した事業年度において、当グループが保有するこれらの非連結の組

成された事業体からの利益は、以下のとおりである。

 

  2016年  2015年

受取利息  4,773  1,222

受入手数料  21,491  14,007

トレーディング利益(正味)  132  21

配当収入  2,102  699

投資有価証券利益(正味)  3,033  20

関連会社および共同支配企業の利益に対する持分  30  218

合計  31,561  16,187

 

2016年12月31日現在、当グループが設定した元本保証付きでない資産運用商品の残高は1,794,708百万人

民元(2015年12月31日現在：1,366,318百万人民元)であった。2016年12月31日に終了した事業年度におい

て、当グループおよび上述の元本保証付きでない資産運用商品との間において売買された負債性証券が

あった。これらの取引は、市場価格または一般的な取引条件に基づいている。これらの取引からの損益

は、当グループにとって重要ではなかった。

 

(2) 連結対象の組成された事業体

当グループの連結対象の組成された事業体は主に、元本保証付き資産運用商品(注記21(2)c)ならびに一

部の資産運用プランおよび信託プランである。
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32 固定資産

 

   
銀行の建物

設備
 建設仮勘定  機器  その他  合計

原価/みなし原価            

2016年１月１日現在残高   113,844  27,274  51,305  50,778  243,201

増加   1,602  5,286  6,423  12,227  25,538

振替：入/(出)   4,513  (6,065)  50  1,502  －

その他の変動   13  (952)  (2,791)  (1,813)  (5,543)

2016年12月31日現在残高   119,972  25,543  54,987  62,694  263,196

減価償却累計額            

2016年１月１日現在残高   (26,319)  －  (32,101)  (24,749)  (83,169)

当期繰入額   (4,016)  －  (5,070)  (4,718)  (13,804)

その他の変動   7  －  2,573  1,788  4,368

2016年12月31日現在残高   (30,328)  －  (34,598)  (27,679)  (92,605)

減損引当金(注記38)            

2016年１月１日現在残高   (423)  －  －  (78)  (501)

当期繰入額   －  －  －  (46)  (46)

その他の変動   5  －  －  46  51

2016年12月31日現在残高   (418)  －  －  (78)  (496)

正味帳簿価額            

2016年１月１日現在残高   87,102  27,274  19,204  25,951  159,531

2016年12月31日現在残高   89,226  25,543  20,389  34,937  170,095

 

原価/みなし原価            

2015年１月１日現在残高   105,224  28,378  46,807  42,350  222,759

増加   2,017  8,688  7,044  9,182  26,931

振替：入/(出)   6,830  (8,821)  43  1,948  －

その他の変動   (227)  (971)  (2,589)  (2,702)  (6,489)

2015年12月31日現在残高   113,844  27,274  51,305  50,778  243,201

減価償却累計額            

2015年１月１日現在残高   (22,651)  －  (27,254)  (20,743)  (70,648)

当期繰入額   (3,783)  －  (7,369)  (5,980)  (17,132)

その他の変動   115  －  2,522  1,974  4,611

2015年12月31日現在残高   (26,319)  －  (32,101)  (24,749)  (83,169)

減損引当金(注記38)            

2015年１月１日現在残高   (424)  －  －  (80)  (504)

その他の変動   1  －  －  2  3

2015年12月31日現在残高   (423)  －  －  (78)  (501)

正味帳簿価額            

2015年１月１日現在残高   82,149  28,378  19,553  21,527  151,607

2015年12月31日現在残高   87,102  27,274  19,204  25,951  159,531

注：

(1) その他の変動には、固定資産の処分、除却および為替差損益が含まれる。

(2) 2016年12月31日現在、正味帳簿価額22,952百万人民元(2015年12月31日現在：23,847百万人民元)の当グループの銀行

建物に関する所有権の書類上の手続きは完了していない。しかし経営陣は、前述の事実は、これらの資産について

当グループが有する権利に影響を及ぼさず、当グループの業務にも重要な影響を及ぼさないと考えている。
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33 土地使用権

 

  2016年  2015年

原価/みなし原価     

１月１日現在残高  21,217  21,255

増加  86  28

処分  (97)  (66)

12月31日現在残高  21,206  21,217

償却額     

１月１日現在残高  (5,844)  (5,355)

当期繰入額  (505)  (509)

処分  27  20

12月31日現在残高  (6,322)  (5,844)

減損引当金(注記38)     

１月１日現在残高  (142)  (142)

12月31日現在残高  (142)  (142)

正味帳簿価額     

１月１日現在残高  15,231  15,758

12月31日現在残高  14,742  15,231
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34 無形資産

 

  ソフトウェア  その他  合計

原価/みなし原価       

2016年１月１日現在残高  6,435  959  7,394

増加  1,307  178  1,485

処分  (54)  (9)  (63)

2016年12月31日現在残高  7,688  1,128  8,816

償却額       

2016年１月１日現在残高  (5,018)  (265)  (5,283)

当期繰入額  (858)  (98)  (956)

処分  25  5  30

2016年12月31日現在残高  (5,851)  (358)  (6,209)

減損引当金(注記38)       

2016年１月１日現在残高  (1)  (7)  (8)

2016年12月31日現在残高  (1)  (7)  (8)

正味帳簿価額       

2016年１月１日現在残高  1,416  687  2,103

2016年12月31日現在残高  1,836  763  2,599

 

  ソフトウェア  その他  合計

原価/みなし原価       

2015年１月１日現在残高  6,124  1,000  7,124

増加  384  48  432

処分  (73)  (89)  (162)

2015年12月31日現在残高  6,435  959  7,394

償却額       

2015年１月１日現在残高  (4,525)  (156)  (4,681)

当期繰入額  (545)  (124)  (669)

処分  52  15  67

2015年12月31日現在残高  (5,018)  (265)  (5,283)

減損引当金(注記38)       

2015年１月１日現在残高  (1)  (7)  (8)

2015年12月31日現在残高  (1)  (7)  (8)

正味帳簿価額       

2015年１月１日現在残高  1,598  837  2,435

2015年12月31日現在残高  1,416  687  2,103

EDINET提出書類

中国建設銀行股イ分有限公司(E05972)

有価証券報告書

192/402



 

35 のれん

(1) のれんは、CCBアジア、CCBブラジルおよびCCBインドネシアの取得によって生じる予測相乗効果に主に

起因している。のれんの変動は以下のとおりである。

 
  2016年  2015年

１月１日現在残高  2,140  2,253

取得による増加  566  －

為替差額の影響  241  (113)

12月31日現在残高  2,947  2,140

 

(2) のれんを含む資金生成単位の減損テスト

当グループは、経営陣が承認した財務予測に基づくキャッシュ・フロー予測を用いて、資金生成単位の

回収可能価額を算出した。当グループが用いた平均成長率は業界レポートに含まれている予測と整合して

いる。使用した割引率は、関連するセグメントに係る特定のリスクを反映している。

 

2016年12月31日現在、当該減損テストの結果に基づいて認識された当グループののれんの減損損失はな

かった(2015年12月31日現在：なし)。

 

36 繰延税金

 
  2016年  2015年

繰延税金資産  31,062  25,379

繰延税金負債  (570)  (624)

合計  30,492  24,755

 

(1) 性質別分析

 

 2016年  2015年

 
将来減算/(加算)

一時差異
 

繰延税金資産

/(負債)
 

将来減算/(加算)

一時差異

(修正再表示後)

 

繰延税金資産

/(負債)

(修正再表示後)

繰延税金資産        

　－公正価値の調整 1,899  458  (31,962)  (7,892)

　－減損引当金 111,883  27,952  123,244  31,428

　－早期退職給付および未払賃金 24,749  6,188  23,779  5,945

　－その他 (17,429)  (3,536)  (18,211)  (4,102)

合計 121,102  31,062  96,850  25,379

繰延税金負債        

　－公正価値の調整 (2,115)  (501)  (2,754)  (637)

　－減損引当金 28  7  464  79

　－その他 (447)  (76)  (128)  (66)

合計 (2,534)  (570)  (2,418)  (624)

 

EDINET提出書類

中国建設銀行股イ分有限公司(E05972)

有価証券報告書

193/402



 

(2) 繰延税金の変動

 

 
公正価値の

調整
 減損引当金  

早期退職給付

および

未払賃金

 その他  合計

2016年１月１日現在残高 (8,529)  31,507  5,945  (4,168)  24,755

損益に認識 121  (3,548)  243  556  (2,628)

その他の包括利益に認識 8,365  －  －  －  8,365

2016年12月31日現在残高 (43)  27,959  6,188  (3,612)  30,492

          

2015年１月１日現在残高 (1,737)  38,283  6,298  (3,751)  39,093

損益に認識 (313)  (6,776)  (353)  (417)  (7,859)

その他の包括利益に認識 (6,479)  －  －  －  (6,479)

2015年12月31日現在残高 (8,529)  31,507  5,945  (4,168)  24,755

 

報告期間末日現在、当グループおよび当行に重要な未認識繰延税金はなかった。

 

37 その他資産

 
 注  2016年  2015年

担保権実行資産 (1)     

－建物   1,773  1,686

－土地使用権   745  314

－その他   955  762

   3,473  2,762

清算および決済勘定   23,494  2,984

未収手数料   7,782  5,475

保険事業関連資産   5,803  7,976

リース資産改良費   3,489  3,167

繰延費用   3,297  3,477

その他   33,000  22,255

総残高   80,338  48,096

減損引当金(注記38)      

－担保権実行資産   (1,062)  (644)

－その他   (3,278)  (3,938)

合計   75,998  43,514

注：

(1) 2016年12月31日に終了した事業年度において、当グループが処分した担保権実行資産の当初原価は総額161百万人民

元(2015年12月31日に終了した事業年度：935百万人民元)であった。当グループは、競売、競争入札および売却など

を含むさまざまな手段を通じて担保権実行資産を処分する予定である。
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38 減損引当金の変動

 

   2016年

 注  
１月１日

現在
 

当期繰入/

(戻入)
 

振替：

(出)/入
 償却  

12月31日

現在

銀行および銀行以外の金融機関への預け金 19  7  59  －  －  66

銀行および銀行以外の金融機関への短期貸付金 20  36  90  －  (3) 123

未収利息 24  1  －  －  (1) －

顧客に対する貸出金 25(3) 250,617  89,588  (37,881) (33,647) 268,677

売却可能負債性証券   1,051  217  41  －  1,309

売却可能資本性商品   4,317  89  (330) －  4,076

満期保有投資 27  2,033  970  46  －  3,049

受取債権として分類された投資 28  1,908  (586) 29  －  1,351

固定資産 32  501  46  (51) －  496

土地使用権 33  142  －  －  －  142

無形資産 34  8  －  －  －  8

その他資産 37  4,582  752  －  (994) 4,340

合計   265,203  91,225  (38,146) (34,645) 283,637

 

   2015年

 注  
１月１日

現在
 

当期繰入/

(戻入)
 

振替：

(出)/入
 償却  

12月31日

現在

銀行および銀行以外の金融機関への預け金 19  7  －  －  －  7

銀行および銀行以外の金融機関への短期貸付金 20  27  10  －  (1) 36

未収利息 24  1  －  －  －  1

顧客に対する貸出金 25(3) 251,613  92,610  (58,755) (34,851) 250,617

売却可能負債性証券   1,409  (402) 53  (9) 1,051

売却可能資本性商品   4,413  28  (120) (4) 4,317

満期保有投資 27  3,644  (1,633) 24  (2) 2,033

受取債権 28  945  927  36  －  1,908

固定資産 32  504  －  (3) －  501

土地使用権 33  142  －  －  －  142

無形資産 34  8  －  －  －  8

その他資産 37  3,693  1,334  －  (445) 4,582

合計   266,406  92,874  (58,765) (35,312) 265,203

 

「振替：(出)/入」には為替差額が含まれている。
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39 子会社に対する債権および債務の額

当行と子会社間の残高の資産分類別分析は以下のとおりである。

 
  2016年  2015年

銀行および銀行以外の金融機関への預け金  11,254  21,023

銀行および銀行以外の金融機関への短期貸付金  86,820  93,305

デリバティブの正の公正価値  1,087  1,795

未収利息  81  114

顧客に対する貸付金  6,259  5,659

売却可能金融資産  2,271  60

満期保有投資  690  －

受取債権に分類される投資  486  －

その他資産  49,931  40,415

合計  158,879  162,371

 

当行と子会社間の残高の負債分類別分析は以下のとおりである。

 
  2016年  2015年

銀行および銀行以外の金融機関からの預金  9,315  11,199

銀行および銀行以外の金融機関からの短期借入金  105,653  63,580

デリバティブの負の公正価値  3,715  1,237

顧客からの預金  3,974  2,371

未払利息  611  505

発行済負債性証券  890  1,910

その他負債  110  367

合計  124,268  81,169

 

40 中央銀行からの借入金

 
  2016年  2015年

中国本土  385,375  898

海外  53,964  41,150

合計  439,339  42,048

 

41 銀行および銀行以外の金融機関からの預金

(1) 相手先別分析

 
  2016年  2015年

銀行  413,150  160,367

銀行以外の金融機関  1,199,845  1,279,028

合計  1,612,995  1,439,395

 

(2) 相手先の地理別セクター別分析

 
  2016年  2015年

中国本土  1,442,126  1,342,935

海外  170,869  96,460

合計  1,612,995  1,439,395
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42 銀行および銀行以外の金融機関からの短期借入金

(1) 相手先別分析

 
  2016年  2015年

銀行  297,639  300,937

銀行以外の金融機関  24,907  20,775

合計  322,546  321,712

 

(2) 相手先の地理別セクター別分析

 
  2016年  2015年

中国本土  118,944  150,518

海外  203,602  171,194

合計  322,546  321,712

 

43 純損益を通じて公正価値で測定される金融負債

 
  2016年  2015年

元本保証付き資産運用商品  324,443  248,680

貴金属に関連する金融負債  31,313  33,225

仕組金融商品  40,835  20,744

合計  396,591  302,649

 

当グループの純損益を通じて公正価値で測定される金融負債は、純損益を通じて公正価値で測定される

ことを指定された金融負債である。報告期間末日現在、これらの金融負債の公正価値と満期時における契

約上の支払予定額との差額は重要ではない。信用リスクの変化に起因する、これら金融負債の公正価値の

変動額は、表示年度において、また2016年および2015年12月31日現在の累計額で、重要ではなかった。

 

44 買戻契約に基づいて売却された金融資産

原資産別の買戻契約に基づいて売却された金融資産は、以下のとおりである。

 
  2016年  2015年

有価証券     

－PBOC発行手形  －  35,000

－国債  167,088  200,409

－銀行および銀行以外の金融機関が発行した負債性証券  15,640  32,376

小計  182,728  267,785

割引手形  5,500  227

その他  2,352  －

合計  190,580  268,012
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45 顧客からの預金

 
  2016年  2015年

要求払預金     

－法人顧客  5,206,395  4,261,474

－個人顧客  3,022,447  2,611,873

小計  8,228,842  6,873,347

定期預金(通知預金を含む)     

－法人顧客  3,120,699  2,918,679

－個人顧客  4,053,374  3,876,507

小計  7,174,073  6,795,186

合計  15,402,915  13,668,533

 

顧客からの預金には以下が含まれる。

 
  2016年  2015年

(1) 担保預金     

－引受手形に対する預金  99,822  118,897

－履行保証に対する預金  80,930  49,143

－信用状に対する預金  28,264  24,811

－その他  313,110  256,033

　合計  522,126  448,884

     

(2) 仕向け送金および未払送金 14,121  11,969

 

46 未払人件費

 

   2016年

 注  １月１日現在  増加額  減少額  12月31日現在

給与、賞与、諸手当および補助金   25,291  62,093  (62,571) 24,813

その他社会保険費および福利厚生費  2,288  8,997  (8,550) 2,735

住宅手当   135  6,296  (6,238) 193

組合運営費および従業員教育費   2,123  2,567  (2,438) 2,252

退職後給付 (1)         

－確定拠出型制度   906  12,846  (12,788) 964

－確定給付型制度   128  842  －  970

早期退職給付   2,315  91  (466) 1,940

雇用契約の終了に伴う従業員報酬   4  3  (4) 3

合計   33,190  93,735  (93,055) 33,870

 

   2015年

 注  １月１日現在  増加額  減少額  12月31日現在

給与、賞与、諸手当および補助金   25,864  61,087  (61,660) 25,291

その他社会保険費および福利厚生費  2,134  8,561  (8,407) 2,288

住宅手当   100  6,501  (6,466) 135

組合運営費および従業員教育費   1,842  2,540  (2,259) 2,123

退職後給付 (1)         

－確定拠出型制度   821  12,717  (12,632) 906

－確定給付型制度   920  14  (806) 128

早期退職給付   2,850  160  (695) 2,315

雇用契約の終了に伴う従業員報酬   4  7  (7) 4

合計   34,535  91,587  (92,932) 33,190

 

当グループには、報告期間末日現在において延滞している未払人件費はなかった。

 

(1) 退職後給付
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(a) 確定拠出型制度

 

  2016年

  １月１日現在  増加額  減少額  ６月30日現在

基礎年金保険  635  9,429  (9,400)  664

失業保険  33  485  (476)  42

年金拠出  238  2,932  (2,912)  258

合計  906  12,846  (12,788)  964

 

  2015年

  １月１日現在  増加額  減少額  12月31日現在

基礎年金保険  545  9,277  (9,187)  635

失業保険  30  628  (625)  33

年金拠出  246  2,812  (2,820)  238

合計  821  12,717  (12,632)  906

 

 

(b) 確定給付型制度－補足的退職給付

報告期間末日現在における補足的退職給付に関する当グループの債務は、予測単位積増数理費用方

式を用いて計算され、外部独立保険数理士である香港のタワーズ・ペリン・フォスター・アンド・ク

ロスビー・インクの適格なスタッフ(米国の保険数理士協会のメンバー)のレビューを受けた。

 

 
確定給付制度

債務の現在価値
 

制度資産の

公正価値
 

確定給付制度の

純負債

 2016年 2015年  2016年 2015年  2016年 2015年

１月１日現在残高 6,664 6,654  6,536 5,734  128 920

損益に計上された確定給付負債(純額)に係る費用         

－支払利息 186 233  183 219  3 14

その他の包括利益に計上された確定給付負債の再測定         

－数理計算上の差異 919 428  － －  919 428

－制度資産運用益 － －  80 479  (80) (479)

その他の変動         

－給付金支払額 (638) (651)  (638) (651) － －

－制度資産への拠出 － －  － 755  － (755)

12月31日現在残高 7,131 6,664  6,161 6,536  970 128

 

支払利息はその他一般管理費に認識されていた。

 

(ⅰ) 報告期間末日現在における当グループの主要な数理計算上の仮定は以下のとおりである。

 
  2016年  2015年

割引率  3.00％  3.00％
医療費増加率  7.00％  7.00％

有資格従業員の平均余命  12.8年  11.6年

 

死亡率の仮定は、中国生命保険死亡率表(2010年－2013年)(2015年度：(2000年-2003年))である。以下

の表は、中国において公開されている統計情報である。

 

(ⅱ) 加重計算した主要な仮定の変動に対する補足的退職給付債務の現在価値の感応度は以下のとおりで

ある。

 

  
補足的退職給付債務の

現在価値への影響
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  仮定の0.25％の増加  仮定の0.25％の減少

割引率  (152)  158

医療費増加率  57  (55)

 

(ⅲ) 2016年12月31日現在の当グループの補足的退職給付債務の加重平均期間は8.7年(2015年12月31日現

在：8.0年)である。

 

(ⅳ) 当グループの制度資産は以下のとおりである。

 
  2016年  2015年

現金および現金同等物  1,185  1,064

資本性商品  359  383

負債性商品  4,522  4,967

その他  95  122

合計  6,161  6,536

 

47 未払税金
 
  2016年  2015年

法人所得税  35,526  40,596

事業税および追加税  68  7,723

付加価値税  7,039  (1,315)

その他  2,267  2,407

合計  44,900  49,411

 

48 未払利息

 
  2016年  2015年

顧客からの預金  185,018  190,236

銀行および銀行以外の金融機関からの預金  15,801  9,941

発行済負債性証券  2,312  2,256

その他  8,199  3,251

合計  211,330  205,684

 

49 引当金

 
  2016年  2015年

訴訟引当金  2,292  1,655

その他  6,984  5,453

合計  9,276  7,108
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50 発行済負債性証券

 
 注  2016年  2015年

譲渡性預金証書 (1)  199,008  170,796

発行済債券 (2)  47,163  40,916

発行済劣後債券 (3)  145,599  144,979

適格ティア２発行済資本債券 (4)  59,784  58,853

合計   451,554  415,544

注：

(1) 譲渡性預金証書は、主に国内支店、海外支店およびCCBアジアが発行したものである。
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(2) 発行済債券

発行日 満期日 利率(年利) 発行地 通貨 2016年  2015年  

2013年12月10日 2016年12月12日 3.25％ 台湾 人民元
－

 2,000  

2014年３月13日 2016年３月13日 3.25％ 香港 人民元
－

 4,000  

2014年４月１日 2017年４月１日 2.375％ 香港 米ドル
2,085

 1,948  

2014年４月25日 2016年４月25日 ３ヶ月LIBOR＋

1.35％

香港 米ドル －  130
 

2014年５月28日 2016年５月30日 3.38％ フランクフルト 人民元
－

 1,500  

2014年５月28日 2019年５月28日 1.375％ スイス スイス・フラン
2,047

 1,968  

2014年６月27日 2017年６月27日 3.45％ スイス 人民元
1,250

 1,250  

2014年７月２日 2019年７月２日 3.25％ 香港 米ドル
4,170

 3,896  

2014年９月５日 2017年９月５日 3.35％ 台湾 人民元
800

 800  

2014年９月５日 2019年９月５日 3.75％ 台湾 人民元
600

 600  

2014年９月５日 2021年９月５日 4.00％ 台湾 人民元
600

 600  

2014年11月18日 2016年11月18日 3.30％ 台湾 人民元
－

 
700  

2014年11月18日 2019年11月18日 3.75％ 台湾 人民元
1,000

 
1,000  

2014年11月18日 2021年11月18日 3.95％ 台湾 人民元
1,000

 
1,000  

2014年11月18日 2024年11月18日 4.08％ 台湾 人民元
600

 600  

2014年11月27日 2016年12月６日 3.45％ 香港 人民元
－

 120  

2015年１月20日 2020年１月20日 3.125％ 香港 米ドル
4,865

 4,546  

2015年２月11日 2020年２月11日 1.50％ ルクセンブルグ ユーロ
3,655

 3,545  

2015年３月31日 2016年３月29日 0.33％ 香港 ユーロ
－

 213  

2015年４月29日 2016年４月29日 3.80％ 香港 人民元
－

 400  

2015年６月18日 2018年６月18日 4.317％ オークランド ニュージーランドドル
241

 222  

2015年６月18日 2019年６月18日 4.30％ オークランド ニュージーランドドル
7

 7  

2015年６月18日 2020年６月18日 ３ヶ月物

ニュージーランド

ベンチマーク金利

＋1.2％

オークランド ニュージーランドドル 120  111

 

2015年７月16日 2018年６月18日 3.935％ オークランド ニュージーランドドル
72

 67  

2015年７月28日 2020年７月28日 3.25％ 香港 米ドル
3,475

 3,247  

2015年８月31日 2016年３月３日 0.70％ 香港 米ドル
－

 185  

2015年９月９日 2016年３月７日 0.75％ 香港 米ドル
－

 130  

2015年９月９日 2016年３月10日 0.70％ 香港 米ドル
－

 162  

2015年９月10日 2019年９月10日 3.945％ オークランド ニュージーランドドル
59

 55  

2015年９月14日 2016年３月10日 0.75％ 香港 米ドル
－

 108  

2015年９月15日 2016年３月17日 0.75％ 香港 米ドル
－

 130  

2015年９月18日 2018年９月18日 ３ヶ月物

オーストラリア

ベンチマーク金利

＋1.15％

シドニー 豪ドル 2,003  1,900

 

2015年９月22日 2016年３月24日 0.73％ 香港 米ドル
－

 130  

2015年９月29日 2016年３月31日 0.72％ 香港 米ドル
－

 338  

2015年10月19日 2017年10月19日 4.30％ ロンドン 人民元
990

 990  

2015年10月27日 2016年４月28日 0.82％ 香港 米ドル
－

 878  
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2015年10月27日 2016年４月28日 0.80％ 香港 米ドル
－

 130  

2015年11月２日 2016年５月４日 0.75％ 香港 米ドル
－

 200  

2015年11月12日 2016年５月11日 0.88％ 香港 米ドル
－

 130  

2015年11月12月 2016年５月11日 0.85％ 香港 米ドル
－

 130  

2015年11月26日 2017年11月26日 4.00％ 香港 人民元
1,000

 1,000  

2015年12月７日 2018年９月18日 ３ヶ月物

オーストラリア

ベンチマーク金利

＋1.15％

シドニー 豪ドル 15  14

 

2015年12月29日 2020年１月27日 3.80％ オークランド ニュージーランドドル
96

 89  

2016年３月30日 2026年３月30日 4.08％ 中国本土 人民元
3,500

 －  

2016年５月16日 2019年５月16日 3.10％ オークランド ニュージーランドドル
48

 －  

2016年５月31日 2019年５月31日 2.38％ 香港 米ドル
757

 －  

2016年５月31日 2021年５月31日 2.75％ 香港 米ドル
1,934

 －  

2016年８月18日 2020年９月18日 2.95％ オークランド ニュージーランドドル
496

 －  

2016年10月18日 2020年10月18日 3.05％ オークランド ニュージーランドドル
7

 －  

2016年10月21日 2021年10月21日 2.25％ 香港 米ドル
4,865

 －  

2016年11月９日 2019年11月９日 3.05％ 中国本土 人民元
4,000

 －  

2016年11月９日 2021年11月９日 3.05％ 中国本土 人民元
1,000

 －  

2016年12月22日 2019年12月22日 3.35％ オークランド ニュージーランドドル
48

 －  

額面価額合計 47,405  41,169

控除：未償却発行残高 (242) (253)

12月31日現在の帳簿価額 47,163  40,916

 

(3) 発行済劣後債券

PBOC、CBRC、HKMAおよびブラジル中央銀行の承認に基づき発行された当グループの劣後債券の帳簿価額は、以下のと

おりである。

 
発行日 満期日 利率(年利) 通貨 注 2016年  2015年

2009年２月24日 2024年２月26日 4.00％ 人民元 (a) 28,000  28,000

2009年８月７日 2024年８月11日 4.04％ 人民元 (b) 10,000  10,000

2009年11月３日 2019年11月４日 ブラジル中央銀行

発表の基準金利

ブラジル・

レアル
(c)

427  328

2009年12月18日 2024年12月22日 4.80％ 人民元 (d) 20,000  20,000

2010年４月27日 2020年４月27日 8.50％ 米ドル (c) 1,883  1,736

2010年７月30日 2017年10月15日 7.31％ 米ドル (c) 222  208

2011年11月３日 2026年11月７日 5.70％ 人民元 (e) 40,000  40,000

2012年11月20日 2027年11月22日 4.99％ 人民元 (f) 40,000  40,000

2014年８月20日 2024年８月20日 4.25％ 米ドル (g) 5,212  4,870

額面価額合計  145,744
 145,142  

控除：未償却発行費用  (145)
 (163) 

12月31日現在の帳簿価額  145,599
 144,979  

注：

(a) 当グループは2019年２月26日に当該債券を償還するオプションを有している。当グループが当該債券を償還しな

かった場合、当該債券の金利は2019年２月26日からその後５年間にわたり年利7.00％に上昇する。

(b) 当グループは2019年８月11日に当該債券を償還するオプションを有している。当グループが当該債券を償還しな

かった場合、当該債券の金利は2019年８月11日からその後５年間にわたり年利7.04％に上昇する。

(c) 当該劣後債はBICによって発行された。

(d) 当グループは2019年12月22日に当該債券を償還するオプションを有している。当グループが当該債券を償還しな

かった場合、当該債券の金利は2019年12月22日からその後５年間にわたり、年利7.80％に上昇する。
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(e) 当グループは、関連する当局から承認を受けることを条件として、2021年11月７日に当該債券を償還するオプ

ションを有している。

(f) 当グループは、関連する当局から承認を受けることを条件として、2022年11月22日に当該債券を償還するオプ

ションを有している。

(g) 当グループは、関連する当局から承認を受けることを条件として、2019年８月20日に当該債券を償還するオプ

ションを有している。
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(4) 適格ティア２発行済資本債券

発行日 満期日 利率(年利) 通貨 注  2016年  2015年

2014年８月15日 2029年８月18日 5.98％ 人民元 (a)  20,000  20,000

2014年11月12日 2024年11月12日 4.90％ 人民元 (b)  2,000  2,000

2015年５月13日 2025年５月13日 3.875％ 米ドル (c)  13,899  12,987

2015年12月18日 2025年12月21日 4.00％ 人民元 (d)  24,000  24,000

額面価額合計   59,899  58,987

控除：未償却発行費用   (115) (134)

12月31日現在の帳簿価額   59,784  58,853

注：

(a) 当グループは、関連する当局から承認を受けることを条件として、2024年８月18日に当該債券を償還するオプ

ションを有している。この適格ティア２資本債券にはティア２資本商品の元本減額条項が付帯されているため、

規制上のトリガー事由が発生した場合、当行は当該債券の元本全額を削減することができる。経過利息の累計額

も支払われない。

(b) 当グループは、関連する当局から承認を受けることを条件として、2019年11月12日に当該債券を償還するオプ

ションを有している。当グループが償還しなかった場合、金利は2019年11月12日から５年間にわたり、金利更改

日に適用される12ヶ月物CNH HIBORに基づき年利1.538％上昇する。この適格ティア２資本債券にはティア２資本

商品の元本減額条項が付帯されているため、規制上のトリガー事由が発生した場合、当行は当該債券の元本全額

を削減することができる。経過利息の累計額も支払われない。

(c) 当グループは、関連する当局から承認を受けることを条件として、2020年５月13日に当該債券を償還するオプ

ションを有している。当グループが償還しなかった場合、金利は、2020年５月13日に更改され、金利更改日に適

用される５年物米国債指標利回りに基づき2.425％上昇する。この適格ティア２資本債券にはティア２資本商品の

元本減額条項が付帯されているため、規制上のトリガー事由が発生した場合、当行は当該債券の元本全額を削減

することができる。経過利息の累計額も支払われない。

(d) 当グループは、関連する当局から承認を受けることを条件として、2020年12月21日に当該債券を償還するオプ

ションを有している。この適格ティア２資本債券にはティア２資本商品の元本減額条項が付帯されているため、

規制上のトリガー事由が発生した場合、当行は当該債券の元本全額を削減することができる。経過利息の累計額

も支払われない。

 

 

次へ
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51 その他負債

 
 2016年  2015年

保険事業関連負債 95,892  58,540

繰延収益 11,473  14,089

設備投資未払金 10,388  8,951

リース事業関連負債 7,821  5,853

休眠口座 4,501  3,535

未払および回収清算勘定 3,190  2,049

未払費用 3,074  3,019

未払有価証券引受金および償還金 1,100  2,060

清算および決済勘定 966  4,003

その他 28,847  20,455

合計 167,252  122,554

 

52 資本金およびその他の資本性商品

(1) 資本金

 
  2016年  2015年

香港における上場(H株式)  240,417  240,417

中国本土における上場(A株式)  9,594  9,594

合計  250,011  250,011

 

すべてのH株式およびA株式は、１株当たり額面金額1.00人民元で同等の権利および経済価値を有する普

通株式であり、同格に位置づけられている。

 

(2) その他の資本性商品

(a) 報告期間末日現在の発行済優先株式

 

優先株式  発行日  分類  当初金利  発行価格  

数量

(百万株)  

合計金額

 満期日  転換条件

原通貨

(米ドル)
 

(人民元)

2015年オフショア

優先株式

 2015年12月

16日
 資本性商品  4.65％  

１株当たり

20米ドル
 152.5  3,050  19,711  

満期日

なし
 なし

控除：発行手数料             (52)     

帳簿価額              19,659     

 

主な条件は以下のとおりである。

(1) 配当

当初の年間配当率は4.65％であり、その後合意に基づき更改される可能性があるが、いかなる場

合も20.4850％を超えないものとする。配当は米ドル建てで計算され支払われる。合意した配当性

向による配当が支払われた後、上記のオフショア優先株式の保有者は、普通株式の保有者ととも

に当行の残余利益の分配を受ける資格を有しない。オフショア優先株式に係る配当は非累積型で

ある。当行は、オフショア優先株式に係る配当を中止することができるが、かかる中止は債務不

履行とみなさないものとする。ただし、当行が当期配当期間にかかる配当を全額支払うまでの

間、当行は普通株主に対していかなる配当の分配も行ってはならない。

(2) 償還

CBRCの事前承認および償還の前提条件の充足を条件として、オフショア優先株式の全部または一

部のみを、当行の裁量で、発行価格に当期において未分配の未払配当金を加えた額に相当する償

還価格にて、2020年12月16日または同日以降の任意の配当支払日に償還することができる。

(3) 優先株式の強制転換
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追加的ティア１資本商品のトリガー事由が発生した場合(すなわち、当行のコアティア１自己資本

比率が5.125％以下に下落した場合)、当行は契約に従い、(オフショア優先株主の同意を要せず

に)発行済優先株式の全部または一部のみを、当行のコアティア１自己資本比率が5.125％を上回

るのに十分な株式数のH株式に転換するものとする。ティア２資本商品のトリガー事由が発生した

場合、当行は、(オフショア優先株主の同意を要せずに)発行済優先株式のすべてを契約に定めた

株式数のH株式に転換するものとする。ティア２資本商品のトリガー事由は、(ⅰ)転換または償却

を行わないと当行の存続が困難であるとCBRCが判断した場合、または(ⅱ)当行が存続するために

は公的部門による資本注入もしくは同等の支援が必要であると関連当局が判断した場合のいずれ

か早く発生した方をいう。優先株式は、一旦転換した後はいかなる状況でも元に戻すことはでき

ない。オフショア優先株式の強制転換が生じる場合、当行は承認および決定を求めてその旨CBRC

に報告するものとする。

 

当行は、発行済オフショア優先株式を資本性商品に分類しており、財政状態計算書上で資本項目

として表示している。上述のオフショア優先株式の発行により調達した資本は、発行関連費用を

控除後、当行の追加的ティア１自己資本の充実および自己資本比率の引き上げに全額使用され

た。

 

(b) 発行済優先株式の変動

 
 2016年１月１日現在  増加  2016年12月31日現在

優先株式

株式数

(百万株)

帳簿価額

(百万人民元)
 

株式数

(百万株)

帳簿価額

(百万人民元)
 

株式数

(百万株)

帳簿価額

(百万人民元)

2015年オフショア優先株式 152.5 19,659  － －  152.5 19,659

 

(c) 資本性商品保有者に帰属する利息

 
  2016年  2015年

1. 当行の株主に帰属する総資本  1,576,500  1,434,020

(1) 当行の普通株主に帰属する資本  1,556,841  1,414,361

(2) 当行のその他の株主に帰属する資本  19,659  19,659

うち、当期純利益  1,067  －

配当金受取額  1,067  －

2. 非支配持分に帰属する総資本  13,154  11,063

(1) 普通株式の非支配持分に帰属する資本  13,154  11,063

 

53 資本準備金

 
 2016年  2015年

払込剰余金 134,543  134,911

キャッシュ・フロー・ヘッジ準備金 (150) －

その他 (433) 338

合計 133,960  135,249
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54 投資再評価準備金

売却可能金融資産の公正価値の変動は、「投資再評価準備金」として認識されている。投資再評価準備

金の変動は以下のとおりである。

 

  2016年

 
 

税引前  
法人税

(費用)/便益
 税引後

１月１日現在  30,791  (7,733)  23,058

当期損失       

　－負債性証券  (20,531)  5,228  (15,303)

　－資本性商品およびファンド  (6,401)  1,600  (4,801)

  (26,932)  6,828  (20,104)

再分類調整       

　－減損  306  (77) 229

　－処分  (5,546) 1,387  (4,159)

  (5,240) 1,310  (3,930)

12月31日現在  (1,381)  405  (976)

 

  2015年

 注 税引前  
法人税

(費用)/便益
 税引後

１月１日現在  5,435  (1,369)  4,066

当期利益       

　－負債性証券  26,655  (6,689)  19,966

　－資本性商品およびファンド  607  (152)  455

  27,262  (6,841)  20,421

再分類調整       

　－減損  (374)  94  (280)

　－処分  (1,533)  383  (1,150)

　－その他 (1) 1  －  1

  (1,906)  477  (1,429)

12月31日現在  30,791  (7,733)  23,058

注：

(1) その他は、過去に再評価準備金に認識された損失累計額の当年度における償却額を表している。これらの損失累

計額は、過年度において売却可能金融資産から満期保有投資へ再分類された特定の負債性証券に関連していた。

 

55 剰余準備金

剰余準備金は、法定準備金および任意準備金から構成されている。

 

当行は、2006年２月15日にMOFが公表した「事業会社の会計基準」およびその他の関連する規則に基づ

き、当期純利益の10％を法定準備金に割り当てることが要求されている。当行は、法定準備金への割当を

おこなった後、年次株主総会における株主の承認に基づき、当期純利益を任意準備金に割り当てることも

できる。
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56 一般準備金

当グループの報告期間末日現在における一般準備金は、以下の規定に基づき設定されている。

 
 注  2016年  2015年

MOF (1)  205,933  181,686

香港銀行条例 (2)  2,124  2,124

中国本土のその他の規制当局 (3)  2,546  2,152

その他の海外の規制当局   590  460

合計   211,193  186,422

注：

(1) MOFが公表する関連規制に準拠して、当行は資産に関する潜在的な損失を補填するために、当期純利益の一定額を一

般準備金として充当することが求められている。2012年３月30日にMOFが公表した「準備金に関する金融機関の管理

に係る規制」(財金[2012]第20号)に従って、金融機関における一般準備金残高は、リスク資産総額の期末残高の

1.5％以上でなくてはならない。

(2) 香港銀行条例の規定に準拠して、当グループの香港における銀行業務は、顧客に対する貸出金から発生しうる損失

に関して、当グループの会計方針に従って認識した減損引当金の他に、規定準備金を積み立てることが要求されてい

る。規定準備金との残高振替は、利益剰余金を通じて行われる。

(3) 中国本土における関連する規制要件に準拠して、当行の子会社は当期純利益の一定額を一般準備金に充当すること

が要求されている。

 

57 利益処分

2016年６月17日に開催された年次株主総会において、株主は2015年12月31日に終了した事業年度に関す

る利益処分を承認した。当行は、2015年12月31日に終了した事業年度に係る現金配当として、総額68,503

百万人民元の資金を充当した。

 

2016年10月27日に開催された取締役会において、取締役はオフショア優先株主に対する配当の支払を承

認した。オフショア優先株式の条件に従って第１回繰上償還日前の当初の配当率(4.65％(税引後)に等し

い)で計算された配当金支払額は、1,067百万人民元(税引前)となった。配当金支払日は2016年12月16日で

あった。

 

2017年３月29日、取締役会は2016年12月31日に終了した事業年度に関して、以下の利益処分計画を提案

した。

 

(1) 2016年度は、当行の当期純利益224,128百万人民元の10％である22,413百万人民元(2015年度：22,517

百万人民元)を法定準備金に割り当てる。当該金額は、報告期間末日の「剰余準備金」に計上されて

いる。

(2) 一般準備金34,228百万人民元(2015年度：24,247百万人民元)をMOFが発行する関連規定に準拠して割

り当てる。

(3) １株当たりでは0.278人民元(税引前)(2015年度：１株当たり0.274人民元)、また総額では69,503百万

人民元の資金を、全株主に対する現金配当に充当する。報告期間末日以降に提案された配当は、負債

として認識されていない。

 

上記の利益処分計画は、年次株主総会の承認事項である。現金配当は承認における対象日に登録された

全株主に対して分配される。
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58 キャッシュ・フロー計算書に対する注記

(1) 現金および現金同等物

 

  2016年  2015年

現金  73,296  77,678

中央銀行への法定預託準備金  183,764  140,511

銀行および銀行以外の金融機関への要求払預金  60,921  58,320

当初満期が３ヶ月または３ヶ月以内の銀行および銀行以外の

金融機関への預け金
 229,622  13,193

当初満期が３ヶ月または３ヶ月以内の銀行および銀行以外の

金融機関への短期貸付金
 51,521  98,219

合計  599,124  387,921

 

(2) CCBインドネシアの取得

当行はCCBインドネシアを取得するために1,169百万人民元を支払い、現金および現金同等物1,146百万人

民元を受領した。この取得により生じた正味資金流出額は23百万人民元であり、その内訳は以下のとおり

である。

 

  取得日現在の認識価値  取得日現在の帳簿価額

現金および中央銀行預け金  892  892

銀行および銀行以外の金融機関への預け金  254  254

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産  144  144

売戻契約に基づいて購入した金融資産  610  610

顧客に対する貸出金  4,017  4,017

売却可能金融資産  43  43

満期保有投資  386  386

固定資産  352  259

のれん  －  92

その他資産  154  154

銀行および銀行以外の金融機関からの預金  139  139

顧客からの預金  5,115  5,115

発行済負債性証券  253  253

その他負債  119  96

純資産  1,226   

非支配持分  601   

当行株主に帰属する識別可能純資産  625   

取得により生じたのれん  544   

取得対価  1,169   

現金および現金同等物の受領額  1,146   

取得による正味資金流出額  23   

 

取得により生じたのれんは、発生が予想される重要な相乗効果に帰属する。

 

CCBインドネシアの営業収益および当期純利益は、取得日から当グループに貢献したが、2016年12月31日

に終了した事業年度の連結包括利益計算書に重要な影響は及ぼさなかった。2016年12月31日に終了した事

業年度の当グループの営業収益および当期純利益は、2016年１月１日に取得が行われていた場合と比べて

重要な相違がない。

 

2016年12月31日現在、当行はCCBインドネシアの60％の持分を取得しており、CCBインドネシアの支配権

を得ている。

 

59 譲渡金融資産
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当グループは、通常の業務において認識済金融資産を第三者または組成された事業体に譲渡する取引を

行っている。このような譲渡により対象の金融資産の全部または一部の認識が中止される場合がある。ま

た、当グループが譲渡資産のリスクおよび便益のほぼすべてを留保しているため当該資産の認識中止の要

件を満たさない場合、当グループは、当該譲渡資産を引き続き認識している。

 

有価証券貸付取引

認識中止の要件を満たさない譲渡金融資産には、主に有価証券貸付契約に基づき取引相手先に貸し付け

られた負債性証券が含まれる。当該取引相手先は、当グループに債務不履行が生じていない場合、買戻契

約に基づき当該貸付証券を売却または再担保に供することができるが、契約期日に当該証券を返却する義

務を有する。当グループは、当該証券に伴うリスクおよび便益のほぼすべてを留保していると判断したた

め、当該証券の認識を中止していない。2016年12月31日現在、取引相手先に貸し付けられた負債性証券の

帳簿価額は、36,577百万人民元(2015年度：9,804百万人民元)であった。

 

信用資産証券化取引

当グループは、通常の業務において証券化取引を行っており、これにより、投資家に対して資産担保証

券を発行する組成された事業体へ信用資産を譲渡している。当グループは、移転された資産への当グルー

プの継続的関与を生じさせる劣後トランシュの形で持分を留保する。当該金融資産は、当グループの継続

的関与の範囲で財政状態計算書に認識される。

 

2016年12月31日現在、当初の帳簿価額69,530百万人民元(2015年12月31日現在：16,841百万人民元)の貸

付金が、かかる資産における当グループの継続的関与を留保した契約に基づき、当グループにより証券化

された。2016年12月31日現在、当グループが継続的に認識した資産の帳簿価額は、5,156百万人民元(2015

年12月31日現在：1,138百万人民元)である。2016年12月31日現在、当グループが引き続き認識した継続的

関与を有する資産および負債の帳簿価額は5,216百万人民元(2015年12月31日現在：1,177百万人民元)で

あった。

 

60 事業セグメント

当グループは経営資源の配分および業績評価を目的として、当グループの最高業務執行意思決定者に対

する内部報告で使用する方法と整合する手法で事業セグメントを表示している。セグメント別資産および

負債、ならびにセグメント別収益および業績は、当グループの会計方針に基づき測定されている。

 

セグメント間の取引は、通常の商業上の取引条件に基づいて行われている。内部費用および移転価格

は、市場金利を基準にして決定され、各セグメントの業績に反映されている。内部費用および移転価格調

整から生じる正味受取利息および支払利息は、「内部正味受取利息/支払利息」に反映されている。第三者

からの受取利息および支払利息は、「外部正味受取利息/支払利息」に反映されている。

 

セグメント別収益、業績、資産および負債は直接セグメントに帰属する項目、ならびに合理的な基準で

配分できる項目を含む。セグメント別収益および業績は、連結プロセスの一環としてグループ間取引が相

殺消去される前の金額である。セグメント別設備投資は、固定資産、無形資産およびその他長期資産を取

得するために、当期中に発生した費用の合計である。

 

(1) 地理別セグメント

EDINET提出書類

中国建設銀行股イ分有限公司(E05972)

有価証券報告書

211/402



当グループは主として中国本土で業務を行っており、すべての省、自治区および中央政府の直轄市に支

店を有しているほか、中国本土に複数の子会社を有している。また、当グループは香港、マカオ、台湾、

シンガポール、フランクフルト、ヨハネスブルク、東京、ソウル、ニューヨーク、シドニー、ホーチミ

ン・シティ、ルクセンブルグ、トロント、ロンドン、チューリッヒ、ドバイおよびチリに銀行の支店、な

らびに香港、ロンドン、モスクワ、ルクセンブルグ、英領ヴァージン諸島、オークランド、ジャカルタ、

サンパウロおよびクアラルンプールで営業している子会社を有している。

 

地理別セグメントを基準に情報を表示するにあたり、営業収益は収益をもたらした支店および子会社の

所在地に基づき配分されている。セグメント別資産、負債および設備投資は、その地理的位置を基準にし

て配分されている。

 

管理報告を目的に定義された当グループの地理別セグメントは、以下のとおりである。

－　「長江デルタ」は、当行の第１レベル支店および子会社が営業する下記の地域。上海直轄市、江蘇

省、浙江省、寧波市および蘇州市。

－　「珠江デルタ」は、当行の第１レベル支店が営業する下記の地域。広東省、深圳市、福建省および

厦門市。

－　「環渤海」は、当行の第１レベル支店および子会社が営業する下記の地域。北京直轄市、山東省、

天津直轄市、河北省および青島市。

－　「中部」地域は、当行の第１レベル支店および子会社が営業する下記の地域。山西省、広西チワン

族自治区、湖北省、河南省、湖南省、江西省、海南省および安徽省。

－　「西部」地域は、当行の第１レベル支店および子会社が営業する下記の地域。四川省、重慶直轄

市、貴州省、雲南省、チベット自治区、内モンゴル自治区、陜西省、甘粛省、青海省、寧夏回族自

治区および新彊ウイグル自治区。

－　「東北」地域は、当行の第１レベル支店および子会社が営業する下記の地域。遼寧省、吉林省、黒

竜江省および大連市。

 

次へ
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 2016年

 長江デルタ  珠江デルタ  環渤海  中部  西部  東北  本店  海外  合計

外部正味受取利息 40,351  36,855  34,408  45,352  49,218  11,517  191,503  8,595  417,799

内部正味受取/(支払)利息 28,147  22,638  36,501  30,117  25,491  12,653  (153,546)  (2,001)  －

正味受取利息 68,498  59,493  70,909  75,469  74,709  24,170  37,957  6,594  417,799

正味受入手数料 17,974  16,352  19,581  17,983  13,301  5,821  24,865  2,632  118,509

トレーディング利益/

(損失)(正味)
388  517  (686)  122  44  46  1,051  2,493  3,975

配当収入 1,908  5  1  278  2  －  87  277  2,558

投資有価証券利益(正味) 759  －  29  501  254  －  8,780  775  11,098

その他営業収益/(費用)(正

味)
173  709  1,812  522  2,987  221  (3,202)  2,699  5,921

営業収益 89,700  77,076  91,646  94,875  91,297  30,258  69,538  15,470  559,860

営業費用 (26,634)  (21,740)  (27,905)  (31,221)  (29,002)  (11,658)  (16,683)  (6,672)  (171,515)

減損損失 (23,181)  (18,363)  (16,112)  (17,404)  (9,517)  (4,949)  (1,612)  (2,066)  (93,204)

関連会社および共同支配企業

の

利益に対する持分

－  －  －  30  －  －  －  39  69

税引前当期利益 39,885  36,973  47,629  46,280  52,778  13,651  51,243  6,771  295,210

設備投資 2,351  1,873  7,896  3,110  2,533  1,209  2,233  5,935  27,140

減価償却費および償却費 2,433  1,639  2,731  3,032  2,483  1,280  1,674  745  16,017

                  

 2016年

セグメント別資産 3,287,924  2,248,437  2,341,529  3,223,419  2,745,765  966,670  8,456,699  1,663,306  24,933,749

関連会社および共同支配企業

に

対する持分

－  －  31  4,184  －  －  －  3,103  7,318

 3,287,924  2,248,437  2,341,560  3,227,603  2,745,765  966,670  8,456,699  1,666,409  24,941,067

繰延税金資産                 31,062

相殺消去                 (4,008,424)

資産合計                 20,963,705

セグメント別負債 3,292,293  2,252,473  2,325,284  3,220,764  2,742,194  966,764  7,020,522  1,561,611  23,381,905

繰延税金負債                 570

相殺消去                 (4,008,424)

負債合計                 19,374,051

オフバランス信用コミットメ

ント
570,239  403,398  699,060  418,924  318,757  151,838  2,800  159,510  2,724,526
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 2015年

 長江デルタ  珠江デルタ  環渤海  中部  西部  東北  本店  海外  合計

外部正味受取利息 55,092  35,989  42,840  54,038  59,323  17,135  186,749  6,586  457,752

内部正味受取/(支払)利息 17,014  23,628  30,196  22,276  17,479  9,803  (122,393)  1,997  －

正味受取利息 72,106  59,617  73,036  76,314  76,802  26,938  64,356  8,583  457,752

正味受入手数料 17,470  16,120  18,435  17,348  13,778  5,877  22,652  1,850  113,530

トレーディング利益/

(損失)(正味)
439  343  (105)  188  234  56  1,859  899  3,913

配当収入 252  4  8  301  12  －  9  147  733

投資有価証券利益(正味) 1,279  －  20  375  398  298  1,373  1,332  5,075

その他営業収益(正味) 29  79  979  329  2,848  178  128  1,114  5,684

営業収益 91,575  76,163  92,373  94,855  94,072  33,347  90,377  13,925  586,687

営業費用 (32,210)  (25,536)  (31,506)  (36,720)  (34,056)  (13,781)  (15,265)  (5,752)  (194,826)

減損損失 (32,332)  (20,358)  (12,618)  (7,720)  (8,335)  (7,161)  (2,177)  (2,938)  (93,639)

関連会社および共同支配企業

の

利益に対する持分

－  －  －  200  －  －  －  75  275

税引前当期利益 27,033  30,269  48,249  50,615  51,681  12,405  72,935  5,310  298,497

設備投資 2,429  2,605  6,034  5,143  3,185  1,733  3,204  795  25,128

減価償却費および償却費 3,044  2,006  3,019  3,692  3,110  1,651  2,691  523  19,736

                  

 2015年

セグメント別資産 2,565,723  1,756,844  1,988,554  2,855,335  2,798,176  1,056,288  5,835,333  1,149,541  20,005,794

関連会社および共同支配企業

に

対する持分

－  －  －  2,196  －  －  －  2,790  4,986

 2,565,723  1,756,844  1,988,554  2,857,531  2,798,176  1,056,288  5,835,333  1,152,331  20,010,780

繰延税金資産                 25,379

相殺消去                 (1,686,670)

資産合計                 18,349,489

セグメント別負債 2,571,710  1,766,077  1,972,961  2,846,741  2,795,577  1,058,505  4,506,665  1,072,216  18,590,452

繰延税金負債                 624

相殺消去                 (1,686,670)

負債合計                 16,904,406

オフバランス信用コミットメ

ント
497,837  385,693  611,674  356,079  305,375  116,537  3,500  125,589  2,402,284
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(2) 事業セグメント

管理報告を目的として定義された事業セグメントは、以下のとおりである。

 

コーポレート・バンキング

このセグメントは、企業、政府機関および金融機関に一連の金融商品およびサービスを提供する。商品

およびサービスは、コーポレート・ローン、貿易金融、預金および資産運用業務、代理業務、金融コンサ

ルティングおよびアドバイザリー・サービス、キャッシュ・マネジメント・サービス、送金および決済業

務、保護預り業務および保証業務などを含む。

 

パーソナル・バンキング

このセグメントは、個人顧客に一連の金融商品およびサービスを提供する。商品およびサービスは、

パーソナル・ローン、預金および資産運用業務、カード業務、送金業務および代行業務などを含む。

 

トレジャリー事業

このセグメントは、当グループの財務運用を行う。トレジャリー事業は銀行間の短期金融市場取引、買

戻および売戻取引、ならびに負債性証券への投資を行う。また、自己勘定でデリバティブおよび外貨取引

を行う。トレジャリー事業は顧客の指示に基づくデリバティブ、外貨および貴金属取引を実行し、また、

負債性証券の発行を含む当グループ全体の流動性ポジション管理といった業務も行っている。

 

その他

ここには、株式投資、ならびに海外支店および子会社の収益、業績、資産および負債が含まれている。
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 2016年

 
コーポレート・

バンキング
 

パーソナル・

バンキング
 

トレジャリー

事業
 その他  合計

外部正味受取利息 165,280  62,914  171,382  18,223  417,799

内部正味受取/(支払)利息 52,430  95,564  (141,946)  (6,048)  －

正味受取利息 217,710  158,478  29,436  12,175  417,799

正味受入手数料 33,038  60,426  21,352  3,693  118,509

トレーディング(損失)/

利益(正味)
(7,075)  673  8,801  1,576  3,975

配当収入 －  －  －  2,558  2,558

投資有価証券利益(正味) －  －  9,066  2,032  11,098

その他営業(費用)/収益(正味) (58)  (256)  9,998  (3,763)  5,921

営業収益 243,615  219,321  78,653  18,271  559,860

営業費用 (59,923)  (88,569)  (10,179)  (12,844)  (171,515)

減損損失 (85,363)  (1,483)  (2,466)  (3,892)  (93,204)

関連会社および共同支配企業

の利益に対する持分
－  －  －  69  69

税引前当期利益 98,329  129,269  66,008  1,604  295,210

設備投資 5,376  9,040  1,095  11,629  27,140

減価償却費および償却費 5,014  8,433  1,021  1,549  16,017

          

 2016年

セグメント別資産 7,064,795  4,522,379  8,195,103  1,564,749  21,347,026

関連会社および共同支配企業

に対する持分
－  －  －  7,318  7,318

 7,064,795  4,522,379  8,195,103  1,572,067  21,354,344

繰延税金資産         31,062

相殺消去         (421,701)

資産合計         20,963,705

セグメント別負債 9,780,961  7,169,317  834,943  2,009,961  19,795,182

繰延税金負債         570

相殺消去         (421,701)

負債合計         19,374,051

オフバランス信用コミット

メント
1,917,363  647,498  －  159,665  2,724,526
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 2015年

 
コーポレート・

バンキング
 

パーソナル・

バンキング
 

トレジャリー

事業
 その他  合計

外部正味受取利息 244,837  26,725  171,724  14,466  457,752

内部正味(支払)/受取利息 (4,278)  130,274  (118,845)  (7,151)  －

正味受取利息 240,559  156,999  52,879  7,315  457,752

正味受入手数料 35,497  56,306  17,892  3,835  113,530

トレーディング(損失)/

利益(正味)
(4,593)  (127)  7,728  905  3,913

配当収入 －  －  －  733  733

投資有価証券利益(正味) －  －  331  4,744  5,075

その他営業(費用)/収益(正味) (186)  (350)  2,785  3,435  5,684

営業収益 271,277  212,828  81,615  20,967  586,687

営業費用 (75,665)  (96,466)  (11,435)  (11,260)  (194,826)

減損損失 (87,428)  (1,178)  208  (5,241)  (93,639)

関連会社および共同支配企業

の利益に対する持分
－  －  －  275  275

税引前当期利益 108,184  115,184  70,388  4,741  298,497

設備投資 7,305  11,937  1,615  4,271  25,128

減価償却費および償却費 6,556  10,713  1,449  1,018  19,736

          

 2015年

セグメント別資産 7,036,556  3,626,845  6,748,218  1,031,726  18,443,345

関連会社および共同支配企業

に対する持分
－  －  －  4,986  4,986

 7,036,556  3,626,845  6,748,218  1,036,712  18,448,331

繰延税金資産         25,379

相殺消去         (124,221)

資産合計         18,349,489

セグメント別負債 7,841,404  7,203,232  547,997  1,435,370  17,028,003

繰延税金負債         624

相殺消去         (124,221)

負債合計         16,904,406

オフバランス信用コミット

メント
1,737,208  539,283  －  125,793  2,402,284
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61 委託貸付業務

貸借対照表日現在の委託貸付および資金の金額は以下のとおりであった。

 
  2016年  2015年

委託貸付  2,398,103  1,932,138

委託資金  2,398,103  1,932,138

 

62 担保資産

(1) 担保として供された資産

(a) 資産タイプ別に分析された担保資産の帳簿価額

 
  2016年  2015年

割引手形  5,500  227

債券  655,915  268,279

その他  2,352  －

合計  663,767  268,506

 

(b) 財政状態計算書において分類別に分析された担保資産の帳簿価額

 
  2016年  2015年

顧客に対する貸出金  6,506  227

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産  9,810  －

売却可能金融資産  9,558  3,888

満期保有投資  566,474  264,391

受取債権に分類される投資  71,100  －

その他資産  319  －

合計  663,767  268,506

 

(2) 資産の保証として受け取った担保

当グループは、通常の短期貸付条件に基づいて売戻契約を実行し、これらの取引に関して担保を保有し

ている。2016年および2015年12月31日現在、当グループは当該取引の不履行がなくても売却または再担保

することを認められている売戻契約に関する担保を保有していなかった。

 

63 契約債務および偶発債務

(1) 信用コミットメント

信用コミットメントは、承認済および契約済の未実行の与信枠、未使用のクレジットカード限度額、金

融保証、信用状等の形式をとっている。また、当グループは、適宜、予想損失額を評価し、引当金を計上

している。

 

貸付契約およびクレジットカード契約の契約金額は、契約が全額実行された場合の現金流出額を表して

いる。債務保証および信用状の金額は、契約相手方が完全に契約不履行となった場合に認識されうる潜在

的最大損失額を示している。引受手形は、顧客宛に振り出された手形の支払いを行う当グループの引受業

務を表している。

 

信用コミットメントは実際に利用されずに失効することがあるため、下表に記載されている契約金額合

計は将来予想される現金流出額を表すわけではない。

 
 2016年  2015年

貸付契約    
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－当初契約期間１年未満 509,828  149,566

－当初契約期間１年以上 64,779  312,872

クレジットカード契約 690,144  577,047

 1,264,751  1,039,485

銀行引受手形 296,606  324,963

金融保証 107,160  141,604

非金融保証 776,775  649,326

一覧払信用状 37,383  20,383

ユーザンス信用状 160,141  175,860

その他 81,710  50,663

合計 2,724,526  2,402,284

 

(2) 信用リスク加重金額

信用リスク加重金額は、CBRCが定めた規定に従って算出された金額を示しており、契約相手方の状況お

よび満期の特性によって変動する。

 
  2016年  2015年

偶発債務および契約債務の

信用リスク加重金額
 1,073,108  993,117

 

(3) オペレーティング・リース契約

当グループは、オペレーティング・リース契約に基づいて特定の有形固定資産をリースしており、これ

らの当初の契約期間は通常１年から５年であるが、すべての条件を再交渉して契約を更新するオプション

を含んでいる場合もある。報告期間末日現在において、有形固定資産に関する解約不能なオペレーティン

グ・リースに関する将来最低支払リース料は以下のとおりであった。

 
 2016年  2015年

１年以内 5,717  5,650

１年超２年以内 4,396  4,387

２年超３年以内 3,194  3,177

３年超５年以内 5,076  3,469

５年超 2,756  2,737

合計 21,139  19,420

 

(4) 投資契約

報告期間末日現在において、当グループが有していた投資契約は以下のとおりであった。

 
 2016年  2015年

契約 4,930  4,049

 

(5) 引受債務

2016年12月31日現在、当グループの期日が到来していない債券の引受債務はなかった(2015年12月31日現

在：なし)。

 

(6) 国債償還債務

中国国債の引受業者として、当グループは保有者が債券の早期償還を決定した場合、販売したそれらの

債券を買戻す責任がある。満期日前の債券の償還価格は、クーポン価値に、償還日までに発生し、未払い

となっている利息を加えた金額に基づいている。債券保有者に対する未払利息は、MOFおよびPBOCの関連規

定に従って計算される。償還価格は、償還日に取引された同様の金融商品の公正価値とは異なる場合があ

る。
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当グループが引き受け、販売した国債の額面価額を表す償還債務のうち、2016年12月31日現在で満期を

迎えていないものは75,695百万人民元(2015年12月31日現在：73,647百万人民元)であった。

 

(7) 未解決の訴訟および紛争

2016年12月31日現在、当グループは総額7,783百万人民元(2015年12月31日現在：6,501百万人民元)の請

求に係る係争中の訴訟および紛争の被告となっている。当グループ内外の弁護士の意見に基づいて、当該

訴訟による見積損失に関して引当金が計上されている(注記49)。当グループは計上された引当金が妥当か

つ十分であると考えている。

 

(8) 契約債務および偶発債務に対する引当金

当グループは、会計方針に従って、上記の契約債務および偶発債務に関する経済的便益の流出の可能性

を評価し、これに対する引当金を計上している(注記４(14))。

 

64 関連当事者との関係と関連当事者間取引

(1) 親会社およびその関係会社との取引

当グループの親会社は、CICおよび匯金公司である。

 

CICは、国務院の承認の下、登録資本金1兆5,500億人民元で2007年９月29日に設立された。CICの完全子

会社である匯金公司は、中国政府の代わりに投資家としての権利の行使および義務の履行を行う。

 

匯金公司は、完全国有投資会社として2003年12月16日に設立された。登録資本金828,209百万人民元で北

京において登記された。その主な事業は国務院が承認した株式投資であり、その他の商業業務は行ってい

ない。2016年12月31日現在、匯金公司は当行の株式の57.11％を直接所有していた。

 

親会社の下における関係会社には、親会社の子会社、ならびにその他の関連会社および共同支配企業が

含まれる。

 

親会社およびその関係会社との当グループの取引は主に預金業務、委託資産管理、オペレーティング・

リース、貸出業務、負債性証券の売買、短期金融市場取引および銀行間決済を含む。これらの取引は、市

場価格に基づく価格で、一般的な商取引条件に基づいて行われている。

 

当グループは額面価額145,744百万人民元(2015年12月31日現在：145,142百万人民元)の劣後債券を発行

している。これらは無記名債券であり、流通市場で取引ができる。したがって、当グループは、報告期間

末日現在において親会社の関係会社が保有している債券の金額に関しては何の情報も持っていない。
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(a) 親会社との取引

通常の業務において、当グループが親会社と締結した重要な取引は以下のとおりである。

 

金額

 2016年  2015年

 金額  
同様の取引に

対する割合
 金額  

同様の取引に

対する割合

受取利息 460  0.07％  460  0.06％

支払利息 106  0.04％  451  0.14％

 

報告期間末日現在の残高

   2016年  2015年

   残高  
同様の取引に

対する割合
 残高  

同様の取引に

対する割合

未収利息   151  0.15％  150  0.16％

満期保有投資   12,770  0.52％  12,770  0.50％

顧客からの預金   865  0.01％  2,339  0.02％

未払利息   6  0.00％  19  0.01％

信用コミットメント   288  0.01％  288  0.02％

 

(b) 親会社の関係会社との取引

通常の業務において、当グループが親会社の関係会社と締結した重要な取引は以下のとおりである。

 

金額

   2016年  2015年

 注  金額  
同様の取引に

対する割合
 金額  

同様の取引に

対する割合

受取利息   28,755  4.13％  45,602  5.92％

支払利息   2,528  0.91％  2,179  0.70％

受入手数料   228  0.18％  241  0.20％

支払手数料   295  3.15％  79  1.00％

営業費用 (ⅰ)  612  0.40％  1,120  0.71％
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報告期間末日現在の残高

   2016年  2015年

 注  残高  
同様の取引に

対する割合
 残高  

同様の取引に

対する割合

銀行および銀行以外の金融機関

への預け金
  72,746  14.71％  24,251  6.87％

銀行および銀行以外の金融機関

への短期貸付金
  69,487  26.66％  30,668  9.87％

純損益を通じて公正価値で測定

される金融資産
  8,111  1.66％  1,987  0.73％

デリバティブの正の公正価値   3,581  3.99％  186  0.59％

売戻契約に基づいて保有する

金融資産
  10,897  10.56％  22,871  7.36％

未収利息   14,606  14.37％  16,462  17.04％

顧客に対する貸出金   53,297  0.46％  100,256  0.98％

売却可能金融資産   234,915  14.38％  240,539  22.55％

満期保有投資   419,087  17.19％  509,481  19.87％

受取債権に分類される投資   46,959  9.24％  63,442  17.17％

その他資産 (ⅱ)  80  0.11％  －  －

銀行および銀行以外の金融機関

からの預金
(ⅲ)  34,485  2.14％  116,218  8.07％

銀行および銀行以外の金融機関

からの短期借入金
  68,722  21.31％  63,911  19.87％

純損益を通じて公正価値で測定

される金融負債
  －  －  2,246  0.74％

デリバティブの負の公正価値   7,332  8.12％  38  0.14％

買戻契約に基づいて売却された

金融資産
  15,904  8.35％  141,189  52.68％

顧客からの預金   18,471  0.12％  22,940  0.17％

未払利息   3,058  1.45％  308  0.15％

信用コミットメント   23,159  1.18％  22,104  1.46％

注：

(ｉ) 営業費用は、主に親会社およびその関係会社が所有する資産(不動産および自動車を含む)のリースに関して当グ

ループが支払ったリース料ならびに親会社およびその関係会社によって提供された関連サービスに対する手数料を

表している。

(ⅱ) その他資産は、主に親会社の関係会社からのその他の受取債権を表している。

(ⅲ) 親会社の関係会社からの預金は無担保で一般的な取引条件に基づいて払戻される。
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(2) 当グループの関連会社および共同支配企業との取引

当グループとその関連会社および共同支配企業との取引は、通常の業務において、当グループと当グ

ループ外の非関係会社との間で行われる取引と同様の一般的な取引条件で実行される。通常の業務におい

て、当グループが関連会社および共同支配企業と締結した重要な取引は以下のとおりである。

 

金額

  2016年  2015年

受取利息  12  18

支払利息  4  7

営業費用  7  －

 

報告期間末日現在の残高

  2016年  2015年

顧客に対する貸出金  680  741

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債  448  －

顧客からの預金  1,547  1,007

 

(3) 当行と子会社との取引

当行とその子会社との取引は、通常の業務において、当グループと当グループ外の非関係会社との間で

行われる取引と同様の一般的な取引条件で実行される。注記４(1)(b)に記載したとおり連結財務書類の作

成においては、すべてのグループ間取引およびグループ間残高は相殺消去される。

 

通常の業務において当行がその子会社と締結した重要な取引は以下のとおりである。

 

金額

  2016年  2015年

受取利息  1,154  2,259
支払利息  1,651  509

受入手数料  3,421  903

支払手数料  646  335

トレーディング損失(正味)  －  (23)

配当収入  50  28

投資有価証券利益(正味)  315  －

その他営業費用(正味)  (370)  (139)

 

報告期間末日現在の残高は注記39に記載している。

 

2016年12月31日現在、当行がその受益者である子会社に発行した保証状の最大保証限度額の総額は

44,793百万人民元(2015年12月31日現在：36,284百万人民元)である。

 

2016年12月31日に終了した事業年度において、当グループの子会社間での取引は主に、銀行および銀行

以外の金融機関からの預金ならびに銀行および銀行以外の金融機関からの短期借入金である。2016年12月

31日現在、これらの取引残高は、それぞれ4,478百万人民元(2015年12月31日現在：1,775百万人民元)およ

び3,928百万人民元(2015年12月31日現在：1,346百万人民元)であった。
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(4) その他の中国国営企業との取引

国営企業とは、中国政府が直接的または政府当局、政府機関、関係機関およびその他組織を通じて間接

的に所有している企業を言う。その他の国営企業との取引には以下が含まれるが、これらに限定されるわ

けではない。貸出および預金業務、銀行間貸付および借入、委託貸出およびその他証券保管サービス、保

険、証券代行およびその他仲介サービス、その他の国営企業発行債券の購入、売却、引受および償還、不

動産およびその他資産の購入、売却およびリース、公益事業およびその他サービスの提供および受領。

 

これらの取引は、当グループの通常の銀行業務の範囲で、非国営企業との間で締結されている取引と同

様の条件で実行される。また当グループの主な商品およびサービス(例えば貸出金、預金および手数料収入

など)に対する価格戦略ならびに承認プロセスには、顧客が国有企業であるか否かの区別はない。こうした

関係の実体を考慮した結果、当グループはこれらの取引は別途開示を必要とする重要な関連当事者取引に

は該当しないと考えている。

 

(5) 年金制度との取引および制度資産

2016年および2015年12月31日に終了した事業年度において、年金制度に対する確定拠出債務および通常

の銀行取引以外に、当グループと年金制度との取引はなかった。

 

2016年12月31日現在、当グループの補足的退職給付制度資産2,950百万人民元(2015年12月31日現在：

3,280百万人民元)はCCBプリンシパルに管理されており、当行からの管理報酬は8.73百万人民元(2015年12

月31日現在：30.07百万人民元)であった。

 

(6) 主な経営陣

主な経営陣とは、直接的または間接的に当グループの活動を計画、指示および管理する権限と責任を持

つ、取締役、監査役および幹部役員を含む。当グループは主な経営陣と通常の業務において銀行取引を

行っている。2016年および2015年12月31日に終了した事業年度において、主な経営陣との取引および残高

には重要なものはなかった。

 

取締役および監査役の報酬額は注記14に開示されている。当期の幹部役員の年間報酬額(個人所得税控除

前)は、以下のとおりである。
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  2016年

   支払報酬  

確定拠出型

退職年金制度

への拠出額

 

その他

現物給付

(注(i))

 
合計

(注(ⅱ))

   (千人民元)  (千人民元)  (千人民元)  (千人民元)

執行副総裁          

楊文升   436  47  102  585

黃毅   436  47  102  585

余靜波   436  47  102  585

懲罰執行最高責任者          

朱克鵬   436  47  102  585

最高リスク管理責任者          

廖林(注(ⅲ))   －  －  －  －

最高財務責任者          

許一鳴   788  47  122  957

取締役会秘書役          

陳彩虹   788  47  122  957

前最高リスク管理責任者          

曾儉華   788  47  122  957

   4,108  329  774  5,211

 

  2015年

   未払費用

 社会保険、

企業年金、補足的

医療保険および

住宅手当に関する

当行の支払額

 
その他

貨幣所得
 

合計

(注(ⅳ))

   (千人民元)  (千人民元)  (千人民元)  (千人民元)

執行副総裁          

楊文升   586  162  －  748

黃毅   586  162  －  748

余靜波   586  157  －  743

懲罰執行最高責任者          

朱克鵬   195  56  －  251

最高リスク管理責任者          

曾儉華   1,823  154  －  1,977

最高財務責任者          

許一鳴   1,823  154  －  1,977

取締役会秘書役          

陳彩虹   1,823  154  －  1,977

   7,422  999  －  8,421

注：

(ⅰ) その他現物給付には、医療基金、住宅手当およびその他の社会保険制度に対する当行の拠出が含まれているが、こ

れらは政府当局が公表している規制要件に基づき、給与の一定割合または所定の上限のいずれか低い方に基づい

て、労働社会保障当局に支払うものである。また、その他給付には、(政府当局が公表している関連方針に従って設

立された)当行独自の企業年金制度および補足的医療保険制度に対する当行の拠出も含まれている。

(ⅱ) 2016年12月31日に終了した事業年度における、これらの主な経営陣に対する総合報酬パッケージは、中国の関連当

局が定める規定に基づく確定はまだされていない。調整される予定の報酬額は、当グループの2016年12月31日に終

了した事業年度の財務書類に重要な影響を与えないものと予測されている。最終的な報酬は決定後に別途開示され

る。

(ⅲ) 2017年度の当行の第１回取締役会での選任およびCBRCの承認を受け、廖林氏が2017年３月より当行の最高リスク管

理責任者の職務を開始した。
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(ⅳ) 2015年12月31日に終了した事業年度における、一部の主な経営陣に対する総合報酬パッケージは、2015年度の財務

書類の公表日まで、中国の関連当局が定める規定に基づく確定がなされなかった。前述の、2015年12月31日に終了

した事業年度における主な経営陣に対する総合報酬パッケージの額が確定した。

(ⅴ) 2015年度より、中央当局の管理下にある当行の経営陣の報酬は、中央報酬改革に関連する政策に準拠して支払われ

ている。

 

(7) 取締役、監査役および幹部役員に対する貸出金、準貸付金およびその他の信用取引

報告期間末日現在、当グループに取締役、監査役および幹部役員に対する貸出金、準貸付金およびその

他の信用取引に関して重要な残高はなかった。取締役、監査役および幹部役員に対するこれらの貸出金、

準貸付金およびその他の信用取引は、通常の業務の範囲で、一般的な取引条件またはその他の従業員との

取引条件(リスクの軽減に関する調整を行った第三者との取引条件に基づく)と同様の条件で実行される。

 

65 リスク管理

当グループは、金融商品を利用することにより以下のリスクにさらされている。

 

－　信用リスク

－　市場リスク

－　流動性リスク

－　業務リスク

－　保険リスク

 

本注記では、上記の各リスクに対する当グループのエクスポージャー、当グループのリスク測定および

管理の目的、方針およびプロセス、ならびに当グループの資本管理に関する情報を提供する。

 

リスク管理の枠組み

取締役会は、公司条例およびその他の関連規制要件に従う責任を担っている。当行の取締役会は、リス

ク管理委員会を設置しており、同委員会は、リスク管理戦略および方針を策定し、その実行を監視し、ま

た全体的なリスク・プロファイルを定期的に評価する責任を担っている。監査役会は、全体的なリスク管

理システムの設置、および取締役会と経営幹部によるリスク管理責任の遂行状況について監督している。

経営幹部は、取締役会によって確立されたリスク戦略および当グループの全体的なリスク管理の導入を実

行する責任を担っている。経営幹部は、対応するリスク管理業務について総裁を補佐する最高リスク管理

責任者を任命している。

 

当グループは、リスクを特定、評価、監視および管理するために、包括的なガバナンスの枠組み、内部

統制の方針および手続きを策定している。リスク管理の方針およびシステムは、市況の変化ならびに提供

される商品およびサービスを反映するために定期的に見直される。当グループは、研修システム、標準化

された管理およびプロセス管理を通して、全従業員が自らの役割および義務を理解している、規律ある建

設的な統制環境を作り上げることを目指している。

 

リスク管理部門は、全体的な業務リスクの管理を行う部門である。信用管理部門は、全体的な信用リス

クの管理を行う部門である。与信承認部門は、全体的な与信業務の承認を行う部門である。内部統制およ

びコンプライアンス部門は、業務リスク管理ならびに内部統制およびコンプライアンスのリスク管理を行

う調整部門である。その他の部門は、関連するさまざまなリスクについて責任を担っている。
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当グループの監査委員会は、内部統制を監視および評価し、中核事業セクターのコンプライアンスおよ

びそれらセクターの管理手続きを監視する責任を担っている。内部統制およびコンプライアンス部門は、

上述の任務を遂行するために監査委員会を支援し、また監査委員会に報告を行っている。

 

(1) 信用リスク

信用リスク管理

信用リスクとは、債務者または取引相手による当グループに対する契約上の債務または契約の不履行か

ら生じる財務上の損失リスクである。

 

信用業務

リスク管理部門は、信用リスクの測定ツール(顧客の格付および融資枠の等級付けを含む)の策定および

実行を主導しており、また特定の資産に係る問題点の解消に対して責任を担っている。与信管理部門は、

信用リスクの管理方針を策定し、また信用資産の品質を監視する責任を担っている。与信承認部門は、当

グループの包括的な与信枠およびさまざまな信用業務の与信承認に対して責任を担っている。与信管理部

門が主導しているものの、与信管理部門および与信承認部門のいずれの部門も、コーポレート・バンキン

グ部、SME事業部、機関投資家向け銀行業務部、海外事業部、戦略的顧客対応部門、住宅金融・個人貸付

部、クレジットカード・センター、法務部と連携して、信用リスク管理の方針および手続きを実施してい

る。

 

法人および機関投資家向け業務の信用リスク管理について、当グループは、信用ポートフォリオ構成の

調整を進め、貸付後の監視を強化し、業界ごとの与信ガイドラインおよび与信承認方針の基準を改善して

いる。経営陣はまた、与信引受・解消方針を微調整し、経済的資本および信用リスク限度枠管理を最適化

した。これらの方針はすべて、全体的な資産の質を向上させるために実行されている。当グループは、貸

付前評価、与信承認および貸付後の監視を含む与信プロセス全体を通じて信用リスクを管理している。当

グループは、内部の格付基準に基づき事業体の信用格付を評価し、プロジェクト案に関するリスクおよび

経済価値を評価することにより、貸付前評価を実施する。与信は指定された与信承認担当役員によって承

認される。当グループは、信用業務(特に、対象となっている業界、地理的セグメント、商品および顧客に

関連する業務)を継続的に監視している。借り手の返済能力に重大な悪影響を及ぼす可能性のある事象が発

生した場合は遅滞なく報告され、リスクを回避および管理するための対策が講じられる。

 

個人向け信用業務について、当グループは、申請者の信用評価に基づき貸出承認を行っている。顧客関

係担当マネージャーは、申請者の所得水準、信用履歴および返済能力を審査する必要がある。その後、顧

客関係担当マネージャーは承認を得るために、申請書をその承認に関する提言と共に貸出承認部門に回付

する。当グループは、借り手の返済能力、担保状況、および担保価値の変動を監視している。貸付金の返

済が延滞した場合、当グループは回収の手続きに従って回収プロセスを開始する。

 

リスクを軽減するために、当グループは必要に応じて、顧客に対して担保および保証を提供するよう求

めている。詳細な管理システムおよび担保業務手続きが開発されており、特定の種類の担保受入の適正性

を明示するガイドラインが存在する。担保の価値、構成および法的制限条項は、その意図された目的のた

めに利用可能であること、および市場慣行に即していることを確認するために定期的に見直される。

 

信用格付の分類
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当グループは、貸出金ポートフォリオ・リスクを管理するために貸出リスク分類法を採用している。貸

出金は一般に、リスクのレベルに応じて、正常、要注意、破綻懸念、実質破綻および破綻に分類される。

破綻懸念、実質破綻および破綻に分類された貸出金は、一つまたは複数の事象が減損をもたらす損失事象

の客観的な証拠の存在を示す場合、減損貸出金であると見なされる。減損貸出金に係る減損損失引当金

は、状況に応じて集合的にまたは個別に評価される。

 

貸出金の５つの区分の主な定義は以下のとおりである。

 

正常：

借り手は貸付条件を履行することができる。元本および金利を適時に全額返済する能力に懸念がない。

 

要注意：

借り手は、特定の要因により返済状況に不利な影響が及ぶ可能性があるが、現時点では貸出金を返済す

ることができる。

 

破綻懸念：

借り手は、元本および金利の返済に関して通常の事業収入のみに依存することができないため、明らか

に貸出金の返済能力に懸念がある。担保または保証があったとしても、一定の損失が生じる可能性があ

る。

 

実質破綻：

借り手は元本および金利を全額返済することが不可能で、担保または保証があったとしても、多額の損

失を認識する必要がある。

 

破綻：

可能な限りのすべての措置をとり、すべての法的救済手段をとった場合でも、貸出金の元本および金利

の一部しか回収できない、あるいは全く回収できない。

 

当グループでは、オフバランスシートの信用関連業務を分類する際にも、同じ格付基準および管理アプ

ローチを適用している。

 

トレジャリー業務

リスク管理目的上、負債性証券から生じる信用リスクおよび当グループのデリバティブ・ポートフォリ

オに関連するエクスポージャーは個別に管理されており、これに関する情報は以下の(1)(h)および(1)(i)

の各項に記載されている。当グループは、トレジャリー活動に与信枠を設定し、関連金融商品の公正価値

を参照して定期的にその与信枠を監視している。
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以下の表は、保有担保またはその他の信用補完を考慮しない報告期間末日現在における信用リスクに対

する最大エクスポージャーを示したものである。財政状態計算書に認識されている金融資産に関係する信

用リスクに対する最大エクスポージャーは、減損引当金控除後の帳簿価額に相当する。

 
  2016年  2015年

中央銀行預け金  2,775,965  2,323,866

銀行および銀行以外の金融機関への預け金  494,618  352,966

銀行および銀行以外の金融機関に対する短期貸付金  260,670  310,779

純損益を通じて公正価値で測定される負債性投資  469,992  266,871

デリバティブの正の公正価値  89,786  31,499

売戻契約に基づき保有する金融資産  103,174  310,727

未収利息  101,645  96,612

顧客に対する貸出金  11,488,355  10,234,523

売却可能負債性証券  1,348,814  1,035,332

満期保有投資  2,438,417  2,563,980

受取債権に分類される投資  507,963  369,501

その他の金融資産  69,405  37,324

合計  20,148,804  17,933,980

オフバランス信用コミットメント  2,724,526  2,402,284

最大信用リスク・エクスポージャー  22,873,330  20,336,264

 

(b) 顧客に対する貸出金の信用の質に基づく分布は以下のとおり分析される。

 
 注  2016年  2015年

減損貸出金総額      

－個別評価で減損している貸出金総額   156,436  147,506

－減損損失引当金   (99,453) (82,196)

小計   56,983  65,310

集合的評価で減損している貸出金総額   22,254  18,474

減損損失引当金   (13,275) (10,789)

小計   8,979  7,685

延滞しているが減損はしていない      

－１日以上90日以内   31,522  31,443

－91日以上180日以内   4  4

－180日超   21  －

総額   31,547  31,447

減損損失引当金 (ⅰ)  (6,804) (4,424)

小計   24,743  27,023

延滞も減損もしていない      

－無担保貸出金   3,442,193  3,019,394

－保証付貸出金   1,880,508  1,771,076

－貨幣性資産以外の有形資産により担保された貸出金   5,002,018  4,493,357

－貨幣性資産により担保された貸出金   1,222,076  1,003,886

総額   11,546,795  10,287,713

減損損失引当金 (ⅰ)  (149,145) (153,208)

小計   11,397,650  10,134,505

合計   11,488,355  10,234,523

注：

(ⅰ) 残高は、集合的に評価された減損損失の引当金を表している。

 

延滞しているが減損はしていない貸出金、および個別評価の対象となっている減損貸出金の有担保部分

または無担保部分は以下のとおりである。

 
  2016年

  
延滞しているが

減損はしていない貸出金
 

個別評価の対象と

なる減損貸出金
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  法人向け  個人向け  法人向け

有担保部分  3,632  15,005  27,773

無担保部分  5,644  7,266  128,663

合計  9,276  22,271  156,436

 

  2015年

  
延滞しているが

減損はしていない貸出金
 

個別評価の対象と

なる減損貸出金

  法人向け  個人向け  法人向け

有担保部分  7,064  13,592  32,260

無担保部分  4,255  6,998  115,246

合計  11,319  20,590  147,506

 

上記の担保には、土地使用権、建物、設備等が含まれる。担保の公正価値は、当グループが、最近の現

金化実績と市況について考慮して調整した、入手可能な最新の外部評価を参照して見積ったものである。

 

(c) 経済セクターの集中度により分析された顧客に対する貸出金残高
 

 

 2016年  2015年

 
貸出金

残高総額
 割合  

担保保証

残高
 

貸出金

残高総額
 割合  

担保保証

残高

法人向け貸出金            

－製造 1,323,238  11.24％  464,514  1,389,829  13.24％  489,547

－運輸、倉庫および郵政事業 1,287,693  10.95％  520,293  1,221,103  11.64％  464,515

－リースおよび商業サービス 826,410  7.03％  309,203  658,284  6.28％  286,263

－電力、ガスおよび水の生産

および供給
726,706  6.18％  192,922  671,632  6.41％  194,565

－卸売業および小売業 492,343  4.19％  252,177  502,129  4.79％  234,835

－不動産 448,576  3.82％  316,657  522,916  4.99％  410,355

－水、環境および公益事業管理 324,204  2.76％  167,715  316,480  3.02％  166,754

－建設 259,268  2.21％  76,772  272,991  2.60％  90,796

－鉱業 250,530  2.13％  29,755  258,323  2.46％  36,724

－公共管理、社会保障および

社会組織
130,037  1.11％  33,862  122,773  1.17％  52,413

－農業、林業、農場経営、漁業 90,685  0.77％  34,986  110,861  1.06％  42,553

－教育 77,445  0.66％  21,415  79,275  0.76％  22,026

－その他 586,803  4.99％  80,183  366,466  3.50％  86,177

法人向け貸出金合計 6,823,938  58.04％  2,500,454  6,493,062  61.92％  2,577,523

個人向け貸出金 4,420,939  37.60％  3,820,851  3,531,983  33.69％  3,038,719

割引手形 512,155  4.36％  －  460,095  4.39％  12

顧客に対する貸出金合計 11,757,032  100.00％  6,321,305  10,485,140  100.00％  5,616,254
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顧客に対する貸出金総額の10％以上を構成する経済セクターに関する減損貸出金、減損引当金、繰入

額、および償却額についての詳細な情報は、以下のとおりである。

 
 2016年

 
減損貸出金

総額
 
個別評価された

減損引当金
 

集合的に

評価された

減損引当金

 

期中の

損益への

繰入額/

(戻入額)

 期中の償却

製造 71,443  (44,348) (29,902) (44,859) 14,272

運輸、倉庫および郵政事業 6,004  (3,935) (21,943) (2,412) 250

 

 2015年

 
減損貸出金

総額
 
個別評価された

減損引当金
 

集合的に

評価された

減損引当金

 

期中の

損益への

繰入額

 期中の償却

製造 72,766  (38,735) (27,606) 48,879  12,345

運輸、倉庫および郵政事業 3,265  (2,032) (22,505) (810) 1,921

 

(d) 地理別セクターの集中度により分析された顧客に対する貸出金
 

 

 2016年  2015年

 
貸出金

残高総額
 割合  

担保保証

残高
 

貸出金

残高総額
 割合  

担保保証

残高

長江デルタ 2,117,133  18.02％  1,360,362  1,968,394  18.76％  1,269,793

中部 1,982,785  16.86％  1,197,869  1,768,362  16.87％  1,075,030

西部 1,953,377  16.61％  1,124,332  1,803,236  17.20％  1,035,556

環渤海 1,946,622  16.56％  892,618  1,812,640  17.29％  811,161

珠江デルタ 1,762,963  14.99％  1,312,827  1,432,094  13.66％  1,026,685

東北 643,515  5.47％  296,115  612,441  5.84％  295,842

本店 452,941  3.85％  －  402,733  3.84％  －

海外 897,696  7.64％  137,182  685,240  6.54％  102,187

顧客に対する貸出金総額 11,757,032  100.00％  6,321,305  10,485,140  100.00％  5,616,254

 

報告期間末日現在、地理別セクターごとの減損貸出金および減損引当金の詳細は、以下のとおりであ

る。

 
 
  2016年

  
減損貸出金

総額
 

個別評価された

減損引当金
 

集合的に評価された

減損引当金

長江デルタ  41,539  (27,423)  (32,173)

西部  29,435  (14,557)  (30,102)

珠江デルタ  29,426  (18,429)  (24,124)

環渤海  29,199  (15,573)  (31,505)

中部  26,654  (14,557)  (28,012)

東北  14,794  (7,885)  (10,423)

本店  4,296  －  (9,471)

海外  3,347  (1,029)  (3,414)

合計  178,690  (99,453)  (169,224)
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  2015年

  
減損貸出金

総額
 

個別評価された

減損引当金
 

集合的に評価された

減損引当金

長江デルタ  49,223  (24,924)  (33,213)

西部  24,668  (11,248)  (31,631)

珠江デルタ  30,285  (16,977)  (23,087)

環渤海  22,941  (11,611)  (30,393)

中部  19,617  (9,219)  (27,775)

東北  11,998  (6,853)  (10,954)

本店  4,671  (376)  (9,039)

海外  2,577  (988)  (2,329)

合計  165,980  (82,196)  (168,421)

 

地理別セグメントの定義は、注記60(1)に説明されている。

 

(e) 担保の種類別に分析された顧客に対する貸出金

 

 2016年  2015年

無担保貸出金 3,471,042  3,034,953

保証付貸出金 1,964,685  1,833,933

貨幣性資産以外の有形資産により担保された貸出金 5,095,325  4,591,009

貨幣性資産により担保された貸出金 1,225,980  1,025,245

顧客に対する貸出金総額 11,757,032  10,485,140

 

(f) 顧客に対する条件緩和貸出金

 

  2016年  2015年

  合計  

顧客に対する

貸出金総額に

占める割合

 合計  

顧客に対する

貸出金総額に

占める割合

顧客に対する条件緩和貸出金  5,020  0.04％  6,466  0.06％

うち、90日超延滞している

条件緩和貸出金
 2,321  0.02％  1,940  0.02％
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(g) 銀行および銀行以外の金融機関への預け金の信用の質に基づく分布は以下のとおりである。

銀行および銀行以外の金融機関への預け金には、銀行および銀行以外の金融機関への預け金ならびに短

期貸付金、さらには銀行および銀行以外の金融機関が契約相手である売戻契約に基づいて保有する金融資

産が含まれる。

 

 注  2016年  2015年  

減損   
    

－個別評価で減損している預け金総額   
29  76  

－減損損失引当金   
(29) (43) 

小計   
－  33  

   
    

延滞も減損もしていない   
    

－AからAAAの格付   
815,896  883,645  

－BからBBBの格付   
5,238  3,161  

－格付外   
37,488  87,633  

小計   
858,622  974,439  

減損損失引当金 (ⅰ)  
(160) －  

小計   
858,462  974,439  

合計   858,462  974,472  

 

延滞も減損もしていない預け金は、当グループの内部信用格付に従って上表で分析されている。格付外

の銀行および銀行以外の金融機関への預け金には、当グループが内部信用格付を行っていない、多数の銀

行および銀行以外の金融機関への預け金が含まれている。

 

注：

(ⅰ) 残高は、集合的に評価された減損損失の引当金を表している。
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(h) 格付に基づき分析された負債性投資の分布

当グループは、保有する負債性投資ポートフォリオの信用リスクを管理するために信用格付アプローチ

を採用している。格付はブルームバーグ・コンポジット、または当該負債性投資の発行体の所在地におけ

る主要な格付機関から入手される。報告期間末日現在における格付機関の格付に基づき分析された負債性

投資の帳簿価額は、以下のとおりである。

 

   2016年

 注  格付外  AAA  AA  A  A未満  合計

減損              

個別評価で減損している負債性

投資総額

  
           

－銀行および銀行以外の

金融機関

  
347  －  －  －  －  347

－企業   718  －  －  －  120  838

－その他   200  －  －  200  －  400

合計   1,265  －  －  200  120  1,585

減損損失引当金             (878)

小計             707

              

延滞も減損もしていない              

－政府   1,892,081  728,643  21,717  6,253  21,988  2,670,682

－中央銀行   12,087  －  9,681  －  －  21,768

－政策銀行   359,789  50  1,735  －  －  361,574

－銀行および銀行以外の

金融機関

  
865,663  166,698  30,002  36,798  6,701  1,105,862

－企業   137,574  290,981  16,148  11,610  6,092  462,405

－その他   115,341  15,941  13,237  2,500  －  147,019

合計   3,382,535  1,202,313  92,520  57,161  34,781  4,769,310

減損損失引当金 (ⅰ)            (4,831)

小計             4,764,479

合計             4,765,186
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   2015年

 注  格付外  AAA  AA  A  A未満  合計

減損              

個別評価で減損している負債性

投資総額

  
           

－銀行および銀行以外の

金融機関

  
325  －  －  －  －  325

－企業   3,219  －  －  －  －  3,219

－その他   200  200  －  －  －  400

   3,744  200  －  －  －  3,944

減損損失引当金             (923)

小計             3,021

              

延滞も減損もしていない              

－政府   1,282,135  593,329  20,103  2,975  2,924  1,901,466

－中央銀行   155,155  3,422  913  －  2,771  162,261

－政策銀行   484,102  －  －  －  －  484,102

－銀行および銀行以外の

金融機関

  
1,020,578  73,303  2,758  12,048  5,229  1,113,916

－政府系企業   －  20  －  －  －  20

－企業   134,251  336,413  5,493  8,873  2,370  487,400

－その他   70,380  9,034  7,353  800  －  87,567

   3,146,601  1,015,521  36,620  24,696  13,294  4,236,732

減損損失引当金 (ⅰ)           (4,069)

小計             4,232,663

合計             4,235,684

注：

(ⅰ) 残高は、集合的に評価された減損損失の引当金を表している。

 

(i) 当グループのデリバティブ・エクスポージャーから生じる信用リスク

当グループの国内の顧客とのデリバティブ取引は、大半が海外の銀行および銀行以外の金融機関との

バック・ツー・バック取引によってヘッジされている。当グループは、国内の顧客と海外の銀行および銀

行以外の金融機関の両方について信用リスクにさらされている。当グループは、エクスポージャーを定期

的に監視することによりこのリスクを管理している。
 

(j) 決済リスク

当グループの活動により、取引および売買の決済時に決済リスクが生じることがある。決済リスクと

は、事業体が契約に基づき合意された現金、有価証券またはその他の資産を引き渡す義務を履行できない

ことから生じる損失リスクである。

 

特定の種類の取引に関して、当グループは、当事者双方が契約上の決済義務を履行した場合にのみ取引

が決済されることを確認するために、決済または清算機関を通じて決済を行うことによって、このリスク

を軽減している。

 

(2) 市場リスク

市場リスクとは、金利、為替レート、商品価格、株価を含む市場レートの不利な変動により生じる、当

グループのオンバランスおよびオフバランス取引に関する損失リスクである。市場リスクは、トレーディ

ング業務および非トレーディング業務の両方から生じる。トレーディング勘定は、トレーディング目的ま

たはトレーディング勘定の他の要素をヘッジする目的のいずれかで保有する金融商品およびコモディティ
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のポジションで構成される。非トレーディング勘定には、トレーディング勘定に含まれない金融商品およ

びコモディティを計上する。

 

当グループは、継続して市場リスク管理システムの向上を図っている。市場リスク管理部門は、市場リ

スク管理の方針および規則の策定を主導し、市場リスク測定ツールを開発するとともに、トレーディング

市場リスクおよび関連する日常の業務を監視し、報告する責任を担っている。資産負債管理部(以下、

「ALM」という。)は、構造的な市場リスクに対して非トレーディング金利リスク、為替リスクならびに資

産および負債の規模と構成を管理する責任を担っている。金融市場部は、当行の人民元建ておよび外貨建

投資ポートフォリオを管理し、自己勘定取引および顧客主導の取引を行い、市場リスク管理の方針および

規則を適用している。監査部門は、リスク管理システムを構成するプロセスの信頼性および有効性につい

て定期的に独自の監査を実施する責任を担っている。

 

当グループの金利リスクは、主に資産および負債の期間構造と評価基準の不一致から生じる金利更改リ

スクおよび金利差リスクで構成されている。当グループは、金利リスクを定期的に監視するために金利更

改ギャップ分析、正味受取利息の感応度分析、シナリオ分析およびストレス・テストなどの複数のツール

を使用している。

 

当グループの為替エクスポージャーは、主に負債性証券および短期金融資産へのトレジャリーの自己勘

定投資に含まれる外貨建ポートフォリオから生じるエクスポージャー、ならびに海外事業から生じる為替

エクスポージャーで構成されている。当グループは、直物為替取引により、また、外貨建資産と対応する

負債の通貨を一致させることにより、為替エクスポージャーを管理している。さらに、グループの外貨建

資産および負債ポートフォリオならびに構造的ポジションの管理にデリバティブも利用している。

 

当グループはまた、顧客主導のデリバティブ・ポートフォリオに関する市場リスクにもさらされてお

り、海外の銀行および銀行以外の金融機関とバック・ツー・バック・ヘッジ取引を締結することによりこ

のリスクを管理している。

 

当グループは、投資ポートフォリオに関連する株価から生じる市場リスクはごくわずかであると見てい

る。

 

当グループは、トレーディングおよび非トレーディング・ポートフォリオについて個別に市場リスクを

監視している。トレーディング・ポートフォリオは、為替および金利デリバティブならびにトレーディン

グ有価証券を含む。トレーディング・ポートフォリオの市場リスクを測定および監視するために当行が使

用している主な手段は、バリュー・アット・リスク(以下、「VaR」という。)分析のヒストリカル・シミュ

レーション・モデルである。業務全体の市場リスクを監視するために当グループが使用している主な手段

は、正味受取利息の感応度分析、金利更改ギャップ分析および為替リスクの集中度分析である。

 

(a) VaR分析

VaRは、特定の対象期間および所与の信頼水準のもとで、市場金利、為替レートおよびその他の市場価格

が変動することにより保有リスク・ポジションに発生しうる潜在的損失を見積る手法である。リスク管理

部門では、当行のトレーディング・ポートフォリオに関して、金利、為替レートおよび商品価格の変動の

VaRを計算している。市場金利、為替レートおよび商品価格の過去の変動を参照することによって、リスク
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管理部門は、トレーディング・ポートフォリオについて日次でVaRを計算し、定期的に監視している。VaR

は、信頼水準を99％、保有期間を１日として計算される。

 

報告期間末日現在ならびに各事業年度における当行のトレーディング・ポートフォリオのVaRは、以下の

とおり要約される。

 
   2016年

 注
 12月31日

現在
 平均  最大  最小

トレーディング・ポートフォリオのリスク評価   106  157  265  91

うち、          

－金利リスク   61  52  144  20

－為替リスク (ⅰ)  97  156  253  64

－商品リスク   6  13  60  －

 
 
   2015年

 注
 12月31日

現在
 平均  最大  最小

トレーディング・ポートフォリオのリスク評価   149  83  200  48

うち、          

－金利リスク   46  38  172  17

－為替リスク (ⅰ)  142  71  206  13

－商品リスク   1  3  12  －

注：

(ⅰ) 貴金属取引関連リスクのVaRは、上記の為替リスクに含まれている。

 

各リスク要因に対応するVaRは、独立して算出された各リスク要因のみが変動した場合に、特定の保有期

間および信頼水準で発生しうる潜在的損失の最大値を個別に算出したものである。各リスク要因間の相関

関係により分散効果が生じるため、VaR合計は、各VaRの単純な合計にはなっていない。

 

VaRは、市場リスクを測定する重要な手段であるが、モデルが基礎にしている仮定には以下を含むいくつ

かの制限がある。

－　保有期間１日は、その期間内にポジションをヘッジまたは処分することが可能であることを仮定し

ている。これは、ほとんどすべての場合において現実的な仮定とみなされるが、長期にわたって市

場の流動性が非常に低い状況では該当しない可能性がある。

－　信頼水準99％は、その水準を超えて発生する可能性のある損失を反映していない。使用されている

モデルの範囲内でも、損失がVaRを超える可能性が１％ある。

－　VaRは、営業終了時を基準に計算されており、日中にポジションに生じうるエクスポージャーを反映

していない。

－　将来の結果の範囲を決定する基礎として過去のデータを使用する場合、必ずしもすべての起こりう

るシナリオ、特に例外的なシナリオがカバーされるわけではない。

－　VaR測定は、当行のポジションおよび市場価格の変動によって異なる。市場価格のボラティリティが

低下した場合、ポジションに変動がなければVaRは減少し、またその逆の場合もある。

 

(b) 正味受取利息の感応度分析

非デリバティブ金融資産および金融負債全体の金利リスクを監視する場合、当行は、市場金利の変動に

対する将来の正味受取利息の感応度を定期的に測定している(利回り曲線において非対称の変動は起こらず

財務ポジションは一定と仮定する)。中央銀行預け金に適用されるものを除くすべての利回り曲線が100
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ベーシス・ポイントずつ平行に下がった、または上がった場合、当グループの年間正味受取利息は48,500

百万人民元(2015年12月31日現在：40,586百万人民元)増加または減少することになる。顧客からの要求払

預金の利回り曲線変動の影響を除いた場合、当グループの年間正味受取利息は43,566百万人民元(2015年12

月31日現在：40,443百万人民元)減少または増加することになる。

 

上記の金利感応度は説明目的のみのもので、簡略化された仮定に基づいて評価されている。この数値

は、予測されるさまざまな利回り曲線のシナリオおよび当行がさらされている現在の金利エクスポー

ジャーのもとでの正味受取利息の変動に関する見積りを示すものである。しかし、金利関連リスク管理の

担当部門または関連する事業部門が金利リスクの軽減を目的に講じる可能性のあるリスク管理対策を考慮

していない。実務的には、金利関連リスク管理の担当部門は、当該部門の純収益を増やす努力をする一方

で、金利リスクから生じる損失を減らす努力を行っている。またこれらの値は満期が異なる金利も同様の

範囲内で変動するとの仮定に基づき見積られているため、ある満期の金利が変動して他の金利が変動しな

かった場合の正味受取利息の変動の可能性を反映していない。さらに、上記の見積りは、すべてのポジ

ションは満期まで保有されて繰り越される等、その他の簡略化された仮定に基づいている。

 

(c) 金利更改ギャップ分析

金利リスクとは、市場金利、期間構造およびその他の要因に不利な変動が生じたために、全体的な収益

性および公正価値に影響がおよび、当行に損失が計上されるリスクを言う。当グループの金利リスクは、

主として資産と負債の満期までの期間の不一致、および評価基準の不整合が主な要因であり、その結果、

金利更改リスクおよび金利差リスクが生じる。

 

ALMは金利リスク・ポジションを定期的に監視し、金利更改ギャップを測定する責任を担っている。金利

更改ギャップ測定の主要な目的は、金利変動による正味受取利息への影響の分析を支援することである。
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以下の表は、各報告期間末日現在における当グループの資産および負債に関する、各期間の平均金利(以

下、「AIR」という。)、および次の予想金利更改日(または満期日のいずれか早い方)を示している

 

   2016年

 注  
平均

金利(i)
 無利子  ３ヶ月以内  

３ヶ月

から１年
 

１年

から５年
 ５年超  合計

資産                

現金および中央銀行

預け金
  1.51％  110,050  2,739,211  －  －  －  2,849,261

銀行および銀行以外の

金融機関への預け金

および短期貸付金

  2.76％  －  599,855  153,084  2,349  －  755,288

売戻契約に基づいて

保有する金融資産
  2.60％  －  101,581  1,593  －  －  103,174

顧客に対する貸出金 (ⅱ)  4.26％  －  6,682,710  4,406,772  320,988  77,885  11,488,355

投資 (ⅲ)  3.65％  310,718  534,360  583,313  2,004,704  1,642,807  5,075,902

その他資産     691,725  －  －  －  －  691,725

資産合計   3.67％  1,112,493  10,657,717  5,144,762  2,328,041  1,720,692  20,963,705

負債                

中央銀行からの借入金   2.76％  －  142,591  296,602  146  －  439,339

銀行および銀行以外の

金融機関からの預金

および短期借入金

  2.09％  －  1,447,097  450,354  36,010  2,080  1,935,541

純損益を通じて公正

価値で測定される

金融負債

  2.88％  19,947  247,942  128,702  －  －  396,591

買戻契約に基づいて

売却された金融資産
  2.72％  －  187,932  1,008  1,574  66  190,580

顧客からの預金   1.45％  110,999  10,313,397  3,377,431  1,593,009  8,079  15,402,915

発行済負債性証券   4.04％  －  158,133  71,781  131,577  90,063  451,554

その他負債     557,531  －  －  －  －  557,531

負債合計   1.61％  688,477  12,497,092  4,325,878  1,762,316  100,288  19,374,051

資産・負債ギャップ   2.07％  424,016  (1,839,375)  818,884  565,725  1,620,404  1,589,654
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   2015年

 注  
平均

金利(i)
 無利子  ３ヶ月以内  

３ヶ月

から１年
 

１年

から５年
 ５年超  合計

資産                

現金および中央銀行

預け金
  1.53％  114,845  2,286,699  －  －  －  2,401,544

銀行および銀行以外の

金融機関への預け金

および短期貸付金

  3.91％  －  448,836  210,523  4,386  －  663,745

売戻契約に基づいて

保有する金融資産
  3.29％  －  242,317  68,410  －  －  310,727

顧客に対する貸出金 (ⅱ)  5.42％  －  5,771,201  4,191,281  198,752  73,289  10,234,523

投資 (ⅲ)  3.97％  40,707  384,287  798,241  1,663,387  1,389,770  4,276,392

その他資産     462,558  －  －  －  －  462,558

資産合計   4.43％  618,110  9,133,340  5,268,455  1,866,525  1,463,059  18,349,489

負債                

中央銀行からの借入金   3.20％  －  37,806  4,242  －  －  42,048

銀行および銀行以外の

金融機関からの預金

および短期借入金

  2.31％  －  1,546,782  162,526  51,799  －  1,761,107

純損益を通じて公正

価値で測定される

金融負債

  3.60％  19,443  150,998  132,208  －  －  302,649

買戻契約に基づいて

売却された金融資産
  2.72％  －  268,002  10  －  －  268,012

顧客からの預金   1.84％  121,249  8,970,336  3,066,679  1,503,008  7,261  13,668,533

発行済負債性証券   4.07％  －  140,575  66,470  84,011  124,488  415,544

その他負債     446,513  －  －  －  －  446,513

負債合計   1.97％  587,205  11,114,499  3,432,135  1,638,818  131,749  16,904,406

資産・負債ギャップ   2.46％  30,905  (1,981,159)  1,836,320  227,707  1,331,310  1,445,083

注：

(ⅰ) 平均金利は、平均利付資産/負債に対する受取/支払利息の割合を表している。

(ⅱ) 顧客に対する貸出金の「３ヶ月以内」の欄には、2016年12月31日現在の延滞額(減損損失引当金控除後)76,096百万

人民元(2015年12月31日現在：85,374百万人民元)が含まれている。

(ⅲ) 投資には、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産、売却可能金融資産、満期保有投資、受取債権に分類さ

れる投資、関連会社および共同支配企業に対する投資が含まれる。

 

(d) 為替リスク

当グループの為替エクスポージャーは、主にトレジャリー部門の自己勘定投資における外貨建ポート

フォリオから生じるエクスポージャーおよび当グループの海外事業から生じる為替エクスポージャーで構

成されている。

 

当グループは直物および先渡為替取引、ならびに外貨建資産と対応する負債の通貨を一致させることに

よって、為替リスクを管理している。また、グループの外貨建資産および負債ポートフォリオならびに構

造的ポジションを管理するためにデリバティブ(主に為替スワップおよびクロス・カレンシー・スワップ)

も利用している。

 

当グループは、事業分野別為替リスクを最小限に抑えることによって、積極的に為替エクスポージャー

を管理している。したがって、正味エクスポージャーは為替レートの変動に大きな影響を受けず、当グ

ループの税引前当期利益およびその他の包括利益に及ぼす潜在的な影響は重要ではない。
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報告期間末日現在における当グループの資産および負債の為替エクスポージャーは、以下のとおりであ

る。

 
 

   2016年

 注  人民元  

米ドル

(人民元

相当額)

 

その他

(人民元

相当額)

 合計

資産          

現金および中央銀行預け金   2,627,642  132,659  88,960  2,849,261

銀行および銀行以外の金融機関への

預け金および短期貸付金
(ⅰ)  677,609  164,499  16,354  858,462

顧客に対する貸出金   10,318,156  815,966  354,233  11,488,355

投資   4,874,843  122,967  78,092  5,075,902

その他資産   508,602  153,120  30,003  691,725

資産合計   19,006,852  1,389,211  567,642  20,963,705

負債          

中央銀行からの借入金   385,374  28,964  25,001  439,339

銀行および銀行以外の金融機関からの

預金および短期借入金
(ⅱ)  1,740,191  275,673  110,257  2,126,121

純損益を通じて公正価値で測定される

金融負債
  380,632  15,162  797  396,591

顧客からの預金   14,539,781  568,294  294,840  15,402,915

発行済負債性証券   213,579  213,937  24,038  451,554

その他負債   512,886  28,376  16,269  557,531

負債合計   17,772,443  1,130,406  471,202  19,374,051

正味ポジション   1,234,409  258,805  96,440  1,589,654

デリバティブの正味想定元本   93,770  (105,995) 500,673  488,448

信用コミットメント   2,461,840  88,183  174,503  2,724,526

 
 

   2015年

 注  人民元  

米ドル

(人民元

相当額)

 

その他

(人民元

相当額)

 合計

資産          

現金および中央銀行預け金   2,211,080  119,786  70,678  2,401,544

銀行および銀行以外の金融機関への

預け金および短期貸付金
(ⅰ)  843,723  92,685  38,064  974,472

顧客に対する貸出金   9,347,418  646,063  241,042  10,234,523

投資   4,160,960  62,675  52,757  4,276,392

その他資産   430,526  14,218  17,814  462,558

資産合計   16,993,707  935,427  420,355  18,349,489

負債          

中央銀行からの借入金   16,041  21,751  4,256  42,048

銀行および銀行以外の金融機関からの

預金および短期借入金
(ⅱ)  1,754,011  208,219  66,889  2,029,119

純損益を通じて公正価値で測定される

金融負債
  286,732  15,280  637  302,649

顧客からの預金   13,011,964  401,284  255,285  13,668,533

発行済負債性証券   258,044  125,261  32,239  415,544

その他負債   429,389  6,538  10,586  446,513

負債合計   15,756,181  778,333  369,892  16,904,406

正味ポジション   1,237,526  157,094  50,463  1,445,083

デリバティブの正味想定元本   288,525  (360,087) 77,993  6,431

信用コミットメント   2,209,582  92,679  100,023  2,402,284

注：

(ⅰ) 売戻契約に基づいて保有する金融資産を含む。

(ⅱ) 買戻契約に基づいて売却された金融資産を含む。
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(3) 流動性リスク

流動性リスクとは、当グループが、満期をむかえた債務の返済義務を履行するために、または通常の事

業開発における他の資金調達の需要を満たすために、適時に適正なコストで十分な資金を調達できないと

いうリスクである。流動性リスクに影響を及ぼす主な要因と事象には、卸売業または小売業からの預金の

大規模な流出、卸売業または小売業の資金調達コストの増加、債務者の不履行、資産の流動性の低下およ

び資金調達能力の低下などが含まれる。

 

流動性リスクの管理における意思決定システムは、当行の取締役会、その小委員会および幹部で構成さ

れる。本店の資産負債管理部は当行の日々の流動性リスク管理を主導し、金融市場部、経路・業務管理

部、データ管理部、広報・企業文化部、取締役会室、各事業ラインの管理機能、ならびに支店および子会

社における流動性リスク管理活動の適正な実施を担当する部門と協働している。監査役会および監査部

が、監督上の要素として三角形を完成させる。これら３つのユニットは、各々の役割と責任に従って、当

行の流動性リスク管理においてそれぞれ意思決定、執行および監督の機能を担う。

 

当グループの流動性リスク管理の目的は、当グループの支払および決済に関する担保を保証し、当行の

流動性ポジションと収益性の最適なバランスを維持することである。流動性リスクは連結ベースで管理さ

れており、本店が当行全体の流動性リスクを一元的に管理し、規制要件、外部マクロ環境および当行の事

業開発状況に照らして流動性リスク管理方針(限度管理、日中流動性リスク管理、ストレステスト、危機管

理計画を含む)を策定している。子会社は、それぞれの流動性リスク管理の主要な所有者である。

 

当グループは、不利な状況(不確実で極端なシナリオを含む)においてリスク許容度を測定するために、

四半期ごとに流動性リスク・ポジションに関するストレステストを実施する。その結果は、ストレスシナ

リオの下では、当行の流動性リスクは増加するが引き続き管理可能であることを示している。

 

当グループは、流動性リスクの測定に関して、流動性指標分析、満期までの契約残存期間分析および割

引前キャッシュ・フロー分析などのさまざまな手法を使用している。
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(a) 満期分析

以下の表は、報告期間末日現在における返済までの残存期間に基づく、当グループおよび当行の資産お

よび負債の分析を示している。

 
  2016年

  不確定  要求払  
１ヶ月

以内
 

１ヶ月から

３ヶ月
 

３ヶ月から

１年
 

１年から

５年
 ５年超  合計

資産                 

現金および中央銀行預け金  2,592,203  257,058  －  －  －  －  －  2,849,261

銀行および銀行以外の金融

機関

への預け金および短期貸

付金

 －  85,218  306,393  138,820  218,544  6,313  －  755,288

売戻契約に基づいて保有す

る

金融資産

 －  －  78,001  23,580  1,593  －  －  103,174

顧客に対する貸出金  75,438  484,321  401,828  709,215  2,644,332  2,901,246  4,271,975  11,488,355

投資                 

－純損益を通じて公正価

値で

測定される金融資産

 18,378  －  62,282  133,374  152,097  107,723  14,516  488,370

－売却可能金融資産  285,020  －  29,090  66,362  168,110  783,090  302,162  1,633,834

－満期保有投資  －  －  5,318  44,950  200,830  1,053,776  1,133,543  2,438,417

－受取債権に分類される

投資
 －  －  45,048  26,747  53,056  178,486  204,626  507,963

－関連会社および共同支

配

企業に対する投資

 7,318  －  －  －  －  －  －  7,318

その他資産  229,069  89,276  34,077  79,502  173,739  55,946  30,116  691,725

資産合計  3,207,426  915,873  962,037  1,222,550  3,612,301  5,086,580  5,956,938  20,963,705

負債                 

中央銀行からの借入金  －  －  83,176  59,415  296,602  146  －  439,339

銀行および銀行以外の金融

機関

からの預金および短期借

入金

 －  982,735  226,509  167,189  491,880  61,488  5,740  1,935,541

純損益を通じて公正価値で

測定

される金融負債

 －  19,947  131,301  116,642  128,701  －  －  396,591

買戻契約に基づいて売却さ

れた

金融資産

 －  －  184,074  3,858  1,008  1,574  66  190,580

顧客からの預金  －  8,336,446  966,975  1,113,365  2,723,870  2,244,258  18,001  15,402,915

発行済負債性証券                 

－発行済譲渡性預金証書  －  －  61,274  65,381  57,153  15,037  163  199,008

－発行済債券  －  －  －  2,084  4,023  36,959  4,097  47,163

－発行済劣後債券  －  －  －  －  218  100,230  45,151  145,599

－適格ティア２発行済資本

債券
 －  －  －  －  －  13,828  45,956  59,784

その他負債  582  116,506  52,697  67,710  234,456  78,943  6,637  557,531

負債合計  582  9,455,634  1,706,006  1,595,644  3,937,911  2,552,463  125,811  19,374,051

正味ギャップ 3,206,844  (8,539,761)  (743,969)  (373,094)  (325,610)  2,534,117  5,831,127  1,589,654

デリバティブの想定元本                 

－金利契約  －  －  70,611  77,418  204,710  106,484  11,586  470,809

－為替契約  －  －  771,445  782,146  2,949,614  140,260  6,750  4,650,215

－その他契約  －  －  47,553  98,665  177,124  10,177  34  333,553

合計  －  －  889,609  958,229  3,331,448  256,921  18,370  5,454,577
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  2015年

  不確定  要求払  
１ヶ月

以内
 

１ヶ月から

３ヶ月
 
３ヶ月から１

年
 

１年から

５年
 ５年超  合計

資産                 

現金および中央銀行預け金  2,183,358  218,186  －  －  －  －  －  2,401,544

銀行および銀行以外の金融機関

への預け金および短期貸付金
 －  64,768  178,137  200,987  210,163  9,690  －  663,745

売戻契約に基づいて保有する

金融資産
 －  －  166,890  75,427  68,410  －  －  310,727

顧客に対する貸出金  84,254  431,544  301,975  540,601  2,561,181  2,744,588  3,570,380  10,234,523

投資                 

－純損益を通じて公正価値で

測定される金融資産
 4,301  －  28,452  44,072  125,694  62,885  5,769  271,173

－売却可能金融資産  31,420  －  10,097  36,054  144,847  545,503  298,831  1,066,752

－満期保有投資  －  －  8,851  79,769  407,854  1,106,884  960,622  2,563,980

－受取債権に分類される投資  －  －  12,681  12,997  91,533  109,525  142,765  369,501

－関連会社および共同支配

企業に対する投資
 4,986  －  －  －  －  －  －  4,986

その他資産  210,352  49,476  24,933  57,701  105,588  12,790  1,718  462,558

資産合計  2,518,671  763,974  732,016  1,047,608  3,715,270  4,591,865  4,980,085  18,349,489

負債                 

中央銀行からの借入金  －  －  24,161  13,645  4,242  －  －  42,048

銀行および銀行以外の金融機関

からの預金および短期借入金
 －  1,213,163  174,380  113,540  183,794  72,226  4,004  1,761,107

純損益を通じて公正価値で測定

される金融負債
 －  19,443  71,245  79,753  132,208  －  －  302,649

買戻契約に基づいて売却された

金融資産
 －  －  267,902  100  10  －  －  268,012

顧客からの預金  －  6,957,679  920,974  1,102,123  2,610,766  2,058,410  18,581  13,668,533

発行済負債性証券                 

－発行済譲渡性預金証書  －  5  53,697  44,566  65,683  6,744  101  170,796

－発行済債券  －  －  －  5,348  6,283  27,113  2,172  40,916

－発行済劣後債券  －  －  －  －  －  65,048  79,931  144,979

－適格ティア２発行済資本債券  －  －  －  －  －  14,897  43,956  58,853

その他負債  624  116,531  38,625  52,189  162,974  73,417  2,153  446,513

負債合計  624  8,306,821  1,550,984  1,411,264  3,165,960  2,317,855  150,898  16,904,406

正味ギャップ 2,518,047  (7,542,847) (818,968) (363,656) 549,310  2,274,010  4,829,187  1,445,083

デリバティブの想定元本                 

－金利契約  －  －  50,555  60,114  326,230  66,504  3,133  506,536

－為替契約  －  －  460,982  504,496  1,305,375  150,764  5,615  2,427,232

－その他契約  －  －  29,724  16,848  72,287  876  －  119,735

合計  －  －  541,261  581,458  1,703,892  218,144  8,748  3,053,503
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(b) 契約上の割引前キャッシュ・フロー

以下の表は、報告期間末日現在における当グループの非デリバティブ金融負債およびオフバランス信用

コミットメントに関する契約上の割引前キャッシュ・フローの分析を示したものである。当グループのこ

れらの商品に関する予想キャッシュ・フローは、この分析とは著しく異なる場合がある

 

 2016年

 帳簿価額  
現金流出

総額
 要求払  １ヶ月以内  

１ヶ月から

３ヶ月
 

３ヶ月

から１年
 

１年から

５年
 ５年超

非デリバティブ金融負債                

中央銀行からの借入金 439,339  448,505  －  84,409  59,995  303,955  146  －

銀行および銀行以外の金融機関

からの預金および短期借入金
1,935,541  1,971,240  982,986  230,278  168,537  512,184  69,621  7,634

純損益を通じて公正価値で測定

される金融負債
396,591  399,304  19,947  132,354  117,192  129,811  －  －

買戻契約に基づいて売却された

金融資産
190,580  190,852  －  184,290  3,903  1,019  1,574  66

顧客からの預金 15,402,915  15,773,027  8,337,879  978,905  1,142,665  2,829,974  2,462,243  21,361

発行済負債性証券                

－発行済譲渡性預金証書 199,008  201,424  －  61,772  65,817  58,028  15,639  168

－発行済債券 47,163  53,205  －  208  2,196  5,196  40,721  4,884

－発行済劣後債券 145,599  179,558  －  －  1,231  6,185  124,329  47,813

－適格ティア２発行済資本債券 59,784  80,834  －  －  －  2,814  24,277  53,743

その他金融負債 189,807  189,807  67,124  12,538  19,252  85,665  －  5,228

合計 19,006,327  19,487,756  9,407,936  1,684,754  1,580,788  3,934,831  2,738,550  140,897

オフバランス貸付契約および

クレジットカード契約(注)
  1,264,751  1,043,081  71,231  15,313  70,347  52,127  12,652

保証、引受、および他の信用

コミットメント(注)
  1,459,775  －  317,599  163,731  367,089  566,264  45,092

 

 2015年

 帳簿価額  
現金流出

総額
 要求払  １ヶ月以内  

１ヶ月から

３ヶ月
 

３ヶ月

から１年
 

１年から

５年
 ５年超

非デリバティブ金融負債                

中央銀行からの借入金 42,048  42,510  －  24,523  13,677  4,310  －  －

銀行および銀行以外の金融機関

からの預金および短期借入金
1,761,107  1,784,978  1,220,543  175,072  115,194  189,612  79,301  5,256

純損益を通じて公正価値で測定

される金融負債
302,649  304,350  19,443  71,583  80,379  132,945  －  －

買戻契約に基づいて売却された

金融資産
268,012  268,096  －  267,986  100  10  －  －

顧客からの預金 13,668,533  14,066,150  6,959,367  933,650  1,131,199  2,718,065  2,301,457  22,412

発行済負債性証券                

－発行済譲渡性預金証書 170,796  172,518  5  53,797  44,932  66,816  6,864  104

－発行済債券 40,916  44,707  －  189  5,526  6,975  29,684  2,333

－発行済劣後債券 144,979  185,557  －  －  1,223  5,743  92,319  86,272

－適格ティア２発行済資本債券 58,853  82,009  －  －  －  2,711  25,483  53,815

その他金融負債 137,111  137,111  131,454  1,622  601  2,257  －  1,177

合計 16,595,004  17,087,986  8,330,812  1,528,422  1,392,831  3,129,444  2,535,108  171,369

オフバランス貸付契約および

クレジットカード契約(注)
  1,039,485  860,456  75,469  19,376  40,592  39,341  4,251

保証、引受、および他の信用

コミットメント(注)
  1,362,799  －  332,601  169,052  339,391  481,361  40,394

 

注：オフバランス貸付契約およびクレジットカード契約は、利用されずに失効することがある。保証、引受、および他

の信用コミットメントは支払うべき金額を表すわけではない。
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(4) 業務リスク

業務リスクとは、内部プロセス、人事、システムあるいは外的事象の不十分性または不備から生じる損

失のリスクである。2016年度において、当グループは、業務リスク管理の強化、業務リスク管理ツールの

最適化、およびこれらツールの適用の深化と拡大を継続した。

－　当行はさまざまな手段および方法(臨時の自己評価、会社レベルの包括的自己評価およびプロジェク

トの再検討を含む)を用いて、業務リスクの特定および評価、ならびに内部統制の強化・改善のため

の先行措置を講じた。

－　また、第１レベル支店、海外機関および子会社においてそれらに合わせた主要リスク指標の監視シ

ステムの構築、本店レベルの主要リスク指標システムの改善、主要な領域と構成要素に対するリス

ク管理および統制の強化など、業務リスクの監視と早期警告機能を強化した。

－　事業継続管理システムの強化の一環として、当行は危機管理と災害復旧戦略を「新世代の中核シス

テム」において一体化させ、続いて「新世代の中核システム」を導入するとともに、それを補助す

る関連規定・手続きおよび特別な行動計画を適時に開発した。

 

(5) 金融商品の公正価値

(a) 評価技法、インプットおよびプロセス

取締役会は、評価に関する強力な内部統制方針を確立する責任を担っており、また内部統制システムの

妥当性および有効性に対して最終的な責任を負う。監査役会は、取締役会および経営幹部の実績を監督す

る責任がある。取締役会および監査役会の規定によれば、経営幹部は、評価についての内部統制システム

の有効性を保証する評価プロセスについて、内部統制システムを構築し、かつ、導入する責任を担ってい

る

 

当グループは、金融資産および金融負債について独立した評価プロセスを設定した。関連部門は、評価

の実行、評価モデルおよび評価結果の会計処理の検証について責任を担っている

 

当グループが使用する主要な評価技法およびインプットは、注記４(3)(g)および注記４(24)(c)に記載さ

れている。2016年12月31日に終了した事業年度において、公正価値算定に使用された評価技法またはイン

プットは、2015年12月31日に終了した事業年度において使用された評価技法またはインプットと比較し

て、重要な変更はなかった。

 

(b) 公正価値階層

当グループは、測定に用いられたインプットの重要度を反映する以下の公正価値階層を用いて公正価値

を測定している。

・レベル１：同一の資産または負債について活発な市場における市場価格(未調整)に基づく公正価値。

・レベル２：資産および負債について、直接(すなわち、価格等)、または間接(すなわち、価格から導か

れたもの)のいずれかの観察可能な、レベル１に含まれる市場価格以外のインプットに基づく公正価

値。

・レベル３：観察可能な市場データに基づかない資産または負債についてのインプット(すなわち、観察

不能なインプット)に基づく公正価値。

 

(c) 公正価値で測定される金融商品

(i) 公正価値階層
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以下の表は、報告期間末日現在の公正価値で測定された金融商品を、公正価値測定が分類された公正価

値階層のレベル別に分析したものである。

 

 2016年

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

資産        

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産        

トレーディング目的で保有される金融資産        

　－負債性証券 3,134  138,196  －  141,330

　－資本性商品およびファンド 1,825  －  －  1,825

純損益を通じて公正価値で測定されるもの

として指定された金融資産
       

　－負債性証券 －  －  8,690  8,690

　－資本性商品およびファンド 421  －  16,132  16,553

　－その他の負債性商品 －  55,116  264,856  319,972

デリバティブの正の公正価値 －  89,320  466  89,786

売却可能金融資産        

　－負債性証券 59,380  1,283,715  5,719  1,348,814

　－資本性商品およびファンド 40,617  231,378  9,349  281,344

合計 105,377  1,797,725  305,212  2,208,314

負債        

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債        

純損益を通じて公正価値で測定されるもの

として指定された金融負債
－  395,883  708  396,591

デリバティブの負の公正価値 －  89,788  545  90,333

合計 －  485,671  1,253  486,924
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 2015年

 レベル１  レベル２  レベル３  合計

資産        

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産        

トレーディング目的で保有される金融資産        

　－負債性証券 44  17,377  －  17,421

　－資本性商品およびファンド 563  －  －  563

純損益を通じて公正価値で測定されるもの

として指定された金融資産
       

　－負債性証券 －  －  586  586

　－資本性商品およびファンド 1,413  －  2,326  3,739

　－その他の負債性商品 －  40,660  208,204  248,864

デリバティブの正の公正価値 －  30,616  883  31,499

売却可能金融資産        

　－負債性証券 40,907  984,821  9,604  1,035,332

　－資本性商品およびファンド 24,352  －  5,027  29,379

合計 67,279  1,073,474  226,630  1,367,383

負債        

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債        

純損益を通じて公正価値で測定されるもの

として指定された金融負債
－  302,130  519  302,649

デリバティブの負の公正価値 －  27,078  864  27,942

合計 －  329,208  1,383  330,591

 

レベル２に分類された金融資産の大部分は、人民元建て債券である。これらの債券の公正価値は、中央

国債登記結算有限責任公司が提供する評価結果に基づいて算定される。純損益を通じて公正価値で測定さ

れるものとして指定された金融負債のうちレベル２に分類されたものの大部分は、資金調達を目的とした

元本保証付き資産運用商品であり、その公正価値はインカム・アプローチに基づいて算定されている。デ

リバティブの大半はレベル２に分類され、インカム・アプローチを用いて評価されている。レベル２に分

類される金融商品の評価において、重要なインプットはすべて観察可能な市場データである。

 

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産のうちレベル３に分類されたものは、元本保証付き資産

運用商品の基礎となる資産である。これらの金融資産はインカム・アプローチとマーケット・アプローチ

を用いて評価されている。当該アプローチには、割引率などの観察不能な仮定が組み込まれている。

 

2016年および2015年12月31日に終了した事業年度において、当グループの公正価値階層のレベル１およ

びレベル２の間で重要な振替はなかった。
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(ⅱ) 公正価値階層のレベル３に含まれる金融商品の公正価値の変動

以下の表は、公正価値階層のレベル３において公正価値測定の期首残高から期末残高への調整を示した

ものある。

 

  

2016年

純損益を通じて公正価値で測定され

るものとして指定された金融資産

 
  

売却可能金融資産
   

純損益を通じ

て公正価値で

測定される

ものとして

指定された

金融負債

 

   

負債性

証券  

資本性

商品

および

ファンド  

その他の

負債性商品  

デリバ

ティブの

正の公正

価値  

負債性

証券

 

資本性

商品

および

ファンド  資産合計  

デリバ

ティブの

負の公正

価値  負債合計
 

2016年１月１日現在  586  2,326  208,204  883  9,604  5,027  226,630  (519)  (864)  (1,383)

損益合計：                     

　損益計上  (19) (113) 7,600  (361)  275  (19) 7,363  55  275  330

　その他の包括利益  －  －  －  －  424  (34)  390  －  －  －

購入  8,221  20,155  397,871  －  690  9,837  436,774  (369)  －  (369)

売却および決済  (98) (6,236) (348,819) (56) (5,274) (5,462) (365,945) 125  44  169

2016年６月30日現在  8,690  16,132  264,856  466  5,719  9,349  305,212  (708)  (545)  (1,253)

 

  

2015年

純損益を通じて公正価値で測定され

るものとして指定された金融資産

 
  

売却可能金融資産
   

純損益を通じ

て公正価値で

測定される

ものとして

指定された

金融負債

 

   

負債性

証券  

資本性

商品

および

ファンド  

その他の

負債性商品  

デリバ

ティブの

正の公正

価値  

負債性

証券

 

資本性

商品

および

ファンド  資産合計  

デリバ

ティブの

負の公正

価値  負債合計
 

2015年１月１日現在  967  1,951  169,916  1,299  3,672  4,797  182,602  (817) (1,288) (2,105)

損益合計：                     

　損益計上  (283) (2) 5,754  (414) (83) (64) 4,908  83  422  505

　その他の包括利益  －  －  －  －  194  (214) (20) －  －  －

購入  523  3,903  388,910  3  8,192  3,632  405,163  (302) －  (302)

売却および決済  (621) (3,526) (356,376) (5) (2,371) (3,124) (366,023) 517  2  519

2015年12月31日現在  586  2,326  208,204  883  9,604  5,027  226,630  (519) (864) (1,383)

 

公正価値階層のレベル３において、上記の表の当期損益計算書に含まれる損益合計は、包括利益計算書

上のトレーディング利益(正味)、投資有価証券利益(正味)および減損損失を示している。

 

包括利益計算書に計上されたレベル３の金融資産および負債に係る損益の内訳は以下のとおりである。

 

  2016年  2015年

  実現  未実現

 

合計  実現  未実現  合計
利益/(損失)合計  7,782  (89) 7,693  5,899  (486)  5,413
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(d) 公正価値測定されない金融商品

(i) 金融資産

当グループの公正価値測定されない金融資産には主に、現金および中央銀行預け金、銀行および銀行以

外の金融機関への預け金および短期貸付金、売戻契約に基づいて保有する金融資産、顧客に対する貸出

金、満期保有投資および受取債権に分類される投資が含まれる。

 

中央銀行預け金、銀行および銀行以外の金融機関への預け金および短期貸付金、ならびに売戻契約に基づ

いて保有する金融資産

中央銀行預け金、銀行および銀行以外の金融機関への預け金および短期貸付金、ならびに売戻契約に基

づいて保有する金融資産は主に市場金利で価格が決定され、１年以内に期日が到来するものである。した

がって、これらの帳簿価額は公正価値に近似する。

 

顧客に対する貸出金

顧客に対する貸出金の大部分は少なくとも１年に１回、市場金利に合わせて金利更改される。したがっ

て、これらの帳簿価額は公正価値に近似する。

 

投資

以下の表は、財政状態計算書に公正価値で表示されていない受取債権に分類される投資および満期保有

投資の帳簿価額および公正価値を示している。

 

 2016年  2015年

 帳簿価額  公正価値  レベル１  レベル２  レベル３  帳簿価額  公正価値  レベル１  レベル２  レベル３

受取債権に分

類される投

資

507,963 512,409 － 358,488 153,921 369,501 373,854 － 285,262 88,592

満期保有投資 2,438,417 2,494,243 1,351 2,492,892 － 2,563,980 2,665,423 1,099 2,661,813 2,511

合計 2,946,380 3,006,652 1,351 2,851,380 153,921 2,933,481 3,039,277 1,099 2,947,075 91,103

 

(ⅱ) 金融負債

当グループの公正価値測定されない金融負債には主に、中央銀行からの借入金、銀行および銀行以外の

金融機関からの預金および短期借入金、買戻契約に基づいて売却された金融資産、顧客からの預金、発行

済負債性証券が含まれる。2016年12月31日現在の発行済劣後債券および適格ティア２発行済資本債券の公

正価値は212,166百万人民元(2015年12月31日現在：217,554百万人民元)、帳簿価額は205,383百万人民元

(2015年12月31日現在：203,832百万人民元)であり、その他の金融負債の帳簿価額は報告期間末日現在の公

正価値に近似していた。当グループは、発行済劣後債券および適格ティア２発行済資本債券を観察可能な

インプットを用いて公正価値測定し、公正価値階層のレベル２に分類している。

 

(6) 金融資産および金融負債の相殺

当グループの一部の金融資産および金融負債は、強制力のあるマスター・ネッティング契約または類似

の契約の対象となる。当グループと相手方の間の契約は、両者が純額ベースでの決済を選択する場合に関

連する金融資産および金融負債の純額決済を通常認めている。このような選択がない場合、金融資産およ

び金融負債は総額ベースで決済されるが、他の当事者に債務不履行事由が発生した場合、マスター・ネッ

ティング契約または類似の契約の各当事者は、かかる金額すべてを純額ベースで決済する選択肢を有す
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る。当グループのこれらの金融資産および金融負債は、IFRSに従った場合、相殺がなされないものであ

る。

 

2016年12月31日現在、強制力のあるマスター・ネッティング契約または類似の契約の対象となる金融資

産および金融負債の金額は、当グループにとって重要ではなかった

 

(7) 保険リスク

保険契約に基づくリスクは、保険事故が発生する可能性および結果として生じる保険金請求額の不確実

性である。保険契約に固有の特性により、基礎となる保険リスクのランダム性や予測不可能性が決まる。

保険契約負債の金額決定や引当計上に確率論が適用される保険契約の場合、当グループが直面する主要な

リスクは、実際の保険金請求額および給付支払額が保険契約負債の帳簿価額を超過する可能性である。

 

当グループは、引受リスクを分散させる引受戦略および方針、適正な再保険契約、ならびに高度な引受

管理および保険金請求管理を通じて保険リスクの不確実性を管理している。

 

当グループは、保険リスクに対して関連する仮定を行い、当該仮定に基づいて保険契約負債を認識して

いる。死亡率、費用および金利などの保険リスクの仮定が不確実になることにより、保険リスクが高まる

場合がある。

 

(8) 資本管理

当行は、資本管理施策の設計、資本企画および計画、資本計算、社内資本評価、資本配分、資本の誘

因、制限および実施、資本の調達、監視および報告にまたがる総合的な資本管理を実施しており、また通

常の業務の管理に関する先進的な資本計算手法の採用についても同施策を実施している。当行の資本管理

の基本原則は、(1)十分な資本水準を継続的に維持し、すべての規制要件を遵守していることに基づき、一

定マージンの安全性および一定レベルのバッファーを維持し、また、あらゆるリスクを適切に資本によっ

てカバーすること、(2)資本効率および資本利益率を継続的に高めるように戦略的計画の立案を効果的に支

援し事業活動を制約するために、合理的かつ効果的な資本配分を行い、設備投資の抑制およびインセン

ティブ・メカニズムを強化すること、(3)資本力を固め、また、内部留保を優先した資本補完の達成と資本

構成を最適化するためのさまざまな資本調達商品の合理的な活用により、比較的高い資本の質を維持する

こと、ならびに(4)信用方針、与信承認および評価等の業務管理のアプリケーションに関する先進的な資本

管理手法を継続的に発展させることを目的として設定されている。

 

自己資本比率は、安定的な経営を維持し、リスクに耐える当グループの能力を反映するものである。

CBRCの「商業銀行の資本管理に関する基準(試験的導入)」および関連する規定に従い、商業銀行は、2013

年１月１日から最低自己資本要件を満たすことが義務付けられている。普通株式等ティア１比率は５％以

上、ティア１比率は６％以上、総自己資本比率は８％以上でなければならない。システム上重要な国内銀

行は、普通株式等ティア１自己資本についてさらに１％高い自己資本要件を満たさなければならない。当

面の間、CBRCの「商業銀行の資本管理に関する基準(試験的導入)の実施に関連する移行措置の通知」に従

い、移行期間中に自己資本の維持に関するバッファーが徐々に導入される予定であり、これは普通株式等

ティア１自己資本を通じて引き上げられる予定である。規制当局によって特定の商業銀行に対して反循環

的なバッファーが要求される場合、またはピラー２の資本要件が引き上げられる場合、最低要件は移行期

間内に満たされなければならない。
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当グループは遅滞なく自己資本比率を監視、分析および報告し、資本管理目標が達成されたかを評価

し、自己資本比率の効果的な管理を行っている。当グループは資産増加の管理、リスク資産構成の調整、

社内の資金供給の増加および外部経路を通じた資金調達等、さまざまな対策を採用して、当グループの普

通株式等ティア１比率、ティア１比率および総自己資本比率が確実に規制当局の要件を完全に遵守し、社

内管理要件を達成するように図っている。こうした努力により、潜在的なリスクへの耐性が向上するとと

もに、健全な事業発展が促進されることになる。これに関連して、当グループは現在、規制要件を完全に

遵守している。

 

当グループの資本計画では、規制要件、当グループの成長戦略およびリスク選好が考慮されており、当

グループはこれらの要素に基づいて資本の利用および需要を予測する。

 

当グループの資本調達管理では、外部の規制要件と社内資本管理目標の両方が確実に達成されるよう、

資本計画および経営環境を考慮して、さまざまな資本調達商品を合理的に活用している。これにより、当

グループの資本構成の最適化がなされている。

 

2014年４月、CBRCは、当行による先進的な資本管理手法の導入を正式に承認した。この手法において、

当行は、企業リスク・エクスポージャーについては規制要件に準拠した基礎的内部格付 (以下、「IRB」と

いう。)手法、小売リスク・エクスポージャーについてはIRB手法、市場リスクについては内部モデル手

法、業務リスク・エクスポージャーについては標準的手法を使用することを選択している。

 

CBRCが公表した「商業銀行の資本管理に関する基準(試験的導入)」に従って算出された報告期間末日現

在における当グループの自己資本比率の状況は、以下のとおりである。
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 注  2016年  2015年

普通株式等ティア１比率 (a)(b)(c)  12.98％  13.13％

ティア１比率 (a)(b)(c)  13.15％  13.32％

総自己資本比率 (a)(b)(c)  14.94％  15.39％

      

普通株式等ティア１自己資本      

　－適格普通株式資本   250,011  250,011

　－資本準備金 (d)  132,800  157,613

　－剰余準備金   175,445  153,032

　－一般準備金   211,134  186,383

　－利益剰余金   784,164  669,802

　－普通株式等ティア１自己資本に認識される非支配持分   4,069  4,121

　－その他 (e)  798  (5,330)

      

普通株式等ティア１自己資本に関する控除      

　－のれん (f)  2,752  1,946

　－その他の無形資産(土地使用権を除く) (f)  2,083  1,657

　－キャッシュ・フロー・ヘッジ準備金   (150) －

　－支配されるが、連結対象外の金融機関の普通株式への投資   3,902  3,902

      

追加的ティア１自己資本      

　－直接発行されたその他の適格追加的ティア１商品(関連する

プレミアムを含む)
  19,659  19,659

　－追加的ティア１自己資本に認識される非支配持分   82  61

      

ティア２自己資本      

　－直接発行された適格ティア２商品(関連するプレミアムを含む)   155,684  170,147

　－ティア２引当金 (g)  58,281  50,014

　－ティア２自己資本に認識される非支配持分   375  2,165

      

控除後の普通株式等ティア１自己資本 (h)  1,549,834  1,408,127

控除後のティア１自己資本 (h)  1,569,575  1,427,847

控除後の総自己資本 (h)  1,783,915  1,650,173

      

リスク加重資産 (i)  11,937,774  10,722,082

 

注：

(a) 2014年度半期報告書より、当グループは自己資本比率の算定に先進的手法を選択し、試行期間規則を実施してい

る。

(b) 普通株式等ティア１比率は、控除後の普通株式等ティア１自己資本をリスク加重資産で除することによって算出さ

れる。ティア１比率は、控除後のティア１自己資本をリスク加重資産で除することによって算出される。総自己資

本比率は、控除後の総自己資本をリスク加重資産で除することによって算出される。

(c) 当グループの自己資本比率の計算範囲には、金融セクターのすべての国内支店および子会社が含まれる(CCBライフ

を除く)。

(d) 資本準備金には投資再評価準備金が含まれる。

(e) その他には主に為替準備金が含まれる。

(f) のれんとその他の無形資産(土地使用権を除く)の残高はいずれも、関連する繰延税金負債を控除後の純額である。

(g) 2014年度半期報告書より、適格超過貸出引当金の測定に先進的手法を適用し、試行期間規則を実施している。

(h) 控除後の普通株式等ティア１自己資本は、普通株式等ティア１自己資本から対応する控除項目を相殺することに

よって算出される。控除後のティア１自己資本は、ティア１自己資本から対応する控除項目を相殺することによっ

て算出される。控除後の総自己資本は、総自己資本から対応する控除項目を相殺することによって算出される。

(i) 2016年12月31日現在、先進的手法の規則に従い、リスク加重資産には、信用リスク加重資産、市場リスク加重資

産、業務リスク加重資産および資本フロアの適用に伴う超過リスク加重資産が含まれる。
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66 当行の財政状態計算書および株主持分変動計算書

 
 2016年  2015年

資産：    

現金および中央銀行預け金 2,842,072  2,383,573

銀行および銀行以外の金融機関への預け金 389,062  361,141

貴金属 202,851  86,549

銀行および銀行以外の金融機関への短期貸付金 318,511  333,398

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産 360,628  260,207

デリバティブの正の公正価値 81,425  24,396

売戻契約に基づいて保有する金融資産 67,391  309,539

未収利息 98,040  93,988

顧客に対する貸出金 11,084,938  9,899,993

売却可能金融資産 1,473,168  945,797

満期保有投資 2,410,110  2,554,049

受取債権に分類される投資 508,363  350,966

子会社投資 37,024  32,885

連結対象の組成された事業体 211,908  －

固定資産 145,421  144,363

土地使用権 14,277  14,795

無形資産 1,588  1,359

繰延税金資産 28,281  24,298

その他資産 106,344  69,437

資産合計 20,381,402  17,890,733

 

 2016年  2015年

負債：    

中央銀行からの借入金 438,660  41,154

銀行および銀行以外の金融機関からの預金 1,582,881  1,442,259

銀行および銀行以外の金融機関からの短期借入金 311,095  304,195

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債 395,769  301,778

デリバティブの負の公正価値 83,332  23,320

買戻契約に基づいて売却された金融資産 170,067  264,569

顧客からの預金 15,114,993  13,393,246

未払人件費 31,779  31,593

未払税金 43,653  48,515

未払利息 210,035  204,336

引当金 7,336  5,813

発行済負債性証券 386,491  356,711

繰延税金負債 53  81

その他負債 54,015  53,067

負債合計 18,830,159  16,470,637
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 2016年  2015年

資本：    

資本金 250,011  250,011

その他の資本性商品－優先株式 19,659  19,659

資本準備金 134,520  135,441

投資再評価準備金 (1,213) 22,549

剰余準備金 175,445  153,032

一般準備金 206,697  182,319

利益剰余金 766,312  658,545

為替準備金 (188) (1,460)

資本合計 1,551,243  1,420,096

負債および資本合計 20,381,402  17,890,733

 

2017年３月29日の取締役会において公表が承認された。

 

王祖繼 鍾瑞明 マレイ・ホーン

取締役会副会長、

業務執行取締役

兼総裁

独立非執行取締役 独立非執行取締役

 
  

 

資本金  

その他の

資本性

商品－

優先株式  

資本

準備金  

投資

再評価

準備金  

剰余

準備金  

一般

準備金  

利益

剰余金  

為替

準備金  

資本

合計

2015年12月31日現在 250,011  19,659  135,441  22,549  153,032  182,319  658,545  (1,460) 1,420,096

期中の変動 －  －  (921) (23,762) 22,413  24,378  107,767  1,272  131,147

(1)当期包括利益合計 －  －  (921) (23,762) －  －  224,128  1,272  200,717

(2)利益処分                  

ⅰ 剰余準備金への充当 －  －  －  －  22,413  －  (22,413) －  －

ⅱ 一般準備金への充当 －  －  －  －  －  24,378  (24,378) －  －

ⅲ 普通株主への配当金支払額 －  －  －  －  －  －  (68,503) －  (68,503)

ⅳ 優先株主への配当金支払額 －  －  －  －  －  －  (1,067) －  (1,067)

2016年12月31日現在 250,011  19,659  134,520  (1,213) 175,445  206,697  766,312  (188) 1,551,243

 
  

 

資本金  

その他の

資本性

商品－

優先株式  

資本

準備金  

投資

再評価

準備金  

剰余

準備金  

一般

準備金  

利益

剰余金  

為替

準備金  

資本

合計

2014年12月31日現在 250,011  －  135,387  4,288  130,515  165,916  547,542  (1,423) 1,232,236

期中の変動 －  19,659  54  18,261  22,517  16,403  111,003  (37) 187,860

(1)当期包括利益合計 －  －  54  18,261  －  －  225,176  (37) 243,454

(2)資本金の変動                  

ⅰ 他の持分保有者による

資本注入 －  19,659  －  －  －  －  －  －  19,659

(3)利益処分                  

ⅰ 剰余準備金への充当 －  －  －  －  22,517  －  (22,517) －  －

ⅱ 一般準備金への充当 －  －  －  －  －  16,403  (16,403) －  －

ⅲ 株主への分配 －  －  －  －  －  －  (75,253) －  (75,253)

2015年12月31日現在 250,011  19,659  135,441  22,549  153,032  182,319  658,545  (1,460) 1,420,096
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67 後発事象

報告期間末日後に重要な後発事象はない。

 

68 比較数値

一部の比較数値は、当期の表示および開示に一致させるために調整されている。

 

69 最終的な親会社

注記１で説明したとおり、当グループの直接および最終的な親会社はそれぞれ匯金公司およびCICであ

る。

 

70 公表済だが、まだ発効していない修正、新基準および解釈指針による潜在的な影響

財務書類の発行日までに、IASBは、当グループに関連がある以下の修正、新基準および解釈指針を公表

した。これらの修正、新基準および解釈指針は2016年12月31日に終了した事業年度においてはまだ発効し

ていないため、当財務書類を作成する際に適用されていない。

 

　基準
以下の日付以降に開始する

会計年度より適用

(1) 開示に関する取組み－IAS第７号「キャッシュ・フロー計算書」の修正 2017年１月１日

(2) IAS第12号「法人所得税」の修正 2017年１月１日

(3) IFRS第９号「金融商品」 2018年１月１日

(4) IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」 2018年１月１日

(5) IFRS第16号「リース」 2019年１月１日

 

(1) IAS第７号「キャッシュ・フロー計算書」の修正

本修正は、財務情報利用者が財務活動から生じる負債の変動を理解できるように情報を開示することを

要求している。本修正は、財務書類の開示の改善機会を探る、IASBの開示に関する取組みの一部である。

当グループは、本修正の適用による当グループの連結財務書類に対する重要な影響はないと予想してい

る。

 

(2) IAS第12号「法人所得税」の修正

未実現損失に係る繰延税金資産の認識に関する本修正は、公正価値で測定される負債性商品に関連する

繰延税金資産の会計処理方法を明確化している。当グループは、本修正の適用による当グループの連結財

務書類に対する重要な影響はないと予想している。

 

(3) IFRS第９号「金融商品」

IFRS第９号は2014年７月に公表された。IFRS第９号はIAS第39号「金融商品：認識および測定」の従前の

指針を置き換えるものである。

 

IFRS第９号では負債性商品に対する投資に関して、償却原価で測定されるもの、その他の包括利益(以

下、「OCI」という。)を通じて公正価値で測定されるもの、および純損益を通じて公正価値で測定される

ものという３つの金融資産の分類カテゴリがある。分類は、負債性商品の管理に関する企業の事業モデル

と、契約上のキャッシュ・フローの特性に基づいて決定される。資本性商品に対する投資は常に公正価値

で測定される。ただし、当該商品がトレーディング目的で保有されていない場合、経営陣は、公正価値の
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変動をOCIに表示する取消不能な選択をすることができる。資本性商品がトレーディング目的で保有されて

いる場合、公正価値の変動は損益に表示される。金融負債に関しては、償却原価で測定されるものと純損

益を通じて公正価値で測定されるものという２つの分類カテゴリがある。デリバティブ以外の金融負債が

純損益を通じて公正価値で測定されるものとして指定されている場合、負債の信用リスクの変化に起因す

る公正価値の変動はOCIに認識される。ただし、そうした公正価値の変動が損益認識時に会計上の不一致を

もたらす場合は、公正価値の変動はすべて損益に認識される。その後、OCIに計上された金額が損益に振替

えられることはない。トレーディング目的で保有されている金融負債(デリバティブ金融負債を含む)につ

いては、公正価値の変動はすべて損益に表示される。

 

IFRS第９号は、減損損失の認識に関して、予想信用損失(以下、「ECL」という。)モデルという新しいモ

デルを導入している。ECLモデルは、IAS第39号の発生損失モデルを変更するものである。IFRS第９号に

は、当初認識時以降の金融資産の信用の質の変化に基づく「３段階」アプローチが含まれている。資産は

信用の質の変化に応じて３つのステージを移動し、そのステージにより、企業がどのように減損損失を測

定し、実効金利法を適用するかが決まる。この新ルールは、信用毀損が生じている、償却原価で計上され

る金融資産の当初認識において、12ヶ月ECLに等しい初日の損失が損益に認識されることを意味する。信用

リスクに著しい増加がある場合、減損は、12ヶ月ECLではなく残存期間にわたるECLを用いて測定される。

 

IFRS第９号は、金利リスクのポートフォリオ公正価値ヘッジを例外として、すべてのヘッジ関係に適用

される。この新しい指針は、ヘッジ会計を企業のリスク管理活動にさらに整合させ、IAS第39号の「ルー

ル・ベース」寄りのアプローチからの救済措置を提供するものである。

 

IFRS第９号は、当グループの財務書類に影響を及ぼす見込みである。当グループは、フェーズごとに準

備作業を行うプロジェクトチームを設置した。当グループは、新しい金融資産分類基準を設け、IFRS第９

号に従って金融資産の減損モデルと財務書類における関連する開示を修正する予定である。当グループは

また、IFRS第９号の適用要件を満たすよう、内部統制および方針の改訂と関連するITシステムの改良も予

定している。当グループは、2017年度末までにすべての適用準備を完了する見込みである。現在、当グ

ループは計画通りに準備作業を進めており、IFRS第９号の適用による当グループの連結財務書類に対する

影響について評価中である。

 

(4) IFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」

IFRS第15号は、５つのステップで構成されるアプローチを通じて収益の認識時期および認識額を決定す

る、包括的枠組みを確立している。コア原則は、企業は約定した財やサービスの顧客への移転を描写する

方法で収益を認識しなければならないとするものである。認識する金額は、企業が財やサービスと交換に

権利を得ると見込んでいる金額を反映すべきである。IFRS第15号は、「収益プロセス」に基づく収益認識

モデルから、支配の移転に基づく「資産・負債」アプローチへと移行するものである。

 

IFRS第15号は、契約コストおよびライセンス契約の資産計上に関する特定の指針を提供している。ま

た、企業と顧客との契約から生じる収益およびキャッシュ・フローの性質、金額、時期および不確実性に

関して、一貫した開示要件を含んでいる。

 

IFRS第15号は、従前の収益基準であるIAS第18号「収益」およびIAS第11号「工事契約」、ならびに収益

認識に関連する解釈指針を置き換えるものである。
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当グループは、IFRS第15号の適用による当グループの連結財務書類に対する重要な影響はないと予想し

ている。

 

(5) IFRS第16号「リース」

IFRS第16号「リース」は、リースの定義、認識および測定について規定しており、借り手と貸し手双方

のリース活動に関する有用な情報を財務書類利用者に報告する際の原則を確立している。IFRS第16号で導

入された主な変更は、ほとんどのオペレーティング・リースが借り手の財政状態計算書において会計処理

されるようになる点である。本基準書は、IAS第17号「リース」および関連する解釈指針を置き換えるもの

である。当グループは現在、IFRS第16号の初度適用による影響を評価中である。
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２【主な資産・負債及び収支の内容】

 

本項に記載すべき事項は前掲の財務書類に記載されている。

 

 

３【その他】

 

(1) 後発事象

 

後発事象はなかった。

 

(2) 訴訟

 

上記「１　財務書類」の注記63(7)を除き、継続している重要な訴訟はなかった。

 

 

４【国際財務報告基準と日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違】

 

本書記載の財務書類は、国際会計基準審議会（以下「IASB」という。）が規定する適用可能なすべての国

際財務報告基準（以下「IFRS」という。）およびその解釈指針、ならびに香港証券取引所有限公司による証

券上場規則のうち該当する開示規則に準拠して作成されている。当グループに適用される会計方針と日本に

おける会計原則の主要な相違は以下の通りである。

 

(1) 償却原価法

IFRSでは、償却原価で測定される金融資産について、実効金利法を用いなければならず、定額法は認めら

れない。

 

日本の会計基準においては、償却原価法は利息法が原則であるが、一定の条件の下で簡便法としての定額

法の採用も認められている。

 

(2) 固定資産の減損

IFRSでは、固定資産の簿価は、回収可能価額が簿価を下回っているか評価するために、定期的にレビュー

される。そのような下落が発生している場合、簿価を回収可能価額まで減額させる。当該減額は減損損失と

して認識され、損益に計上される。その後の期間においてのれんを除く非金融資産の減損損失の額が減少

し、当該減少が減損認識後に発生した事象に客観的に関連づけられる場合には、過去に認識した減損損失

は、損益を通じて戻し入れられる。

 

日本の会計基準においては、減損の認識の判定は、回収可能価額ではなく、資産から得られる割引前将来

キャッシュ・フローに基づく。また、減損損失の戻し入れは認められていない。

 

(3) 支払承諾

IFRSでは、支払承諾はオフ・バランスシート取引として会計処理され、契約債務および偶発債務として開

示されている。

 

日本の会計基準においては、銀行の場合には、支払承諾は負債として貸借対照表に、同額の資産である支

払承諾見返と共に計上される。

 

(4) 退職給付債務

IFRSでは、制度資産控除後の確定給付債務の全額が貸借対照表に計上される。実績による修正および数理

計算上の仮定の変更により生じる数理計算上の差異は、これらが発生した期間において損益計算書を通さず

にその他の包括利益を通じてその他の包括利益累計額に計上される。これらは、その後の期間に純損益に振

り替えられることはない。過去勤務費用は即時に損益に計上される。

 

日本の会計基準においては、企業会計基準第26号「退職給付に関する会計基準」により、確定給付型退職

給付制度について、制度資産控除後の確定給付債務の全額が貸借対照表に計上される。過去勤務費用および
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数理計算上の差異の発生額のうちその期に費用処理されない部分は、貸借対照表のその他の包括利益累計額

に計上される。これらはその後の期間にわたって費用処理され、当期純利益を構成する。

 

(5) 金融資産の認識の中止

IFRSでは、金融資産を譲渡したときは、金融資産のキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利が移転さ

れており、金融資産の所有に係る実質的にすべてのリスクおよび経済価値を移転した場合に、金融資産の認

識が中止される。

 

日本の会計基準においては、財務構成要素アプローチに基づき、金融資産の契約上の権利に対する支配が

他に移転した場合に、金融資産の認識が中止される。

 

(6) のれん

IFRSでは、企業結合で取得したのれんは償却される代わりに毎期減損についてテストし、また事象や状況

の変化が減損の可能性を示している場合は、より頻繁に減損テストを実施する。のれんの減損は、その後戻

し入れられることはない。

 

日本の会計基準においては、企業結合により発生するのれんの償却は20年以内の期間にわたって規則的に

償却される。なお、のれんの未償却簿価は減損会計の適用対象となる。

 

(7) 公正価値オプション

IFRSでは、一定の条件が満たされた場合、金融資産、金融負債を当初認識時に「損益計算書を通じて公正

価値で測定する」項目に区分し、当初認識以降の測定により発生した公正価値差額を損益計算書に計上する

ことが認められている。

 

日本の会計基準においては、公正価値オプションは認められていない。

 

(8) 連結

IFRSでは、連結財務諸表には、親会社および親会社が支配する会社（すなわち、特別目的事業体を含む子

会社）の財務諸表が含まれている。IFRSでは、すべての被支配企業に適用される単一の連結モデルである

IFRS第10号が適用される。IFRS第10号において、投資者は、投資先への関与により生じる変動リターンに対

するエクスポージャーまたは権利を有し、かつ、投資先に対するパワーにより当該リターンに影響を及ぼす

能力を有している場合には、投資先を支配しているため連結する。連結財務諸表は、統一した会計方針を使

用して作成される。

 

日本の会計基準においても、連結範囲は支配に基づき判断される。支配は一定割合の議決権の所有に加え

てその企業の意思決定機関を支配している場合に存在する。一定の特別目的事業体については、一定の要件

を満たす場合に子会社に該当しないものとして推定され、連結することが求められない。

 

親会社および子会社が連結財務諸表を作成するために採用する会計方針は、原則として統一されなければ

ならない。「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取扱い」によれば、在外子

会社の所在地国の会計原則に準拠して作成された財務諸表は原則として親会社の会計方針（日本の会計原

則）に修正する必要があるが、在外子会社の財務諸表がIFRSまたは米国会計基準に準拠して作成されている

場合は、のれんの償却、退職給付会計における数理計算上の差異の費用処理、研究開発費の支出時費用処

理、ならびに投資不動産の時価評価および固定資産の再評価等の一定の項目の修正を除き、これを連結決算

手続上利用できることと規定されている。

 

(9) ヘッジ会計

IFRSでは、一定の条件が満たされた場合は、下記の種類のヘッジ関係に係るヘッジ会計が認められてい

る。

・公正価値ヘッジ（すなわち、特定のリスクに起因し、損益に影響を与える可能性がある、公正価値の変
動に対するエクスポージャーのヘッジ） － ヘッジ会計上、ヘッジ手段の損益は損益計算書に認識され

る。また、ヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象の損益はヘッジ対象の帳簿価額により調整され、
損益計算書に認識される。

・キャッシュ・フロー・ヘッジ（すなわち、特定のリスクまたは発生の可能性の高い予定取引に起因し、
損益に影響を与える可能性がある、キャッシュ・フローの変動可能性に対するエクスポージャーのヘッ
ジ） － ヘッジ会計上、ヘッジ手段の損益のうち有効なヘッジと判断される部分は資本の部において直

接認識され、非有効部分は損益計算書に認識される。
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日本の会計基準においては、デリバティブ等の金融商品について、会計基準により定められたヘッジ会計

の要件を満たす場合には、原則として、「繰延ヘッジ会計」（ヘッジ手段の損益を貸借対照表の「純資産の

部」に計上し、ヘッジ対象が損益認識されるのと同一の会計期間に損益計算書に認識する。）を適用し、

ヘッジ対象である資産または負債に係る相場変動等を会計基準に基づき損益に反映させることができる場合

には、「時価ヘッジ会計」（ヘッジ手段の損益を発生時に認識するとともに、同一の会計期間にヘッジ対象

の損益も認識する。）を適用できる。
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第７【外国為替相場の推移】
 

 

１【最近５年間の事業年度別為替相場の推移】

 

事業年度 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

最高 13.91 17.36 19.76 20.20 18.34

最低 12.06 14.05 16.24 18.32 15.01

平均 12.67 15.90 17.19 19.22 16.37

期末 13.91 17.36 19.35 18.36 16.76

単位：１人民元の円相当額（円／人民元）

出典：株式会社三菱東京UFJ銀行

 

２【最近６月間の月別最高・最低為替相場】

 

月別 2016年12月 2017年１月 2017年２月 2017年３月 2017年４月 2017年５月

最高 17.06 17.21 16.68 16.69 16.20 16.54

最低 16.49 16.55 16.36 16.10 15.75 16.16

平均 16.75 16.76 16.52 16.43 15.99 16.32

単位：１人民元の円相当額（円／人民元）

出典：株式会社三菱東京UFJ銀行

 

３【最近日の為替相場】

 

16.33円（2017年６月16日）

単位：１人民元の円相当額（円／人民元）

出典：2017年６月16日現在の株式会社三菱東京UFJ銀行の対顧客電信直物売買相場の仲値
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第８【本邦における提出会社の株式事務等の概要】
 
 
１　株式の募集に伴う株式事務

 

Ｈ株の購入者（「Ｈ株購入者」）は、その取得の窓口となった証券会社（「窓口証券会社」）に、当該

Ｈ株購入者名義で外国証券取引口座を開設する必要がある。売買の執行、売買代金の決済、証券の保管お

よびＨ株にかかるその他の取引に関する事項は、すべて外国証券取引口座を通じ、外国証券取引口座約款

の規定に従って処理される。

以下は、外国証券取引口座約款に基づく取扱い事務の概要である。

 

Ｈ株の保管・登録

Ｈ株は、窓口証券会社の香港の保管機関またはブローカー（「Ｈ株保管機関」）を通じて、Ｈ株保管機

関が参加者となっている香港の中央決済システムであるCCASS（セントラル・クリアリング・アンド・セト

ルメント・システム）に寄託され、当該保管場所の諸法令および慣行にしたがって保管されるものとし、

Ｈ株購入者への証券の交付は行わない。Ｈ株は、CCASSを設置・運営する香港中央決算有限公司（HKSCC）

の完全子会社である香港中央決算（代理人）有限公司の名義で登録されることになる。

 

Ｈ株の譲渡に関する手続

Ｈ株購入者は、窓口証券会社が応じうる場合に限り、窓口証券会社所定の手続を経たうえで、Ｈ株の保

管を他の窓口証券会社のＨ株保管機関に移転することを指示し、または売却注文をなすことができる。当

該Ｈ株購入者と窓口証券会社との間の決済は、円貨または窓口証券会社が応じうる範囲内で当該Ｈ株購入

者が指定する外貨による。

 

Ｈ株購入者に対する通知

発行会社が株主に対して行う通知および通信は、Ｈ株保管機関を通じて各窓口証券会社に送付される。

窓口証券会社はかかる通知また通信の到達の日から３年間保管し、Ｈ株購入者の閲覧に供する。ただし、

Ｈ株購入者がかかる通知また通信の送付を希望した場合は、窓口証券会社は、当該Ｈ株購入者の費用で、

その届け出た住所宛てに送付する。

 

Ｈ株購入者の議決権行使に関する手続

Ｈ株購入者は、発行会社の株主総会における議決権の行使について、所定の期日までに窓口証券会社に

指示を行うことができる。Ｈ株購入者が窓口証券会社にかかる指示を行った場合には、窓口証券会社はＨ

株保管機関を通して、実務上可能な範囲で指示通りの議決権の行使を行うよう努める義務を負う。

Ｈ株購入者が窓口証券会社に対して指示を行わない場合には、Ｈ株保管機関または登録名義人は、議決

権を行使しない。

 

現金配当の交付手続

発行会社から支払われた配当金は、窓口証券会社がＨ株保管機関を通じてＨ株購入者に代わって一括し

て受領し、外国証券取引口座を通じてＨ株購入者に支払う。この際窓口証券会社が、国内の諸法令および

慣行等により発行会社、Ｈ株保管機関または登録名義人から費用を徴収されたときは、当該費用は、Ｈ株

購入者の負担とし、当該配当金から控除するなどの方法により徴収される。
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株式配当等の交付手続

発行会社普通株式の株式分割、無償交付、株式併合等により発行会社が追加Ｈ株をＨ株保管機関または

登録名義人に割り当てる場合は、窓口証券会社はかかる追加Ｈ株をＨ株購入者の外国証券取引口座に借記

する。ただし、売買単位未満のＨ株は、Ｈ株購入者が特に要請した場合を除きすべて売却処分され、その

売却代金は上記の現金配当の交付手続に準じてＨ株購入者に支払われる。

発行会社普通株式の株式配当により発行会社が追加Ｈ株をＨ株保管機関または登録名義人に割り当てる

場合は、Ｈ株購入者が特に要請した場合を除きすべて売却処分され、その売却代金は上記の現金配当の交

付手続に準じてＨ株購入者に支払われる。

 

新株引受権

発行会社普通株式について新株引受権が付与されたことにより発行会社が追加Ｈ株をＨ株保管機関また

は登録名義人に割り当てる場合は、原則としてすべて売却処分され、その売却代金は上記の現金配当の交

付に手続に準じてＨ株購入者に支払われる。

 

２　Ｈ株購入者に対する株式事務

 

株主名簿管理人および名義書換取扱場所

本邦にはＨ株に関する発行会社の株主名簿管理人または名義書換取扱場所はない。

 

基準日

現金配当または株式配当等を受け取る権利を有する株主は、配当支払い等のために定められた基準日現

在株主名簿に登録されている者である。

 

事業年度の終了

発行会社の事業年度は毎年12月31日に終了する。

 

公告

Ｈ株に関して本邦において発行会社は公告を行わない。

 

株式事務に関する手数料

Ｈ株購入者は、窓口証券会社に取引口座を開設する際に、当該窓口証券会社の定めるところにより口座

管理料を支払う。

 

譲渡制限

Ｈ株に関して、所有権の譲渡に関する制限はない。

 

税金

(イ)配当

当社から株主に支払われる配当は、日本の税法上、配当収入として取扱われる。日本の居住者たる

個人または日本の法人に対して支払われる当社の配当金については、当該配当金額（中国における当

該配当の支払の際に中国またはその地方政府の源泉徴収税が徴収される場合、当該控除後の金額）に
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つき、当該配当の支払いを受けるべき期間に応じ、下表に記載された源泉徴収税率に相当する金額の

日本の所得税・住民税が源泉徴収される。

 

配当課税の源泉徴収税率
 

配当を受けるべき期間 日本の法人 日本の居住者たる個人

2009年１月１日～2011年12月31日 所得税７％ 所得税７％、住民税３％

2012年１月１日～ 所得税15％ 所得税15％、住民税５％

 

日本の居住者たる個人は、当社から株主に支払われる配当については、源泉徴収がなされた場合に

は確定申告をする必要はなく、また当該配当については、配当金額の多寡に関係なく確定申告の対象

となる所得金額から除外することができる。2009年１月１日以降に当社から株主に支払われる配当に

ついては、日本の居住者たる個人は、申告分離課税を選択することが可能である。申告分離課税を選

択した場合の確定申告の税率は、2009年１月１日から2011年12月31日までに当社から当該個人に支払

われる配当については10％（所得税７％、住民税３％）、2012年１月１日以降に当社から当該個人株

主に支払われる配当については20％（所得税15％、住民税５％）であるが、かかる配当所得の計算に

おいては2009年分以後における上場株式等の株式売買損を控除することができる。

なお、配当控除(個人の場合）及び受取配当益金不算入(法人の場合）の適用はない。中国において

課税された税額は、配当につき確定申告した場合には日本の税法の規定に従い外国税額控除の対象と

なりうる。

 

(ロ)売買損益

1)　居住者である個人株主のＨ株の売買によって生じた株式売買益は、原則として所得税の対象

となり、株式売買損は、他の株式売買益から控除することができる。また、2009年分以後に

おける上場株式等の株式売買損については、当社株式及びその他の上場株式等の配当所得の

金額(申告分離課税を選択したものに限る。）から控除することができる。

 

2)　当社Ｈ株の内国法人株主については、株式の売買損益は、課税所得の計算上算入される。

 

(ハ)相続税

日本の税法上日本の居住者である実質株主が、中国で発行されたＨ株を相続または遺贈によって取

得した場合、日本の相続税法によって相続税が課されるが、国外で日本の相続税に相当する税が課さ

れる等、一定の要件を満たしているときには、外国税額控除が認められることがある。
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第９【提出会社の参考情報】
 
 
１【提出会社の親会社等の情報】

 

提出会社は金融商品取引法第24条第１項第１号又は第２号に掲げる有価証券の発行者に該当しないた

め、該当する記載事項はない。

 

２【その他の参考情報】

 

当行は、本会計年度の開始日から本報告書の提出日までの間に、関東財務局長に対し、以下の報告書を

提出した。

 

2015年度の有価証券報告書および添付書類： 2016年６月29日提出

2016年度の半期報告書および添付書類： 2016年９月30日提出

 

EDINET提出書類

中国建設銀行股イ分有限公司(E05972)

有価証券報告書

389/402



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 
 

該当事項なし

EDINET提出書類

中国建設銀行股イ分有限公司(E05972)

有価証券報告書

390/402



(訳文)

独立監査人の監査報告書

 

 

中国建設銀行股份有限公司株主各位

(中華人民共和国において有限株式会社として設立)

 

意見

監査対象

126頁から247頁(訳注：原文のページ数である。)に記載された中国建設銀行股份有限公司(以下、「親会

社」という。)およびその子会社(以下、総称して「グループ」という。)の連結財務書類は、以下により構成

されている。

・2016年12月31日現在の連結財政状態計算書

・2016年12月31日に終了した事業年度の連結包括利益計算書

・2016年12月31日に終了した事業年度の連結株主持分変動計算書

・2016年12月31日に終了した事業年度の連結キャッシュ・フロー計算書

・重要な会計方針の要約を含む連結財務書類に対する注記

 

監査意見

我々の意見では、当該連結財務書類は2016年12月31日現在のグループの連結財政状態ならびに2016年12月

31日に終了した事業年度のグループの連結業績および連結キャッシュ・フローに関して、国際財務報告基準

(以下、「IFRS」という。)に従って真実かつ公正な概観を提供しており、香港公司条例の開示基準に従って

適切に作成されている。

 

意見の基礎

我々は、香港公認会計士協会(以下、「HKICPA」という。)が発行した香港監査基準(以下、「HKSA」とい

う。)に準拠して監査を行った。本基準のもとでの我々の責任は、本報告書の「連結財務書類の監査に対する

監査人の責任」区分に詳述されている。

我々は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

独立性

我々は、HKICPAの「職業的監査人の倫理規定」(以下、「規定」という。)に準拠し、グループから独立し

ている。さらに我々は、当規定に準拠してその他の倫理上の責任を果たした。
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監査上の主要な事項

監査上の主要な事項とは、我々の職業的専門家としての判断において、当事業年度の連結財務書類の監査

で最も重要な事項である。かかる事項は連結財務書類全体に対する監査の観点から、さらに当該監査に基づ

く意見の形成において取扱われているが、各事項に個別の意見を表明しない。

我々が認識した監査上の主要な事項は以下のとおり要約される。

・顧客に対する貸出金に係る減損引当金

・不良債権(NPL)の一括売却

・組成された事業体の連結に関する評価および当該事業体に関する開示

・業務用アプリケーション・システムのグループ会計システムへの移行

 

監査上の主要な事項 監査上の対応手続

顧客に対する貸出金に係る減損引当金

 

連結財務書類に対する注記４(3)(f)、４(24)(a)、

13、25および65(1)を参照されたい。

 

2016年12月31日現在、顧客に対する貸出金総額およ

び減損引当金はそれぞれ11,757,032百万人民元およ

び268,677百万人民元であった。

 

減損引当金は、個別評価および集合的評価により見

積られる。

 

個別に重要とみなされる顧客に対する貸出金は、当

初認識時に減損の有無について評価される。個別に

重要ではないとみなされた同種グループの顧客に対

する貸出金、および個別に評価されたものの、減損

の客観的な証拠が見られなかった貸出金は、集合的

に減損の有無について評価される。

 

個別評価において、減損の兆候の特定および将来

キャッシュ・フローの見積りを行う際、ならびに集

合的評価において、計算手法に適用されるパラメー

タおよび仮定を決定する際には、経営陣による重要

な判断が必要となる。さらに、顧客に対する貸出金

に係る減損引当金の規模を勘案し、我々は監査にお

いてこの項目に焦点を当てた。

 

我々が実施した監査手続には以下の事項が含まれる。

 

我々は、顧客に対する貸出金に係る減損引当金に関連する

内部統制のデザインおよび運用状況の有効性について、評

価し検証した。これには、減損の兆候の特定および減損評

価プロセスが含まれる。

 

個別評価

 

減損の兆候を示す基準(借り手が財政難にあるか否か、ロー

ンの財務制限条項に違反しているか否かを含む)に基づき、

個別に重要とみなされる顧客に対する貸出金のサンプルに

ついて独立した信用調査を行い、当該貸出金の残高に減損

が生じていたか否か、および減損が経営陣により適時に識

別されていたか否かを評価した。

 

我々は、抽出したサンプルで減損が生じている顧客に対す

る貸出金について、将来キャッシュ・フローの見積り(担

保、および保証人からの支援の実現可能価額を含む)ならび

に割引率を、裏付けとなる基礎情報(入手可能な場合には外

部証憑を含む)に照らして検証した。我々はまた、計算の再

実施により、計算結果を独立して検証した。

 

集合的評価

 

我々は、関連するデータをグループの貸出システムおよび

総勘定元帳と照合することにより、減損モデルで使用され

た、貸出金に関する裏付けとなる基礎情報を検証した。

 

我々は、市場慣行を参照して使用されたパラメータおよび

仮定(債務不履行の可能性および過去の損失実績を含む)を

評価し、それら仮定が現在の経済環境を反映し、最近の損

失実績に沿っており、現行の信用リスクを表しているか否

かについて検討した。我々はまた、計算の再実施により、

計算結果を独立して検証した。

 

我々は、個別評価において減損した貸出金を特定する際、

ならびに顧客に対する貸出金に係る減損引当金を個別にお

よび集合的に見積もる際に適用された経営陣の判断は妥当

であったと認める。
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監査上の主要な事項 監査上の対応手続

不良債権の一括売却

 

連結財務書類に対する注記25を参照されたい。

 

2016年12月31日に終了した事業年度において、親会

社は一括売却を通じて、57,058百万人民元の不良債

権を外部の資産運用会社に売却した。

 

不良債権の一括売却には金額的重要性があり、認識

の中止の評価において経営陣による重要な判断が適

用された。

 

我々は、売却された不良債権が親会社の適切な承認

を経ていたか否か、および売却が認識の中止に関す

る基準を満たしていたか否かに焦点を当てた。

我々が実施した監査手続には以下の事項が含まれる。

 

1. 権限付与、資産の選択および承認プロセスに注目し、不

良債権の売却に関連する内部統制について評価し検証し

た。

2. 売却された不良債権が認識の中止に関する基準を満たし

ていたか否かを評価するため、契約をサンプルベースで

検討した。

 

経営陣の判断と我々の評価との間に重要な相違は検出され

なかった。

組成された事業体の連結に関する評価および当該事

業体に関する開示

 

連結財務書類に対する注記４(1)、４(24)(g)、21

(2)(c)および31を参照されたい。

 

2016年12月31日現在、組成された事業体には主に、

資産運用商品、資産運用プランおよび信託プランが

含まれていた。組成された事業体の金額は、連結お

よび非連結の場合について、それぞれ注記21(2)(c)

および注記31に開示されている。

 

組成された事業体に対するグループの投資額には金

額的重要性があり、連結するか否かの評価には経営

陣の判断が適用された。

 

我々は、以下の主要な側面に焦点を当てた。

 

1. 支配を構成する３つの要素に基づき経営陣が

行った連結の評価の妥当性、および連結財務書

類における開示の適切性。

2. 非連結の組成された事業体が連結財務書類にお

いて適切に開示されたか否か。

我々が実施した監査手続には以下の事項が含まれる。

 

1. 経営陣が連結の評価および組成された事業体の開示に関

して適用した関連する内部統制について、評価し検証し

た。

2. 連結するか否かの経営陣の判断を、契約を含む裏付け資

料に照らして確認するため、組成された事業体をサンプ

ルベースで検証した。また、それらを以下の支配を構成

する要素に照らして評価した。

・組成された事業体に対するグループのパワー

・組成された事業体への関与により生じる変動リター

ンに対するグループのエクスポージャーまたは権利

・組成された事業体に対するパワーを通じてグループ

のリターンに影響を与える能力

3. 連結財務書類における組成された事業体に関する開示の

適切性について、評価および確認を行った。

 

入手可能な証拠に基づき、我々は組成された事業体の連結

に関する経営陣の評価が妥当であり、開示が適切であった

と認める。
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監査上の主要な事項 監査上の対応手続

業務用アプリケーション・システムのグループ会計

システムへの移行

 

グループの財務報告プロセスは、ITシステムの設計

および運用状況の有効性に大きく依拠している。当

事業年度中に、グループは特定の重要な業務用アプ

リケーション・システムの会計モジュールを会計シ

ステムに移行すべく、システム移行を行った。

 

システム移行は、プログラムの大幅な変更と開発を

伴った。その導入(特に、関連する自動化された統

制およびITに依存している手動統制、システムのイ

ンターフェース機能およびデータ変換)は、さまざ

まな業務用アプリケーション・システムからの取引

がすべて総勘定元帳に保存されることを財務報告プ

ロセスにおいて確保するにあたって、重要な影響を

及ぼす。そのため、我々は、個人向け業務、バレッ

ト為替業務およびデリバティブ・トレジャリー業務

のグループ会計システムへの移行に焦点を当てた。

我々は、財務報告に欠かせないシステム移行に対する経営

陣の監視について評価し、以下の事項について検証した。

 

1. ITプログラムの変更および開発に係る統制、ならびにプ

ログラムおよびデータへのアクセス。後者には、新たに

開発された、および/または変更されたソフトウェアお

よびプログラムに関する適切な権限付与およびテストが

含まれ、主にシステム構成、ロジスティクス、機能およ

びデータ変換ルールが対象となる。

2. 自動化された統制、および手動統制が依存する会計シス

テムの特定の重要な側面。これには、財務報告目的でシ

ステムにより生成された主要な報告書、自動化されたア

プリケーション内で行われた計算、ユーザー・アクセス

の保護、アプリケーション間の自動化されたインター

フェース、および勘定科目一覧表の維持管理に係る統制

が含まれる。

 

さらに、我々は、関連するアプリケーション・システムに

より行われた仕訳のサンプルを、コンピュータ利用監査技

法を用いて会計システムと照合した。

 

実施した検証手続の結果は、ITに依存する会計システムに

依拠できることを裏付けるものであった。

 

その他の情報

親会社の取締役は、その他の情報について責任を有する。その他の情報は、年次報告書に含まれるすべて

の情報から成るが、連結財務書類およびそれに対する監査報告書は含まれない。

連結財務書類に関する我々の意見は、その他の情報を対象としていないため、我々は、当該その他の情報

に対していかなる形式の保証の結論も表明しない。

連結財務書類の監査に関する我々の責任は、その他の情報を読み、その過程で、当該その他の情報が連結

財務書類または我々が監査上入手した知識と著しく矛盾しているため重要な虚偽記載であると疑われるよう

なものがないかを検討することである。

実施した作業に基づき、当該その他の情報に重要な虚偽の記載があるとの結論に至った場合、我々は、か

かる事実を報告する必要がある。我々はこの点に関し、報告すべきことはない。

 

連結財務書類における取締役および統治責任者の責任

親会社の取締役の責任は、IFRSおよび香港公司条例の開示基準に準拠して、真実かつ適正な概観を与える

連結財務書類を作成すること、また、不正か誤謬かを問わず、重要な虚偽表示のない連結財務書類を作成す

るために取締役が必要と判断する内部統制にある。

連結財務書類の作成において、取締役は、継続企業としてのグループの存続能力の評価、継続企業に関連

する事項の開示（該当する場合）および継続企業の前提による会計処理の実施に責任を有する。ただし、取

締役がグループを清算または業務を停止する意思を有する場合、あるいはそうするより他に現実的な代替方

法がない場合はこの限りでない。

統治責任者は、グループの財務報告プロセスを監視する責任を負う。
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連結財務書類の監査に対する監査人の責任

我々の目的は、全体として連結財務書類に不正または誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかに関する

合理的な保証を得て、意見を含めた監査報告書を発行することにある。我々は、株主全体を唯一の報告先と

して我々の意見を報告するものであり、その他の目的を有しない。我々は本報告書の内容に関して、他者に

対する責任を負うこともなく、また認めるものでもない。合理的な保証は、高い水準の保証であるが、HKSA

に準拠して実施された監査が、存在するすべての重要な虚偽表示を常に発見することを確約するものではな

い。虚偽表示は、不正または誤謬から発生する可能性があり、個別にまたは集計すると、当該連結財務書類

の利用者の経済的意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

HKSAに準拠した監査の一環として、我々は、監査を通じて職業的専門家としての判断を行使し、職業的専

門家としての懐疑心を保持する他、以下を行う。

・不正または誤謬による連結財務書類の重要な虚偽表示リスクを識別、評価し、当該リスクに対応した監

査手続を立案、実施し、監査意見の基礎を提供する十分かつ適切な監査証拠を入手する。不正による重

要な虚偽の表示を発見できないリスクは、誤謬による当該リスクよりも高くなる。これは、不正には、

共謀、文書を偽造すること、意図的な除外、虚偽の言明、および内部統制の無効化が伴うためである。

・状況に応じて適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を理解する。ただし、これ

は、グループの内部統制の有効性に対する意見を表明するためではない。

・使用されている会計方針の適切性、取締役によって行われた会計上の見積りおよび関連する開示の妥当

性を評価する。

・取締役が継続企業の前提により会計処理を実施したことの適切性について結論を下す。また、入手した

監査証拠に基づき、グループの継続企業としての存続能力に重要な疑義を生じさせるような事象または

状況に関して、重要な不確実性が存在するか否かを判断する。重要な不確実性が存在するとの結論に

至った場合、本監査報告書において、連結財務書類に記載されている関連する開示を参照するよう促す

か、または当該開示が不十分な場合は、監査意見を修正する必要がある。我々の結論は、本監査報告書

の日付までに入手した監査証拠に基づいている。しかし、将来の事象または状況により、グループが継

続企業として存続しなくなる可能性がある。

・連結財務書類の全体的な表示、構成および内容（開示を含む。）ならびに、連結財務書類が基礎となる

取引や会計事象を適正に表しているかを評価する。

・連結財務書類に対する意見を表明するため、グループ内の企業および事業活動の財務情報に関する十分

かつ適切な監査証拠を入手する。我々は、グループ監査の指示、監督および実施について責任を有す

る。我々の監査意見に単独で責任を負う。

 

我々は、統治責任者と、特に、計画した監査の範囲とその実施時期、および監査上の重要な発見事項（監

査の過程で識別した内部統制の重要な不備を含む。）に関して、協議する。

また、我々は、統治責任者に、独立性についての職業倫理に関する規定を遵守している旨を書面で伝達

し、また、独立性に影響を与えると合理的に考えられるすべての関係やその他の事項、また該当する場合に

は関連するセーフガードについて統治責任者と協議する。

統治責任者との協議事項から、我々は、当事業年度の連結財務書類の監査において最も重要性のある事

項、すなわち監査上の主要な事項を決定し、かかる事項を監査報告書に記載する。ただし、法令により当該

事項の公開が禁止されている場合、あるいは極めてまれな状況ではあるが、監査報告書において言及するこ

とで公共の利益よりも悪影響が大きいと合理的に予想されるため、監査報告書で当該事項について言及すべ

きではないと我々が判断した場合は、この限りでない。
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当独立監査人の監査報告書に係る監査のエンゲージメント・パートナーは、リンダ葉少寛である。

 

プライスウォーターハウスクーパース(署名)

公認会計士

香港、2017年３月29日

 

次へ

EDINET提出書類

中国建設銀行股イ分有限公司(E05972)

有価証券報告書

396/402



INDEPENDENT AUDITOR’S REPORT
 
 

To the Shareholders of China Construction Bank Corporation
(a joint stock company incorporated in the People’s Republic of China with limited liability)
 
 
OPINION
What we have audited
The consolidated financial statements of China Construction Bank Corporation (the “Bank”) and its
subsidiaries (the “Group”) set out on pages 126 to 247, which comprise:
・the consolidated statement of financial position as at 31 December 2016;
・the consolidated statement of comprehensive income for the year then ended;
・the consolidated statement of changes in equity for the year then ended;
・the consolidated statement of cash flows for the year then ended; and
・the notes to the consolidated financial statements, which include a summary of significant accounting
policies.
 

Our opinion
In our opinion, the consolidated financial statements give a true and fair view of the consolidated financial
position of the Group as at 31 December 2016, and of its consolidated financial performance and its
consolidated cash flows for the year then ended in accordance with International Financial Reporting
Standards (“IFRSs”) and have been properly prepared in compliance with the disclosure requirements of the
Hong Kong Companies Ordinance.
 
BASIS FOR OPINION
We conducted our audit in accordance with Hong Kong Standards on Auditing (“HKSAs”) issued by the
Hong Kong Institute of Certified Public Accountants (“HKICPA”). Our responsibilities under those standards
are further described in the Auditor’s Responsibilities for the Audit of the Consolidated Financial Statements
section of our report.
 
We believe that the audit evidence we have obtained is sufficient and appropriate to provide a basis for our
opinion.
 
Independence
We are independent of the Group in accordance with the HKICPA’s Code of Ethics for Professional
Accountants (“the Code”), and we have fulfilled our other ethical responsibilities in accordance with the
Code.
 
 
KEY AUDIT MATTERS
Key audit matters are those matters that, in our professional judgment, were of most significance in our audit
of the consolidated financial statements of the current period. These matters were addressed in the context of
our audit of the consolidated financial statements as a whole, and in forming our opinion thereon, and we do
not provide a separate opinion on these matters.
 
Key audit matters identified in our audit are summarised as follows:
・Allowances for Impairment Losses on Loans and Advances to customers

・Packaged Sales of Non-Performing Loans (NPLs)

・Consolidation assessment of, and disclosures about, structured entities

・Business application system migration to the Group’s accounting system
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Key Audit Matter How our audit addressed the Key Audit Matter
Allowances for Impairment Losses on Loans and
Advances to customers
 
Refer to notes 4(3)(f), 4(24)(a), 13, 25, 65(1) to the
consolidated financial statements.
 
As at 31 December 2016, the gross balance of loans
and advances to customers and allowances for
impairment losses amounted to RMB11,757,032
million and RMB268,677 million, respectively.
 
Allowances for impairment losses are estimated
using individual and collective assessments.
 
Individually significant loans and advances to
customers are initially assessed for impairment.
Homogeneous groups of loans and advances to
customers not considered individually significant,
and those which were individually assessed but
were found not to have objective evidence of
impairment, are assessed for impairment on a
collective basis.
 
Identification of impairment indicators and
estimation of future cash flows for individual
assessment, parameters and assumptions applied to
the calculation methodology for collective
assessment require significant management’s
judgements. In addition, because of the size of the
allowances for impairment losses on loans and
advances to customers, we focused on this in our
audit.

Our procedures include the following:
 
We evaluated and tested the design and operating
effectiveness of internal controls related to
allowances for impairment losses on loans and
advances to customers, including the identification
of impairment indicators and the impairment
assessment process.
 
Individual assessment
Based on criteria that may indicate evidence of
impairment (including whether the borrowers were
experiencing financial difficulties or breached loan
covenants), we performed independent credit
reviews on a sample of individually significant
loans and advances to customers to assess whether
these balances were impaired and whether the
impairment was identified by management on a
timely basis.
 
For the impaired loans and advances from our
sample, we tested the estimated future cash flows
(including realisable value of mortgages and
pledges, and support from guarantors) and discount
rates against underlying supporting information
including external evidence where available. We
also independently tested the calculations through
re-performance.
 
Collective assessment
We tested the underlying loan information used in
the impairment models by agreeing the relevant
data to the Group’s loan systems and the general
ledger.
 
We evaluated the parameters and assumptions
(including historical trends of probability of default
and historical loss experience) used by reference to
market practices and challenged the assumptions as
to whether they reflect the current economic
environment and are in line with recent loss
experience and representative of current credit
risks. We also independently tested the calculation
through
re-performance.
 
We found management’s judgement exercised in
identifying the impaired loans for individual
assessment and in estimating the individual and
collective allowances for impairment losses on
loans and advances to customers to be reasonable.
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Key Audit Matter How our audit addressed the Key Audit Matter
Packaged Sales of Non-Performing Loans (NPLs)
 
Refer to note 25 to the consolidated financial
statements.
 
During the year ended 31 December 2016, the Bank
sold RMB57,058 million of NPLs through packaged
sales to external asset management companies.
 
The packaged sales of NPLs were significant, and
involved significant management judgement in the
de-recognition assessment.
 
We focused on whether the NPLs sold have been
appropriately approved by the Bank, and whether
the disposals met the derecognition criteria.

Our procedures included the following:
 
1. Evaluated and tested the internal controls relating
to the sales of NPLs, focusing on the authorisation,
asset selection, and approval processes.
2. Reviewed the contracts on a sample basis and
evaluated whether the NPLs sold met the de-
recognition criteria.
 
We found no significant differences between
management’s judgement and our assessment.

Consolidation assessment of, and disclosures about,
structured entities
 
Refer to notes 4(1), 4(24)(g), 21(2)(c), 31 to the
consolidated financial statements.
 
As at 31 December 2016, structured entities mainly
included wealth management products, asset
management plans and trust plans. The amounts of
structured entities which are either consolidated or
not consolidated are disclosed in notes 21(2)(c) and
31 respectively.
 
The amount of structured entities in which the
Group had invested was significant and the
assessment of consolidation or not involved
management’s judgement.
 
We focused on the following key aspects:
1. The reasonableness of the consolidation
assessment made by management based on the three
elements of control and the appropriateness of
disclosures in the consolidated financial statements.
2. Whether the structured entities that were not
consolidated were appropriately disclosed in the
consolidated financial statements.

Our procedures included:
 
1. Evaluated and tested the related internal controls
that management adopted on the consolidation
assessment and disclosure of structured entities.
2. Tested structured entities on a sample basis to
assess management’s judgement to consolidate or
not by checking against supporting documents
including contracts and evaluated them against the
following elements of control:
・The Group’s power over the structured entities;

・The Group’s exposure, or rights, to variable
returns

from involvement with the structured entities; and

・The Group’s ability to use power over the
structured
entities to affect the amount of the Group’s returns.
3. Evaluated and checked the appropriateness of
disclosures in the consolidated financial statements
relating to structured entities.
 
Based on the available evidence we found that
management’s consolidation assessment in relation
to structured entities was reasonable and the
disclosures were appropriate.
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Key Audit Matter How our audit addressed the Key Audit Matter
Business application system migration to the Group’
s accounting system
 
The Group’s financial reporting process is heavily
reliant on the design and operating effectiveness of
its IT systems. During the year, the Group
underwent system migration of the accounting
modules of certain critical business application
systems to the
accounting system. These systems included the
Retail, Valet Foreign Exchange and Derivatives
Treasury businesses relating to the Group’s
domestic operations.
 
The system migration involved significant program
changes and development. Its implementation,
particularly the related automated and IT dependent
manual controls, system interface functionality
and data conversion have a significant impact on
the financial reporting process in ensuring all
transactions from various business application
systems are captured in the general ledger.
Therefore,
the system migration of the Retail, Valet Foreign
Exchange and Derivatives Treasury businesses to
the Group’s accounting system was our audit focus.

We evaluated the management oversight of the
system migration that was critical to financial
reporting and performed testing on the
following:
 
1. Controls over the IT program changes and
development, and access to program and data
including proper authorisation and testing of newly
developed and/or modified software and programs
which primarily cover system configurations,
logistics, functionalities and data conversion rules.
2. Automated controls and certain critical aspects of
the accounting system upon which manual controls
are dependent, including key system generated
reports for financial reporting purposes, calculations
within the automated applications, user access
security, automated interfaces among applications
and controls over the chart of account maintenance.
 
In addition, we reconciled a sample of the journal
entries arising from the relevant application systems
to the accounting system using computer assisted
audit techniques.
 
The results of the testing performed supported our
ability to place reliance on the IT dependencies of
the accounting system.

 
OTHER INFORMATION
The directors of the Bank are responsible for the other information. The other information comprises all of the
information included in the annual report other than the consolidated financial statements and our auditor’s
report thereon.
 
Our opinion on the consolidated financial statements does not cover the other information and we do not
express any form of assurance conclusion thereon.
 
In connection with our audit of the consolidated financial statements, our responsibility is to read the other
information and, in doing so, consider whether the other information is materially inconsistent with the
consolidated financial statements or our knowledge obtained in the audit or otherwise appears to be materially
misstated.
 
If, based on the work we have performed, we conclude that there is a material misstatement of this other
information, we are required to report that fact. We have nothing to report in this regard.
 
RESPONSIBILITIES OF DIRECTORS AND THOSE CHARGED WITH GOVERNANCE FOR THE
CONSOLIDATED FINANCIAL STATEMENTS
The directors of the Bank are responsible for the preparation of the consolidated financial statements that give
a true and fair view in accordance with IFRSs and the disclosure requirements of the Hong Kong Companies
Ordinance, and for such internal control as the directors determine is necessary to enable the preparation of
consolidated financial statements that are free from material misstatement, whether due to fraud or error.
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RESPONSIBILITIES OF DIRECTORS AND THOSE CHARGED WITH GOVERNANCE FOR THE
CONSOLIDATED FINANCIAL STATEMENTS (CONTINUED)
 
In preparing the consolidated financial statements, the directors are responsible for assessing the Group’s
ability to continue as a going concern, disclosing, as applicable, matters related to going concern and using the
going concern basis of accounting unless the directors either intend to liquidate the Group or to cease
operations, or have no realistic alternative but to do so.
 
Those charged with governance are responsible for overseeing the Group’s financial reporting process.
 
AUDITOR’S RESPONSIBILITIES FOR THE AUDIT OF THE CONSOLIDATED FINANCIAL
STATEMENTS
 
Our objectives are to obtain reasonable assurance about whether the consolidated financial statements as a
whole are free from material misstatement, whether due to fraud or error, and to issue an auditor’s report that
includes our opinion. We report our opinion solely to you, as a body, and for no other purpose. We do not
assume responsibility towards or accept liability to any other person for the contents of this report.
Reasonable assurance is a high level of assurance, but is not a guarantee that an audit conducted in
accordance with HKSAs will always detect a material misstatement when it exists. Misstatements can arise
from fraud or error and are considered material if, individually or in the aggregate, they could reasonably be
expected to influence the economic decisions of users taken on the basis of these consolidated financial
statements.
 
As part of an audit in accordance with HKSAs, we exercise professional judgment and maintain professional
skepticism throughout the audit. We also:
・Identify and assess the risks of material misstatement of the consolidated financial statements, whether due
to fraud or error, design and perform audit procedures responsive to those risks, and obtain audit evidence
that is sufficient and appropriate to provide a basis for our opinion. The risk of not detecting a material
misstatement resulting from fraud is higher than for one resulting from error, as fraud may involve collusion,
forgery, intentional omissions, misrepresentations, or the override of internal control.
・Obtain an understanding of internal control relevant to the audit in order to design audit procedures that are
appropriate in the circumstances, but not for the purpose of expressing an opinion on the effectiveness of the
Group’s internal control.
・Evaluate the appropriateness of accounting policies used and the reasonableness of accounting estimates
and related disclosures made by the directors.
・Conclude on the appropriateness of the directors’use of the going concern basis of accounting and, based
on the audit evidence obtained, whether a material uncertainty exists related to events or conditions that may
cast significant doubt on the Group’s ability to continue as a going concern. If we conclude that a material
uncertainty exists, we are required to draw attention in our auditor’s report to the related disclosures in the
consolidated financial statements or, if such disclosures are inadequate, to modify our opinion. Our
conclusions are based on the audit evidence obtained up to the date of our auditor’s report. However, future
events or conditions may cause the Group to cease to continue as a going concern.
・Evaluate the overall presentation, structure and content of the consolidated financial statements, including
the disclosures, and whether the consolidated financial statements represent the underlying transactions and
events in a manner that achieves fair presentation.
・Obtain sufficient appropriate audit evidence regarding the financial information of the entities or business
activities within the Group to express an opinion on the consolidated financial statements. We are responsible
for the direction, supervision and performance of the group audit. We remain solely responsible for our audit
opinion.
AUDITOR’S RESPONSIBILITIES FOR THE AUDIT OF THE CONSOLIDATED FINANCIAL
STATEMENTS (CONTINUED)
 
We communicate with those charged with governance regarding, among other matters, the planned scope and
timing of the audit and significant audit findings, including any significant deficiencies in internal control that
we identify during our audit.
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We also provide those charged with governance with a statement that we have complied with relevant ethical
requirements regarding independence, and to communicate with them all relationships and other matters that
may reasonably be thought to bear on our independence, and where applicable, related safeguards.
 
From the matters communicated with those charged with governance, we determine those matters that were of
most significance in the audit of the consolidated financial statements of the current period and are therefore
the key audit matters. We describe these matters in our auditor’s report unless law or regulation precludes
public disclosure about the matter or when, in extremely rare circumstances, we determine that a matter
should not be communicated in our report because the adverse consequences of doing so would reasonably be
expected to outweigh the public interest benefits of such communication.
 
 

The engagement partner on the audit resulting in this independent auditor’s report is Yip Siu Foon, Linda.
 
 
 

PricewaterhouseCoopers
Certified Public Accountants
 
Hong Kong, 29 March 2017
 
 
（※）上記は、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものです。その原本は

本有価証券報告書提出会社が別途保管しております。 
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